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本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

   

 

 

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

先行審査プラントの記載との比較表（Ⅵ-1-7-3 中央制御室の居住性に関する説明書） 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

  1. 概要 1. 概要  

 

 

本説明書は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準

に関する規則」（以下「技術基準規則」という。）第 38条及び第

74 条並びにそれらの「実用発電用原子炉及びその附属施設の技

術基準に関する規則の解釈」（以下「解釈」という。）に基づく

中央制御室（「6,7号機共用」（以下同じ。））の居住性について，

居住性を確保するための基本方針，居住性に係る設備の設計方

針，放射線防護措置の有効性を示す評価等を含めて説明するも

のである。 

本説明書は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準

に関する規則」（以下「技術基準規則」という。）第 38条及び第

74条並びにそれらの「実用発電用原子炉及びその附属施設の技

術基準に関する規則の解釈」（以下「解釈」という。）に基づく

中央制御室（「7号機設備，6,7号機共用」（以下同じ。））の居住

性について，居住性を確保するための基本方針，居住性に係る

設備の設計方針，放射線防護措置の有効性を示す評価等を含め

て説明するものである。 

 

 

 

 

設工認申請号機の違いによる

差異（中央制御室は 6,7 号機共

用のコントロール建屋に設置

しており，7 号機設工認にて申

請済み。） 

  2. 中央制御室の居住性に関する基本方針 2. 中央制御室の居住性に関する基本方針  

  2.1 基本方針 2.1 基本方針  

 

 

 

(1) 原子炉冷却材喪失等の設計基準事故時に，中央制御室内に

とどまり必要な操作，措置を行う運転員が過度の被ばくを受け

ないよう施設し，中央制御室の気密性，遮蔽その他の適切な放

射線防護措置，気体状の放射性物質並びに中央制御室外の火災

等により発生する燃焼ガスやばい煙，有毒ガス及び降下火砕物

に対する換気設備の隔離その他の適切な防護措置を講じる。 

 

(1) 原子炉冷却材喪失等の設計基準事故時に，中央制御室内に

とどまり必要な操作，措置を行う運転員が過度の被ばくを受け

ないよう施設し，中央制御室の気密性，遮蔽その他の適切な放

射線防護措置，気体状の放射性物質並びに中央制御室外の火災

等により発生する燃焼ガスやばい煙，有毒ガス及び降下火砕物

に対する換気設備の隔離その他の適切な防護措置を講じる。 

 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 炉心の著しい損傷が発生した場合においても運転員がと

どまるために必要な設備を施設する。 

(2) 炉心の著しい損傷が発生した場合においても運転員がと

どまるために必要な設備を施設する。 

 

 

 

  

  

  

 

  

 

  

 

 

 

 

中央制御室は，以下の設備により居住性を確保する。 

a. 換気設備 

(a) 中央制御室換気空調系 

イ. 中央制御室送風機（6,7号機共用） 

ロ. 中央制御室排風機（6,7号機共用） 

ハ. 中央制御室再循環フィルタ装置（「6,7号機共用」（以

下同じ。）） 

ニ. 中央制御室再循環送風機（6,7号機共用） 

 

 

 

 

中央制御室は，以下の設備により居住性を確保する。 

a. 換気設備 

(a) 中央制御室換気空調系 

イ. 中央制御室送風機（6,7号機共用） 

ロ. 中央制御室排風機（6,7号機共用） 

ハ. 中央制御室再循環フィルタ装置（「6,7号機共用」（以

下同じ。）） 

ニ. 中央制御室再循環送風機（6,7号機共用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

設備運用の差異（柏崎刈羽 6号

機では，中央制御室排風機及び

中央制御室排気ダクト等の排

気ラインも併せて居住性を確

保している。） 

※比較のため，島根 2号の記載

は配置移動を行った。 
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ホ. 中央制御室換気空調系（中央制御室外気取入ダクト）

（「6,7号機共用」（以下同じ。）） 

ヘ. 中央制御室換気空調系（中央制御室排気ダクト）（「6,7

号機共用」（以下同じ。）） 

 

 

 

 

ト. MCR通常時外気取入隔離ダンパ（U41-F001A,B）（6,7号

機共用） 

チ. MCR排気隔離ダンパ（U41-F002A,B）（6,7号機共用） 

 

リ. MCR非常時外気取入隔離ダンパ（U41-F003A,B）（6,7号

機共用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヌ. MCR 外気取入ダンパ（U41-DAM601A,B）（6 号機設備，

6,7号機共用） 

 

ル. MCR 非常用外気取入ダンパ（U41-DAM602A,B）（6 号機

設備，6,7号機共用） 

ヲ. MCR排気ダンパ（U41-DAM604A,B）（6号機設備，6,7号

機共用） 

 

(b) 中央制御室可搬型陽圧化空調機（「6,7号機共用」（以下

同じ。）） 

イ. 中央制御室可搬型陽圧化空調機（ファン）（6,7 号機共

用） 

ロ. 中央制御室可搬型陽圧化空調機（フィルタユニット）

ホ. 中央制御室換気空調系（中央制御室外気取入ダクト）

（「7号機設備，6,7号機共用」（以下同じ。）） 

ヘ. 中央制御室換気空調系（中央制御室排気ダクト）（「7

号機設備，6,7号機共用」（以下同じ。）） 

 

 

 

 

ト. MCR 通常時外気取入隔離ダンパ（U41-F001A,B）（7 号

機設備，6,7号機共用） 

チ. MCR排気隔離ダンパ（U41-F002A,B）（7号機設備，6,7

号機共用） 

リ. MCR 非常時外気取入隔離ダンパ（U41-F003A,B）（7 号

機設備，6,7号機共用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヌ. MCR外気取入ダンパ（U41-DAM601A,B）（6,7号機共用） 

 

 

ル. MCR 非常用外気取入ダンパ（U41-DAM602A,B）（6,7 号

機共用） 

ヲ. MCR排気ダンパ（U41-DAM604A,B）（6,7号機共用） 

 

 

(b) 中央制御室可搬型陽圧化空調機（「7号機設備，6,7号機

共用，7号機に保管」（以下同じ。）） 

イ. 中央制御室可搬型陽圧化空調機（ファン）（7 号機設

備，6,7号機共用，7号機に保管） 

ロ. 中央制御室可搬型陽圧化空調機（フィルタユニット）

 

設工認申請号機の違いによる

差異（中央制御室外気取入ダク

ト及び中央制御室排気ダクト

は，6,7 号機共用のコントロー

ル建屋に設置しており，7 号機

設工認にて申請済み。） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，中央制御室換気空調系

は，7 号機との共用設備である

ため，登録号機が 7号機である

設備についても記載してい

る。） 

 

設工認申請号機の違いによる

差異（7号機側のダンパは，6,7

号機共用のコントロール建屋

に設置しており，7 号機設工認

にて申請済み。） 

 

設工認申請号機の違いによる

差異（6号機側のダンパは，6,7

号機共用のコントロール建屋

に設置しており，今回申請の対

象。） 

 

 

 

設工認申請号機の違いによる

差異（中央制御室可搬型陽圧化

空調機は，6,7 号機共用のコン

トロール建屋に保管しており，

7号機設工認にて申請済み。） 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 
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（6,7号機共用） 

ハ. 中央制御室可搬型陽圧化空調機用仮設ダクト（6,7号

機共用） 

 

(c) 中央制御室待避室陽圧化装置（「6,7号機共用」（以下同

じ。）） 

イ. 中央制御室待避室陽圧化装置（空気ボンベ）（6,7 号機

共用） 

ロ. 中央制御室待避室陽圧化装置（空気ボンベ）配管（6,7

号機共用） 

 

b.  生体遮蔽装置 

(a) 中央制御室遮蔽（「6,7号機共用」（以下同じ。）） 

 

(b) 中央制御室待避室遮蔽（常設）（「6,7号機共用」（以下同

じ。）） 

(c) 中央制御室待避室遮蔽（可搬型）（「6,7号機共用」（以下

同じ。）） 

(d) 二次遮蔽壁 

(e) 補助遮蔽 

 

（7号機設備，6,7号機共用，7号機に保管） 

ハ. 中央制御室可搬型陽圧化空調機用仮設ダクト（7号機

設備，6,7号機共用，7号機に保管） 

 

(c) 中央制御室待避室陽圧化装置（「7号機設備，6,7号機共

用，7号機に保管」（以下同じ。）） 

イ. 中央制御室待避室陽圧化装置（空気ボンベ）（7号機設

備，6,7号機共用，7号機に保管） 

ロ. 中央制御室待避室陽圧化装置（空気ボンベ）配管（7

号機設備，6,7号機共用） 

 

b.  生体遮蔽装置 

(a) 中央制御室遮蔽（「7 号機設備，6,7 号機共用」（以下同

じ。）） 

(b) 中央制御室待避室遮蔽（常設）（「7 号機設備，6,7 号機

共用」（以下同じ。）） 

(c) 中央制御室待避室遮蔽（可搬型）（「7 号機設備，6,7 号

機共用，7号機に保管」（以下同じ。）） 

(d) 二次遮蔽壁 

(e) 補助遮蔽 

 

 

 

 

 

設工認申請号機の違いによる

差異（中央制御室待避室陽圧化

装置は，6,7 号機共用のコント

ロール建屋及び廃棄物処理建

屋に保管・設置しており，7 号

機設工認にて申請済み。） 

 

 

設工認申請号機の違いによる

差異（中央制御室遮蔽及び中央

制御室待避室遮蔽は，6,7 号機

共用のコントロール建屋に設

置・保管しており，7 号機設工

認にて申請済み。） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，中央制御室待避室の入

口に可搬型遮蔽を設置するこ

とで居住性を確保する設計と

している。） 

 

また，その他の居住性に係る設備として，計測制御系統施設

の可搬型の酸素濃度・二酸化炭素濃度計（「6,7号機共用」（以下

同じ。））により，中央制御室内及び中央制御室待避室内の酸素

濃度及び二酸化炭素濃度が事故対策のための活動に支障がない

範囲にあることを正確に把握する。 

 

また，その他の居住性に係る設備として，計測制御系統施設

の可搬型の酸素濃度・二酸化炭素濃度計（「7 号機設備，6,7 号

機共用，7号機に保管」（以下同じ。））により，中央制御室内及

び中央制御室待避室内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度が事故対

策のための活動に支障がない範囲にあることを正確に把握す

る。 

 

設工認申請号機の違いによる

差異（酸素濃度・二酸化炭素濃

度計は，6,7 号機共用のコント

ロール建屋に保管しており，7

号機設工認にて申請済み。） 

さらに，計測制御系統施設の可搬型蓄電池内蔵型照明（「6,7

号機共用」（以下同じ。））により，炉心の著しい損傷が発生した

場合に必要な照度を確保する。 

なお，中央制御室可搬型陽圧化空調機及び可搬型蓄電池内蔵

さらに，計測制御系統施設の可搬型蓄電池内蔵型照明（「7号

機設備，6,7 号機共用，7 号機に保管」（以下同じ。））により，

炉心の著しい損傷が発生した場合に必要な照度を確保する。 

なお，中央制御室可搬型陽圧化空調機及び可搬型蓄電池内蔵

設工認申請号機の違いによる

差異（可搬型蓄電池内蔵型照明

は，6,7 号機共用のコントロー

ル建屋に保管しており，7 号機
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型照明は，常設代替交流電源設備である第一ガスタービン発電

機（「6,7号機共用」（以下同じ。））からの給電が可能な設計とす

る。  

型照明は，常設代替交流電源設備である第一ガスタービン発電

機（「7号機設備，6,7号機共用」（以下同じ。））からの給電が可

能な設計とする。  

設工認にて申請済み。） 

 

設工認申請号機の違いによる

差異（第一ガスタービン発電機

は，7 号機タービン建屋南側の

屋外に設置しており，7 号機設

工認にて申請済み。） 

 

これら居住性を確保するための設備及び防護具の配備，着用

等運用面の対策を考慮して被ばく評価並びに酸素濃度及び二酸

化炭素濃度評価を行い，その結果から，中央制御室の居住性確

保について評価する。 

これら居住性を確保するための設備及び防護具の配備，着用

等運用面の対策を考慮して被ばく評価並びに酸素濃度及び二酸

化炭素濃度評価を行い，その結果から，中央制御室の居住性確

保について評価する。 

 

 

 

 

 

 

設計基準事故時における居住性評価のうち被ばく評価に当た

っては，「原子力発電所中央制御室の居住性に係る被ばく評価手

法について（内規）」（平成 21・07・27 原院第 1号 平成 21年 8

月 12 日）（以下「被ばく評価手法（内規）」という。）に従って

放射性物質等の評価条件及び評価手法を考慮し，居住性に係る

被ばく評価の判断基準を満足できることを評価する。 

設計基準事故時における居住性評価のうち被ばく評価に当た

っては，「原子力発電所中央制御室の居住性に係る被ばく評価手

法について（内規）」（平成 21・07・27 原院第 1号 平成 21年 8

月 12 日）（以下「被ばく評価手法（内規）」という。）に従って

放射性物質等の評価条件及び評価手法を考慮し，居住性に係る

被ばく評価の判断基準を満足できることを評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

炉心の著しい損傷が発生した場合における居住性評価のうち

被ばく評価に当たっては，「実用発電用原子炉に係る重大事故時

の制御室及び緊急時対策所の居住性に係る被ばく評価に関する

審査ガイド」（平成 25 年 6 月 19 日 原規技発第 13061918 号 原

子力規制委員会決定）（以下「審査ガイド」という。）を参照し

て，放射性物質等の評価条件及び評価手法を考慮し，居住性に

係る被ばく評価の判断基準を満足できることを評価する。 

炉心の著しい損傷が発生した場合における居住性評価のうち

被ばく評価に当たっては，「実用発電用原子炉に係る重大事故時

の制御室及び緊急時対策所の居住性に係る被ばく評価に関する

審査ガイド」（平成 25 年 6 月 19 日 原規技発第 13061918 号 原

子力規制委員会決定）（以下「審査ガイド」という。）を参照し

て，放射性物質等の評価条件及び評価手法を考慮し，居住性に

係る被ばく評価の判断基準を満足できることを評価する。 

 

 

 

【島根との差異】 

適用規格基準類の差異（審査ガ

イドの改正は，以下のとおり，

軽微な変更のため，居住性評価

に影響がないことを確認して

いる。） 

・「放出開始時刻及び放出継続 

時間」の記載箇所の変更。 

・福島第一原子力発電所事故に

おける「東京電力株式会社」

の追記。 

また，居住性評価のうち中央制御室内の酸素濃度及び二酸化

炭素濃度評価に当たっては，「労働安全衛生法（昭和 47 年法律

第 57 号）事務所衛生基準規則」（昭和 47 年 9 月 30 日労働省令

第 43 号，最終改正平成 26 年 7 月 30 日厚生労働省令第 87 号）

また，居住性評価のうち中央制御室内の酸素濃度及び二酸化

炭素濃度評価に当たっては，「労働安全衛生法（昭和 47 年法律

第 57 号）事務所衛生基準規則」（昭和 47 年 9 月 30 日労働省令

第 43 号，最終改正平成 26 年 7 月 30 日厚生労働省令第 87 号）
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（以下「事務所衛生基準規則」という。），「労働安全衛生法（昭

和 47 年法律第 57 号）酸素欠乏症等防止規則」（昭和 47 年 9 月

30 日労働省令第 42 号，最終改正平成 30 年 6 月 19 日厚生労働

省令第 75号）（以下「酸素欠乏症等防止規則」という。）の労働

環境における酸素濃度及び二酸化炭素濃度の許容基準に準拠

し，許容基準を満足できることを評価する。 

（以下「事務所衛生基準規則」という。），「労働安全衛生法（昭

和 47 年法律第 57 号）酸素欠乏症等防止規則」（昭和 47 年 9 月

30 日労働省令第 42 号，最終改正平成 30 年 6 月 19 日厚生労働

省令第 75号）（以下「酸素欠乏症等防止規則」という。）の労働

環境における酸素濃度及び二酸化炭素濃度の許容基準に準拠

し，許容基準を満足できることを評価する。 

 

 

【島根との差異】 

適用規格基準類の差異（島根 2

号機では，中央制御室待避室の

酸素濃度及び二酸化炭素濃度

評価の許容基準に「鉱山保安法

施行規則」を適用している。） 

  2.2 適用基準，適用規格等 2.2 適用基準，適用規格等  

 

中央制御室の居住性に適用する基準，規格等は，以下のとお

りとする。 

中央制御室の居住性に適用する基準，規格等は，以下のとお

りとする。 

 

 ・解釈 ・解釈  

   

・発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令の解釈（平

成 17年 12月 16日 平成 17・12・15 原院第 5号） 

・発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令の解釈（平

成 17年 12月 16日 平成 17・12・15 原院第 5号） 

 

 

 ・被ばく評価手法（内規） ・被ばく評価手法（内規）  

   【島根との差異】 

適用規格基準類の差異（島根 2

号機では，中央制御室待避室の

酸素濃度及び二酸化炭素濃度

評価の許容基準に「鉱山保安法

施行規則」を適用している。） 

 ・酸素欠乏症等防止規則 ・酸素欠乏症等防止規則  

 ・事務所衛生基準規則 ・事務所衛生基準規則  

 

 

・発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する評価指針

（昭和 51 年 9 月 28 日原子力委員会決定，平成 13 年 3 月 29

日一部改訂） 

・発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する評価指針

（昭和 51 年 9 月 28 日原子力委員会決定，平成 13 年 3 月 29

日一部改訂） 

 

 

 

 

 

・被ばく計算に用いる放射線エネルギー等について（（原子力安

全委員会了承，平成元年 3 月 27 日）一部改訂 平成 13 年 3 

月 29 日） 

・被ばく計算に用いる放射線エネルギー等について（（原子力安

全委員会了承，平成元年 3 月 27 日）一部改訂 平成 13 年 3 

月 29 日） 

 

 

 

 

 

・発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針（平成

2 年 8月 30日原子力安全委員会決定，平成 13年 3月 29日一

部改訂） 

・発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針（平成

2年 8月 30日原子力安全委員会決定，平成 13年 3月 29日一

部改訂） 
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・発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針（昭和 57年 1

月 28 日原子力安全委員会決定，平成 13 年 3 月 29 日一部改

訂） 

・発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針（昭和 57年 1

月 28 日原子力安全委員会決定，平成 13 年 3 月 29 日一部改

訂） 

差異なし 

 

 

 

・原子力発電所中央制御室運転員の事故時被ばくに関する規程

（ＪＥＡＣ４６２２－2009）（平成 21年 6月 23日制定） 

・原子力発電所中央制御室運転員の事故時被ばくに関する規程

（ＪＥＡＣ４６２２－2009）（平成 21年 6 月 23日制定） 

 

 

 ・技術基準規則 ・技術基準規則  

      

      

 

・Compilation of Fission Product Yields（NED0-12154-1, 

M.E.Meek and B.F.Rider, Vallecitos Nuclear Center, 

1974） 

・Compilation of Fission Product Yields（NED0-12154-1, 

M.E.Meek and B.F.Rider, Vallecitos Nuclear Center, 

1974） 

 

 

  ・空気調和・衛生工学便覧 第 14版（平成 22年 2月） ・空気調和・衛生工学便覧 第 14版（平成 22 年 2月）  

  

   

・沸騰水型原子力発電所 事故時の被ばく評価手法について

HLR-021訂 9 株式会社日立製作所，平成 16年 1月 

・沸騰水型原子力発電所 事故時の被ばく評価手法について

HLR-021訂 9 株式会社日立製作所，平成 16 年 1月 

 

 

  

 

 

・「放射線施設のしゃへい計算 実務マニュアル 2015」のデータ

集「放射線施設の遮蔽計算実務（放射線）データ集 2015」（公

益財団法人原子力安全技術センター） 

・「放射線施設のしゃへい計算 実務マニュアル 2015」のデータ

集「放射線施設の遮蔽計算実務（放射線）データ集 2015」（公

益財団法人原子力安全技術センター） 

 

 

 

        

         

    

・ICRP Publication 71, "Age-dependent Doses to Members of 

the Public from Intake of Radionuclides - Part 4 

Inhalation Dose Coefficients", 1995 

・ICRP Publication 71, "Age-dependent Doses to Members of 

the Public from Intake of Radionuclides - Part 4 

Inhalation Dose Coefficients", 1995 

 

 

 

        

        

      

   

・ICRP Publication 72, "Age-dependent Doses to Members of 

the Public from Intake of Radionuclides - Part 5 

Compilation of Ingestion and Inhalation Dose 

Coefficients", 1996 

・ICRP Publication 72, "Age-dependent Doses to Members of 

the Public from Intake of Radionuclides - Part 5 

Compilation of Ingestion and Inhalation Dose 

Coefficients", 1996 

 

 

 

 

     

 ・審査ガイド ・審査ガイド  

  

・JENDL-3.2に基づく ORIGEN2用ライブラリ：ORLIBJ32（JAERI-

Data/Code 99-003 （1999年 2月）） 

・JENDL-3.2に基づく ORIGEN2用ライブラリ：ORLIBJ32（JAERI-

Data/Code 99-003 （1999年 2月）） 

 

       

       

      

・ BNWL-1244, "Removal of Iodine and Particles from 

Containment Atmospheres by Sprays - Containment Systems 

Experiment Interim Report", February 1970 

・ BNWL-1244, "Removal of Iodine and Particles from 

Containment Atmospheres by Sprays - Containment Systems 

Experiment Interim Report", February 1970 

 

 

 

       

      

・L.Soffer, et al., "Accident Source Terms for Light-Water 

Nuclear Power Plants", NUREG-1465, February 1995 

・L.Soffer, et al., "Accident Source Terms for Light-Water 

Nuclear Power Plants", NUREG-1465, February 1995 

 

 

   

 

・NUPEC 平成 9年度 NUREG-1465のソースタームを用いた放射性

物質放出量の評価に関する報告書（平成 10年 3月） 

・NUPEC平成 9年度 NUREG-1465のソースタームを用いた放射性

物質放出量の評価に関する報告書（平成 10 年 3月） 
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・ NRPB-R322-Atmospheric Dispersion Modelling Liaison 

Committee Annual Report，1998-99 

・ NRPB-R322-Atmospheric Dispersion Modelling Liaison 

Committee Annual Report，1998-99 

 

 

      

     

  

・NUREG/CR-4551 Vol.2 “Evaluation of Severe Accident 

Risks: Quantification of Major Input Parameters” 

・NUREG/CR-4551 Vol.2 “Evaluation of Severe Accident 

Risks: Quantification of Major Input Parameters” 

 

     

       

     

・ R.G.1.195“ Methods and Assumptions for Evaluating 

Radiological Consequences of Design Basis Accidents at 

Light Water Nuclear Power Reactors” 

・ R.G.1.195“ Methods and Assumptions for Evaluating 

Radiological Consequences of Design Basis Accidents at 

Light Water Nuclear Power Reactors” 

 

 

        

      

・Standard Review Plan 6.5.2, “Containment Spray as a 

Fission Product Cleanup System”, March 2007 

・Standard Review Plan 6.5.2, “Containment Spray as a 

Fission Product Cleanup System”, March 2007 

 

 

       

        

・Standard Review Plan 6.5.5, “Pressure Suppression Pool 

as a Fission Product Cleanup System”, March 2007 

・Standard Review Plan 6.5.5, “Pressure Suppression Pool 

as a Fission Product Cleanup System”, March 2007 

 

 

        

        

     

     

・R.K.HILLIARD，A.K.POSTMA，J.D.McCORMACK and L.F.COLEMAN，

“Removal of iodine and particles by sprays in the 

containment systems experiment”，Nuclear Technology，

Vol.10，p.499-519，April 1971 

・R.K.HILLIARD，A.K.POSTMA，J.D.McCORMACK and L.F.COLEMAN，

“Removal of iodine and particles by sprays in the 

containment systems experiment”，Nuclear Technology，

Vol.10，p.499-519，April 1971 

 

 

 

     

       

 

   

 

 

・JAEA-Technology 2011-026「汚染土壌の除染領域と線量低減

効果の検討」 

・JAEA-Technology 2011-026「汚染土壌の除染領域と線量低減

効果の検討」 

 

  

 

・2007 年制定 コンクリート標準示方書 構造性能照査編，土木

学会 

・2007年制定 コンクリート標準示方書 構造性能照査編，土木

学会 

 

 

    

 

   

     

   

 

        

        

   

・K.Shibata，et al.，“Japanese Evaluated Nuclear Data 

Library Version 3 Revision-3 ： JENDL-3.3 ” ，

J.Nucl.Sci.Technol.，39，1125（2002） 

・K.Kosako，N.Yamano，T.Fukahori，K.Shibata and A.Hasegawa，

“The Libraries FSXLIB and MATXSLIB based on JENDL-

3.3”，JAERI-Data/Code 2003-011（2003） 

・「日本原子力学会標準 低レベル放射性廃棄物輸送容器の安全

設計及び検査基準：2008」（2009年 9月（社団法人）日本原子

力学会） 

・K.Shibata，et al.，“Japanese Evaluated Nuclear Data 

Library Version 3 Revision-3 ： JENDL-3.3 ” ，

J.Nucl.Sci.Technol.，39，1125（2002） 

・K.Kosako，N.Yamano，T.Fukahori，K.Shibata and A.Hasegawa，

“The Libraries FSXLIB and MATXSLIB based on JENDL-

3.3”，JAERI-Data/Code 2003-011（2003） 

・「日本原子力学会標準 低レベル放射性廃棄物輸送容器の安全

設計及び検査基準：2008」（2009年 9月（社団法人）日本原子

力学会） 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価手法の差異（柏崎刈羽 6号

機では，ガンマ線ライブラリの
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・Keith F.Eckerman and Jeffrey C.Ryman，“External Exposure 

to Radionuclides in Air, Water, and Soil”，FGR-12 EPA-

402-R-93-081（1993） 

・Keith F.Eckerman and Jeffrey C.Ryman，“External Exposure 

to Radionuclides in Air, Water, and Soil”，FGR-12 EPA-

402-R-93-081（1993） 

群構造の変換について記載し

ているため，当該文献を引用し

ている。） 

 

【島根との差異】 

評価手法の差異（柏崎刈羽 6号

機では，積算崩壊数を用いた入

退域時のグランドシャイン線

評価について記載しているた

め，当該文献を引用している。） 

  3. 中央制御室の居住性を確保するための防護措置 3. 中央制御室の居住性を確保するための防護措置  

 

中央制御室は，原子炉冷却材喪失等の設計基準事故時に，中

央制御室内にとどまり必要な操作，措置を行う運転員が過度の

被ばくを受けないよう施設し，運転員の勤務形態を考慮し，運

転員が中央制御室に入り，とどまっても，中央制御室遮蔽を透

過する放射線による線量，中央制御室内に取り込まれた外気に

よる線量及び入退域時の線量が，中央制御室の気密性並びに中

央制御室換気空調系及び中央制御室遮蔽，二次遮蔽壁及び補助

遮蔽の機能とあいまって事故後 30 日間で 100mSv を超えない設

計とする。 

中央制御室は，原子炉冷却材喪失等の設計基準事故時に，中

央制御室内にとどまり必要な操作，措置を行う運転員が過度の

被ばくを受けないよう施設し，運転員の勤務形態を考慮し，運

転員が中央制御室に入り，とどまっても，中央制御室遮蔽を透

過する放射線による線量，中央制御室内に取り込まれた外気に

よる線量及び入退域時の線量が，中央制御室の気密性並びに中

央制御室換気空調系及び中央制御室遮蔽，二次遮蔽壁及び補助

遮蔽の機能とあいまって事故後 30 日間で 100mSv を超えない設

計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，炉心の著しい損傷の発生を想定した場合においても運

転員がとどまるために必要な設備を施設し，中央制御室遮蔽を

透過する放射線による線量，中央制御室内に取り込まれた外気

による線量及び入退域時の線量が，全面マスク等の着用及び運

転員の交替要員体制を考慮し，その実施のための体制を整備す

ることで，中央制御室の気密性並びに中央制御室可搬型陽圧化

空調機，中央制御室待避室陽圧化装置及び中央制御室遮蔽，中

央制御室待避室遮蔽（常設），中央制御室待避室遮蔽（可搬型），

二次遮蔽壁及び補助遮蔽の機能とあいまって事故後 7 日間で

100mSv を超えない設計とする。 

また，炉心の著しい損傷の発生を想定した場合においても運

転員がとどまるために必要な設備を施設し，中央制御室遮蔽を

透過する放射線による線量，中央制御室内に取り込まれた外気

による線量及び入退域時の線量が，全面マスク等の着用及び運

転員の交替要員体制を考慮し，その実施のための体制を整備す

ることで，中央制御室の気密性並びに中央制御室可搬型陽圧化

空調機，中央制御室待避室陽圧化装置及び中央制御室遮蔽，中

央制御室待避室遮蔽（常設），中央制御室待避室遮蔽（可搬型），

二次遮蔽壁及び補助遮蔽の機能とあいまって事故後 7 日間で

100mSvを超えない設計とする。 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，中央制御室待避室の入

口に可搬型遮蔽を設置するこ

とで居住性を確保する設計と

している。） 

 

さらに，中央制御室内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度は，事

故対策のための活動に支障がない濃度の維持及び抑制ができる

設計とする。 

さらに，中央制御室内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度は，事

故対策のための活動に支障がない濃度に維持及び抑制ができる

設計とする。 

 

記載の適正化（女川コメントの

反映に伴う「てにをは」の修
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中央制御室の居住性を確保するための設備及び防護具の配

備，着用等運用面の対策を以下のとおり講じる。 

中央制御室の居住性を確保するための設備及び防護具の配

備，着用等運用面の対策を以下のとおり講じる。 

 

 

  3.1 換気設備 3.1 換気設備  

 

  

  

  

中央制御室は，以下の設備により換気を行う設計とする。 

(1) 換気設備 

a. 中央制御室換気空調系 

b. 中央制御室可搬型陽圧化空調機 

c. 中央制御室待避室陽圧化装置 

中央制御室は，以下の設備により換気を行う設計とする。 

(1) 換気設備 

a. 中央制御室換気空調系 

b. 中央制御室可搬型陽圧化空調機 

c. 中央制御室待避室陽圧化装置 

 

 

 

 

 

 

設計基準事故時は，外気との連絡口を遮断し，中央制御室再

循環フィルタ装置を通る再循環運転とし，インリークにより放

射性物質が中央制御室内に取り込まれた場合においても，運転

員を放射性物質による外部被ばく及び内部被ばくから防護する

ことで，居住性に係る被ばく評価の判断基準を満足する設計と

する。 

設計基準事故時は，外気との連絡口を遮断し，中央制御室再

循環フィルタ装置を通る再循環運転とし，インリークにより放

射性物質が中央制御室内に取り込まれた場合においても，運転

員を放射性物質による外部被ばく及び内部被ばくから防護する

ことで，居住性に係る被ばく評価の判断基準を満足する設計と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

重大事故等時は，中央制御室可搬型陽圧化空調機にて中央制

御室を陽圧化することにより，放射性物質を含む外気が中央制

御室に直接流入することを防ぐことができる設計とし，運転員

を放射性物質による外部被ばく及び内部被ばくから防護するこ

とで，居住性に係る被ばく評価の判断基準を満足する設計とす

る。 

重大事故等時は，中央制御室可搬型陽圧化空調機にて中央制

御室を陽圧化することにより，放射性物質を含む外気が中央制

御室に直接流入することを防ぐことができる設計とし，運転員

を放射性物質による外部被ばく及び内部被ばくから防護するこ

とで，居住性に係る被ばく評価の判断基準を満足する設計とす

る。 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，可搬型空調機により中

央制御室内を陽圧化する設計

としている。） 

 

 

 

また，中央制御室換気空調系のダンパを閉操作することで，

中央制御室の外気との連絡口を遮断することが可能な設計とす

る。中央制御室換気空調系（中央制御室外気取入ダクト）及び

中央制御室換気空調系（中央制御室排気ダクト）は，バウンダ

リを形成しており，重大事故等発生時において中央制御室内に

とどまる運転員の被ばく線量を低減するために必要な気密性を

有する設計とする。 

 

また，中央制御室換気空調系のダンパを閉操作することで，

中央制御室の外気との連絡口を遮断することが可能な設計とす

る。中央制御室換気空調系（中央制御室外気取入ダクト）及び

中央制御室換気空調系（中央制御室排気ダクト）は，バウンダ

リを形成しており，重大事故等発生時において中央制御室内に

とどまる運転員の被ばく線量を低減するために必要な気密性を

有する設計とする。 

 

 

 

 

 

 

  

 

中央制御室換気空調系は，設計上の空気の流入率を 0.5 回/h

を維持する設計とする。 

インリークによる中央制御室内への空気流入率は，試験結果

を踏まえ，基準地震動Ｓｓによる地震力によるせん断ひずみを

中央制御室換気空調系は，設計上の空気の流入率を 0.5 回/h

を維持する設計とする。 

インリークによる中央制御室内への空気流入率は，試験結果

を踏まえ，基準地震動Ｓｓによる地震力によるせん断ひずみを
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上回る建屋の最大せん断ひずみが許容限界に達した場合におけ

る空気流入率の増加を考慮しても，0.5 回/h を下回るように維

持及び管理を行う。 

上回る建屋の最大せん断ひずみが許容限界に達した場合におけ

る空気流入率の増加を考慮しても，0.5 回/h を下回るように維

持及び管理を行う。 

 

 

 

 

 

 

空気流入率測定試験結果の詳細については，別添１「空気流

入率測定試験について」に示す。 

耐震に関する気密性の維持の基本方針をＶ-2-1-1「耐震設計

の基本方針」に示す。 

また，中央制御室内への空気流入率の増加の詳細については，

Ｖ-2-8-4-3「中央制御室遮蔽の耐震性についての計算書」に示

す。 

空気流入率測定試験結果の詳細については，別添１「空気流

入率測定試験について」に示す。 

耐震に関する気密性の維持の基本方針をⅥ-2-1-1「耐震設計

の基本方針」に示す。 

また，中央制御室内への空気流入率の増加の詳細については，

Ⅵ-2-8-4-3「中央制御室遮蔽の耐震性についての計算書」に示

す。 

 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図書番号の差異。） 

 

 

 

 

重大事故等が発生した場合における炉心の著しい損傷後の格

納容器圧力逃がし装置を作動させる場合に，運転員の被ばくを

低減するため，中央制御室内に中央制御室待避室を設置する。 

重大事故等が発生した場合における炉心の著しい損傷後の格

納容器圧力逃がし装置を作動させる場合に，運転員の被ばくを

低減するため，中央制御室内に中央制御室待避室を設置する。 

 

 

 

 

炉心の著しい損傷後の格納容器圧力逃がし装置を作動させる

場合には中央制御室待避室内に待機可能とし，中央制御室待避

室陽圧化装置により 10時間陽圧化する設計とする。 

炉心の著しい損傷後の格納容器圧力逃がし装置を作動させる

場合には中央制御室待避室内に待機可能とし，中央制御室待避

室陽圧化装置により 10時間陽圧化する設計とする。 

 

 

 

 

コントロール建屋と中央制御室及び，コントロール建屋と中

央制御室待避室との間の陽圧化に必要な差圧が確保できている

ことを把握するため，中央制御室用差圧計（6,7号機共用）を使

用する。 

コントロール建屋と中央制御室及び，コントロール建屋と中

央制御室待避室との間の陽圧化に必要な差圧が確保できている

ことを把握するため，中央制御室用差圧計（7号機設備，6,7号

機共用，7号機に保管）を使用する。 

 

 

設工認申請号機の違いによる

差異（中央制御室用差圧計は，

6,7 号機共用のコントロール建

屋に保管しており，7 号機設工

認にて申請済み。） 

 

中央制御室は，中央制御室内への放射性物質の流入を防ぐた

め設計上の圧力値を外気に対して+20Pa（gage）以上+40Pa（gage）

未満に設定する。 

中央制御室は，中央制御室内への放射性物質の流入を防ぐた

め設計上の圧力値を外気に対して+20Pa（gage）以上+40Pa（gage）

未満に設定する。 

 

【島根との差異】 

設備運用の差異（柏崎刈羽 6号

機では，コントロール建屋との

差圧を基準に陽圧化を管理し

ているため，中央制御室の陽圧

化圧力に上限を設けている。） 

 

また，中央制御室待避室は，待避室内への放射性物質の流入

を防ぐため設計上の圧力値を外気に対して+60Pa（gage）以上に

設定することにより，隣接区画に対して+20Pa 以上の差圧を確

また，中央制御室待避室は，待避室内への放射性物質の流入

を防ぐため設計上の圧力値を外気に対して+60Pa（gage）以上に

設定することにより，隣接区画に対して+20Pa 以上の差圧を確
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保する。 保する。  

 

中央制御室換気空調系は，外部電源が喪失した場合，非常用

ディーゼル発電設備から給電される。また，炉心の著しい損傷

が発生した場合において使用する中央制御室可搬型陽圧化空調

機は，全交流動力電源喪失時においても常設代替交流電源設備

である第一ガスタービン発電機から給電が可能な設計とする。 

中央制御室換気空調系は，外部電源が喪失した場合，非常用

ディーゼル発電設備から給電される。また，炉心の著しい損傷

が発生した場合において使用する中央制御室可搬型陽圧化空調

機は，全交流動力電源喪失時においても常設代替交流電源設備

である第一ガスタービン発電機から給電が可能な設計とする。 

 

 

【島根との差異】 

設備運用の差異（柏崎刈羽 6号

機では，DBAと SAで使用する換

気空調設備が異なるため，設計

基準拡張については記載して

いない。） 

 

中央制御室換気空調系は，中央制御室外の火災等により発生

する燃焼ガスやばい煙，有毒ガス及び降下火砕物に対しても中

央制御室換気空調系の外気取り入れを手動で遮断し，再循環運

転に切り換えることにより，運転員その他従事者を外部からの

自然現象等から防護できる設計とする。 

中央制御室換気空調系は，中央制御室外の火災等により発生

する燃焼ガスやばい煙，有毒ガス及び降下火砕物に対しても中

央制御室換気空調系の外気取り入れを手動で遮断し，再循環運

転に切り換えることにより，運転員その他従事者を外部からの

自然現象等から防護できる設計とする。 

 

 

 

 

 

また，中央制御室換気空調系は，再循環運転による酸欠防止

を考慮して外気取り入れの再開が可能な設計とするが，設計基

準事故時の被ばく評価期間であり，かつ，火災等により発生す

る燃焼ガスやばい煙，有毒ガス及び降下火砕物の継続時間を上

回る 30 日間の中央制御室への換気空調系による空気の取り込

みを一時的に停止した場合においても，室内の酸素濃度及び二

酸化炭素濃度が事故対策のための活動に支障がない濃度を維持

及び抑制できる設計とする。 

また，中央制御室換気空調系は，再循環運転による酸欠防止

を考慮して外気取り入れの再開が可能な設計とするが，設計基

準事故時の被ばく評価期間であり，かつ，火災等により発生す

る燃焼ガスやばい煙，有毒ガス及び降下火砕物の継続時間を上

回る 30 日間の中央制御室への換気空調系による空気の取り込

みを一時的に停止した場合においても，室内の酸素濃度及び二

酸化炭素濃度が事故対策のための活動に支障がない濃度に維持

及び抑制できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（女川コメントの

反映に伴う「てにをは」の修

正。） 

 

さらに，炉心の著しい損傷が発生した場合は，中央制御室可

搬型陽圧化空調機による陽圧化により，炉心の著しい損傷が発

生した場合の被ばく評価期間である 7 日間における中央制御室

の陽圧化においても，室内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度が事

故対策のための活動に支障がない濃度を維持及び抑制できる設

計とする。 

さらに，炉心の著しい損傷が発生した場合は，中央制御室可

搬型陽圧化空調機による陽圧化により，炉心の著しい損傷が発

生した場合の被ばく評価期間である 7 日間における中央制御室

の陽圧化においても，室内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度が事

故対策のための活動に支障がない濃度に維持及び抑制できる設

計とする。 

 

 

 

 

記載の適正化（女川コメントの

反映に伴う「てにをは」の修

正。） 

  (1) 中央制御室可搬型陽圧化空調機高性能フィルタ 

高性能フィルタのろ材は，ガラス繊維をシート状にしたもの

で，エアロゾルを含んだ空気がろ材を通過する際に，エアロゾ

ルがガラス繊維に衝突・接触することにより捕集される。 

(1) 中央制御室可搬型陽圧化空調機高性能フィルタ 

高性能フィルタのろ材は，ガラス繊維をシート状にしたもの

で，エアロゾルを含んだ空気がろ材を通過する際に，エアロゾ

ルがガラス繊維に衝突・接触することにより捕集される。 
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高性能フィルタによる微粒子の除去効率は，99.97%以上とな

るよう設計する。 

高性能フィルタによる微粒子の除去効率は，99.97%以上とな

るよう設計する。 

【島根との差異】 

設備設計の差異（フィルタ除去

効率の相違） 

 この除去効率（設計値）は，線量の評価に用いるため，適切に

維持及び管理を行う。 

この除去効率（設計値）は，線量の評価に用いるため，適切に

維持及び管理を行う。 

 

 

上記の高性能フィルタの除去効率が，炉心の著しい損傷が発

生した場合の中央制御室の居住性に係る被ばく評価条件下にお

いても適用できることを以下に確認する。 

上記の高性能フィルタの除去効率が，炉心の著しい損傷が発

生した場合の中央制御室の居住性に係る被ばく評価条件下にお

いても適用できることを以下に確認する。 

 

 

  

 

a. 温度及び湿度条件 

中央制御室を設置している 6,7号機コントロール建屋は，7号

機原子炉建屋から離れた位置にあるため，温度や湿度が通常時

に比べて大きく変わることはなく，フィルタの性能が低下する

ような環境にはならない。 

a. 温度及び湿度条件 

中央制御室を設置している 6,7号機コントロール建屋は，6号

機原子炉建屋から離れた位置にあるため，温度や湿度が通常時

に比べて大きく変わることはなく，フィルタの性能が低下する

ような環境にはならない。 

 

表現上の差異（設工認申請号機

の違いによる，対象号機の差

異。） 

 

  

 

b. 吸着容量 

高性能フィルタの吸着容量は約 1400gである（別添 2 参照）。 

b. 吸着容量 

高性能フィルタの吸着容量は約 1400gである（別添 2参照）。 

 

【島根との差異】 

設備設計の差異（フィルタ保持

容量の相違） 

 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格

納容器過圧・過温破損）」で想定される事故シーケンス「大破断

LOCA＋全交流動力電源喪失＋全 ECCS機能喪失」シナリオにおい

て，炉内から大気中へ放出され，高性能フィルタに流入するエ

アロゾルの量を評価したところ，約 2.8×10-5gとなった。 

 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格

納容器過圧・過温破損）」で想定される事故シーケンス「大破断

LOCA＋全交流動力電源喪失＋全 ECCS機能喪失」シナリオにおい

て，炉内から大気中へ放出され，高性能フィルタに流入するエ

アロゾルの量を評価したところ，約 2.8×10-5gとなった。 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価結果の差異 

 

 

これは，安定核種も考慮して評価したものである。微粒子は，

格納容器圧力逃がし装置配管及び原子炉建屋から放出されるも

のとして，大気拡散効果を考慮し，高性能フィルタに取り込ま

れた微粒子は，全量がフィルタに捕集されるものとした。 

これは，安定核種も考慮して評価したものである。微粒子は，

格納容器圧力逃がし装置配管及び原子炉建屋から放出されるも

のとして，大気拡散効果を考慮し，高性能フィルタに取り込ま

れた微粒子は，全量がフィルタに捕集されるものとした。 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，柏崎刈羽 7号機同様，

格納容器フィルタベント系に

よる除去効果を考慮してい

る。） 

以上のとおり，炉心の著しい損傷が発生した場合の中央制御

室の居住性に係る被ばく評価条件下においても高性能フィルタ

には，微粒子を十分に捕集できる容量があるので，粒子状放射

以上のとおり，炉心の著しい損傷が発生した場合の中央制御

室の居住性に係る被ばく評価条件下においても高性能フィルタ

には，微粒子を十分に捕集できる容量があるので，粒子状放射
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性物質に対するフィルタ除去効率 99.97%以上は確保できる。 

 

性物質に対するフィルタ除去効率 99.97%以上は確保できる。 【島根との差異】 

設備設計の差異（フィルタ除去

効率の相違） 

  

 

(2) 中央制御室可搬型陽圧化空調機活性炭フィルタ 

活性炭フィルタによる有機よう素及び無機よう素の除去効率

は 99.9%以上となるよう設計する。この除去効率（設計値）は，

線量の評価に用いるため，適切に維持及び管理を行う。 

(2) 中央制御室可搬型陽圧化空調機活性炭フィルタ 

活性炭フィルタによる有機よう素及び無機よう素の除去効率

は 99.9%以上となるよう設計する。この除去効率（設計値）は，

線量の評価に用いるため，適切に維持及び管理を行う。 

 

 

【島根との差異】 

設備設計の差異（フィルタ除去

効率の相違） 

 

上記の活性炭フィルタの除去効率は，炉心の著しい損傷が発

生した場合の中央制御室の居住性に係る被ばく評価条件下にお

いても適用できることを以下に確認する。 

上記の活性炭フィルタの除去効率は，炉心の著しい損傷が発

生した場合の中央制御室の居住性に係る被ばく評価条件下にお

いても適用できることを以下に確認する。 

 

 

 

  

 

 

a. 温度及び湿度条件 

中央制御室を設置している 6,7号機コントロール建屋は，7号

機原子炉建屋から離れた位置にあるため，温度や湿度が通常時

に比べて大きく変わることはなく，フィルタの性能が低下する

ような環境にはならない。 

a. 温度及び湿度条件 

中央制御室を設置している 6,7号機コントロール建屋は，6号

機原子炉建屋から離れた位置にあるため，温度や湿度が通常時

に比べて大きく変わることはなく，フィルタの性能が低下する

ような環境にはならない。 

 

表現上の差異（設工認申請号機

の違いによる，対象号機の差

異。） 

 

  

 

 

b. 吸着容量 

活性炭フィルタの吸着容量は約 129gである（別添 2参照）。 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納

容器過圧・過温破損）」で想定される事故シーケンス「大破断 LOCA

＋全交流動力電源喪失＋全 ECCS機能喪失」シナリオにおいて，

炉内から大気中へ放出され，活性炭フィルタに流入する有機よ

う素及び無機よう素の量を評価したところ，約 1.8×10-4g とな

った。 

b. 吸着容量 

活性炭フィルタの吸着容量は約 129gである（別添 2参照）。 

格納容器破損モード「雰囲気圧力・温度による静的負荷（格納

容器過圧・過温破損）」で想定される事故シーケンス「大破断 LOCA

＋全交流動力電源喪失＋全 ECCS機能喪失」シナリオにおいて，

炉内から大気中へ放出され，活性炭フィルタに流入する有機よ

う素及び無機よう素の量を評価したところ，約 1.8×10-4g とな

った。 

 

【島根との差異】 

設備設計の差異（フィルタ吸着

容量の相違） 

 

 

【島根との差異】 

評価結果の差異 

 

 

これは，「(1)  中央制御室可搬型陽圧化空調機高性能フィル

タ」と同様の評価手法で評価したものである。活性炭フィルタ

に取り込まれた有機よう素及び無機よう素は，全量が活性炭フ

ィルタに捕集されるものとした。 

これは，「(1)  中央制御室可搬型陽圧化空調機高性能フィル

タ」と同様の評価手法で評価したものである。活性炭フィルタ

に取り込まれた有機よう素及び無機よう素は，全量が活性炭フ

ィルタに捕集されるものとした。 

 

 

 

 

 

以上のとおり，炉心の著しい損傷が発生した場合の中央制御

室の居住性に係る被ばく評価条件下においても活性炭フィルタ

には，よう素を十分に捕集できる容量があるので，有機よう素

及び無機よう素に対するフィルタ除去効率 99.9%以上は確保で

きる。 

以上のとおり，炉心の著しい損傷が発生した場合の中央制御

室の居住性に係る被ばく評価条件下においても活性炭フィルタ

には，よう素を十分に捕集できる容量があるので，有機よう素

及び無機よう素に対するフィルタ除去効率 99.9%以上は確保で

きる。 

 

 

 

【島根との差異】 

設備設計の差異（フィルタ除去
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効率の相違） 

  3.2 生体遮蔽装置 3.2 生体遮蔽装置  

 

 

 

 

中央制御室遮蔽，中央制御室待避室遮蔽（常設），中央制御室

待避室遮蔽（可搬型），二次遮蔽壁及び補助遮蔽は，中央制御室

にとどまる運転員を放射線から防護するために十分な遮蔽厚さ

を有する設計とし，居住性に係る被ばく評価の判断基準を満足

する設計とする。中央制御室遮蔽（中央制御室待避室遮蔽（常

設）を含む。），二次遮蔽壁及び補助遮蔽の放射線の遮蔽及び熱

除去の評価については，「5. 熱除去の評価」に示す。 

中央制御室遮蔽，中央制御室待避室遮蔽（常設），中央制御室

待避室遮蔽（可搬型），二次遮蔽壁及び補助遮蔽は，中央制御室

にとどまる運転員を放射線から防護するために十分な遮蔽厚さ

を有する設計とし，居住性に係る被ばく評価の判断基準を満足

する設計とする。中央制御室遮蔽（中央制御室待避室遮蔽（常

設）を含む。），二次遮蔽壁及び補助遮蔽の放射線の遮蔽及び熱

除去の評価については，「5. 熱除去の評価」に示す。 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，中央制御室待避室の入

口に可搬型遮蔽を設置するこ

とで居住性を確保する設計と

している。） 

 

  3.3 酸素濃度・二酸化炭素濃度計 3.3 酸素濃度・二酸化炭素濃度計  

 

計測制御系統施設の酸素濃度・二酸化炭素濃度計により，中

央制御室内及び中央制御室待避室内の酸素濃度及び二酸化炭素

濃度が設計基準事故時及び重大事故等時の対策のための活動に

支障がない範囲にあることを把握できるようにする。 

計測制御系統施設の酸素濃度・二酸化炭素濃度計により，中

央制御室内及び中央制御室待避室内の酸素濃度及び二酸化炭素

濃度が設計基準事故時及び重大事故等時の対策のための活動に

支障がない範囲にあることを把握できるようにする。 

 

 

 

 

 

酸素濃度・二酸化炭素濃度計の詳細については，Ｖ-1-5-4「中

央制御室の機能に関する説明書」に示す。 

酸素濃度・二酸化炭素濃度計の詳細については，Ⅵ-1-5-4「中

央制御室の機能に関する説明書」に示す。 

表現上の差異（申請号機の違い

による図書番号の差異。） 

  3.4 資機材，要員の交替等 3.4 資機材，要員の交替等  

 

資機材は，運転員の人員を考慮した数量の防護具類を配備し，

原子炉格納容器内のガンマ線線量率等により炉心損傷が予想さ

れる事態になった場合又は炉心損傷の微候が見られた場合は，

運転員の被ばく低減のため，当直副長の指示により全面マスク

等を着用する。 

資機材は，運転員の人員を考慮した数量の防護具類を配備し，

原子炉格納容器内のガンマ線線量率等により炉心損傷が予想さ

れる事態になった場合又は炉心損傷の微候が見られた場合は，

運転員の被ばく低減のため，当直副長の指示により全面マスク

等を着用する。 

 

 

 

 

 

 

炉心損傷が予測される事態となった場合又は炉心損傷の微候

が見られた場合は，運転員の被ばく低減及び被ばく線量の平準

化のため，また，長期的な保安の観点から運転員の交替要員体

制を整備する。具体的には，通常時と同様の勤務形態を継続す

る。 

炉心損傷が予測される事態となった場合又は炉心損傷の微候

が見られた場合は，運転員の被ばく低減及び被ばく線量の平準

化のため，また，長期的な保安の観点から運転員の交替要員体

制を整備する。具体的には，通常時と同様の勤務形態を継続す

る。 

 

 

 

 

 

 

運転員の交替要員体制の詳細については，別添 3「運転員の交

替要員体制について」に示す。 

運転員の交替要員体制の詳細については，別添 3「運転員の交

替要員体制について」に示す。 

 

 

 

また，運転員の当直交替に伴う移動時の放射線防護措置やチ

ェンジングエリアにおける汚染管理を行うことで運転員の被ば

く低減を図る。 

また，運転員の当直交替に伴う移動時の放射線防護措置やチ

ェンジングエリアにおける汚染管理を行うことで運転員の被ば

く低減を図る。 

 

 

 

チェンジングエリアの詳細についてはⅤ-1-7-2「管理区域の チェンジングエリアの詳細についてはⅥ-1-7-2「管理区域の 表現上の差異（申請号機の違い
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出入管理設備及び環境試料分析装置に関する説明書」に示す。 

 

出入管理設備及び環境試料分析装置に関する説明書」に示す。 による図書番号の差異。） 

 

  3.5 可搬型の照明 3.5 可搬型の照明  

 

計測制御系統施設の可搬型蓄電池内蔵型照明により，炉心の

著しい損傷が発生した場合に常設の照明が使用できなくなった

場合においても，中央制御室の制御盤での監視操作に必要な照

度を確保する。また，中央制御室用乾電池内蔵型照明（ランタ

ンタイプ）（「6,7号機共用」（以下同じ。））により，チェンジン

グエリアでの身体の汚染検査，防護具の着替え等に必要な照度

を確保する。 

計測制御系統施設の可搬型蓄電池内蔵型照明により，炉心の

著しい損傷が発生した場合に常設の照明が使用できなくなった

場合においても，中央制御室の制御盤での監視操作に必要な照

度を確保する。また，中央制御室用乾電池内蔵型照明（ランタ

ンタイプ）（「7号機設備，6,7号機共用，7号機に保管」（以下同

じ。））により，チェンジングエリアでの身体の汚染検査，防護

具の着替え等に必要な照度を確保する。 

 

 

 

 

設工認申請号機の違いによる

差異（中央制御室用乾電池内蔵

型照明（ランタンタイプ）は，

6,7 号機共用のコントロール建

屋に保管しており，7 号機設工

認にて申請済み。） 

 

可搬型蓄電池内蔵型照明及び中央制御室用乾電池内蔵型照明

（ランタンタイプ）の詳細については，Ⅴ-1-1-13「非常用照明

に関する説明書」に示す。 

可搬型蓄電池内蔵型照明及び中央制御室用乾電池内蔵型照明

（ランタンタイプ）の詳細については，Ⅵ-1-1-13「非常用照明

に関する説明書」に示す。 

 

表現上の差異（申請号機の違い

による図書番号の差異。） 

  3.6 代替電源 3.6 代替電源  

 

中央制御室換気空調系は，外部電源が喪失した場合，非常用

ディーゼル発電設備から給電される。 

中央制御室換気空調系は，外部電源が喪失した場合，非常用

ディーゼル発電設備から給電される。 

 

 

 

また，炉心の著しい損傷が発生した場合において使用する中

央制御室可搬型陽圧化空調機は，全交流動力電源喪失時におい

ても常設代替交流電源設備である第一ガスタービン発電機から

給電が可能な設計とする。 

また，炉心の著しい損傷が発生した場合において使用する中

央制御室可搬型陽圧化空調機は，全交流動力電源喪失時におい

ても常設代替交流電源設備である第一ガスタービン発電機から

給電が可能な設計とする。 

【島根との差異】 

設備運用の差異（柏崎刈羽 6号

機では，DBAと SAで使用する換

気空調設備が異なる。） 

 

【島根との差異】 

表現上の差異（島根 2号機では，

可搬型設備からの給電につい

ても記載している。） 

 

可搬型蓄電池内蔵型照明は炉心の著しい損傷が発生した場合

にも, 第一ガスタービン発電機から給電できる設計とする。 

可搬型蓄電池内蔵型照明は炉心の著しい損傷が発生した場合

にも, 第一ガスタービン発電機から給電できる設計とする。 

 

 

 

 

代替電源の詳細については，Ⅴ-1-9-1-1「非常用発電装置の

出力の決定に関する説明書」に示す。 

代替電源の詳細については，Ⅵ-1-9-1-1「非常用発電装置の

出力の決定に関する説明書」に示す。 

表現上の差異（申請号機の違い

による図書番号の差異。） 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 
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4. 中央制御室の居住性評価 

中央制御室の居住性について，「被ばく」及び「酸素濃度及

び二酸化炭素濃度」の観点から評価する。 

4. 中央制御室の居住性評価 

中央制御室の居住性について，「被ばく」及び「酸素濃度及

び二酸化炭素濃度」の観点から評価する。 

 

 

  

 

 

 

 

4.1 線量評価 

設計基準事故時及び炉心の著しい損傷が発生した場合の

中央制御室の居住性に係る被ばく評価を実施し，中央制御

室が居住性に係る被ばく評価の判断基準を満足することを

示す。 

評価対象は，「柏崎刈羽原子力発電所第6号機及び第7号機

中央制御室」とする。中央制御室の遮蔽構造を図4－1に，設

計基準事故時に期待する換気設備の系統図を図4－2に，炉

心の著しい損傷が発生した場合に期待する換気設備の系統

図を図4－3に示す。 

設計基準事故時の中央制御室の居住性に係る被ばく評価

は，被ばく評価手法（内規）に基づき実施する。また，炉心

の著しい損傷が発生した場合の中央制御室の居住性に係る

被ばく評価は，審査ガイドに基づき実施する。設計基準事故

時及び炉心の著しい損傷が発生した場合の中央制御室の居

住性に係る被ばく評価の判断基準は，それぞれの評価期間

において，運転員の実効線量が100mSvを超えないこととす

る。 

発災プラントとしては，柏崎刈羽原子力発電所第6号機及

び第7号機を想定する。設計基準事故時における評価におい

ては，評価事象に対して単一プラントの発災を想定する。炉

心の著しい損傷が発生した場合の評価においては，審査ガ

イドに基づき，各号機で同時に事故が発生するものと仮定

し，被ばく線量を個別に評価し合算する。なお，各号機の評

価条件は，特記しない場合は同一とする。 

4.1 線量評価 

設計基準事故時及び炉心の著しい損傷が発生した場合の

中央制御室の居住性に係る被ばく評価を実施し，中央制御

室が居住性に係る被ばく評価の判断基準を満足することを

示す。 

評価対象は，「柏崎刈羽原子力発電所第6号機及び第7号機

中央制御室」とする。中央制御室の遮蔽構造を図4－1に，設

計基準事故時に期待する換気設備の系統図を図4－2に，炉

心の著しい損傷が発生した場合に期待する換気設備の系統

図を図4－3に示す。 

設計基準事故時の中央制御室の居住性に係る被ばく評価

は，被ばく評価手法（内規）に基づき実施する。また，炉心

の著しい損傷が発生した場合の中央制御室の居住性に係る

被ばく評価は，審査ガイドに基づき実施する。設計基準事故

時及び炉心の著しい損傷が発生した場合の中央制御室の居

住性に係る被ばく評価の判断基準は，それぞれの評価期間

において，運転員の実効線量が100mSvを超えないこととす

る。 

発災プラントとしては，柏崎刈羽原子力発電所第6号機及

び第7号機を想定する。設計基準事故時における評価におい

ては，評価事象に対して単一プラントの発災を想定する。炉

心の著しい損傷が発生した場合の評価においては，審査ガ

イドに基づき，各号機で同時に事故が発生するものと仮定

し，被ばく線量を個別に評価し合算する。なお，各号機の評

価条件は，特記しない場合は同一とする。 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 

 

 

  

  

4.1.1 評価方針 

(1) 評価の概要 

設計基準事故時及び炉心の著しい損傷が発生した場

合の評価事象を選定し，そのソースタームの設定によ

り，被ばく経路ごとに中央制御室の居住性を確保する

ための設備及び運用面の対策を考慮した線量評価を行

い，中央制御室に入り，とどまる運転員の実効線量の計

4.1.1 評価方針 

(1) 評価の概要 

設計基準事故時及び炉心の著しい損傷が発生した場

合の評価事象を選定し，そのソースタームの設定によ

り，被ばく経路ごとに中央制御室の居住性を確保する

ための設備及び運用面の対策を考慮した線量評価を行

い，中央制御室に入り，とどまる運転員の実効線量の計
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算結果を，居住性に係る被ばく評価の判断基準と比較

する。具体的な居住性に係る被ばく評価の手順は以下

のとおりであり，図4－4に示す。 

a. 評価事象は，設計基準事故時及び炉心の著しい損

傷が発生した場合について運転員の線量結果が厳し

くなるよう選定する。 

b. 評価事象に対して，原子炉施設に滞留する又は放

出される放射性物質によって，中央制御室に入り，と

どまる運転員の放射線被ばくをもたらす経路を選定

する。 

c. 評価事象に対して，建屋内の放射性物質の存在量

分布及び大気中への放出量を計算する。 

d. 原子炉建屋内の放射性物質の存在量分布から線源

強度を計算する。 

e. 発電所敷地内の気象データを用いて，大気拡散を

計算して相対濃度及び相対線量を計算する。 

算結果を，居住性に係る被ばく評価の判断基準と比較

する。具体的な居住性に係る被ばく評価の手順は以下

のとおりであり，図4－4に示す。 

a. 評価事象は，設計基準事故時及び炉心の著しい損

傷が発生した場合について運転員の線量結果が厳し

くなるよう選定する。 

b. 評価事象に対して，原子炉施設に滞留する又は放

出される放射性物質によって，中央制御室に入り，と

どまる運転員の放射線被ばくをもたらす経路を選定

する。 

c. 評価事象に対して，建屋内の放射性物質の存在量

分布及び大気中への放出量を計算する。 

d. 原子炉建屋内の放射性物質の存在量分布から線源

強度を計算する。 

e. 発電所敷地内の気象データを用いて，大気拡散を

計算して相対濃度及び相対線量を計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

f. 中央制御室内及び入退域時の運転員の被ばくを計

算する。 

設計基準事故時の評価では，被ばく経路ごとに評

価期間中の積算線量を計算し，これを運転員の中央

制御室内の滞在時間及び入退域に要する時間の割合

で配分して計算する。炉心の著しい損傷が発生した

場合の評価では，中央制御室滞在及び入退域ごとの

被ばく線量を計算し，これを合算することで評価期

間中の積算線量を計算する。 

 

 

(a) 中央制御室内での被ばく 

イ. d.の結果を用いて，建屋内の放射性物質から

のガンマ線による被ばくを，中央制御室遮蔽に

よる遮蔽効果を考慮して計算する。また，炉心の

著しい損傷が発生し，格納容器ベントを実施し

た場合においては，格納容器圧力逃がし装置内

の放射性物質からのガンマ線による被ばくにつ

いても計算する。 

f. 中央制御室内及び入退域時の運転員の被ばくを計

算する。 

設計基準事故時の評価では，被ばく経路ごとに評

価期間中の積算線量を計算し，これを運転員の中央

制御室内の滞在時間及び入退域に要する時間の割合

で配分して計算する。炉心の著しい損傷が発生した

場合の評価では，中央制御室滞在及び入退域ごとの

被ばく線量を計算し，これを合算することで評価期

間中の積算線量を計算する。 

 

 

(a) 中央制御室内での被ばく 

イ. d.の結果を用いて，建屋内の放射性物質から

のガンマ線による被ばくを，中央制御室遮蔽に

よる遮蔽効果を考慮して計算する。また，炉心の

著しい損傷が発生し，格納容器ベントを実施し

た場合においては，格納容器圧力逃がし装置内

の放射性物質からのガンマ線による被ばくにつ

いても計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（考慮する生体

遮蔽装置が異なる。） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号
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ロ. c.及びe.の結果を用いて，大気中へ放出され

た放射性物質からのガンマ線による被ばくを，

中央制御室遮蔽による遮蔽効果を考慮して計算

する。炉心の著しい損傷が発生した場合の評価

においては，地表面に沈着した放射性物質から

のガンマ線による被ばくについても計算する。 

 

ハ. c.及びe.の結果を用いて，中央制御室内に外

気から取り込まれた放射性物質の濃度を，中央

制御室換気系設備による室内放射性物質の低減

効果を考慮して計算し，放射性物質による被ば

く（ガンマ線による外部被ばく及び呼吸による

吸入摂取による内部被ばく）を計算する。 

 

ロ. c.及びe.の結果を用いて，大気中へ放出され

た放射性物質からのガンマ線による被ばくを，

中央制御室遮蔽による遮蔽効果を考慮して計算

する。炉心の著しい損傷が発生した場合の評価

においては，地表面に沈着した放射性物質から

のガンマ線による被ばくについても計算する。 

 

ハ. c.及びe.の結果を用いて，中央制御室内に外

気から取り込まれた放射性物質の濃度を，中央

制御室換気系設備による室内放射性物質の低減

効果を考慮して計算し，放射性物質による被ば

く（ガンマ線による外部被ばく及び呼吸による

吸入摂取による内部被ばく）を計算する。 

機では，格納容器圧力逃がし装

置が地上に位置しているため，

格納容器ベント後の装置内に

残存する放射性物質からの影響

についても評価している。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 入退域時の被ばく 

イ. d.の結果を用いて，建屋内の放射性物質から

のガンマ線による被ばくを計算する。また，炉心

の著しい損傷が発生し，格納容器ベントを実施

した場合においては，格納容器圧力逃がし装置

内の放射性物質からのガンマ線による被ばくに

ついても計算する。 

 

ロ. c.及びe.の結果を用いて，大気中へ放出され

た放射性物質による被ばく（ガンマ線による外

部被ばく及び呼吸による吸入摂取による内部被

ばく）を計算する。炉心の著しい損傷が発生した

場合の評価においては，地表面に沈着した放射

性物質からのガンマ線による被ばくについても

計算する。 

 

g. f.の被ばく経路ごとの線量を合算し，判断基準と

比較する。 

 

(b) 入退域時の被ばく 

イ. d.の結果を用いて，建屋内の放射性物質から

のガンマ線による被ばくを計算する。また，炉心

の著しい損傷が発生し，格納容器ベントを実施

した場合においては，格納容器圧力逃がし装置

内の放射性物質からのガンマ線による被ばくに

ついても計算する。 

 

ロ. c.及びe.の結果を用いて，大気中へ放出され

た放射性物質による被ばく（ガンマ線による外

部被ばく及び呼吸による吸入摂取による内部被

ばく）を計算する。炉心の著しい損傷が発生した

場合の評価においては，地表面に沈着した放射

性物質からのガンマ線による被ばくについても

計算する。 

 

g. f.の被ばく経路ごとの線量を合算し，判断基準と

比較する。 

 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，格納容器圧力逃がし装

置が地上に位置しているため，

格納容器ベント後の装置内に

残存する放射性物質からの影響

についても評価している。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (2) 評価事象の選定 (2) 評価事象の選定  
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 

 

  

 

 

 

 

 

設計基準事故時及び炉心の著しい損傷が発生した場

合において，原子炉施設の構造及び特性並びに安全上

及び格納容器破損防止の諸対策の観点から，評価事象

を選定する。具体的には以下のとおりとする。 

 

a. 設計基準事故時 

設置許可を受けた際の評価において，発電用原子

炉施設から放出される放射性物質による敷地周辺へ

の影響が大きくなる可能性のある事象について，こ

れらの事象が発生した場合における工学的安全施設

等の主としてMSに属する構築物，系統及び機器の設

計の妥当性を確認する知見から，沸騰水型である本

発電用原子炉施設の安全設計の基本方針に照らし

て，代表的な事象を「設計基準事故」と選定し，想定

された事象が生じた場合，炉心の溶融あるいは著し

い損傷のおそれがなく，かつ，事象の過程においてほ

かの異常状態の原因となるような2次的損傷が生じ

ず，さらに放射性物質の放散に対する障壁の設計が

妥当であることを確認している。 

 

この評価結果を参考に，それらの設計基準事故の

中から放射性物質の放出の拡大の可能性のある事象

として，原子炉格納容器内放出に係る事故は「原子炉

冷却材喪失」を，原子炉格納容器外放出に係る事故は

「主蒸気管破断」を選定し，被ばく評価手法（内規）

に従い，中央制御室の重要性に鑑みて，設計基準事故

より放射性物質の放出量が多くなる仮想事故相当の

ソースタームを想定する。なお，これらの事故は個別

に評価する。 

また，評価期間は，被ばく評価手法（内規）に従い

事故後30日間とする。 

 

設計基準事故時及び炉心の著しい損傷が発生した場

合において，原子炉施設の構造及び特性並びに安全上

及び格納容器破損防止の諸対策の観点から，評価事象

を選定する。具体的には以下のとおりとする。 

 

a. 設計基準事故時 

設置許可を受けた際の評価において，発電用原子

炉施設から放出される放射性物質による敷地周辺へ

の影響が大きくなる可能性のある事象について，こ

れらの事象が発生した場合における工学的安全施設

等の主としてMSに属する構築物，系統及び機器の設

計の妥当性を確認する知見から，沸騰水型である本

発電用原子炉施設の安全設計の基本方針に照らし

て，代表的な事象を「設計基準事故」と選定し，想定

された事象が生じた場合，炉心の溶融あるいは著し

い損傷のおそれがなく，かつ，事象の過程においてほ

かの異常状態の原因となるような2次的損傷が生じ

ず，さらに放射性物質の放散に対する障壁の設計が

妥当であることを確認している。 

 

この評価結果を参考に，それらの設計基準事故の

中から放射性物質の放出の拡大の可能性のある事象

として，原子炉格納容器内放出に係る事故は「原子炉

冷却材喪失」を，原子炉格納容器外放出に係る事故は

「主蒸気管破断」を選定し，被ばく評価手法（内規）

に従い，中央制御室の重要性に鑑みて，設計基準事故

より放射性物質の放出量が多くなる仮想事故相当の

ソースタームを想定する。なお，これらの事故は個別

に評価する。 

また，評価期間は，被ばく評価手法（内規）に従い

事故後30日間とする。 

 

 

 

 

 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  b. 炉心の著しい損傷が発生した場合 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構

造及び設備の基準に関する規則」第37条の「実用発電

b. 炉心の著しい損傷が発生した場合 

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構

造及び設備の基準に関する規則」第37条の「実用発電
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 
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用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の

基準に関する規則の解釈」の想定する格納容器破損

モードのうち，6号機及び7号機において，中央制御室

の運転員の被ばくの観点から結果が最も厳しくなる

事故収束に成功した事故シーケンスを想定する。 

中央制御室等の運転員の被ばくの観点から結果が

最も厳しくなる事故収束に成功した事故シーケンス

としては，炉心損傷が早く，中央制御室の換気設備等

に期待できない事故初期に放射性物質の放出が開始

される「大破断LOCA時に非常用炉心冷却系統の機能

及び全交流動力電源が喪失したシーケンス」を想定

する。6号機及び7号機では，本事故シーケンスにおい

ても，格納容器ベントの実施を遅延することができ

るよう，代替循環冷却系を整備する。したがって，6

号機及び7号機において同時に炉心の著しい損傷が

発生したと想定する場合，代替循環冷却系を用いて

事象を収束することとなる。しかし，被ばく評価にお

いては，中央制御室の居住性評価を厳しくする観点

から，片方の号機において代替循環冷却系を使用で

きず，格納容器圧力逃がし装置＊を用いた格納容器ベ

ントを実施した場合についても想定し，評価シナリ

オの組合せを以下のとおりとする。 

(a) 6 号機及び 7 号機が代替循環冷却系を用いて事

象収束する。 

(b) 6号機が格納容器ベントを実施して事象収束し，

7号機が代替循環冷却系を用いて事象収束する。 

(c) 6号機が代替循環冷却系を用いて事象収束し，7

号機が格納容器ベントを実施して事象収束する。 

また，評価期間は，解釈に従い事故後7日間とする。 

注記＊：サプレッションチェンバの排気ラインを使

用した場合を想定する。 

 

評価事象に係る設計基準事故時及び炉心の著しい損

傷が発生した場合の共通の条件を表4－1に示す。 

 

用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の

基準に関する規則の解釈」の想定する格納容器破損

モードのうち，6号機及び7号機において，中央制御室

の運転員の被ばくの観点から結果が最も厳しくなる

事故収束に成功した事故シーケンスを想定する。 

中央制御室等の運転員の被ばくの観点から結果が

最も厳しくなる事故収束に成功した事故シーケンス

としては，炉心損傷が早く，中央制御室の換気設備等

に期待できない事故初期に放射性物質の放出が開始

される「大破断LOCA時に非常用炉心冷却系統の機能

及び全交流動力電源が喪失したシーケンス」を想定

する。6号機及び7号機では，本事故シーケンスにおい

ても，格納容器ベントの実施を遅延することができ

るよう，代替循環冷却系を整備する。したがって，6

号機及び7号機において同時に炉心の著しい損傷が

発生したと想定する場合，代替循環冷却系を用いて

事象を収束することとなる。しかし，被ばく評価にお

いては，中央制御室の居住性評価を厳しくする観点

から，片方の号機において代替循環冷却系を使用で

きず，格納容器圧力逃がし装置＊を用いた格納容器ベ

ントを実施した場合についても想定し，評価シナリ

オの組合せを以下のとおりとする。 

(a) 6 号機及び 7 号機が代替循環冷却系を用いて事

象収束する。 

(b) 6号機が格納容器ベントを実施して事象収束し，

7号機が代替循環冷却系を用いて事象収束する。 

(c) 6号機が代替循環冷却系を用いて事象収束し，7

号機が格納容器ベントを実施して事象収束する。 

また，評価期間は，解釈に従い事故後7日間とする。 

注記＊：サプレッションチェンバの排気ラインを使

用した場合を想定する。 

 

評価事象に係る設計基準事故時及び炉心の著しい損

傷が発生した場合の共通の条件を表4－1に示す。 

 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 
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(3) 被ばく経路の選定 

設計基準事故時及び炉心の著しい損傷が発生した場

合において，運転員は，中央制御室にとどまり必要な操

作，措置を行う。このとき，大気中に放出された放射性

物質が中央制御室内に取り込まれることなどにより，

中央制御室内に滞在している運転員は被ばくする。ま

た，運転員の当直交替に伴い入退域の移動が生じ，この

入退域時にも運転員は被ばくする。 

以上より，運転員の被ばく経路は，以下の被ばく経路

①～⑤を考慮する。 

また，評価事象ごとの対象とする被ばく経路は，それ

ぞれの事故の形態，規模，事象進展，運転員の交替要員

体制等を考慮して選定する。 

運転員の被ばく経路及び中央制御室の居住性に係る

被ばく経路イメージを図4－5及び図4－6に示す。 

(3) 被ばく経路の選定 

設計基準事故時及び炉心の著しい損傷が発生した場

合において，運転員は，中央制御室にとどまり必要な操

作，措置を行う。このとき，大気中に放出された放射性

物質が中央制御室内に取り込まれることなどにより，

中央制御室内に滞在している運転員は被ばくする。ま

た，運転員の当直交替に伴い入退域の移動が生じ，この

入退域時にも運転員は被ばくする。 

以上より，運転員の被ばく経路は，以下の被ばく経路

①～⑤を考慮する。 

また，評価事象ごとの対象とする被ばく経路は，それ

ぞれの事故の形態，規模，事象進展，運転員の交替要員

体制等を考慮して選定する。 

運転員の被ばく経路及び中央制御室の居住性に係る

被ばく経路イメージを図4－5及び図4－6に示す。 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

a. 中央制御室内での被ばく 

(a) 被ばく経路① 建屋内の放射性物質からのガン

マ線による被ばく 

想定事故時に建屋内に放出された放射性物質か

ら直接的に施設周辺に到達してくるガンマ線（以

下「直接ガンマ線」という。）及び空気中で散乱さ

れて施設周辺に到達してくるガンマ線（以下「スカ

イシャインガンマ線」という。）が，中央制御室遮

蔽を透過して中央制御室内の運転員に与える線

量。なお，炉心の著しい損傷が発生し，格納容器ベ

ントを実施した場合においては，格納容器圧力逃

がし装置内の放射性物質からのガンマ線による線

量も考慮する。 

 

a. 中央制御室内での被ばく 

(a) 被ばく経路① 建屋内の放射性物質からのガン

マ線による被ばく 

想定事故時に建屋内に放出された放射性物質か

ら直接的に施設周辺に到達してくるガンマ線（以

下「直接ガンマ線」という。）及び空気中で散乱さ

れて施設周辺に到達してくるガンマ線（以下「スカ

イシャインガンマ線」という。）が，中央制御室遮

蔽を透過して中央制御室内の運転員に与える線

量。なお，炉心の著しい損傷が発生し，格納容器ベ

ントを実施した場合においては，格納容器圧力逃

がし装置内の放射性物質からのガンマ線による線

量も考慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（考慮する生体

遮蔽装置が異なる。） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，格納容器圧力逃がし装

置が地上に位置しているため，

格納容器ベント後の装置内に

残存する放射性物質からの影響

についても評価している。） 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 
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(b) 被ばく経路② 大気中へ放出された放射性物質

からのガンマ線による被ばく 

大気中へ放出された放射性物質が大気中を拡散

して生ずる放射性雲からのガンマ線（以下「クラウ

ドシャインガンマ線」という。）が，中央制御室遮

蔽を透過して中央制御室内の運転員に与える線

量。また，炉心の著しい損傷が発生した場合におい

ては，大気中へ放出され地表面に沈着した放射性

物質からのガンマ線（以下「グランドシャインガン

マ線」という。）も考慮する。 

 

(b) 被ばく経路② 大気中へ放出された放射性物質

からのガンマ線による被ばく 

大気中へ放出された放射性物質が大気中を拡散

して生ずる放射性雲からのガンマ線（以下「クラウ

ドシャインガンマ線」という。）が，中央制御室遮

蔽を透過して中央制御室内の運転員に与える線

量。また，炉心の著しい損傷が発生した場合におい

ては，大気中へ放出され地表面に沈着した放射性

物質からのガンマ線（以下「グランドシャインガン

マ線」という。）も考慮する。 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（考慮する生体

遮蔽装置が異なる。） 

 

【島根との差異】 

表現上の差異（柏崎刈羽 6号機

では，SA時の被ばく評価におい

て，グランドシャインガンマ線

を考慮する旨，記載している。） 

  

 

 

(c) 被ばく経路③ 外気から室内に取り込まれた放

射性物質による被ばく 

大気中へ放出された放射性物質が，中央制御室

内に取り込まれて中央制御室内の運転員に与える

線量（ガンマ線による外部被ばく及び呼吸による

吸入摂取による内部被ばく）。炉心の著しい損傷が

発生した場合におけるガンマ線による外部被ばく

の評価は，隣接エリアに取り込まれた放射性物質

からのガンマ線による被ばくも考慮する。 

 

(c) 被ばく経路③ 外気から室内に取り込まれた放

射性物質による被ばく 

大気中へ放出された放射性物質が，中央制御室

内に取り込まれて中央制御室内の運転員に与える

線量（ガンマ線による外部被ばく及び呼吸による

吸入摂取による内部被ばく）。炉心の著しい損傷が

発生した場合におけるガンマ線による外部被ばく

の評価は，隣接エリアに取り込まれた放射性物質

からのガンマ線による被ばくも考慮する。 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

線源範囲の差異（柏崎刈羽 6号

機では，中央制御室待避室の被

ばく評価において，外気相当と

なる区域内及び中央制御室内

に浮遊する線源を隣接エリア

からの影響として考慮してい

る。） 

  

  

 

 

 

b. 入退域時の被ばく 

(a) 被ばく経路④ 建屋内の放射性物質からのガン

マ線による被ばく 

直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線が，

入退域時の運転員に与える線量。なお，炉心の著し

い損傷が発生し，格納容器ベントを実施した場合

においては，格納容器圧力逃がし装置内の放射性

b. 入退域時の被ばく 

(a) 被ばく経路④ 建屋内の放射性物質からのガン

マ線による被ばく 

直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線が，

入退域時の運転員に与える線量。なお，炉心の著し

い損傷が発生し，格納容器ベントを実施した場合

 

 

 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，格納容器圧力逃がし装
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 
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物質からのガンマ線による線量も考慮する。 においては，格納容器圧力逃がし装置内の放射性

物質からのガンマ線による線量も考慮する。 

置が地上に位置しているため，

格納容器ベント後の装置内に

残存する放射性物質からの影響

についても評価している。） 

  

 

 

(b) 被ばく経路⑤ 大気中へ放出された放射性物質

による被ばく 

クラウドシャインガンマ線及びグランドシャイ

ンガンマ線が，入退域時の運転員に与える線量及

び吸入摂取による内部被ばく線量。ただし，グラン

ドシャインガンマ線が入退域時の運転員に与える

線量は，設計基準事故時においては，炉心溶融に至

っておらず，放射性物質の大気中への放出の規模

を踏まえると，線量への寄与はわずかと考えられ

るため考慮しない。 

(b) 被ばく経路⑤ 大気中へ放出された放射性物質

による被ばく 

クラウドシャインガンマ線及びグランドシャイ

ンガンマ線が，入退域時の運転員に与える線量及

び吸入摂取による内部被ばく線量。ただし，グラン

ドシャインガンマ線が入退域時の運転員に与える

線量は，設計基準事故時においては，炉心溶融に至

っておらず，放射性物質の大気中への放出の規模

を踏まえると，線量への寄与はわずかと考えられ

るため考慮しない。 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

(4) 建屋内の放射性物質の存在量分布及び大気中への放

出量の計算 

建屋内の放射性物質の存在量分布及び大気中への放

出量の計算は，設計基準事故及び炉心の著しい損傷が

発生した場合において，それぞれの事故の形態，規模に

より，運転員の被ばくへの影響度合いを考慮して適切

に設定する。 

a. 事故発生直前の状態 

設計基準事故時の評価においては，事象発生直前

まで，原子炉は定格出力の約 102%で長期間にわたっ

て運転されていたものとする。また，炉心の著しい損

傷が発生した場合の評価においては，事象発生直前

まで，原子炉は定格出力で長期間にわたって運転さ

れていたものとする。炉心内蓄積量計算条件を表 4－

2に示す。 

(4) 建屋内の放射性物質の存在量分布及び大気中への放

出量の計算 

建屋内の放射性物質の存在量分布及び大気中への放

出量の計算は，設計基準事故及び炉心の著しい損傷が

発生した場合において，それぞれの事故の形態，規模に

より，運転員の被ばくへの影響度合いを考慮して適切

に設定する。 

a. 事故発生直前の状態 

設計基準事故時の評価においては，事象発生直前

まで，原子炉は定格出力の約102%で長期間にわたっ

て運転されていたものとする。また，炉心の著しい損

傷が発生した場合の評価においては，事象発生直前

まで，原子炉は定格出力で長期間にわたって運転さ

れていたものとする。炉心内蓄積量計算条件を表4－

2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，ABWRプラントのため，

設計基準事故解析において，定

格出力の約 102%を解析の初期

条件としている。） 

  (a) 設計基準事故時 

原子炉冷却材喪失時においては炉心内に蓄積す

る放射性物質の放出を考慮する。評価で使用する

炉心内蓄積量は，原子炉は事故発生直前まで定格

出力の約102%（熱出力4005MW）で十分長時間（2000

(a) 設計基準事故時 

原子炉冷却材喪失時においては炉心内に蓄積す

る放射性物質の放出を考慮する。評価で使用する

炉心内蓄積量は，原子炉は事故発生直前まで定格

出力の約102%（熱出力4005MW）で十分長時間（2000

 

 

 

 

【島根との差異】 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 

  

 

 

 

  

  

  

  

  

 

日）運転していたものとし，以下の式により算出す

る。事故発生直前の炉心内蓄積量を表4－3に示す。 

ｑ
０

ｉ
＝3.2×1014・Ｐ

０
・Ｙ

ｉ
・(1－ｅ

－λ
Ｒ

ｉ
・Ｔ

ＯＰ) 

 

ここで， 

ｑｉ
０ ：核種iの炉心内蓄積量(Bq) 

Ｐ０ ：原子炉熱出力(MWt) 

ＴＯＰ ：原子炉運転時間(s) 

Ｙｉ ：核種iの核分裂収率(%) 

λｉ
Ｒ ：核種iの崩壊定数(s-1) 

日）運転していたものとし，以下の式により算出す

る。事故発生直前の炉心内蓄積量を表4－3に示す。 

ｑ
０

ｉ
＝3.2×1014・Ｐ

０
・Ｙ

ｉ
・(1－ｅ

－λ
Ｒ

ｉ
・Ｔ

ＯＰ) 

 

ここで， 

ｑｉ
０ ：核種iの炉心内蓄積量(Bq) 

Ｐ０ ：原子炉熱出力(MWt) 

ＴＯＰ ：原子炉運転時間(s) 

Ｙｉ ：核種iの核分裂収率(%) 

λｉ
Ｒ ：核種iの崩壊定数(s-1) 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，ABWRプラントのため，

設計基準事故解析において，定

格出力の約 102%を解析の初期

条件としている。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，主蒸気管破断時においては，原子炉を停止

したときにピンホールを有する燃料棒から原子炉

圧力の低下に伴い，冷却材中に放出される放射性

物質の放出を考慮する。評価で使用する原子炉圧

力の低下に伴う燃料棒からの追加放出量は，I-131

については先行炉等での実測データに基づく値に

安全余裕を見込んで7.4×1013Bqが冷却材中へ放出

されるものとする。追加放出されるその他の放射

性物質についてはその組成を平衡組成として求

め，放射性希ガスについては，放射性よう素の2倍

の放出があるものとし，以下の式により算出する。

燃料棒からの追加放出量を表4－4に示す。 

放射性ハロゲン等：ｑ
ｆ

ｉ
＝Ｑ

Ｉ１３１
・

Ｙ
ｉ

Ｙ
Ｉ１３１

・

1－ｅ
－λ

Ｒ

ｉ
・Ｔ

ＯＰ

1－ｅ
－λ

Ｉ１３１
・Ｔ

ＯＰ

 

 

また，主蒸気管破断時においては，原子炉を停止

したときにピンホールを有する燃料棒から原子炉

圧力の低下に伴い，冷却材中に放出される放射性

物質の放出を考慮する。評価で使用する原子炉圧

力の低下に伴う燃料棒からの追加放出量は，I-131

については先行炉等での実測データに基づく値に

安全余裕を見込んで7.4×1013Bqが冷却材中へ放出

されるものとする。追加放出されるその他の放射

性物質についてはその組成を平衡組成として求

め，放射性希ガスについては，放射性よう素の2倍

の放出があるものとし，以下の式により算出する。

燃料棒からの追加放出量を表4－4に示す。 

放射性ハロゲン等：ｑ
ｆ

ｉ
＝Ｑ

Ｉ１３１
・

Ｙ
ｉ

Ｙ
Ｉ１３１

・

1－ｅ
－λ

Ｒ

ｉ
・Ｔ

ＯＰ

1－ｅ
－λ

Ｉ１３１
・Ｔ

ＯＰ
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放射性希ガス： ｑ
ｆ

ｉ
＝2・Ｑ

Ｉ１３１
・

Ｙ
ｉ

Ｙ
Ｉ１３１

・

1－ｅ
－λ

Ｒ

ｉ
・Ｔ

ＯＰ

1－ｅ
－λ

Ｉ１３１
・Ｔ

ＯＰ

 

 

ここで， 

ｑｉ
ｆ ：核種iの追加放出量(Bq) 

ＱＩ１３１ ：I-131の追加放出量(Bq) 

Ｙｉ ：核種iの核分裂収率(%) 

ＹＩ１３１ ：I-131の核分裂収率(%) 

λｉ
Ｒ ：核種iの崩壊定数(s-1) 

λＩ１３１ ：I-131の崩壊定数(s-1) 

ＴＯＰ ：原子炉運転時間(s) 

 

上記のうち，λｉ
Ｒは，「被ばく計算に用いる放射

線エネルギー等について」（（原子力安全委員会了

承，平成元年 3 月 27 日）一部改訂 平成 13 年 3

月 29日）の記載値を用いる。Ｙｉは，「被ばく計算

に用いる放射線エネルギー等について」（（原子力

安全委員会了承，平成元年 3 月 27 日）一部改訂 

平成 13年 3月 29日）及び「Compilation of Fission 

Product Yields（NED0-12154-1, M.E.Meek and 

B.F.Rider, Vallecitos Nuclear Center, 1974）」

の記載値を用いる。 

放射性希ガス： ｑ
ｆ

ｉ
＝2・Ｑ

Ｉ１３１
・

Ｙ
ｉ

Ｙ
Ｉ１３１

・

1－ｅ
－λ

Ｒ

ｉ
・Ｔ

ＯＰ

1－ｅ
－λ

Ｉ１３１
・Ｔ

ＯＰ

 

 

ここで， 

ｑｉ
ｆ ：核種iの追加放出量(Bq) 

ＱＩ１３１ ：I-131の追加放出量(Bq) 

Ｙｉ ：核種iの核分裂収率(%) 

ＹＩ１３１ ：I-131の核分裂収率(%) 

λｉ
Ｒ ：核種iの崩壊定数(s-1) 

λＩ１３１ ：I-131の崩壊定数(s-1) 

ＴＯＰ ：原子炉運転時間(s) 

 

上記のうち，λｉ
Ｒは，「被ばく計算に用いる放射

線エネルギー等について」（（原子力安全委員会了

承，平成元年3月27日）一部改訂 平成13年3月29

日）の記載値を用いる。Ｙｉは，「被ばく計算に用

いる放射線エネルギー等について」（（原子力安全

委員会了承，平成元年3月27日）一部改訂 平成13

年3月29日）及び「Compilation of Fission Product 

Yields（NED0-12154-1, M.E.Meek and B.F.Rider, 

Vallecitos Nuclear Center, 1974）」の記載値を

用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

(b) 炉心の著しい損傷が発生した場合 

事故発生直前まで，原子炉は定格熱出力で長期

間にわたって運転されていたものとする。事故直

前の炉内蓄積量は，電力共同研究報告書「立地審査

指針改定に伴うソースタームに関する研究（BWR）

（平成24年度最終報告書）」に記載されている単位

熱出力当たりの炉内内蔵量に対し，原子炉熱出力

3926MWを掛け合わせて計算する。 

(b) 炉心の著しい損傷が発生した場合 

事故発生直前まで，原子炉は定格熱出力で長期

間にわたって運転されていたものとする。事故直

前の炉内蓄積量は，電力共同研究報告書「立地審査

指針改定に伴うソースタームに関する研究（BWR）

（平成24年度最終報告書）」に記載されている単位

熱出力当たりの炉内内蔵量に対し，原子炉熱出力

3926MWを掛け合わせて計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 



東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2023年 12月 13日 

資料番号  ：KK6添-1-051 改 0 (比較表) 

26 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

   

 

 

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 

 

  

 

 

 

  

   

  

 

 

同報告書において，炉心の著しい損傷が発生し

た場合の評価で使用する単位熱出力当たりの炉心

内蓄積量は，ウラン燃料の9×9燃料炉心を条件に，

燃焼計算コードＯＲＩＧＥＮ２コードにより算出

している。事故発生直前の炉心内蓄積量を表4－5

に示す。 

計算にあたっては，9×9燃料炉心の代表的な燃

焼度，比出力，初期濃縮度及び運転履歴を考慮して

いる。 

・燃焼度 ：約55000MWd/t 

（燃焼期間は，5サイ

クルの平衡炉心を想

定） 

・比出力 ：26MW/t 

・初期濃縮度 ：3.8% 

・核データライブラリ ：JENDL3.2（BWR STEP-

3 VR=0%，60GWd/t） 

 

同報告書において，炉心の著しい損傷が発生し

た場合の評価で使用する単位熱出力当たりの炉心

内蓄積量は，ウラン燃料の9×9燃料炉心を条件に，

燃焼計算コードＯＲＩＧＥＮ２コードにより算出

している。事故発生直前の炉心内蓄積量を表4－5

に示す。 

計算にあたっては，9×9燃料炉心の代表的な燃

焼度，比出力，初期濃縮度及び運転履歴を考慮して

いる。 

・燃焼度 ：約55000MWd/t 

（燃焼期間は，5サイ

クルの平衡炉心を想

定） 

・比出力 ：26MW/t 

・初期濃縮度 ：3.8% 

・核データライブラリ ：JENDL3.2（BWR STEP-

3 VR=0%，60GWd/t） 

評価条件の差異（熱出力が異な

る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

 

  

 

 

b. 評価の対象とする放射性核種 

(a) 設計基準事故時 

イ.原子炉冷却材喪失 

運転員の被ばくに有意に寄与すると考えられる

放射性希ガス（以下「希ガス」という。）及び放射

性よう素（以下「よう素」という。）を対象とする。

よう素は，有機よう素及び無機よう素を考慮する。 

 

ロ.主蒸気管破断 

運転員の被ばくに有意に寄与すると考えられる

希ガス及び放射性ハロゲン等（以下「ハロゲン等」

という。）を対象とする。よう素は，有機よう素及

び無機よう素を考慮する。 

 

b. 評価の対象とする放射性核種 

(a) 設計基準事故時 

イ.原子炉冷却材喪失 

運転員の被ばくに有意に寄与すると考えられる

放射性希ガス（以下「希ガス」という。）及び放射

性よう素（以下「よう素」という。）を対象とする。

よう素は，有機よう素及び無機よう素を考慮する。 

 

ロ.主蒸気管破断 

運転員の被ばくに有意に寄与すると考えられる

希ガス及び放射性ハロゲン等（以下「ハロゲン等」

という。）を対象とする。よう素は，有機よう素及

び無機よう素を考慮する。 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (b) 炉心の著しい損傷が発生した場合 

(a)に加え，炉心損傷を想定していることを踏ま

え，粒子状放射性物質も含めた放射性核種を対象

(b) 炉心の著しい損傷が発生した場合 

(a)に加え，炉心損傷を想定していることを踏ま

え，粒子状放射性物質も含めた放射性核種を対象

差異なし 
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とする。よう素は，有機よう素，無機（元素状）よ

う素及び粒子状よう素を考慮する。 

とする。よう素は，有機よう素，無機（元素状）よ

う素及び粒子状よう素を考慮する。 

 

 

 

  

 

c. 大気中への放出過程 

対象核種ごとに，大気中への放出過程上における

放射性物質の低減効果を適切に考慮し，大気中への

放出量を計算する。 

c. 大気中への放出過程 

対象核種ごとに，大気中への放出過程上における

放射性物質の低減効果を適切に考慮し，大気中への

放出量を計算する。 

差異なし 

 

 

 

  

 

(5) 建屋内の線源強度の計算 

建屋内の放射性物質の存在量分布から計算する線源

強度及びその計算結果を用いた被ばく経路①（中央制

御室滞在時における建屋内の放射性物質からのガンマ

線による被ばく）及び被ばく経路④（入退域時における

建屋内の放射性物質からのガンマ線による被ばく）の

計算については，設計基準事故時においては被ばく評

価手法（内規）に従い，炉心の著しい損傷が発生した場

合については審査ガイドを参照する。 

 

(5) 建屋内の線源強度の計算 

建屋内の放射性物質の存在量分布から計算する線源

強度及びその計算結果を用いた被ばく経路①（中央制

御室滞在時における建屋内の放射性物質からのガンマ

線による被ばく）及び被ばく経路④（入退域時における

建屋内の放射性物質からのガンマ線による被ばく）の

計算については，設計基準事故時においては被ばく評

価手法（内規）に従い，炉心の著しい損傷が発生した場

合については審査ガイドを参照する。 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

(6) 大気拡散の計算 

設計基準事故時及び炉心の著しい損傷が発生した場

合の中央制御室の居住性に係る被ばく評価に使用する

相対濃度及び相対線量は，被ばく評価手法（内規）及び

「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針（昭

和57年1月28日 原子力安全委員会決定，一部改訂 平

成13年3月29日 原子力安全委員会）」（以下「気象指針」

という。）に基づき評価する。 

 

a. 大気拡散評価モデル 

放出点から放出された放射性物質が大気中を拡散

して評価点に到達するまでの計算は，ガウスプルー

ムモデルを適用する。 

(6) 大気拡散の計算 

設計基準事故時及び炉心の著しい損傷が発生した場

合の中央制御室の居住性に係る被ばく評価に使用する

相対濃度及び相対線量は，被ばく評価手法（内規）及び

「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針（昭

和57年1月28日 原子力安全委員会決定，一部改訂 平

成13年3月29日 原子力安全委員会）」（以下「気象指針」

という。）に基づき評価する。 

 

a. 大気拡散評価モデル 

放出点から放出された放射性物質が大気中を拡散

して評価点に到達するまでの計算は，ガウスプルー

ムモデルを適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

差異なし 

 

 

 

 

  

 

(a) 相対濃度 

相対濃度は，毎時刻の気象項目と実効的な放出

継続時間をもとに評価点ごとに以下の式＊1のとお

り計算する。 

(a) 相対濃度 

相対濃度は，毎時刻の気象項目と実効的な放出

継続時間をもとに評価点ごとに以下の式＊1のとお

り計算する。 

差異なし 

 

 

 



東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2023年 12月 13日 

資料番号  ：KK6添-1-051 改 0 (比較表) 

28 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

   

 

 

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 

 

 

 

 

  

  

 

    

  

     

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

  

 

 

χ／Ｑ＝
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Ｔ
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ここで， 

χ／Ｑ ：実効放出継続時間中の相対濃度

(s/m3) 

Ｔ ：実効放出継続時間(h) 

(χ／Ｑ)ｉ ：時刻iにおける相対濃度(s/m3) 

δｄ
ｉ ：時刻iにおいて風向が当該方位d

にあるとき δｄ
ｉ = 1 

  ：時刻iにおいて風向がほかの方位

にあるとき  δｄ
ｉ = 0 

 

（高所放出の場合） 

(χ／Ｑ)
ｉ
＝

1

2・π・Σ
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・Σ
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・Ｕ
ｉ
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（地上放出の場合） 

(χ／Ｑ)
ｉ
＝

1

π・Σ
ｙｉ

・Σ
ｚｉ

・Ｕ
ｉ

 

ここで， 

Ｕｉ ：時刻iの放出源を代表する風速(m/s) 

Σｙｉ ：時刻iの建屋の影響を加算した濃度の

水平方向（y方向）の拡がりのパラメー

タ(m) 

χ／Ｑ＝
1

Ｔ
・ ∑ (χ／Ｑ)

ｉ

Ｔ

ｉ＝1

・δ
ｉ

ｄ
 

 

ここで， 

χ／Ｑ ：実効放出継続時間中の相対濃度

(s/m3) 

Ｔ ：実効放出継続時間(h) 

(χ／Ｑ)ｉ ：時刻iにおける相対濃度(s/m3) 

δｄ
ｉ ：時刻iにおいて風向が当該方位d

にあるとき δｄ
ｉ = 1 

  ：時刻iにおいて風向がほかの方位

にあるとき  δｄ
ｉ = 0 

 

（高所放出の場合） 

(χ／Ｑ)
ｉ
＝

1

2・π・Σ
ｙｉ

・Σ
ｚｉ

・Ｕ
ｉ
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（地上放出の場合） 

(χ／Ｑ)
ｉ
＝

1

π・Σ
ｙｉ

・Σ
ｚｉ

・Ｕ
ｉ

 

ここで， 

Ｕｉ ：時刻iの放出源を代表する風速(m/s) 

Σｙｉ ：時刻iの建屋の影響を加算した濃度の

水平方向（y方向）の拡がりのパラメー

タ(m) 
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Σｚｉ ：時刻iの建屋の影響を加算した濃度の

鉛直方向（z方向）の拡がりのパラメー

タ(m) 

ｚ ：評価点の高さ(m) 

Ｈ ：放出源の高さ(m) 

σｙｉ ：時刻iの濃度のy方向の拡がりパラメ

ータ(m) 

σｚｉ ：時刻iの濃度のz方向の拡がりパラメ

ータ(m) 

Ｃ ：建屋投影面積＊2(m2) 

Ａ ：形状係数(－) 

 

上記のうち，気象項目（風向，風速及びσｙｉ，

σｚｉを求めるために必要な大気安定度）について

は，「b. 気象データ」に示すデータを，建屋の投

影面積については「e. 建屋投影面積」に示す値

を，形状係数については「f. 形状係数」に示す値

を用いることとし，これらは設計基準事故及び炉

心の著しい損傷が発生した場合の共通の条件であ

る。実効放出継続時間及び放出源高さは事故シー

ケンスに応じて求める条件であることから，個別

に設定する。 

σｙｉ及びσｚｉについては，気象指針における相

関式を用いて計算する。 

注記＊1 ：本被ばく評価では放射性物質の実効放

出継続時間が 8 時間を超える場合にお

いても，保守的に短時間放出の場合の

式を適用する。 

  ＊2 ：全ての方位の投影面積の中で最小面積

を全ての方位の計算の入力として共通

に適用する。 

 

Σｚｉ ：時刻iの建屋の影響を加算した濃度の

鉛直方向（z方向）の拡がりのパラメー

タ(m) 

ｚ ：評価点の高さ(m) 

Ｈ ：放出源の高さ(m) 

σｙｉ ：時刻iの濃度のy方向の拡がりパラメ

ータ(m) 

σｚｉ ：時刻iの濃度のz方向の拡がりパラメ

ータ(m) 

Ｃ ：建屋投影面積＊2(m2) 

Ａ ：形状係数(－) 

 

上記のうち，気象項目（風向，風速及びσｙｉ，

σｚｉを求めるために必要な大気安定度）について

は，「b. 気象データ」に示すデータを，建屋の投

影面積については「e. 建屋投影面積」に示す値

を，形状係数については「f. 形状係数」に示す値

を用いることとし，これらは設計基準事故及び炉

心の著しい損傷が発生した場合の共通の条件であ

る。実効放出継続時間及び放出源高さは事故シー

ケンスに応じて求める条件であることから，個別

に設定する。 

σｙｉ及びσｚｉについては，気象指針における相

関式を用いて計算する。 

注記＊1 ：本被ばく評価では放射性物質の実効放

出継続時間が 8 時間を超える場合にお

いても，保守的に短時間放出の場合の

式を適用する。 

  ＊2 ：全ての方位の投影面積の中で最小面積

を全ての方位の計算の入力として共通

に適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (b) 相対線量 

クラウドシャインガンマ線量を計算するため

に，空気カーマを用いた相対線量を毎時刻の気象

(b) 相対線量 

クラウドシャインガンマ線量を計算するため

に，空気カーマを用いた相対線量を毎時刻の気象

差異なし 
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項目と実効放出継続時間をもとに，評価点ごとに

以下の式で計算する。 

 

Ｄ／Ｑ＝(Ｋ
１
／Ｑ)・Ｅ・μ

０
・∫ ∫ ∫

ｅ
－μ・ｒ

4・π・ｒ
2

∞

０

∞

－∞

∞

0

 

・Ｂ(μｒ)・χ(ｘ',ｙ',ｚ')ｄｘ'ｄｙ'ｄｚ' 

 

ここで， 

Ｄ／Ｑ ：評価地点（x,y,z）における 

相対線量(μGy/Bq) 

(Ｋ１／Ｑ) ：単位放出率当たりの空気カーマ 

率への換算係数＊(
dis･m3･μGy

MeV･Bq･s
) 

Ｅ ：ガンマ線の実効エネルギ(MeV/dis) 

μ０ ：空気に対するガンマ線の線エネルギ 

吸収係数(1/m) 

μ ：空気に対するガンマ線の線減衰 

係数(1/m) 

ｒ ：（x',y',z'）から（x,y,z）までの距離(m) 

Ｂ(μｒ) ：空気に対するガンマ線の 

再生係数(－) 

Ｂ(μｒ)＝1＋α・(μ・ｒ)＋β・(μ・ｒ)
2
＋γ・(μ・ｒ)

3
 

 

ただし，μ０，μ，α，β，γについては，0.5MeV

のガンマ線に対する値＊を用い，以下のとおりとす

る。 

μ０ = 3.84×10-3(m-1)，μ = 1.05× 

10-2(m-1) 

α = 1.000，β = 0.4492，γ = 

0.0038 

χ(ｘ',ｙ',ｚ')：放射性雲中の点（x',y',z'）

における相対濃度(s/m3) 

項目と実効放出継続時間をもとに，評価点ごとに

以下の式で計算する。 

 

Ｄ／Ｑ＝(Ｋ
１
／Ｑ)・Ｅ・μ

０
・∫ ∫ ∫

ｅ
－μ・ｒ

4・π・ｒ
2

∞

０

∞

－∞

∞

0

 

・Ｂ(μｒ)・χ(ｘ',ｙ',ｚ')ｄｘ'ｄｙ'ｄｚ' 

 

ここで， 

Ｄ／Ｑ ：評価地点（x,y,z）における 

相対線量(μGy/Bq) 

(Ｋ１／Ｑ) ：単位放出率当たりの空気カーマ 

率への換算係数＊(
dis･m3･μGy

MeV･Bq･s
) 

Ｅ ：ガンマ線の実効エネルギ(MeV/dis) 

μ０ ：空気に対するガンマ線の線エネルギ 

吸収係数(1/m) 

μ ：空気に対するガンマ線の線減衰 

係数(1/m) 

ｒ ：（x',y',z'）から（x,y,z）までの距離(m) 

Ｂ(μｒ) ：空気に対するガンマ線の 

再生係数(－) 

Ｂ(μｒ)＝1＋α・(μ・ｒ)＋β・(μ・ｒ)
2
＋γ・(μ・ｒ)

3
 

 

ただし，μ０，μ，α，β，γについては，0.5MeV

のガンマ線に対する値＊を用い，以下のとおりとす

る。 

μ０ = 3.84×10-3(m-1)，μ = 1.05× 

10-2(m-1) 

α = 1.000，β = 0.4492，γ = 

0.0038 

χ(ｘ',ｙ',ｚ')：放射性雲中の点（x',y',z'）

における相対濃度(s/m3) 
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注記＊：「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標

値に対する評価指針（昭和 51 年 9 月 28

日 原子力委員会決定，一部改訂 平成

13年 3月 29日）」 

 

 

注記＊：「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標

値に対する評価指針（昭和 51 年 9 月 28

日 原子力委員会決定，一部改訂 平成

13年 3月 29日）」 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

b. 気象データ 

1985 年 10 月～1986 年 9 月の 1 年間における気象

データを使用する。なお，当該データの使用に当た

っては，風向，風速データが不良標本の棄却検定に

より，過去の気象データ（設置変更許可申請時の 10

年間の最新気象データ（2004年 4月～2013年 3月）

と最新 10 年間の気象データ（2008 年 4 月～2018 年

3月））と比較して異常でないことを確認している。 

b. 気象データ 

1985年10月～1986年9月の1年間における気象デー

タを使用する。なお，当該データの使用に当たって

は，風向，風速データが不良標本の棄却検定により，

過去の気象データ（設置変更許可申請時の10年間の

最新気象データ（2004年4月～2013年3月）と最新10

年間の気象データ（2013年4月～2023年3月））と比較

して異常でないことを確認している。 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（検定年及び統

計年が異なる。） 

 

 

 

 

  

 

 

  

c. 相対濃度及び相対線量の評価点 

相対濃度及び相対線量の評価点は以下とする。な

お，すべての放出源において建屋巻込みの影響があ

るものとして評価を行うため，相対濃度及び相対線

量の評価点高さは，各放出源高さと同じとする。 

 

(a) 中央制御室内滞在時 

設計基準事故時において換気設備は，通常時の

外気取入ダンパを閉止し，少量外気取り入れを実

施しつつ，チャコールフィルタを介して中央制御

室内の空気を再循環する再循環運転（少量外気取

入時）に事故発生15分後に切り替わることを前提

とする。炉心の著しい損傷が発生した場合におい

て換気設備は，外気取入ダンパ及び排気ダンパを

閉止し，事故発生3時間後から中央制御室を陽圧化

する中央制御室可搬型陽圧化空調機を起動するこ

とを前提とする。中央制御室が属する建屋の屋上

面を代表面として選定し，建屋巻込みの影響を受

ける場合には，中央制御室が属する建屋表面での

濃度は風下距離の依存性は小さくほぼ一様である

c. 相対濃度及び相対線量の評価点 

相対濃度及び相対線量の評価点は以下とする。な

お，すべての放出源において建屋巻込みの影響があ

るものとして評価を行うため，相対濃度及び相対線

量の評価点高さは，各放出源高さと同じとする。 

 

(a) 中央制御室内滞在時 

設計基準事故時において換気設備は，通常時の

外気取入ダンパを閉止し，少量外気取り入れを実

施しつつ，チャコールフィルタを介して中央制御

室内の空気を再循環する再循環運転（少量外気取

入時）に事故発生15分後に切り替わることを前提

とする。炉心の著しい損傷が発生した場合におい

て換気設備は，外気取入ダンパ及び排気ダンパを

閉止し，事故発生3時間後から中央制御室を陽圧化

する中央制御室可搬型陽圧化空調機を起動するこ

とを前提とする。中央制御室が属する建屋の屋上

面を代表面として選定し，建屋巻込みの影響を受

ける場合には，中央制御室が属する建屋表面での

濃度は風下距離の依存性は小さくほぼ一様である

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，事象発生から 3 時間を

可搬型陽圧化空調機の起動遅

れとして考慮している。） 
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ので，相対濃度の評価点は中央制御室中心を代表

とする。 

また，相対線量の評価点も同様に中央制御室中

心とする。 

 

(b) 入退域時 

入退域時の運転員の実効線量の評価に当たって

は，周辺監視区域境界から中央制御室出入口まで

の運転員の移動経路を対象とし，入退域時の評価

点は，線量結果が厳しくなるよう，設計基準事故

時及び炉心の著しい損傷が発生した場合における

それぞれの運転員の入退域時の屋外アクセスルー

ト中において，設計基準事故時においては原子炉

建屋及びタービン建屋に近いサービス建屋入口

を，炉心の著しい損傷が発生した場合においては

原子炉建屋に近いコントロール建屋入口を代表評

価点とする。 

 

設計基準事故時の放射性物質の放出源と評価点の

位置関係を図4－7に示し，炉心の著しい損傷が発生

した場合の放射性物質の放出源と評価点の位置関係

を図4－8に示す。 

ので，相対濃度の評価点は中央制御室中心を代表

とする。 

また，相対線量の評価点も同様に中央制御室中

心とする。 

 

(b) 入退域時 

入退域時の運転員の実効線量の評価に当たって

は，周辺監視区域境界から中央制御室出入口まで

の運転員の移動経路を対象とし，入退域時の評価

点は，線量結果が厳しくなるよう，設計基準事故

時及び炉心の著しい損傷が発生した場合における

それぞれの運転員の入退域時の屋外アクセスルー

ト中において，設計基準事故時においては原子炉

建屋及びタービン建屋に近いサービス建屋入口

を，炉心の著しい損傷が発生した場合においては

原子炉建屋に近いコントロール建屋入口を代表評

価点とする。 

 

設計基準事故時の放射性物質の放出源と評価点の

位置関係を図4－7に示し，炉心の著しい損傷が発生

した場合の放射性物質の放出源と評価点の位置関係

を図4－8に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（建屋配置が異

なることによる評価点の違

い。） 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

d. 評価対象方位 

中央制御室のように，事故時の放射性物質の放出

点から比較的近距離の場所では，建屋の風下側にお

ける風の巻込みによる影響が顕著になると考えられ

る。そのため，放出点と巻込みを生じる建屋及び評

価点との位置関係によっては，建屋の影響を考慮し

て拡散の計算を行う。 

中央制御室の被ばく評価においては，放出点と巻

込みを生じる建屋及び評価点との位置関係につい

て，以下の条件すべてに該当した場合，放出点から

放出された放射性物質は建屋の風下側で巻込みの影

d. 評価対象方位 

中央制御室のように，事故時の放射性物質の放出

点から比較的近距離の場所では，建屋の風下側にお

ける風の巻込みによる影響が顕著になると考えられ

る。そのため，放出点と巻込みを生じる建屋及び評

価点との位置関係によっては，建屋の影響を考慮し

て拡散の計算を行う。 

中央制御室の被ばく評価においては，放出点と巻

込みを生じる建屋及び評価点との位置関係につい

て，以下の条件すべてに該当した場合，放出点から

放出された放射性物質は建屋の風下側で巻込みの影
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響を受け拡散し，評価点に到達するものとする。放

出点から評価点までの距離は，保守的な評価となる

ように水平距離を用いる。 

 

(a) 放出源の高さが建屋の高さの2.5倍に満たな

い場合 

(b) 放出源と評価点を結んだ直線と平行で放出源

を風上とした風向nについて，放出源の位置が風

向nと建屋の投影形状に応じて定まる一定の範

囲（図4－9の領域An）の中にある場合 

(c) 評価点が，巻込みを生じる建屋の風下にある

場合 

 

設計基準事故時の被ばく評価における想定放出源

である「主排気筒」及び「燃料取替床ブローアウト

パネル」，炉心の著しい損傷が発生した場合の想定放

出源である「格納容器圧力逃がし装置配管」，「主排

気筒」及び「原子炉建屋」は，上記の条件に該当する

ことから，建屋巻込みの影響があるものとして評価

を行う。 

 

各放出源の巻込みを生じる代表建屋として，放出

源から最も近く，影響が最も大きいと考えられる原

子炉建屋を選定する。そのため評価対象とする方位

は，放出された放射性物質が原子炉建屋の巻込み現

象の影響を受けて拡散する方位及び原子炉建屋の巻

込み現象の影響を受けて拡散された放射性物質が評

価点に届く方位の両方に該当する方位とする。具体

的には，全16方位のうち以下の(a)～(c)の条件に該

当する方位を選定し，すべての条件に該当する方位

を評価対象とする。 

 

 

 

 

響を受け拡散し，評価点に到達するものとする。放

出点から評価点までの距離は，保守的な評価となる

ように水平距離を用いる。 

 

(a) 放出源の高さが建屋の高さの2.5倍に満たな

い場合 

(b) 放出源と評価点を結んだ直線と平行で放出源

を風上とした風向nについて，放出源の位置が風

向nと建屋の投影形状に応じて定まる一定の範

囲（図4－9の領域An）の中にある場合 

(c) 評価点が，巻込みを生じる建屋の風下にある

場合 

 

設計基準事故時の被ばく評価における想定放出源

である「主排気筒」及び「燃料取替床ブローアウト

パネル」，炉心の著しい損傷が発生した場合の想定放

出源である「格納容器圧力逃がし装置配管」，「主排

気筒」及び「原子炉建屋」は，上記の条件に該当する

ことから，建屋巻込みの影響があるものとして評価

を行う。 

 

各放出源の巻込みを生じる代表建屋として，放出

源から最も近く，影響が最も大きいと考えられる原

子炉建屋を選定する。そのため評価対象とする方位

は，放出された放射性物質が原子炉建屋の巻込み現

象の影響を受けて拡散する方位及び原子炉建屋の巻

込み現象の影響を受けて拡散された放射性物質が評

価点に届く方位の両方に該当する方位とする。具体

的には，全16方位のうち以下の(a)～(c)の条件に該

当する方位を選定し，すべての条件に該当する方位

を評価対象とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（島根 2 号機で

は，建屋配置の違いにより，巻

き込みを生じる代表建屋とし

てタービン建物を考慮してい

る。） 
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(a) 放出点が評価点の風上にあること。 

(b) 放出点から放出された放射性物質が，原子炉

建屋の風下側に巻き込まれるような範囲に放出

点が存在すること。 

 

(c) 原子炉建屋の風下側で巻き込まれた大気が評

価点に到達すること。 

 

上記選定条件(c)の条件に該当する風向の方位の

選定には，評価点から原子炉建屋を見込む方位の範

囲の両端が，それぞれの方位に垂直な投影形状の左

右に0.5L（Lは，建屋又は建屋群の風向に垂直な面で

の高さ又は幅の小さい方。本評価では，代表建屋で

ある原子炉建屋の高さ（37.7m）が該当する。）だけ

幅を広げた部分を見込む方位を仮定する。 

 

上記選定条件(b)の条件に該当する風向の方位の

選定には，放出点が評価点の風上となる範囲が対象

となるが，放出点は原子炉建屋に近接し，0.5Lの拡

散領域の内部にあるため，放出点が風上となる180°

を対象とする。その上で，選定条件(c)の条件に該当

する風向の方位の選定として，評価点から原子炉建

屋＋0.5Lを含む方位を対象とする。 

(a) 放出点が評価点の風上にあること。 

(b) 放出点から放出された放射性物質が，原子炉

建屋の風下側に巻き込まれるような範囲に放出

点が存在すること。 

 

(c) 原子炉建屋の風下側で巻き込まれた大気が評

価点に到達すること。 

 

上記選定条件(c)の条件に該当する風向の方位の

選定には，評価点から原子炉建屋を見込む方位の範

囲の両端が，それぞれの方位に垂直な投影形状の左

右に0.5L（Lは，建屋又は建屋群の風向に垂直な面で

の高さ又は幅の小さい方。本評価では，代表建屋で

ある原子炉建屋の高さ（37.7m）が該当する。）だけ

幅を広げた部分を見込む方位を仮定する。 

 

上記選定条件(b)の条件に該当する風向の方位の

選定には，放出点が評価点の風上となる範囲が対象

となるが，放出点は原子炉建屋に近接し，0.5Lの拡

散領域の内部にあるため，放出点が風上となる180°

を対象とする。その上で，選定条件(c)の条件に該当

する風向の方位の選定として，評価点から原子炉建

屋＋0.5Lを含む方位を対象とする。 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（島根 2 号機で

は，建屋配置の違いにより，巻

き込みを生じる代表建屋とし

てタービン建物を考慮してい

る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計基準事故時の各放出源について，選定条件(a)

～(c)の条件にすべて該当し，評価対象とする風向を

図4－10及び図4－11に示す。 

炉心の著しい損傷が発生した場合の各放出源につ

いて，選定条件(a)～(c)の条件にすべて該当し，評

価対象とする風向を図4－12から図4－17に示す。 

 

設計基準事故時の各放出源について，選定条件(a)

～(c)の条件にすべて該当し，評価対象とする風向を

図4－10及び図4－11に示す。 

炉心の著しい損傷が発生した場合の各放出源につ

いて，選定条件(a)～(c)の条件にすべて該当し，評

価対象とする風向を図4－12から図4－17に示す。 

 

 

 

 

 

 

  e. 建屋投影面積 

建屋投影面積は小さい方が厳しい結果となるた

め，全ての方位の投影面積の中で最小面積を全ての

e. 建屋投影面積 

建屋投影面積は小さい方が厳しい結果となるた

め，全ての方位の投影面積の中で最小面積を全ての
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方位の計算の入力として共通に適用する。 

原子炉建屋の投影面積を図4－18に示す。 

 

 

f. 形状係数 

建屋の形状係数は1/2＊とする。 

 

g. 累積出現頻度 

中央制御室の居住性に係る被ばく評価に用いる相

対濃度と相対線量は，大気拡散の評価に従い，実効

放出継続時間を基に計算した値を年間について小さ

い方から順に並べたとき累積出現頻度97%＊に当たる

値を用いる。 

 

注記＊：気象指針を基に設定。 

 

設計基準事故時及び炉心の著しい損傷が発生した場

合の共通の大気拡散評価条件を表4－6に示す。 

方位の計算の入力として共通に適用する。 

原子炉建屋の投影面積を図4－18に示す。 

 

 

f. 形状係数 

建屋の形状係数は1/2＊とする。 

 

g. 累積出現頻度 

中央制御室の居住性に係る被ばく評価に用いる相

対濃度と相対線量は，大気拡散の評価に従い，実効

放出継続時間を基に計算した値を年間について小さ

い方から順に並べたとき累積出現頻度97%＊に当たる

値を用いる。 

 

注記＊：気象指針を基に設定。 

 

設計基準事故時及び炉心の著しい損傷が発生した場

合の共通の大気拡散評価条件を表4－6に示す。 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（島根 2 号機で

は，建屋配置の違いにより，巻

き込みを生じる代表建屋とし

てタービン建物を考慮してい

る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

(7) 線量計算 

設計基準事故時の線量計算に当たっては，交替要員

体制を考慮し，被ばく経路ごとに評価期間中の積算線

量を運転員の中央制御室内の滞在期間及び入退域に要

する時間の割合で配分し，実効線量を評価する。 

一方，炉心の著しい損傷が発生した場合の線量計算

に当たっては，運転員の勤務体制（5直2交替）を想定

し，班ごとに評価期間中（事故発生から7日間）の被ば

く線量を評価する。班ごとの評価期間中の積算線量は，

被ばく経路ごとに，評価期間中の中央制御室滞在及び

入退域ごとの被ばく線量を評価し，合算することで算

出する。想定する勤務体系を表4－7に示す。 

入退域時の運転員の実効線量の評価に当たっては，

周辺監視区域境界から中央制御室出入口までの移動を

考慮して，1回当たりの入退域時間を 15分間と仮定し，

線量結果が厳しくなるように，設計基準事故時及び炉

(7) 線量計算 

設計基準事故時の線量計算に当たっては，交替要員

体制を考慮し，被ばく経路ごとに評価期間中の積算線

量を運転員の中央制御室内の滞在期間及び入退域に要

する時間の割合で配分し，実効線量を評価する。 

一方，炉心の著しい損傷が発生した場合の線量計算

に当たっては，運転員の勤務体制（5直2交替）を想定

し，班ごとに評価期間中（事故発生から7日間）の被ば

く線量を評価する。班ごとの評価期間中の積算線量は，

被ばく経路ごとに，評価期間中の中央制御室滞在及び

入退域ごとの被ばく線量を評価し，合算することで算

出する。想定する勤務体系を表4－7に示す。 

入退域時の運転員の実効線量の評価に当たっては，

周辺監視区域境界から中央制御室出入口までの移動を

考慮して，1回当たりの入退域時間を 15分間と仮定し，

線量結果が厳しくなるように，設計基準事故時及び炉

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，入退域時の評価を平常

時の 5 直 2 交替にて行ってい

る。） 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 
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心の著しい損傷が発生した場合におけるそれぞれの運

転員の入退域時の屋外アクセスルート中において，設

計基準事故時においては原子炉建屋及びタービン建屋

に近いサービス建屋入口を，炉心の著しい損傷が発生

した場合においては原子炉建屋に近いコントロール建

屋入口を代表評価点とし，建屋入口に 15分間滞在する

ものとする。 

心の著しい損傷が発生した場合におけるそれぞれの運

転員の入退域時の屋外アクセスルート中において，設

計基準事故時においては原子炉建屋及びタービン建屋

に近いサービス建屋入口を，炉心の著しい損傷が発生

した場合においては原子炉建屋に近いコントロール建

屋入口を代表評価点とし，建屋入口に 15分間滞在する

ものとする。 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（建屋配置が異

なることによる評価点の違

い。） 

 

  

  

 

 

a.中央制御室内での被ばく 

(a) 被ばく経路① 建屋内の放射性物質からのガン

マ線による被ばく（原子炉建屋内及びタービン

建屋内の放射性物質からのガンマ線による被ば

く） 

原子炉建屋内及びタービン建屋内に浮遊する放

射性物質からの直接ガンマ線及びスカイシャイン

ガンマ線による運転員の実効線量は，施設の位置，

建屋の配置及び形状等から評価する。 

a.中央制御室内での被ばく 

(a) 被ばく経路① 建屋内の放射性物質からのガン

マ線による被ばく（原子炉建屋内及びタービン

建屋内の放射性物質からのガンマ線による被ば

く） 

原子炉建屋内及びタービン建屋内に浮遊する放

射性物質からの直接ガンマ線及びスカイシャイン

ガンマ線による運転員の実効線量は，施設の位置，

建屋の配置及び形状等から評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

イ. 評価条件 

(イ) 線源強度 

設計基準事故時における想定事故時の線源

強度は，次のとおりとする。 

① 原子炉冷却材喪失時においては，事故時

に炉心から原子炉格納容器内に放出された

放射性物質は，原子炉格納容器から原子炉

建屋原子炉区域（二次格納施設）内に放出

され，原子炉建屋原子炉区域（二次格納施

設）内の放射性物質は自由空間内に均一に

分布するものとする。この原子炉建屋原子

炉区域（二次格納施設）内の放射性物質を

直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線

の線源とする。計算対象とする核種及び原

子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）内へ

の放出量の計算条件は，大気中への放出量

の計算条件と同じとする。原子炉建屋原子

炉区域（二次格納施設）内へ放出された放

射性物質に対しては，崩壊による減衰及び

イ. 評価条件 

(イ) 線源強度 

設計基準事故時における想定事故時の線源

強度は，次のとおりとする。 

① 原子炉冷却材喪失時においては，事故時

に炉心から原子炉格納容器内に放出された

放射性物質は，原子炉格納容器から原子炉

建屋原子炉区域（二次格納施設）内に放出

され，原子炉建屋原子炉区域（二次格納施

設）内の放射性物質は自由空間内に均一に

分布するものとする。この原子炉建屋原子

炉区域（二次格納施設）内の放射性物質を

直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線

の線源とする。計算対象とする核種及び原

子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）内へ

の放出量の計算条件は，大気中への放出量

の計算条件と同じとする。原子炉建屋原子

炉区域（二次格納施設）内へ放出された放

射性物質に対しては，崩壊による減衰及び

 

 

差異なし 
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原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）内

の非常用ガス処理系による除去効果を考慮

する。 

 

主蒸気管破断時においては，事故時主蒸

気隔離弁閉止前に主蒸気管破断口から放出

された放射性物質及び主蒸気隔離弁閉止後

に主蒸気隔離弁からの漏えいにより放出さ

れた放射性物質は，全量がタービン建屋か

ら漏えいすることなく，保守的にタービン

建屋（地上階以上の管理区域）内の自由空

間内に均一に分布するものとする。このタ

ービン建屋内の放射性物質を直接ガンマ線

及びスカイシャインガンマ線の線源とす

る。計算対象とする核種及びタービン建屋

内への放出量の計算条件は，タービン建屋

からの漏えいを無視すること以外は，大気

中への放出量の計算条件と同じとする。こ

こで，タービン建屋内に移行した放射性物

質は，崩壊による減衰を考慮する。 

 

② 事故後30日間の積算線源強度は，建屋内

の放射性物質によるガンマ線を複数のガン

マ線エネルギ範囲（エネルギ群）に区分し

て計算する。 

 

原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）内

の非常用ガス処理系による除去効果を考慮

する。 

 

主蒸気管破断時においては，事故時主蒸

気隔離弁閉止前に主蒸気管破断口から放出

された放射性物質及び主蒸気隔離弁閉止後

に主蒸気隔離弁からの漏えいにより放出さ

れた放射性物質は，全量がタービン建屋か

ら漏えいすることなく，保守的にタービン

建屋（地上階以上の管理区域）内の自由空

間内に均一に分布するものとする。このタ

ービン建屋内の放射性物質を直接ガンマ線

及びスカイシャインガンマ線の線源とす

る。計算対象とする核種及びタービン建屋

内への放出量の計算条件は，タービン建屋

からの漏えいを無視すること以外は，大気

中への放出量の計算条件と同じとする。こ

こで，タービン建屋内に移行した放射性物

質は，崩壊による減衰を考慮する。 

 

② 事故後30日間の積算線源強度は，建屋内

の放射性物質によるガンマ線を複数のガン

マ線エネルギ範囲（エネルギ群）に区分し

て計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方，炉心の著しい損傷が発生した場合に

おける想定事故時の線源強度は，次のとおり

とする。 

 

① 炉心の著しい損傷が発生した場合に炉心

から原子炉格納容器内に放出された放射性

物質は，原子炉格納容器から原子炉建屋原

子炉区域（二次格納施設）内に放出され，原

子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）内の

一方，炉心の著しい損傷が発生した場合に

おける想定事故時の線源強度は，次のとおり

とする。 

 

① 炉心の著しい損傷が発生した場合に炉心

から原子炉格納容器内に放出された放射性

物質は，原子炉格納容器から原子炉建屋原

子炉区域（二次格納施設）内に放出され，原

子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）内の
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自由空間内に均一に分布するものとする。

この原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）

内の放射性物質を直接ガンマ線及びスカイ

シャインガンマ線の線源とする。 

 

原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）

内に移行した放射性物質は，原子炉建屋原

子炉区域（二次格納施設）内からの漏えい

及び非常用ガス処理系による放出によって

除去される効果は考慮せず，全量が原子炉

建屋原子炉区域（二次格納施設）内に留ま

るものとする。 

計算対象とする核種及び原子炉建屋原子

炉区域（二次格納施設）内への放出量の計

算条件は，原子炉建屋原子炉区域（二次格

納施設）からの漏えいを無視すること以外

は，大気中への放出量の計算条件と同じと

し，原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）

内への放出量として評価事故シーケンスの

ソースターム解析結果を用いる。ここで，

原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）内

に移行した放射性物質は，崩壊による減衰

を考慮する。 

 

② 原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）

内におけるガンマ線積算線源強度は，原子

炉建屋内の放射性物質のガンマ線エネルギ

を，エネルギ範囲によって区分し，24時間

ごとに評価する。 

 

ガンマ線エネルギ群構造は評価済核データ

ライブラリJENDL-3.3＊1から作成した輸送計

算用ライブラリMATXSLIB-J33＊2の42群とす

る。 

注記＊1 ：K.Shibata, et al., "Japanese 

自由空間内に均一に分布するものとする。

この原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）

内の放射性物質を直接ガンマ線及びスカイ

シャインガンマ線の線源とする。 

 

原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）

内に移行した放射性物質は，原子炉建屋原

子炉区域（二次格納施設）内からの漏えい

及び非常用ガス処理系による放出によって

除去される効果は考慮せず，全量が原子炉

建屋原子炉区域（二次格納施設）内に留ま

るものとする。 

計算対象とする核種及び原子炉建屋原子

炉区域（二次格納施設）内への放出量の計

算条件は，原子炉建屋原子炉区域（二次格

納施設）からの漏えいを無視すること以外

は，大気中への放出量の計算条件と同じと

し，原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）

内への放出量として評価事故シーケンスの

ソースターム解析結果を用いる。ここで，

原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）内

に移行した放射性物質は，崩壊による減衰

を考慮する。 

 

② 原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）

内におけるガンマ線積算線源強度は，原子

炉建屋内の放射性物質のガンマ線エネルギ

を，エネルギ範囲によって区分し，24時間

ごとに評価する。 

 

ガンマ線エネルギ群構造は評価済核データ

ライブラリJENDL-3.3＊1から作成した輸送計

算用ライブラリMATXSLIB-J33＊2の42群とす

る。 

注記＊1 ：K.Shibata, et al., "Japanese 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，保守的に非常用ガス処

理系による放出を考慮してい

ない。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

表現上の差異（柏崎刈羽 6号機

では，ガンマ線の積算線源強度

を 24時間ごとに示している。） 
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(ロ) 幾何条件 

設計基準事故時における原子炉冷却材喪失

時の中央制御室内での被ばく評価に係る直接

ガンマ線及びスカイシャインガンマ線の評価

モデルを図4－19に示す。また，炉心の著しい

損傷が発生した場合の中央制御室内での被ば

く評価に係る直接ガンマ線及びスカイシャイ

ンガンマ線の評価モデルを図4－20に示す。 

 

 

 

直接ガンマ線の線源範囲は，原子炉建屋原

子炉区域（二次格納施設）の地上1階以上＊1と

し，保守的に各階の原子炉建屋原子炉区域（二

次格納施設）の東西南北最大幅をとることと

する。スカイシャインガンマ線の線源範囲は，

原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の最

上階（地上4階）＊2とする。 

評価上考慮する遮蔽は，中央制御室遮蔽，

二次遮蔽壁＊3及び補助遮蔽＊3とする。保守的

に，二次遮蔽壁及び補助遮蔽の厚さは，各階

の東西南北の遮蔽ごとに，それぞれの最小厚

さでモデル化する。 

注記＊1 ：地下階は外壁厚さが厚く，地面に

(ロ) 幾何条件 

設計基準事故時における原子炉冷却材喪失

時の中央制御室内での被ばく評価に係る直接

ガンマ線及びスカイシャインガンマ線の評価

モデルを図4－19に示す。また，炉心の著しい

損傷が発生した場合の中央制御室内での被ば

く評価に係る直接ガンマ線及びスカイシャイ

ンガンマ線の評価モデルを図4－20に示す。 

 

 

 

直接ガンマ線の線源範囲は，原子炉建屋原

子炉区域（二次格納施設）の地上1階以上＊1と

し，保守的に各階の原子炉建屋原子炉区域（二

次格納施設）の東西南北最大幅をとることと

する。スカイシャインガンマ線の線源範囲は，

原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）の最

上階（地上4階）＊2とする。 

評価上考慮する遮蔽は，中央制御室遮蔽，

二次遮蔽壁＊3及び補助遮蔽＊3とする。保守的

に，二次遮蔽壁及び補助遮蔽の厚さは，各階

の東西南北の遮蔽ごとに，それぞれの最小厚

さでモデル化する。 

注記＊1 ：地下階は外壁厚さが厚く，地面に
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も遮られるため十分無視できる。 

＊2 ：原子炉建屋地上4階の床はコンク

リート厚さが厚く，下層階からの

放射線を十分に遮蔽している。し

たがって，建屋天井から放射され

るガンマ線を線源とするスカイシ

ャインガンマ線の評価では，下層

階に存在する放射性物質からの放

射線の影響は十分小さいため，線

源として無視できる。 

＊3 ：6号機又は7号機の原子炉建屋の遮

蔽を指す。 

設計基準事故時における主蒸気管破断時の

中央制御室内での被ばく評価に係る直接ガン

マ線及びスカイシャインガンマ線の評価モデ

ルを図4－21に示す。 

 

直接ガンマ線の線源範囲は，タービン建屋

の管理区域の地上1階以上＊4とし，保守的に各

階の管理区域の東西南北最大幅をとることと

する。また，スカイシャインガンマ線の線源

範囲は，タービン建屋地上2階から最上階（地

上3階）＊5とする。 

中央制御室は中央制御室遮蔽を考慮し，タ

ービン建屋はタービン建屋外壁＊6を遮蔽とし

て考慮する。保守的に，タービン建屋外壁の

厚さは，各階の東西南北の遮蔽ごとに，それ

ぞれの最小厚さでモデル化する。 

 

なお，中央制御室遮蔽，二次遮蔽壁，補助遮

蔽及びタービン建屋外壁は鉄筋コンクリート

であるが，評価上コンクリートのみとする。 

 

また，線源としてより厳しい炉心の著しい

損傷が発生した場合の評価で考慮する壁は，

も遮られるため十分無視できる。 

＊2 ：原子炉建屋地上4階の床はコンク

リート厚さが厚く，下層階からの

放射線を十分に遮蔽している。し

たがって，建屋天井から放射され

るガンマ線を線源とするスカイシ

ャインガンマ線の評価では，下層

階に存在する放射性物質からの放

射線の影響は十分小さいため，線

源として無視できる。 

＊3 ：6号機又は7号機の原子炉建屋の遮

蔽を指す。 

設計基準事故時における主蒸気管破断時の

中央制御室内での被ばく評価に係る直接ガン

マ線及びスカイシャインガンマ線の評価モデ

ルを図4－21に示す。 

 

直接ガンマ線の線源範囲は，タービン建屋

の管理区域の地上1階以上＊4とし，保守的に各

階の管理区域の東西南北最大幅をとることと

する。また，スカイシャインガンマ線の線源

範囲は，タービン建屋地上2階から最上階（地

上3階）＊5とする。 

中央制御室は中央制御室遮蔽を考慮し，タ

ービン建屋はタービン建屋外壁＊6を遮蔽とし

て考慮する。保守的に，タービン建屋外壁の

厚さは，各階の東西南北の遮蔽ごとに，それ

ぞれの最小厚さでモデル化する。 

 

なお，中央制御室遮蔽，二次遮蔽壁，補助遮

蔽及びタービン建屋外壁は鉄筋コンクリート

であるが，評価上コンクリートのみとする。 

 

また，線源としてより厳しい炉心の著しい

損傷が発生した場合の評価で考慮する壁は，

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（考慮する生体

遮蔽装置が異なる。） 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異 
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公称値からマイナス側許容差（-5mm）を引い

た値とする。 

注記＊4 ：地下階は外壁厚さが厚く，地面に

も遮られるため十分無視できる。 

 

＊5 ：タービン建屋地上2階の床はコンク

リート厚さが厚く，下層階からの

放射線を十分に遮蔽できるため，

建屋天井から放射されるガンマ線

を線源とするスカイシャインガン

マ線の評価にあたっては，下層階

に存在する放射性物質からの放射

線の影響は十分無視できる。 

 

＊6 ：6号機又は7号機のタービン建屋の

遮蔽を指す。 

公称値からマイナス側許容差（-5mm）を引い

た値とする。 

注記＊4 ：地下階は外壁厚さが厚く，地面に

も遮られるため十分無視できる。 

 

＊5 ：タービン建屋地上2階の床はコンク

リート厚さが厚く，下層階からの

放射線を十分に遮蔽できるため，

建屋天井から放射されるガンマ線

を線源とするスカイシャインガン

マ線の評価にあたっては，下層階

に存在する放射性物質からの放射

線の影響は十分無視できる。 

 

＊6 ：6号機又は7号機のタービン建屋の

遮蔽を指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

(ハ) 評価点 

設計基準事故時の原子炉冷却材喪失時にお

ける室内作業時の評価点は，線量結果が厳し

くなるよう，原子炉建屋に最も近接する図4－

19に示す位置とした。 

また，設計基準事故時の主蒸気管破断時に

おける室内作業時の評価点は，線量結果が厳

しくなるよう，線源領域であるタービン建屋

に近接する図4－21に示す位置とした。 

 

 

 

 

 

設計基準事故時の原子炉冷却材喪失時及び

主蒸気管破断時の評価点高さは，直接ガンマ

線及びスカイシャインガンマ線の評価とも

に，天井高さとする。 

炉心の著しい損傷が発生した場合の室内作

(ハ) 評価点 

設計基準事故時の原子炉冷却材喪失時にお

ける室内作業時の評価点は，線量結果が厳し

くなるよう，原子炉建屋に最も近接する図4－

19に示す位置とした。 

また，設計基準事故時の主蒸気管破断時に

おける室内作業時の評価点は，線量結果が厳

しくなるよう，線源領域であるタービン建屋

に近接する図4－21に示す位置とした。 

 

 

 

 

 

設計基準事故時の原子炉冷却材喪失時及び

主蒸気管破断時の評価点高さは，直接ガンマ

線及びスカイシャインガンマ線の評価とも

に，天井高さとする。 

炉心の著しい損傷が発生した場合の室内作

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，直接ガンマ線の評価点
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業時の評価点は，線量結果が厳しくなるよう，

原子炉建屋に最も近接する図4－20に示す位

置とする。評価点高さは，直接ガンマ線の評

価は床から1.5m＊とし，スカイシャインガンマ

線は天井高さとする。 

注記＊：日本人の成人男性の平均身長約 1.7m

及び成人女性の平均身長約1.6mに対

して，胸部～腹部の高さとして設定。

以降，評価点高さ「床から 1.5m」は

同様の考え方。 

 

(ニ) 解析コード 

直接ガンマ線については，ＱＡＤ－ＣＧＧ

Ｐ２Ｒコードを用い，スカイシャインガンマ

線は，ＡＮＩＳＮコード及びＧ３３－ＧＰ２

Ｒコードを用いる。 

 

業時の評価点は，線量結果が厳しくなるよう，

原子炉建屋に最も近接する図4－20に示す位

置とする。評価点高さは，直接ガンマ線の評

価は床から1.5m＊とし，スカイシャインガンマ

線は天井高さとする。 

注記＊：日本人の成人男性の平均身長約 1.7m

及び成人女性の平均身長約1.6mに対

して，胸部～腹部の高さとして設定。

以降，評価点高さ「床から 1.5m」は

同様の考え方。 

 

(ニ) 解析コード 

直接ガンマ線については，ＱＡＤ－ＣＧＧ

Ｐ２Ｒコードを用い，スカイシャインガンマ

線は，ＡＮＩＳＮコード及びＧ３３－ＧＰ２

Ｒコードを用いる。 

高さを成人の胸部～腹部の高

さとしている。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

  

 

(b) 被ばく経路②（クラウドシャインガンマ線） 

大気中に放出された放射性物質からのガンマ線

による中央制御室内での運転員の外部被ばくは，

放射性物質の放出量，大気拡散の効果及び中央制

御室遮蔽によるガンマ線の遮蔽効果を考慮し，以

下により計算する。 

 

 

イ. 線量計算 

(イ) 原子炉冷却材喪失時 

原子炉冷却材喪失時の大気中放射性物質か

らの直接ガンマ線による中央制御室内作業時

の実効線量は，以下により評価する。 

(b) 被ばく経路②（クラウドシャインガンマ線） 

大気中に放出された放射性物質からのガンマ線

による中央制御室内での運転員の外部被ばくは，

放射性物質の放出量，大気拡散の効果及び中央制

御室遮蔽によるガンマ線の遮蔽効果を考慮し，以

下により計算する。 

 

 

イ. 線量計算 

(イ) 原子炉冷却材喪失時 

原子炉冷却材喪失時の大気中放射性物質か

らの直接ガンマ線による中央制御室内作業時

の実効線量は，以下により評価する。 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（考慮する生体

遮蔽装置が異なる。） 
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Ｈ
γ
＝∫ Ｋ・Ｄ／Ｑ・Ｑ

γ
(ｔ)・Ｆｄｔ

Ｔ

0

 

 

 

 

ここで， 

Ｈγ ：時刻Tまでの放射性物質からの直接 

ガンマ線による外部被ばく(Sv) 

Ｋ ：空気カーマから実効線量への 

換算係数（1Sv/Gy）＊ 

Ｄ／Ｑ ：相対線量(Gy/Bq) 

Ｑγ(ｔ) ：時刻tにおける大気への放射能 

放出率(Bq/s) 

    （ガンマ線実効エネルギ 

0.5MeV換算値） 

Ｆ ：中央制御室遮蔽厚さにおける 

減衰率(－) 

Ｔ ：計算対象期間(s) 

 

注記＊：「「発電用軽水型原子炉施設の安全評

価に関する審査指針」平成 2 年 8 月

30日 原子力安全委員会決定，平成

13 年 3 月 29 日一部改訂」に基づき

設定。以降，空気カーマから実効線

量への換算係数は同様の設定。 

 

Ｈ
γ
＝∫ Ｋ・Ｄ／Ｑ・Ｑ

γ
(ｔ)・Ｆｄｔ

Ｔ

0

 

 

 

 

ここで， 

Ｈγ ：時刻Tまでの放射性物質からの直接 

ガンマ線による外部被ばく(Sv) 

Ｋ ：空気カーマから実効線量への 

換算係数（1Sv/Gy）＊ 

Ｄ／Ｑ ：相対線量(Gy/Bq) 

Ｑγ(ｔ) ：時刻tにおける大気への放射能 

放出率(Bq/s) 

    （ガンマ線実効エネルギ 

0.5MeV換算値） 

Ｆ ：中央制御室遮蔽厚さにおける 

減衰率(－) 

Ｔ ：計算対象期間(s) 

 

注記＊：「「発電用軽水型原子炉施設の安全評

価に関する審査指針」平成 2 年 8 月

30日 原子力安全委員会決定，平成

13 年 3 月 29 日一部改訂」に基づき

設定。以降，空気カーマから実効線

量への換算係数は同様の設定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

(ロ) 主蒸気管破断時 

主蒸気管破断時の大気中放射性物質からの

直接ガンマ線による中央制御室内作業時の実

効線量は，以下により評価する。 

① 主蒸気隔離弁閉止前 

主蒸気隔離弁閉止前は，破断口から放出

された蒸気雲が中央制御室外側を通過する

(ロ) 主蒸気管破断時 

主蒸気管破断時の大気中放射性物質からの

直接ガンマ線による中央制御室内作業時の実

効線量は，以下により評価する。 

① 主蒸気隔離弁閉止前 

主蒸気隔離弁閉止前は，破断口から放出

された蒸気雲が中央制御室外側を通過する

差異なし 
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間の被ばくを考慮するものとし，以下によ

り評価する。 

Ｈ
γ1

＝6.2×10-14・
Ｑ

γ1

Ｖ
・Ｅ

γ
・

α

ｕ
・(1－ｅ

－μ・
α
2 )・Ｆ 

 

 

 

ここで， 

Ｈγ1 ：放射性物質からの直接ガンマ 

による外部被ばく線量(Sv) 

Ｑγ1 ：主蒸気隔離弁閉止前の半球状 

雲中の放射性物質量(Bq) 

  （ガンマ線実効エネルギ 

0.5MeV換算値） 

Ｖ ：半球状雲の体積(m3) 

Ｅγ ：ガンマ線エネルギ（0.5MeV） 

α ：半球状雲の直径(m) 

ｕ ：半球状雲の移動の評価の 

ための風速（1m/s） 

μ ：空気に対するガンマ線の 

エネルギ吸収係数 

（3.84×10-3m-1） 

Ｆ ：中央制御室遮蔽厚さにおける 

減衰率(－) 

 

② 主蒸気隔離弁閉止後 

主蒸気隔離弁閉止後の大気中放射性物質

からの直接ガンマ線による中央制御室内作

業時の実効線量は，以下により評価する。 

 

Ｈ
γ２

＝∫ Ｋ・Ｄ／Ｑ・Ｑ
γ２

(ｔ)・Ｆｄｔ
Ｔ

0

 

 

間の被ばくを考慮するものとし，以下によ

り評価する。 

Ｈ
γ1

＝6.2×10-14・
Ｑ

γ1

Ｖ
・Ｅ

γ
・

α

ｕ
・(1－ｅ

－μ・
α
2 )・Ｆ 

 

 

 

ここで， 

Ｈγ1 ：放射性物質からの直接ガンマ 

による外部被ばく線量(Sv) 

Ｑγ1 ：主蒸気隔離弁閉止前の半球状 

雲中の放射性物質量(Bq) 

  （ガンマ線実効エネルギ 

0.5MeV換算値） 

Ｖ ：半球状雲の体積(m3) 

Ｅγ ：ガンマ線エネルギ（0.5MeV） 

α ：半球状雲の直径(m) 

ｕ ：半球状雲の移動の評価の 

ための風速（1m/s） 

μ ：空気に対するガンマ線の 

エネルギ吸収係数 

（3.84×10-3m-1） 

Ｆ ：中央制御室遮蔽厚さにおける 

減衰率(－) 

 

② 主蒸気隔離弁閉止後 

主蒸気隔離弁閉止後の大気中放射性物質

からの直接ガンマ線による中央制御室内作

業時の実効線量は，以下により評価する。 

 

Ｈ
γ２

＝∫ Ｋ・Ｄ／Ｑ・Ｑ
γ２

(ｔ)・Ｆｄｔ
Ｔ
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ここで， 

Ｈγ２ ：時刻Tまでの放射性物質からの 

直接ガンマ線による外部被ば

く線量(Sv) 

Ｋ ：空気カーマから実効線量への 

換算係数（K=1Sv/Gy） 

Ｄ／Ｑ ：相対線量(Gy/Bq) 

Ｑγ２(ｔ) ：時刻tにおける大気への 

放射能放出率(Bq/s) 

  （ガンマ線実効エネルギ 

0.5MeV換算値） 

Ｆ ：中央制御室遮蔽厚さにおける 

減衰率(－) 

Ｔ ：計算対象期間(s) 

 

 

ここで， 

Ｈγ２ ：時刻Tまでの放射性物質からの 

直接ガンマ線による外部被ば

く線量(Sv) 

Ｋ ：空気カーマから実効線量への 

換算係数（K=1Sv/Gy） 

Ｄ／Ｑ ：相対線量(Gy/Bq) 

Ｑγ２(ｔ) ：時刻tにおける大気への 

放射能放出率(Bq/s) 

  （ガンマ線実効エネルギ 

0.5MeV換算値） 

Ｆ ：中央制御室遮蔽厚さにおける 

減衰率(－) 

Ｔ ：計算対象期間(s) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

(ハ) 炉心の著しい損傷が発生した場合 

炉心の著しい損傷が発生した場合のクラウ

ドシャインガンマ線による中央制御室内滞在

時の実効線量は，以下の式を用いて評価する。 

 

Ｈ＝∑ ∫ ｈ
ｋ

(ｔ)ｄｔ
Ｔ

0
ｋ

 

ｈ
ｋ

(ｔ)＝Ｋ・Ｄ／Ｑ・ｑ
ｋ

(ｔ)・∑ｐ
ｋγ

・Ｂ
γ
・ｅｘｐ(－

γ

μ
γ
・Ｘ) 

ここで， 

Ｈ ：クラウドシャインガンマ線に 

よる実効線量(Sv) 

(ハ) 炉心の著しい損傷が発生した場合 

炉心の著しい損傷が発生した場合のクラウ

ドシャインガンマ線による中央制御室内滞在

時の実効線量は，以下の式を用いて評価する。 

 

Ｈ＝∑ ∫ ｈ
ｋ

(ｔ)ｄｔ
Ｔ

0
ｋ

 

ｈ
ｋ

(ｔ)＝Ｋ・Ｄ／Ｑ・ｑ
ｋ

(ｔ)・∑ｐ
ｋγ

・Ｂ
γ
・ｅｘｐ(－

γ

μ
γ
・Ｘ) 

ここで， 

Ｈ ：クラウドシャインガンマ線に 

よる実効線量(Sv) 

 

 

 

【島根との差異】 

評価式の差異（島根 2号機では，

設計基準事故時の原子炉冷却

材喪失と同じ評価式を用いて

いる。） 
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ｈｋ(ｔ) ：核種 kからのガンマ線による 

単位時間当たりの実効線量

(Sv/s) 

Ｋ ：空気カーマから実効線量への 

換算係数（K=1Sv/Gy） 

Ｄ／Ｑ ：相対線量(Gy/Bq) 

ｑｋ(ｔ) ：時刻 tにおける核種 k の 

大気中への放出率(Bq/s) 

  （ガンマ線エネルギ 0.5MeV

換算値） 

ｐｋγ ：核種 kが放出する photon の 

うち，エネルギ γ の photon

の割合＊1(－) 

Ｂγ ：エネルギγの photonの遮蔽体に 

対するビルドアップ係数＊2(－) 

μγ ：エネルギγの photonの遮蔽体に 

対する線減衰係数＊2(1/m) 

Ｘ ：遮蔽体厚さ(m) 

Ｔ ：評価期間(s) 

注記＊1 ：核種 kが放出する photonのうち，

エネルギγの photonの割合は，ベ

ータ線放出核種の水中における制

動放射を考慮したＯＲＩＧＥＮ２

ライブラリ（gxh2obrm.lib）値から

求める。また，ＯＲＩＧＥＮ２の

ガンマ線ライブラリの群構造（18

群）は MATXSLIB-J33（42群）に変

換し，変換方法は，「日本原子力学

会標準 低レベル放射性廃棄物輸

送容器の安全設計及び検査基準：

2008」（2009年 9月 社団法人 日

本原子力学会）の『附属書 H（参考）

遮へい設計におけるエネルギー群

構造の取扱い（図 H.2）』の方法を

用いる。 

ｈｋ(ｔ) ：核種 kからのガンマ線による 

単位時間当たりの実効線量

(Sv/s) 

Ｋ ：空気カーマから実効線量への 

換算係数（K=1Sv/Gy） 

Ｄ／Ｑ ：相対線量(Gy/Bq) 

ｑｋ(ｔ) ：時刻 tにおける核種 kの 

大気中への放出率(Bq/s) 

  （ガンマ線エネルギ 0.5MeV

換算値） 

ｐｋγ ：核種 kが放出する photonの 

うち，エネルギ γ の photon

の割合＊1(－) 

Ｂγ ：エネルギγの photon の遮蔽体に 

対するビルドアップ係数＊2(－) 

μγ ：エネルギγの photon の遮蔽体に 

対する線減衰係数＊2(1/m) 

Ｘ ：遮蔽体厚さ(m) 

Ｔ ：評価期間(s) 

注記＊1 ：核種 kが放出する photonのうち，

エネルギγの photon の割合は，ベ

ータ線放出核種の水中における制

動放射を考慮したＯＲＩＧＥＮ２

ライブラリ（gxh2obrm.lib）値から

求める。また，ＯＲＩＧＥＮ２の

ガンマ線ライブラリの群構造（18

群）は MATXSLIB-J33（42群）に変

換し，変換方法は，「日本原子力学

会標準 低レベル放射性廃棄物輸

送容器の安全設計及び検査基準：

2008」（2009年 9月 社団法人 日

本原子力学会）の『附属書 H（参考）

遮へい設計におけるエネルギー群

構造の取扱い（図 H.2）』の方法を

用いる。 
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＊2 ：「放射線施設のしゃへい計算実務マ

ニュアル 2015」（公益財団法人 

原子力安全技術センター）に記載

されている値を内挿することによ

り求める。 

 

＊2 ：「放射線施設のしゃへい計算実務マ

ニュアル 2015」（公益財団法人 

原子力安全技術センター）に記載

されている値を内挿することによ

り求める。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

  

 

 

  

(c) 被ばく経路③ 室内に取り込まれた放射性物質

による被ばく（中央制御室内に取り込まれた放

射性物質による被ばく） 

評価期間中に大気中へ放出された放射性物質の

一部は，中央制御室内に取り込まれ，中央制御室

内に滞在している運転員の被ばくをもたらす。中

央制御室内へ外気から取り込まれた放射性物質か

らのガンマ線による外部被ばく及び放射性物質の

吸入による内部被ばく線量は以下により評価す

る。なお，炉心の著しい損傷が発生した場合の評

価点は中央制御室待避室内とする。 

 

 

 

イ. 中央制御室内の放射性物質濃度計算 

(イ) 計算式 

中央制御室内の放射性物質濃度の計算に当

たっては，以下の式を用いて，中央制御室換

気系設備等を考慮した評価を実施する。なお，

室内雰囲気中での放射性物質は一様混合し，

室内に沈着せずに浮遊しているものと仮定す

る。 

 

ⅰ. 設計基準事故時 

ｄ(Ｖ・Ｃ
ｉ
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(c) 被ばく経路③ 室内に取り込まれた放射性物質

による被ばく（中央制御室内に取り込まれた放

射性物質による被ばく） 

評価期間中に大気中へ放出された放射性物質の

一部は，中央制御室内に取り込まれ，中央制御室

内に滞在している運転員の被ばくをもたらす。中

央制御室内へ外気から取り込まれた放射性物質か

らのガンマ線による外部被ばく及び放射性物質の

吸入による内部被ばく線量は以下により評価す

る。なお，炉心の著しい損傷が発生した場合の評

価点は中央制御室待避室内とする。 

 

 

 

イ. 中央制御室内の放射性物質濃度計算 

(イ) 計算式 

中央制御室内の放射性物質濃度の計算に当

たっては，以下の式を用いて，中央制御室換

気系設備等を考慮した評価を実施する。なお，

室内雰囲気中での放射性物質は一様混合し，

室内に沈着せずに浮遊しているものと仮定す

る。 

 

ⅰ. 設計基準事故時 

ｄ(Ｖ・Ｃ
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【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，SA時は評価点を中央制

御室待避室内とする。） 

 

 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

差異なし 
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ここで， 

Ｖ ：中央制御室内バウンダリ 

体積(m3) 

Ｃｉ(ｔ) ：時刻tにおける中央制御室内 

の核種iの濃度(Bq/m3) 

η ：チャコールフィルタの 

除去効率(－) 

ＣＯ
ｉ(ｔ) ：時刻tにおける中央制御室 

換気系給気口の核種iの濃

度(Bq/m3) 

Ｃ
ｉ

Ｏ
(ｔ)＝Ｑ

ｉ
(ｔ)・χ／Ｑ 

Ｑｉ(ｔ) ：時刻tにおける大気への 

核種iの放出率(Bq/s) 

χ／Ｑ ：相対濃度(s/m3) 

ｆ1 ：中央制御室への外気取込量 

(m3/s) 

ｆ2 ：中央制御室への外気 

リークイン量(m3/s) 

ＦＦ ：再循環フィルタを通る流量 

(m3/s) 

λｉ ：核種iの崩壊定数(s-1) 

 

ここで， 

Ｖ ：中央制御室内バウンダリ 

体積(m3) 

Ｃｉ(ｔ) ：時刻tにおける中央制御室内 

の核種iの濃度(Bq/m3) 

η ：チャコールフィルタの 

除去効率(－) 

ＣＯ
ｉ(ｔ) ：時刻tにおける中央制御室 

換気系給気口の核種iの濃

度(Bq/m3) 

Ｃ
ｉ

Ｏ
(ｔ)＝Ｑ

ｉ
(ｔ)・χ／Ｑ 

Ｑｉ(ｔ) ：時刻tにおける大気への 

核種iの放出率(Bq/s) 

χ／Ｑ ：相対濃度(s/m3) 

ｆ1 ：中央制御室への外気取込量 

(m3/s) 

ｆ2 ：中央制御室への外気 

リークイン量(m3/s) 

ＦＦ ：再循環フィルタを通る流量 

(m3/s) 

λｉ ：核種iの崩壊定数(s-1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

ⅱ. 炉心の著しい損傷が発生した場合 

中央制御室待避室内の放射性物質の濃度

は，中央制御室可搬型陽圧化空調機及び中

央制御室待避室陽圧化装置を考慮し，以下

の①，②に示す式を用いて評価する。なお，

中央制御室待避室内の放射性物質の濃度

は，中央制御室待避室陽圧化装置による陽

圧化が終了した直後に，中央制御室内の放

射性物質の濃度と同一になるものとする。 

① 中央制御室待避室陽圧化装置による陽

圧化を実施していない期間 

ⅱ. 炉心の著しい損傷が発生した場合 

中央制御室待避室内の放射性物質の濃度

は，中央制御室可搬型陽圧化空調機及び中

央制御室待避室陽圧化装置を考慮し，以下

の①，②に示す式を用いて評価する。なお，

中央制御室待避室内の放射性物質の濃度

は，中央制御室待避室陽圧化装置による陽

圧化が終了した直後に，中央制御室内の放

射性物質の濃度と同一になるものとする。 

① 中央制御室待避室陽圧化装置による陽

圧化を実施していない期間 

差異なし 
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ここで， 

ｍ0ｋ(ｔ) ：時刻 tにおける核種 kの 

中央制御室待避室内の 

   放射能濃度(Bq/m3) 

ｍ1ｋ(ｔ) ：時刻 tにおける核種 kの 

中央制御室内の放射能濃

度(Bq/m3) 

Ｍ1ｋ(ｔ) ：時刻 tにおける核種 kの 

中央制御室内の放射能量

(Bq) 

Ｖ1  ：中央制御室バウンダリ 

体積(m3) 

λｋ  ：核種 kの崩壊定数(1/s) 

Ｇ１  ：中央制御室可搬型陽圧化 

空調機の風量(m3/s) 

Ｅｋ  ：中央制御室可搬型陽圧化 

空調機のフィルタの除去

効率(－) 

Ｓｋ(ｔ)  ：時刻 tにおける核種 kの 
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ここで， 

ｍ0ｋ(ｔ) ：時刻 t における核種 kの 

中央制御室待避室内の 

   放射能濃度(Bq/m3) 

ｍ1ｋ(ｔ) ：時刻 t における核種 kの 

中央制御室内の放射能濃

度(Bq/m3) 

Ｍ1ｋ(ｔ) ：時刻 t における核種 kの 

中央制御室内の放射能量

(Bq) 

Ｖ1  ：中央制御室バウンダリ 

体積(m3) 

λｋ  ：核種 k の崩壊定数(1/s) 

Ｇ１  ：中央制御室可搬型陽圧化 

空調機の風量(m3/s) 

Ｅｋ  ：中央制御室可搬型陽圧化 

空調機のフィルタの除去

効率(－) 

Ｓｋ(ｔ)  ：時刻 t における核種 kの 
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外 気 の 放 射 能 濃 度

(Bq/m3) 

α  ：中央制御室への外気 

リークイン量(m3/s) 

 

 

 

χ／Ｑ  ：相対濃度(s/m3) 

Ｑｋ(ｔ)  ：時刻 tにおける核種 kの 

放出率(Bq/s) 

 

② 中央制御室待避室陽圧化装置による陽

圧化を実施する期間 
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ここで， 

ｍ0ｋ(ｔ) ：時刻 tにおける核種 kの 

中央制御室待避室内の 

   放射能濃度(Bq/m3) 

Ｍ0ｋ(ｔ) ：時刻 tにおける核種 kの 

中央制御室待避室内の放

射能量(Bq) 

Ｖ0 ：中央制御室待避室バウンダリ 

体積(m3) 

λｋ ：核種 kの崩壊定数(1/s) 

Ｇ0 ：中央制御室待避室陽圧化装置の 

空気供給量(m3/s) 

外 気 の 放 射 能 濃 度

(Bq/m3) 

α  ：中央制御室への外気 

リークイン量(m3/s) 

 

 

 

χ／Ｑ  ：相対濃度(s/m3) 

Ｑｋ(ｔ)  ：時刻 t における核種 kの 

放出率(Bq/s) 

 

② 中央制御室待避室陽圧化装置による陽

圧化を実施する期間 
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ここで， 

ｍ0ｋ(ｔ) ：時刻 t における核種 kの 

中央制御室待避室内の 

   放射能濃度(Bq/m3) 

Ｍ0ｋ(ｔ) ：時刻 t における核種 kの 

中央制御室待避室内の放

射能量 (Bq) 

Ｖ0 ：中央制御室待避室バウンダリ 

体積(m3) 

λｋ ：核種 kの崩壊定数(1/s) 

Ｇ0 ：中央制御室待避室陽圧化装置の 

空気供給量(m3/s) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (ロ) 事故時運転 

原子炉冷却材喪失時においては，原子炉区

(ロ) 事故時運転 

原子炉冷却材喪失時においては，原子炉区

差異なし 
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域換気空調系排気放射能高又は燃料取替エリ

ア排気放射能高の信号で，中央制御室の通常

時換気系の外気取入ダンパが閉止され，フィ

ルタを介して室内空気を再循環する中央制御

室再循環送風機が起動する設計となってお

り，事故後運転員による外気取り入れモード

操作により外気取入ダンパが開き，フィルタ

を介して外気を取り込む設計となっている。 

 

 

一方，主蒸気管破断時においては，事故後

運転員が手動で中央制御室の通常時換気系の

外気取入ダンパを閉止し，中央制御室再循環

送風機を起動する。 

以上より，中央制御室は，事故後速やかに

隔離が可能であるが，設計基準事故時の被ば

く評価上は，保守的に運転員による手動隔離

操作を仮定し，隔離操作に要する時間を十分

に見込んだ後に，中央制御室換気系（再循環

運転（少量外気取入時））が作動するものと仮

定する。中央制御室換気系（再循環運転（少量

外気取入時））作動開始時間は，運転員が事故

を検知してから操作を開始するまでの時間的

余裕（10分）を見込んで事故発生後15分とし，

その間は通常時換気系により外気を取り込む

ものと仮定する。 

炉心の著しい損傷が発生した場合において

は，中央制御室を中央制御室可搬型陽圧化空

調機により陽圧化することで，取り入れる空

気に含まれる放射性物質をフィルタで低減

し，かつ，中央制御室への外気の流入を防止

することが可能な設計を評価で考慮する。 

 

域換気空調系排気放射能高又は燃料取替エリ

ア排気放射能高の信号で，中央制御室の通常

時換気系の外気取入ダンパが閉止され，フィ

ルタを介して室内空気を再循環する中央制御

室再循環送風機が起動する設計となってお

り，事故後運転員による外気取り入れモード

操作により外気取入ダンパが開き，フィルタ

を介して外気を取り込む設計となっている。 

 

 

一方，主蒸気管破断時においては，事故後

運転員が手動で中央制御室の通常時換気系の

外気取入ダンパを閉止し，中央制御室再循環

送風機を起動する。 

以上より，中央制御室は，事故後速やかに

隔離が可能であるが，設計基準事故時の被ば

く評価上は，保守的に運転員による手動隔離

操作を仮定し，隔離操作に要する時間を十分

に見込んだ後に，中央制御室換気系（再循環

運転（少量外気取入時））が作動するものと仮

定する。中央制御室換気系（再循環運転（少量

外気取入時））作動開始時間は，運転員が事故

を検知してから操作を開始するまでの時間的

余裕（10分）を見込んで事故発生後15分とし，

その間は通常時換気系により外気を取り込む

ものと仮定する。 

炉心の著しい損傷が発生した場合において

は，中央制御室を中央制御室可搬型陽圧化空

調機により陽圧化することで，取り入れる空

気に含まれる放射性物質をフィルタで低減

し，かつ，中央制御室への外気の流入を防止

することが可能な設計を評価で考慮する。 
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  (ハ) 中央制御室バウンダリ体積 

中央制御室バウンダリ体積は，上部中央制

御室，下部中央制御室等の中央制御室換気系

設備の処理対象となる区画の体積を合計し

て，中央制御室内の放射性物質による外部被

ばくの影響をうける区画の合計を保守的に切

り上げて20800m3とする＊。 

 

 

 

 

(ハ) 中央制御室バウンダリ体積 

中央制御室バウンダリ体積は，上部中央制

御室，下部中央制御室等の中央制御室換気系

設備の処理対象となる区画の体積を合計し

て，中央制御室内の放射性物質による外部被

ばくの影響をうける区画の合計を保守的に切

り上げて20800m3とする＊。 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（中央制御室の

バウンダリ体積が異なる。） 
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また，中央制御室待避室バウンダリ体積は，

中央制御室待避室陽圧化装置の処理対象とな

る区画の体積を基に，保守的に切り上げて

100m3とする＊。バウンダリ体積を図4－22に示

す。 

注記＊：設計基準事故時の評価においてバウ

ンダリ体積が増加すると，中央制御

室へのインリーク量（流量換算）が

増加するのに対し，再循環流量は一

定のため，室内の放射性物質がフィ

ルタで除去されにくくなり，評価上

保守的となる。炉心の著しい損傷が

発生した場合における室内に取り込

まれた放射性物質からの影響は，中

央制御室可搬型陽圧化空調機のフィ

ルタで除去されない希ガスによる影

響が大きく，バウンダリ体積が大き

くなるほど室内に浮遊するガンマ線

による外部被ばくの影響が大きくな

るため，評価上保守的となる。 

 

 

また，中央制御室待避室バウンダリ体積は，

中央制御室待避室陽圧化装置の処理対象とな

る区画の体積を基に，保守的に切り上げて

100m3とする＊。バウンダリ体積を図4－22に示

す。 

注記＊：設計基準事故時の評価においてバウ

ンダリ体積が増加すると，中央制御

室へのインリーク量（流量換算）が

増加するのに対し，再循環流量は一

定のため，室内の放射性物質がフィ

ルタで除去されにくくなり，評価上

保守的となる。炉心の著しい損傷が

発生した場合における室内に取り込

まれた放射性物質からの影響は，中

央制御室可搬型陽圧化空調機のフィ

ルタで除去されない希ガスによる影

響が大きく，バウンダリ体積が大き

くなるほど室内に浮遊するガンマ線

による外部被ばくの影響が大きくな

るため，評価上保守的となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

  

 

 

 

(ニ) フィルタ除去効率 

ⅰ. 設計基準事故時 

中央制御室再循環フィルタ装置のよう素

フィルタの効率は，設計値を基に90%とす

る。 

ⅱ. 炉心の著しい損傷が発生した場合 

（ⅰ）中央制御室可搬型陽圧化空調機の活性

炭フィルタの効率は，設計値を基に

99.9%とする。 

 

（ⅱ）中央制御室可搬型陽圧化空調機の高性

能フィルタの効率は，設計値を基に

99.9%とする。 

(ニ) フィルタ除去効率 

ⅰ. 設計基準事故時 

中央制御室再循環フィルタ装置のよう素

フィルタの効率は，設計値を基に90%とす

る。 

ⅱ. 炉心の著しい損傷が発生した場合 

（ⅰ）中央制御室可搬型陽圧化空調機の活性

炭フィルタの効率は，設計値を基に

99.9%とする。 

 

（ⅱ）中央制御室可搬型陽圧化空調機の高性

能フィルタの効率は，設計値を基に

99.9%とする。 

 

 

 

【島根との差異】 

設備設計の差異（フィルタ除去

効率が異なる。） 
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(ホ) 設計基準事故時における中央制御室再循環

フィルタ装置のフィルタ流量 

中央制御室再循環送風機の起動により，流

量は設計上期待できる値として 6号機で

7500m3/h，7号機で6000m3/hとする。 

 

 

 

(ヘ) 空気流入量 

中央制御室へのインリーク量は，換気率換

算で設計上期待できる値として0.5回/hとす

る。ただし，中央制御室を陽圧化している期

間は，中央制御室へのインリークはないもの

とする。 

 

設計基準事故時及び炉心の著しい損傷が発生し

た場合共通の中央制御室内放射性物質濃度評価条

件を表4－8に示す。 

 

 

(ホ) 設計基準事故時における中央制御室再循環

フィルタ装置のフィルタ流量 

中央制御室再循環送風機の起動により，流

量は設計上期待できる値として 6号機で

7500m3/h，7号機で6000m3/hとする。 

 

 

 

(ヘ) 空気流入量 

中央制御室へのインリーク量は，換気率換

算で設計上期待できる値として0.5回/hとす

る。ただし，中央制御室を陽圧化している期

間は，中央制御室へのインリークはないもの

とする。 

 

設計基準事故時及び炉心の著しい損傷が発生し

た場合共通の中央制御室内放射性物質濃度評価条

件を表4－8に示す。 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

設備設計の差異（フィルタ流量

が異なる。） 

 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

ロ. 線量計算 

中央制御室内の放射能濃度により，以下の式

を用いて外部被ばく及び内部被ばく線量を計算

する。 

(イ) 中央制御室内の放射性物質による外部被ば

く 

中央制御室は，体積が等価な半球状とし，

半球の中心に運転員がいるものとする。中央

制御室内に取り込まれた放射性物質のガンマ

線による実効線量は，次式で計算する。評価

に当たり想定した評価モデルを図4－23に示

す。 

Ｈ
γ
＝∫ 6.2×10-14・Ｅ

γ
・Ｃ

γ
(ｔ)・(1－ｅ

－μ・ｒ
)

Ｔ

0

ｄｔ 

ロ. 線量計算 

中央制御室内の放射能濃度により，以下の式

を用いて外部被ばく及び内部被ばく線量を計算

する。 

(イ) 中央制御室内の放射性物質による外部被ば

く 

中央制御室は，体積が等価な半球状とし，

半球の中心に運転員がいるものとする。中央

制御室内に取り込まれた放射性物質のガンマ

線による実効線量は，次式で計算する。評価

に当たり想定した評価モデルを図4－23に示

す。 

Ｈ
γ
＝∫ 6.2×10-14・Ｅ

γ
・Ｃ

γ
(ｔ)・(1－ｅ

－μ・ｒ
)

Ｔ

0

ｄｔ 

差異なし 

 

 

 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2023年 12月 13日 

資料番号  ：KK6添-1-051 改 0 (比較表) 

55 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

   

 

 

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

ここで， 

Ｈγ ：時刻Tまでの放射性物質からのガン 

マ線による外部被ばく線量(Sv) 

 

Ｅγ ：ガンマ線エネルギ（0.5MeV） 

Ｃγ(ｔ) ：時刻tにおける中央制御室内の 

放射能濃度(Bq/m3) 

  （ガンマ線実効エネルギ 

0.5MeV換算値） 

μ ：空気に対するガンマ線のエネルギ 

吸収係数（3.84×10-3m-1） 

ｒ ：中央制御室内バウンダリ体積と 

等価な半球の半径(m) 

ｒ＝√
3・Ｖ

2・π

3

 

Ｖ ：ガンマ線による全身に対する外部 

被ばく線量評価時の自由体積(m3) 

 

Ｔ ：評価期間(s) 

 

なお，設計基準事故時の主蒸気管破断時の

主蒸気隔離弁閉止前に破断口から放出された

放射性物質による被ばく評価モデルは，蒸気

雲が中央制御室換気系給気口付近を風速1m/s

の速度で通過する間，中央制御室換気系を通

して蒸気雲中の放射性物質を直接中央制御室

内に取り込むものと仮定し，この取り込み空

気による被ばくを考慮する。この際，破断口

から放出された蒸気雲が中央制御室換気系給

気口付近まで移動する際の放射性物質の減衰

は保守的に無視するものとする。 

 

 

 

ここで， 

Ｈγ ：時刻Tまでの放射性物質からのガン 

マ線による外部被ばく線量(Sv) 

 

Ｅγ ：ガンマ線エネルギ（0.5MeV） 

Ｃγ(ｔ) ：時刻tにおける中央制御室内の 

放射能濃度(Bq/m3) 

  （ガンマ線実効エネルギ 

0.5MeV換算値） 

μ ：空気に対するガンマ線のエネルギ 

吸収係数（3.84×10-3m-1） 

ｒ ：中央制御室内バウンダリ体積と 

等価な半球の半径(m) 

ｒ＝√
3・Ｖ

2・π

3

 

Ｖ ：ガンマ線による全身に対する外部 

被ばく線量評価時の自由体積(m3) 

 

Ｔ ：評価期間(s) 

 

なお，設計基準事故時の主蒸気管破断時の

主蒸気隔離弁閉止前に破断口から放出された

放射性物質による被ばく評価モデルは，蒸気

雲が中央制御室換気系給気口付近を風速1m/s

の速度で通過する間，中央制御室換気系を通

して蒸気雲中の放射性物質を直接中央制御室

内に取り込むものと仮定し，この取り込み空

気による被ばくを考慮する。この際，破断口

から放出された蒸気雲が中央制御室換気系給

気口付近まで移動する際の放射性物質の減衰

は保守的に無視するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2023年 12月 13日 

資料番号  ：KK6添-1-051 改 0 (比較表) 

56 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

   

 

 

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(ロ) 中央制御室内の放射性物質の吸入による内

部被ばく 

設計基準事故時における中央制御室内の放

射性物質の吸入による内部被ばくは，次式で

計算する。なお，マスクの着用は考慮しない。 

Ｈ
Ｉ
＝∫ Ｒ・Ｈ

∞
・Ｃ

Ｉ
(ｔ)ｄｔ

Ｔ

0

 

 

 

 

ここで， 

ＨＩ ：よう素の内部被ばくによる 

実効線量(Sv) 

Ｒ ：呼吸率(m3/s)（成人活動時の 

呼吸率1.2m3/h） 

Ｈ∞ ：よう素（I-131）を1Bq吸入した 

場合の成人の実効線量 

   （2.0×10-8Sv/Bq） 

ＣＩ(ｔ) ：時刻tにおける中央制御室内の 

放射能濃度(Bq/m3) 

   （I-131等価量-成人実効線量 

係数換算） 

Ｔ ：評価期間(s) 

 

(ロ) 中央制御室内の放射性物質の吸入による内

部被ばく 

設計基準事故時における中央制御室内の放

射性物質の吸入による内部被ばくは，次式で

計算する。なお，マスクの着用は考慮しない。 

Ｈ
Ｉ
＝∫ Ｒ・Ｈ

∞
・Ｃ

Ｉ
(ｔ)ｄｔ

Ｔ

0

 

 

 

 

ここで， 

ＨＩ ：よう素の内部被ばくによる 

実効線量(Sv) 

Ｒ ：呼吸率(m3/s)（成人活動時の 

呼吸率1.2m3/h） 

Ｈ∞ ：よう素（I-131）を1Bq吸入した 

場合の成人の実効線量 

   （2.0×10-8Sv/Bq） 

ＣＩ(ｔ) ：時刻tにおける中央制御室内の 

放射能濃度(Bq/m3) 

   （I-131等価量-成人実効線量 

係数換算） 

Ｔ ：評価期間(s) 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

炉心の著しい損傷が発生した場合における

中央制御室内の放射性物質の吸入による内部

被ばくは，次式で計算する。内部被ばくの評

価に当たってはマスクの着用による防護効果

を考慮する。 

Ｈ＝∑ ∫ Ｒ・Ｈ
ｋ

Ｔ

0

・Ｃ
ｋ

(ｔ)ｄｔ

ｋ

・
1

ＰＦ
 

 

ここで， 

炉心の著しい損傷が発生した場合における

中央制御室内の放射性物質の吸入による内部

被ばくは，次式で計算する。内部被ばくの評

価に当たってはマスクの着用による防護効果

を考慮する。 

Ｈ＝∑ ∫ Ｒ・Ｈ
ｋ

Ｔ

0

・Ｃ
ｋ

(ｔ)ｄｔ

ｋ

・
1

ＰＦ
 

 

ここで， 
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Ｈ ：放射性物質の吸入による内部 

被ばく線量(Sv) 

Ｒ ：呼吸率(m3/s)（成人活動時の 

呼吸率 1.2m3/h） 

Ｈｋ ：核種 kの吸入摂取時の実効 

線量への換算係数(Sv/Bq) 

Ｃｋ(ｔ) ：時刻 tにおける核種 k の室内 

の放射能濃度(Bq/m3) 

Ｔ ：評価期間(s) 

ＰＦ ：マスクの防護係数(－) 

Ｈ ：放射性物質の吸入による内部 

被ばく線量(Sv) 

Ｒ ：呼吸率(m3/s)（成人活動時の 

呼吸率 1.2m3/h） 

Ｈｋ ：核種 kの吸入摂取時の実効 

線量への換算係数(Sv/Bq) 

Ｃｋ(ｔ) ：時刻 tにおける核種 kの室内 

の放射能濃度(Bq/m3) 

Ｔ ：評価期間(s) 

ＰＦ ：マスクの防護係数(－) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

b. 入退域時の被ばく 

(a) 被ばく経路④ 

入退域時における建屋内の放射性物質からの直

接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線による外

部被ばくの評価方法は，「被ばく経路①建屋内の放

射性物質からのガンマ線による被ばく（原子炉建

屋及びタービン建屋内の放射性物質からのガンマ

線による被ばく）」と同様である。ただし，入退域

時は屋外を移動するため，中央制御室遮蔽のガン

マ線の遮蔽効果を考慮しない。 

 

設計基準事故時の評価では，評価点をサービス

建屋入口とし，評価点高さは地上2mの位置とする。

また，炉心の著しい損傷が発生した場合の評価で

は，評価点をコントロール建屋入口とし，評価点

高さは地上1.5mの位置とする。 

 

b. 入退域時の被ばく 

(a) 被ばく経路④ 

入退域時における建屋内の放射性物質からの直

接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線による外

部被ばくの評価方法は，「被ばく経路①建屋内の放

射性物質からのガンマ線による被ばく（原子炉建

屋及びタービン建屋内の放射性物質からのガンマ

線による被ばく）」と同様である。ただし，入退域

時は屋外を移動するため，中央制御室遮蔽のガン

マ線の遮蔽効果を考慮しない。 

 

設計基準事故時の評価では，評価点をサービス

建屋入口とし，評価点高さは地上2mの位置とする。

また，炉心の著しい損傷が発生した場合の評価で

は，評価点をコントロール建屋入口とし，評価点

高さは地上1.5mの位置とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（建屋配置が異

なることによる評価点の違

い。） 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，直接ガンマ線の評価点

高さを成人の胸部～腹部の高

さとしている。） 

  (b) 被ばく経路⑤ 

入退域時における大気中へ放出された放射性物

質からのガンマ線による外部被ばく及び放射性物

(b) 被ばく経路⑤ 

入退域時における大気中へ放出された放射性物

質からのガンマ線による外部被ばく及び放射性物
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質の吸入による内部被ばくは，放射性物質の放出

量，大気拡散の効果等から，以下により計算する。

なお，入退域時は屋外を移動するため，中央制御

室遮蔽のガンマ線の遮蔽効果を考慮せず，評価点

は，設計基準事故時の評価ではサービス建屋入口，

炉心の著しい損傷が発生した場合の評価ではコン

トロール建屋とする。 

 

イ. 線量計算 

(イ) 放射性物質からのガンマ線による外部被ば

く 

大気中へ放出された放射性物質からのガン

マ線による外部被ばくは，以下により計算す

る。 

Ｈ
γ
＝∫ Ｋ・Ｄ／Ｑ・Ｑ

γ
(ｔ)ｄｔ

Ｔ

0

 

 

 

 

 

ここで， 

Ｈγ ：時刻Tまでの放射性物質からの 

直接ガンマ線による外部被ば

く線量(Sv) 

Ｋ ：空気カーマから実効線量への 

換算係数（1Sv/Gy） 

Ｄ／Ｑ ：相対線量(Gy/Bq) 

Ｑγ(ｔ) ：時刻tにおける大気への 

放射能放出率(Bq/s) 

  （ガンマ線実効エネルギ 

0.5MeV換算値） 

Ｔ ：評価期間(s) 

質の吸入による内部被ばくは，放射性物質の放出

量，大気拡散の効果等から，以下により計算する。

なお，入退域時は屋外を移動するため，中央制御

室遮蔽のガンマ線の遮蔽効果を考慮せず，評価点

は，設計基準事故時の評価ではサービス建屋入口，

炉心の著しい損傷が発生した場合の評価ではコン

トロール建屋とする。 

 

イ. 線量計算 

(イ) 放射性物質からのガンマ線による外部被ば

く 

大気中へ放出された放射性物質からのガン

マ線による外部被ばくは，以下により計算す

る。 

Ｈ
γ
＝∫ Ｋ・Ｄ／Ｑ・Ｑ

γ
(ｔ)ｄｔ

Ｔ

0

 

 

 

 

 

ここで， 

Ｈγ ：時刻Tまでの放射性物質からの 

直接ガンマ線による外部被ば

く線量(Sv) 

Ｋ ：空気カーマから実効線量への 

換算係数（1Sv/Gy） 

Ｄ／Ｑ ：相対線量(Gy/Bq) 

Ｑγ(ｔ) ：時刻tにおける大気への 

放射能放出率(Bq/s) 

  （ガンマ線実効エネルギ 

0.5MeV換算値） 

Ｔ ：評価期間(s) 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（建屋配置が異

なることによる評価点の違

い。） 

 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (ロ) 放射性物質の吸入による内部被ばく (ロ) 放射性物質の吸入による内部被ばく 差異なし 
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設計基準事故時における大気中へ放出され

た放射性物質の吸入による内部被ばくは，次

式で計算する。なお，マスクの着用は考慮し

ない。 

Ｈ
Ｉ
＝∫ Ｒ・Ｈ

∞
・χ／Ｑ・Ｑ

Ｉ
(ｔ)ｄｔ

Ｔ

0

 

 

ここで， 

ＨＩ ：時刻Tまでの放射性物質の 

吸入による内部被ばく(Sv) 

Ｒ ：呼吸率(m3/s)（成人活動時の 

呼吸率1.2m3/h） 

Ｈ∞ ：よう素（I-131）を1Bq吸入した 

場合の成人の実効線量 

   （2.0×10-8Sv/Bq） 

χ／Ｑ ：相対濃度(s/m3) 

ＱＩ(ｔ) ：時刻tにおける大気への放射性 

物質の放出率(Bq/s) 

  （I-131等価量-成人実効線量 

係数換算） 

Ｔ ：評価期間(s) 

 

炉心の著しい損傷が発生した場合における

大気中へ放出された放射性物質の吸入による

内部被ばくは，次式で計算する。内部被ばく

の評価に当たってはマスクの着用による防護

効果を考慮する。 

 

Ｈ＝∑ ∫ Ｒ・Ｈ
ｋ
・χ／Ｑ・Ｑ

𝑘
(ｔ)ｄｔ

Ｔ

0
ｋ

・
1

ＰＦ
 

 

 

ここで， 

設計基準事故時における大気中へ放出され

た放射性物質の吸入による内部被ばくは，次

式で計算する。なお，マスクの着用は考慮し

ない。 

Ｈ
Ｉ
＝∫ Ｒ・Ｈ

∞
・χ／Ｑ・Ｑ

Ｉ
(ｔ)ｄｔ

Ｔ

0

 

 

ここで， 

ＨＩ ：時刻Tまでの放射性物質の 

吸入による内部被ばく(Sv) 

Ｒ ：呼吸率(m3/s)（成人活動時の 

呼吸率1.2m3/h） 

Ｈ∞ ：よう素（I-131）を1Bq吸入した 

場合の成人の実効線量 

   （2.0×10-8Sv/Bq） 

χ／Ｑ ：相対濃度(s/m3) 

ＱＩ(ｔ) ：時刻tにおける大気への放射性 

物質の放出率(Bq/s) 

  （I-131等価量-成人実効線量 

係数換算） 

Ｔ ：評価期間(s) 

 

炉心の著しい損傷が発生した場合における

大気中へ放出された放射性物質の吸入による

内部被ばくは，次式で計算する。内部被ばく

の評価に当たってはマスクの着用による防護

効果を考慮する。 

 

Ｈ＝∑ ∫ Ｒ・Ｈ
ｋ
・χ／Ｑ・Ｑ

𝑘
(ｔ)ｄｔ

Ｔ

0
ｋ

・
1

ＰＦ
 

 

 

ここで， 
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Ｈ ：放射性物質の吸入による内部 

被ばく線量(Sv) 

Ｒ ：呼吸率(m3/s)（成人活動時の呼吸率 

1.2m3/h） 

Ｈｋ ：核種 kの吸入摂取時の実効線量 

への換算係数(Sv/Bq) 

χ／Ｑ ：相対濃度(s/m3) 

Ｑｋ(ｔ) ：時刻 tにおける核種 k の大気 

への放射能放出率(Bq/s) 

Ｔ ：評価期間(s) 

ＰＦ ：マスクの防護係数(－) 

 

設計基準事故時及び炉心の著しい損傷が発生し

た場合共通の線量計算条件を表4－9に示す。 

 

Ｈ ：放射性物質の吸入による内部 

被ばく線量(Sv) 

Ｒ ：呼吸率(m3/s)（成人活動時の呼吸率 

1.2m3/h） 

Ｈｋ ：核種 kの吸入摂取時の実効線量 

への換算係数(Sv/Bq) 

χ／Ｑ ：相対濃度(s/m3) 

Ｑｋ(ｔ) ：時刻 tにおける核種 kの大気 

への放射能放出率(Bq/s) 

Ｔ ：評価期間(s) 

ＰＦ ：マスクの防護係数(－) 

 

設計基準事故時及び炉心の著しい損傷が発生し

た場合共通の線量計算条件を表4－9に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

(8) 線量の合算及び判断基準との比較 

被ばく経路ごとの線量を合算し，居住性に係る被ば

く評価の判断基準100mSvと比較する。 

(8) 線量の合算及び判断基準との比較 

被ばく経路ごとの線量を合算し，居住性に係る被ば

く評価の判断基準100mSvと比較する。 

差異なし 

 

 

  

 

 

 

4.1.2 評価条件及び評価結果 

設計基準事故時及び炉心の著しい損傷が発生した場

合における共通の条件は，「4.1.1 評価方針」に示す

とおりであるが，各々の評価事象の選定等に起因して，

大気中への放射性物質の放出過程，中央制御室内の滞

在期間及び中央制御室換気空調設備の起動時間等の条

件が異なる。 

したがって，設計基準事故時及び炉心の著しい損傷

が発生した場合において，それぞれ共通条件に加えて

個別の条件を考慮して，線量を評価する。 

 

4.1.2 評価条件及び評価結果 

設計基準事故時及び炉心の著しい損傷が発生した場

合における共通の条件は，「4.1.1 評価方針」に示す

とおりであるが，各々の評価事象の選定等に起因して，

大気中への放射性物質の放出過程，中央制御室内の滞

在期間及び中央制御室換気空調設備の起動時間等の条

件が異なる。 

したがって，設計基準事故時及び炉心の著しい損傷

が発生した場合において，それぞれ共通条件に加えて

個別の条件を考慮して，線量を評価する。 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

  

4.1.2.1 設計基準事故時における線量評価 

設計基準事故時における線量評価においては，設計

基準事故時及び炉心の著しい損傷が発生した場合にお

ける共通条件に加えて，以下の条件を考慮する。 

(1) 大気中への放出量の評価 

a. 原子炉冷却材喪失 

4.1.2.1 設計基準事故時における線量評価 

設計基準事故時における線量評価においては，設計

基準事故時及び炉心の著しい損傷が発生した場合にお

ける共通条件に加えて，以下の条件を考慮する。 

(1) 大気中への放出量の評価 

a. 原子炉冷却材喪失 
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希ガス及びよう素の大気放出過程を図4－24及び

図4－25に示す。放射性物質の大気中への放出量評価

に関する条件を以下に示す。 

 

(a) 原子炉は事故発生直前まで定格出力の約102%

（熱出力4005MW）で十分長時間（2000日）運転して

いたものとする。 

(b) 事故発生後，原子炉格納容器内に放出される放

射性物質の量は，炉心内蓄積量に対して希ガス

100%，よう素50%の割合とする。 

(c) 原子炉格納容器内に放出されたよう素のうち，

有機よう素は10%とし，残りの90%は無機よう素と

する。 

(d) 原子炉格納容器内に放出されたよう素のうち，

無機よう素は，50%が原子炉格納容器内及び同容器

内の機器等に沈着し，原子炉格納容器から漏えい

しないものとする。有機よう素及び希ガスについ

てはこの効果を無視するものとする。 

(e) 格納容器スプレイによりサプレッションチェン

バのプール水に無機よう素が溶解する効果は，分

配係数（気相濃度と液相濃度の比）で100とする。

有機よう素及び希ガスについてはこの効果を無視

するものとする。 

(f) 原子炉格納容器内での放射性物質の崩壊を考慮

する。 

(g) 通常運転時に作動している原子炉建屋の常用換

気系は，原子炉水位低，ドライウェル圧力高又は

原子炉建屋放射能高の信号により非常用ガス処理

系に切り替えられる。原子炉建屋内の放射性物質

については，床，壁等に沈着することによる除去

効果は無視し，崩壊のみを考える。なお，非常用

ガス処理系は，事故発生後，瞬時に起動するもの

とする。 

(h) 原子炉格納容器からの漏えいを考慮する。原子

炉格納容器からの漏えいは，原子炉格納容器の設

希ガス及びよう素の大気放出過程を図4－24及び

図4－25に示す。放射性物質の大気中への放出量評価

に関する条件を以下に示す。 

 

(a) 原子炉は事故発生直前まで定格出力の約102%

（熱出力4005MW）で十分長時間（2000日）運転して

いたものとする。 

(b) 事故発生後，原子炉格納容器内に放出される放

射性物質の量は，炉心内蓄積量に対して希ガス

100%，よう素50%の割合とする。 

(c) 原子炉格納容器内に放出されたよう素のうち，

有機よう素は10%とし，残りの90%は無機よう素と

する。 

(d) 原子炉格納容器内に放出されたよう素のうち，

無機よう素は，50%が原子炉格納容器内及び同容器

内の機器等に沈着し，原子炉格納容器から漏えい

しないものとする。有機よう素及び希ガスについ

てはこの効果を無視するものとする。 

(e) 格納容器スプレイによりサプレッションチェン

バのプール水に無機よう素が溶解する効果は，分

配係数（気相濃度と液相濃度の比）で100とする。

有機よう素及び希ガスについてはこの効果を無視

するものとする。 

(f) 原子炉格納容器内での放射性物質の崩壊を考慮

する。 

(g) 通常運転時に作動している原子炉建屋の常用換

気系は，原子炉水位低，ドライウェル圧力高又は

原子炉建屋放射能高の信号により非常用ガス処理

系に切り替えられる。原子炉建屋内の放射性物質

については，床，壁等に沈着することによる除去

効果は無視し，崩壊のみを考える。なお，非常用

ガス処理系は，事故発生後，瞬時に起動するもの

とする。 

(h) 原子炉格納容器からの漏えいを考慮する。原子

炉格納容器からの漏えいは，原子炉格納容器の設

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，ABWRプラントのため，

設計基準事故解析において，定

格出力の約 102%を解析の初期

条件としている。） 
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計漏えい率並びに原子炉格納容器内の圧力及び温

度に対応した漏えい率に余裕を見込んで次のよう

に仮定する。 

事故後 0～1時間：0.6%/日 

事故後 1時間～30日：0.3%/日 

なお，非常用炉心冷却系により原子炉格納容器

外へ導かれたサプレッションチェンバのプール水

の漏えいによる放射性物質の放出量は，原子炉格

納容器内気相部からの漏えいによる放出量に比べ

て十分小さく，有意な寄与はないため，その評価

を省略する。 

(i) 非常用ガス処理系フィルタ装置の設計よう素除

去効率は，99.99%以上であるが，ここでは余裕を

とり，よう素の除去効率を99%とする。 

 

(j) 非常用ガス処理系の容量は，設計で定められた

値（0.5回/d）とする。 

(k) 原子炉格納容器から原子炉建屋内に漏えいした

放射性物質は，非常用ガス処理系で処理された後，

主排気筒から大気中へ放出されるものとする。 

計漏えい率並びに原子炉格納容器内の圧力及び温

度に対応した漏えい率に余裕を見込んで次のよう

に仮定する。 

事故後 0～1時間：0.6%/日 

事故後 1時間～30日：0.3%/日 

なお，非常用炉心冷却系により原子炉格納容器

外へ導かれたサプレッションチェンバのプール水

の漏えいによる放射性物質の放出量は，原子炉格

納容器内気相部からの漏えいによる放出量に比べ

て十分小さく，有意な寄与はないため，その評価

を省略する。 

(i) 非常用ガス処理系フィルタ装置の設計よう素除

去効率は，99.99%以上であるが，ここでは余裕を

とり，よう素の除去効率を99%とする。 

 

(j) 非常用ガス処理系の容量は，設計で定められた

値（0.5回/d）とする。 

(k) 原子炉格納容器から原子炉建屋内に漏えいした

放射性物質は，非常用ガス処理系で処理された後，

主排気筒から大気中へ放出されるものとする。 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（設計漏えい率

が異なる。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

設備設計の差異（非常用ガス処

理系による換気率が異なる。） 

 

 

 

  

 

 

 

  

  

 

b. 主蒸気管破断 

希ガス及びハロゲン等の大気放出過程を図4－26

及び図4－27に示す。放出経路における放射性物質の

移行に関する条件を以下に示す。 

(a) 主蒸気隔離弁が全閉するまでに破断口を通して

流出する蒸気及び水の量は，事故解析により得ら

れた次の値を使用する。 

蒸気：1.6×104kg 

水：2.4×104kg 

(b) 液相として放出される冷却材中に含まれるハロ

ゲン等の濃度は，運転上許容されるI-131の最大濃

度である1.3×103Bq/gに相当するものとし，その

組成を拡散組成とする。また，気相として放出さ

b. 主蒸気管破断 

希ガス及びハロゲン等の大気放出過程を図4－26

及び図4－27に示す。放出経路における放射性物質の

移行に関する条件を以下に示す。 

(a) 主蒸気隔離弁が全閉するまでに破断口を通して

流出する蒸気及び水の量は，事故解析により得ら

れた次の値を使用する。 

蒸気：1.6×104kg 

水：2.4×104kg 

(b) 液相として放出される冷却材中に含まれるハロ

ゲン等の濃度は，運転上許容されるI-131の最大濃

度である1.3×103Bq/gに相当するものとし，その

組成を拡散組成とする。また，気相として放出さ

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（事故解析結果

による流出量の違い。） 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（運転上許容さ
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れる冷却材中に含まれるハロゲンの濃度は，液相

中の濃度の1/50とする。 

(c) 原子炉圧力の低下に伴う燃料棒からの追加放出

量は，I-131については先行炉等での実測データに

基づく値に安全余裕を見込んで7.4×1013Bqが冷却

材中へ放出されるものとする。追加放出されるそ

の他の放射性物質についてはその組成を平衡組成

として求め，希ガスについては，よう素の2倍の放

出があるものとする。 

(d) 主蒸気隔離弁閉止前の燃料棒からの放射性物質

の追加放出割合は，主蒸気隔離弁閉止前の原子炉

圧力の低下割合に比例するとし，追加放出された

放射性物質の1%が破断口から放出されるものとす

る。 

(e) 主蒸気隔離弁閉止後の燃料棒からの放射性物質

の追加放出に関しては，主蒸気隔離弁閉止直後に

これらのすべての放射性物質が原子炉冷却材中に

放出されるものとする。 

(f) 主蒸気隔離弁閉止後の主蒸気系からの漏えい

は，120%/dの漏えい率で事故評価期間中一定と仮

定する。 

(g) 主蒸気隔離弁閉止後，主蒸気逃がし安全弁等を

通じて崩壊熱相当の蒸気がサプレッションチェン

バのプール水中に移行するものとし，その蒸気流

量は原子炉圧力容器気相体積の100倍/dとする。こ

の蒸気に含まれる放射性物質は被ばくには寄与し

ないものとする。 

(h) 燃料棒から追加放出される放射性物質のうち，

希ガスはすべて瞬時に気相部へ移行するものと考

える。放出されたよう素のうち，有機よう素の割

合は10%とし，残りの90%は無機よう素とする。有

機よう素のうち10%は瞬時に気相部へ移行するも

のとする。有機よう素が分解したよう素，無機よ

う素及びよう素以外のハロゲンが気相部にキャリ

ーオーバーされる割合は2%とする。 

れる冷却材中に含まれるハロゲンの濃度は，液相

中の濃度の1/50とする。 

(c) 原子炉圧力の低下に伴う燃料棒からの追加放出

量は，I-131については先行炉等での実測データに

基づく値に安全余裕を見込んで7.4×1013Bqが冷却

材中へ放出されるものとする。追加放出されるそ

の他の放射性物質についてはその組成を平衡組成

として求め，希ガスについては，よう素の2倍の放

出があるものとする。 

(d) 主蒸気隔離弁閉止前の燃料棒からの放射性物質

の追加放出割合は，主蒸気隔離弁閉止前の原子炉

圧力の低下割合に比例するとし，追加放出された

放射性物質の1%が破断口から放出されるものとす

る。 

(e) 主蒸気隔離弁閉止後の燃料棒からの放射性物質

の追加放出に関しては，主蒸気隔離弁閉止直後に

これらのすべての放射性物質が原子炉冷却材中に

放出されるものとする。 

(f) 主蒸気隔離弁閉止後の主蒸気系からの漏えい

は，120%/dの漏えい率で事故評価期間中一定と仮

定する。 

(g) 主蒸気隔離弁閉止後，主蒸気逃がし安全弁等を

通じて崩壊熱相当の蒸気がサプレッションチェン

バのプール水中に移行するものとし，その蒸気流

量は原子炉圧力容器気相体積の100倍/dとする。こ

の蒸気に含まれる放射性物質は被ばくには寄与し

ないものとする。 

(h) 燃料棒から追加放出される放射性物質のうち，

希ガスはすべて瞬時に気相部へ移行するものと考

える。放出されたよう素のうち，有機よう素の割

合は10%とし，残りの90%は無機よう素とする。有

機よう素のうち10%は瞬時に気相部へ移行するも

のとする。有機よう素が分解したよう素，無機よ

う素及びよう素以外のハロゲンが気相部にキャリ

ーオーバーされる割合は2%とする。 

れる I-131 の最大濃度が異な

る。） 
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(i) 主蒸気隔離弁閉止前に破断口から放出された冷

却材は，完全蒸発し，同時に放出された放射性物

質を均一に含む蒸気雲になるものと仮定する。 

主蒸気隔離弁閉止後に主蒸気系から漏えいした

放射性物質は，大気中に地上放散されるものとす

る。 

なお，タービン建屋内で，床，壁等に沈着するこ

とによる除去効果は考慮しない。 

 

大気中への放出量評価条件の詳細について，表4－10

及び表4－11に示す。 

また，これらの条件による大気中への放出量評価結

果を表4－12に示す。 

 

(2) 大気拡散の評価 

放射性物質の大気拡散評価に関する条件を以下に示

す。 

a. 原子炉冷却材喪失時 

(a) 実効放出継続時間は，希ガスについてガンマ線

エネルギ0.5MeV換算値及びよう素についてI-131

等価量（成人実効線量係数換算）について計算し

た結果より，30日間の放射性物質の全放出量を1時

間当たりの最大放出量で除した値として，希ガス

110時間，よう素340時間とする。 

 

(b) すべての放射性物質は，非常用ガス処理系によ

って，主排気筒から放出されるとする。放出源高

さは，主排気筒高さである地上73mとする。なお，

放出源高さは放出エネルギによる影響は考慮しな

い。 

 

b. 主蒸気管破断時 

(a) 実効放出継続時間は，希ガス及びハロゲン等に

ついてガンマ線エネルギ0.5MeV換算値及びよう素

についてI-131等価量（成人実効線量係数換算）に

(i) 主蒸気隔離弁閉止前に破断口から放出された冷

却材は，完全蒸発し，同時に放出された放射性物

質を均一に含む蒸気雲になるものと仮定する。 

主蒸気隔離弁閉止後に主蒸気系から漏えいした

放射性物質は，大気中に地上放散されるものとす

る。 

なお，タービン建屋内で，床，壁等に沈着するこ

とによる除去効果は考慮しない。 

 

大気中への放出量評価条件の詳細について，表4－10

及び表4－11に示す。 

また，これらの条件による大気中への放出量評価結

果を表4－12に示す。 

 

(2) 大気拡散の評価 

放射性物質の大気拡散評価に関する条件を以下に示

す。 

a. 原子炉冷却材喪失時 

(a) 実効放出継続時間は，希ガスについてガンマ線

エネルギ0.5MeV換算値及びよう素についてI-131

等価量（成人実効線量係数換算）について計算し

た結果より，30日間の放射性物質の全放出量を1時

間当たりの最大放出量で除した値として，希ガス

110時間，よう素340時間とする。 

 

(b) すべての放射性物質は，非常用ガス処理系によ

って，主排気筒から放出されるとする。放出源高

さは，主排気筒高さである地上73mとする。なお，

放出源高さは放出エネルギによる影響は考慮しな

い。 

 

b. 主蒸気管破断時 

(a) 実効放出継続時間は，希ガス及びハロゲン等に

ついてガンマ線エネルギ0.5MeV換算値及びよう素

についてI-131等価量（成人実効線量係数換算）に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（実効放出継続

時間が異なる。） 

 

【島根との差異】 

設備設計の差異（主排気筒高さ

が異なる。） 
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ついて計算した結果より，30日間の放射性物質の

全放出量を1時間当たりの最大放出量で除した値

として，希ガス及びハロゲン等1時間，よう素20時

間とする。 

(b) すべての放射性物質は，燃料取替床ブローアウ

トパネル＊から放出されるとする。放出源高さは，

保守的に地上0mとする。 

注記＊：評価結果が保守的となるよう，評価点に

最も近い燃料取替床ブローアウトパネル

を選定。 

 

大気拡散評価条件の詳細について，表4－13に示す。 

また，これらの条件による相対濃度及び相対線量の

評価結果を表4－14及び表4－15に示す。 

ついて計算した結果より，30日間の放射性物質の

全放出量を1時間当たりの最大放出量で除した値

として，希ガス及びハロゲン等1時間，よう素20時

間とする。 

(b) すべての放射性物質は，燃料取替床ブローアウ

トパネル＊から放出されるとする。放出源高さは，

保守的に地上0mとする。 

注記＊：評価結果が保守的となるよう，評価点に

最も近い燃料取替床ブローアウトパネル

を選定。 

 

大気拡散評価条件の詳細について，表4－13に示す。 

また，これらの条件による相対濃度及び相対線量の

評価結果を表4－14及び表4－15に示す。 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（実効放出継続

時間が異なる。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

(3) 線量評価 

運転員の勤務形態としては5直2交替を仮定し，運転

員一人当たりの評価期間中の平均的な実効線量を評価

する。直交替を考慮した場合の線量は，被ばく評価期

間中の運転員一人当たりの平均的な線量として評価す

る。 

直交替を考慮した場合の具体的な計算方法は，以下

による。運転員交替考慮条件を表4－16に示す。 

 

① 中央制御室内での被ばく評価方法 

直交替を考慮した場合の室内作業時の実効線量

は，中央制御室内に30日間連続滞在した場合の線量

を求め，その値に直交替による滞在時間割合を掛け

合わせることにより計算する。ただし，被ばく評価

手法（内規）に基づき，主蒸気管破断時の主蒸気隔

離弁閉止前に放出される半球状雲による線量（クラ

ウドシャインガンマ線及び室内に取り込まれた放射

性物質による被ばく）は，事故発生直後の短時間に

集中して放出される放射性物質に起因するため，滞

在時間割合を掛け合わせない。 

(3) 線量評価 

運転員の勤務形態としては5直2交替を仮定し，運転

員一人当たりの評価期間中の平均的な実効線量を評価

する。直交替を考慮した場合の線量は，被ばく評価期

間中の運転員一人当たりの平均的な線量として評価す

る。 

直交替を考慮した場合の具体的な計算方法は，以下

による。運転員交替考慮条件を表4－16に示す。 

 

① 中央制御室内での被ばく評価方法 

直交替を考慮した場合の室内作業時の実効線量

は，中央制御室内に30日間連続滞在した場合の線量

を求め，その値に直交替による滞在時間割合を掛け

合わせることにより計算する。ただし，被ばく評価

手法（内規）に基づき，主蒸気管破断時の主蒸気隔

離弁閉止前に放出される半球状雲による線量（クラ

ウドシャインガンマ線及び室内に取り込まれた放射

性物質による被ばく）は，事故発生直後の短時間に

集中して放出される放射性物質に起因するため，滞

在時間割合を掛け合わせない。 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，入退域時の評価を平常

時の 5 直 2 交替にて行ってい

る。） 
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30日間の積算線量×直交替による滞在時間割合＊1 

注記＊1 ：実際の交替勤務（5直 2交替）の 30日間

勤務での最大勤務直の滞在時間割合（約

0.275926）を使用する。 

 

② 入退域での被ばく評価方法 

直交替を考慮した場合の入退域時の実効線量は，

サービス建屋出入口に30日間連続滞在した場合の線

量を求め，その値に入退域所要時間割合を掛け合わ

せることにより計算する。 

なお，被ばく評価手法（内規）に基づき，事故発生

直後の短時間に集中して放出される放射性物質（主

蒸気管破断時の半球状雲）による線量については，

入退域時の線量としては評価しない。 

30日間の積算線量×入退域所要時間割合＊2 

注記＊2 ：実際の交替勤務（5直 2交替）の 30日間

勤務での最大勤務直の滞在時間割合（約

0.01111）を使用する。 

 

30日間の積算線量×直交替による滞在時間割合＊1 

注記＊1 ：実際の交替勤務（5直 2交替）の 30日間

勤務での最大勤務直の滞在時間割合（約

0.275926）を使用する。 

 

② 入退域での被ばく評価方法 

直交替を考慮した場合の入退域時の実効線量は，

サービス建屋出入口に30日間連続滞在した場合の線

量を求め，その値に入退域所要時間割合を掛け合わ

せることにより計算する。 

なお，被ばく評価手法（内規）に基づき，事故発生

直後の短時間に集中して放出される放射性物質（主

蒸気管破断時の半球状雲）による線量については，

入退域時の線量としては評価しない。 

30日間の積算線量×入退域所要時間割合＊2 

注記＊2 ：実際の交替勤務（5直 2交替）の 30日間

勤務での最大勤務直の滞在時間割合（約

0.01111）を使用する。 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，入退域時の評価を平常

時の 5 直 2 交替にて行ってい

る。） 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（建屋の配置が

異なることによる滞在箇所の

違い。） 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，入退域時の評価を平常

時の 5 直 2 交替にて行ってい

る。） 

  

  

 

 

 

  

 

a. 中央制御室内での被ばく 

(a) 被ばく経路① 建屋からの直接ガンマ線及びス

カイシャインガンマ線による外部被ばく 

原子炉冷却材喪失時及び主蒸気管破断時の直接

ガンマ線及びスカイシャインガンマ線の評価に使

用する線源強度を表4－17及び表4－18に示す。 

 

 

(b) 被ばく経路② 大気中に放出された放射性物質

からのガンマ線による外部被ばく 

クラウドシャインガンマ線による外部被ばく評

a. 中央制御室内での被ばく 

(a) 被ばく経路① 建屋からの直接ガンマ線及びス

カイシャインガンマ線による外部被ばく 

原子炉冷却材喪失時及び主蒸気管破断時の直接

ガンマ線及びスカイシャインガンマ線の評価に使

用する線源強度を表4－17及び表4－18に示す。 

 

 

(b) 被ばく経路② 大気中に放出された放射性物質

からのガンマ線による外部被ばく 

クラウドシャインガンマ線による外部被ばく評

 

差異なし 
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価に使用する中央制御室遮蔽によるコンクリート

減衰率（F）は，以下のとおりとする。 

コンクリート厚さの減衰率は，「放射線施設のし

ゃへい計算実務マニュアル 2015」のデータ集であ

る「放射線施設の遮蔽計算実務（放射線）データ集 

2015」（公益財団法人原子力安全技術センター）に

記載されている光子に対する普通コンクリートの

質量減衰係数と，光子の点等方線源に対するコン

クリートの実効線量ビルドアップ係数を，それぞ

れ内挿したものを用いて算出する。 

中央制御室遮蔽での減衰効果は，以下の条件に

より求める。 

 

 

項 目 数 値 

コンクリート厚さ  

コンクリート密度 2.15g/cm3 

ガンマ線エネルギ 1.5MeV 

 

 

 

これらより，被ばく評価に使用する中央制御室

遮蔽厚さにおける減衰率は， 

F＝約2.9×10-2とする。 

価に使用する中央制御室遮蔽によるコンクリート

減衰率（F）は，以下のとおりとする。 

コンクリート厚さの減衰率は，「放射線施設のし

ゃへい計算実務マニュアル 2015」のデータ集であ

る「放射線施設の遮蔽計算実務（放射線）データ集 

2015」（公益財団法人原子力安全技術センター）に

記載されている光子に対する普通コンクリートの

質量減衰係数と，光子の点等方線源に対するコン

クリートの実効線量ビルドアップ係数を，それぞ

れ内挿したものを用いて算出する。 

中央制御室遮蔽での減衰効果は，表4－19に示す

条件により求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらより，被ばく評価に使用する中央制御室

遮蔽厚さにおける減衰率は， 

F＝約2.9×10-2とする。 

【島根との差異】 

評価方針の差異（考慮する生体

遮蔽装置が異なる。） 

 

 

 

【島根との差異】 

評価手法の差異（柏崎刈羽 6号

機では，コンクリート厚さの減

衰率を，質量減衰係数とビルド

アップ係数の内挿にて算出し

ている。） 

 

記載の適正化（女川コメントの

反映に伴い，文中の図表にタイ

トル及び番号を付し，図表を後

段に配置した。） 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（考慮する生体

遮蔽装置が異なる。） 

 

  

 

 

(c) 被ばく経路③ 外気から室内に取り込まれた放

射性物質による被ばく 

評価期間中に大気中へ放出された放射性物質の

一部は外気から中央制御室内に取り込まれる。中

央制御室内に取り込まれた希ガスのガンマ線によ

る外部被ばく及びよう素の吸入摂取による内部被

ばくの和として実効線量を評価する。 

中央制御室内の放射性物質濃度の計算に当たっ

ては，以下に示す中央制御室換気系設備等の効果

(c) 被ばく経路③ 外気から室内に取り込まれた放

射性物質による被ばく 

評価期間中に大気中へ放出された放射性物質の

一部は外気から中央制御室内に取り込まれる。中

央制御室内に取り込まれた希ガスのガンマ線によ

る外部被ばく及びよう素の吸入摂取による内部被

ばくの和として実効線量を評価する。 

中央制御室内の放射性物質濃度の計算に当たっ

ては，以下に示す中央制御室換気系設備等の効果
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を考慮して評価を実施する。中央制御室換気系設

備等条件を表4－19に示す。また，中央制御室換気

空調系の運転モードを図4－28に示す。事故時運転

モードは，再循環運転（少量外気取入時）を想定す

る。 

イ. 事故時運転への切り替えは，保守的に運転員

による手動隔離操作を仮定し，隔離操作に要す

る時間を十分に見込んだ後に，中央制御室換気

系（事故時外気取入モード）が作動するものと

仮定する。中央制御室換気系（再循環運転（少量

外気取入時））作動開始時間は，運転員が事故を

検知してから操作を開始するまでの時間的余裕

（10分）を見込んで事故発生後15分とし，その

間は通常時換気系により外気を取り込むものと

仮定する。 

ロ. 「3.4 資機材，要員の交替等」に示すとおり，

事故の状況に応じて全面マスク等を着用するこ

ととしているが，設計基準事故時においては，

保守的に評価期間中マスク着用は行わないもの

として評価する。 

 

を考慮して評価を実施する。中央制御室換気系設

備等条件を表4－20に示す。また，中央制御室換気

空調系の運転モードを図4－28に示す。事故時運転

モードは，再循環運転（少量外気取入時）を想定す

る。 

イ. 事故時運転への切り替えは，保守的に運転員

による手動隔離操作を仮定し，隔離操作に要す

る時間を十分に見込んだ後に，中央制御室換気

系（事故時外気取入モード）が作動するものと

仮定する。中央制御室換気系（再循環運転（少量

外気取入時））作動開始時間は，運転員が事故を

検知してから操作を開始するまでの時間的余裕

（10分）を見込んで事故発生後15分とし，その

間は通常時換気系により外気を取り込むものと

仮定する。 

ロ. 「3.4 資機材，要員の交替等」に示すとおり，

事故の状況に応じて全面マスク等を着用するこ

ととしているが，設計基準事故時においては，

保守的に評価期間中マスク着用は行わないもの

として評価する。 

 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

  

 

b. 入退域時の被ばく 

(a) 被ばく経路④ 建屋からの直接ガンマ線及びス

カイシャインガンマ線による外部被ばく 

評価期間中に建屋内に存在する放射性物質から

の直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線によ

る入退域時の運転員の外部被ばく評価手法は，被

ばく経路①と同様であるが，入退域時は屋外を移

動するため，中央制御室遮蔽のガンマ線の遮蔽効

果を考慮しない。 

 

(b) 被ばく経路⑤ 大気中へ放出された放射性物質

による被ばく 

クラウドシャインガンマ線による入退域時の外

部被ばくの評価手法は，被ばく経路②と同様であ

b. 入退域時の被ばく 

(a) 被ばく経路④ 建屋からの直接ガンマ線及びス

カイシャインガンマ線による外部被ばく 

評価期間中に建屋内に存在する放射性物質から

の直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線によ

る入退域時の運転員の外部被ばく評価手法は，被

ばく経路①と同様であるが，入退域時は屋外を移

動するため，中央制御室遮蔽のガンマ線の遮蔽効

果を考慮しない。 

 

(b) 被ばく経路⑤ 大気中へ放出された放射性物質

による被ばく 

クラウドシャインガンマ線による入退域時の外

部被ばくの評価手法は，被ばく経路②と同様であ

 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

差異なし 
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るが，入退域時は中央制御室遮蔽外を移動するた

め，中央制御室遮蔽を含めた建屋壁のガンマ線の

遮蔽効果を考慮しない。また，放射性物質の吸入

による内部被ばく評価手法は，被ばく経路③と同

様であるが，入退域時は中央制御室外を移動する

ため，大気中の放射性物質の吸入摂取による内部

被ばくを計算する。 

 

るが，入退域時は中央制御室遮蔽外を移動するた

め，中央制御室遮蔽を含めた建屋壁のガンマ線の

遮蔽効果を考慮しない。また，放射性物質の吸入

による内部被ばく評価手法は，被ばく経路③と同

様であるが，入退域時は中央制御室外を移動する

ため，大気中の放射性物質の吸入摂取による内部

被ばくを計算する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

(4) 被ばく評価結果 

設計基準事故時における中央制御室の居住性に係る

被ばく評価結果を表4－20及び表4－21に示す。被ばく

評価結果は，実効線量で原子炉冷却材喪失時において

最大約22mSv，主蒸気管破断時において最大約0.58mSv

であり，居住性に係る被ばく評価の判断基準100mSvを

超えない。 

 

号機 

事故時における中央制御室の 

運転員の実効線量(mSv) 

原子炉冷却材喪失 

（仮想事故） 

主蒸気管破断 

（仮想事故） 

6号機 約13 約0.40 

7号機 約22 約0.58 
 

(4) 被ばく評価結果 

設計基準事故時における中央制御室の居住性に係る

被ばく評価結果を表4－21及び表4－22に示す。被ばく

評価結果は表4－23に示すとおり，実効線量で原子炉冷

却材喪失時において最大約22mSv，主蒸気管破断時にお

いて最大約0.58mSvであり，居住性に係る被ばく評価の

判断基準100mSvを超えない。 

 

 

 

 

表現上の差異（表番号の違い。） 

記載の適正化（女川コメントの

反映に伴い，文中の図表にタイ

トル及び番号を付し，図表を後

段に配置した。） 

 

【島根との差異】 

評価結果の差異 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

4.1.2.2 炉心の著しい損傷が発生した場合における線量評

価 

炉心の著しい損傷が発生した場合における線量評価

においては，設計基準事故時及び炉心の著しい損傷が

発生した場合における共通条件に加えて，以下の条件

を考慮する。 

(1) 大気中への放出量の評価 

大気中に放出される放射性物質の量は，審査ガイド

に従い設定する。放射性物質の大気放出過程を図4－29

～図4－32に示す。放射性物質の大気中への放出量評価

に関する条件を表4－22に示す。また，各放出源からの

放出時間帯を示すタイムチャートを図4－33に示す。 

4.1.2.2 炉心の著しい損傷が発生した場合における線量評

価 

炉心の著しい損傷が発生した場合における線量評価

においては，設計基準事故時及び炉心の著しい損傷が

発生した場合における共通条件に加えて，以下の条件

を考慮する。 

(1) 大気中への放出量の評価 

大気中に放出される放射性物質の量は，審査ガイド

に従い設定する。放射性物質の大気放出過程を図4－29

～図4－32に示す。放射性物質の大気中への放出量評価

に関する条件を表4－24に示す。また，各放出源からの

放出時間帯を示すタイムチャートを図4－33に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異（表番号の違い。） 
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a. 有効性評価におけるソースターム解析結果 

有効性評価におけるソースターム解析結果とし

て，4.1.1(2)項の想定事象で示した事故シーケンス

「大破断LOCA時に非常用炉心冷却系統の機能及び全

交流動力電源が喪失したシーケンス」を想定し，原子

炉格納容器から原子炉建屋への漏えい及び原子炉格

納容器からベントラインへの放出を考慮して実施し

たＭＡＡＰ解析結果を使用する。有効性評価のＭＡ

ＡＰ解析結果の格納容器内圧力及び温度の変化を図

4－34及び図4－35に示す。 

被ばく評価においては，本評価から得られるＭＡ

ＡＰ解析結果の，原子炉格納容器への放出割合，原

子炉格納容器から原子炉建屋への漏えい割合及び格

納容器圧力逃がし装置への放出割合のトレンドに対

してNUREG-1465＊1の知見を適用して使用する＊2。 

 

注記＊1 ：NUREG-1465 "Accident Source Terms 

for Light-Water Nuclear Power 

Plants",1995 

  ＊2 ：それぞれの割合は，停止時炉内内蔵量に

対する割合。 

 

 

a. 有効性評価におけるソースターム解析結果 

有効性評価におけるソースターム解析結果とし

て，4.1.1(2)項の想定事象で示した事故シーケンス

「大破断LOCA時に非常用炉心冷却系統の機能及び全

交流動力電源が喪失したシーケンス」を想定し，原子

炉格納容器から原子炉建屋への漏えい及び原子炉格

納容器からベントラインへの放出を考慮して実施し

たＭＡＡＰ解析結果を使用する。有効性評価のＭＡ

ＡＰ解析結果の格納容器内圧力及び温度の変化を図

4－34及び図4－35に示す。 

被ばく評価においては，本評価から得られるＭＡ

ＡＰ解析結果の，原子炉格納容器への放出割合，原

子炉格納容器から原子炉建屋への漏えい割合及び格

納容器圧力逃がし装置への放出割合のトレンドに対

してNUREG-1465＊1の知見を適用して使用する＊2。 

 

注記＊1 ：NUREG-1465 "Accident Source Terms 

for Light-Water Nuclear Power 

Plants",1995 

  ＊2 ：それぞれの割合は，停止時炉内内蔵量に

対する割合。 

 

 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 
 

 

  

  

  

     

b. よう素の化学形態 

よう素の化学形態は，下記を使用する。 

 

 

 よう素の化学形態＊3 

有機よう素 4% 

無機よう素 91% 

粒子状よう素 5% 

注記＊3 ：R.G.1.195“Methods and Assumptions 

for Evaluating Radiological 

b. よう素の化学形態 

よう素の化学形態は，表4－25に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（女川コメントの

反映に伴い，文中の図表にタイ

トル及び番号を付し，図表を後

段に配置した。） 
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Consequences of Design Basis 

Accidents at Light-Water Nuclear 

Power Reactors” 

 

 

c. 原子炉格納容器内での自然沈着 

CSE実験＊4及びStandard Review Plan 6.5.2＊5に基

づき，無機よう素の原子炉格納容器内での自然沈着

率を9×10-4(1/s)と設定し，カットオフDF200後は自

然沈着の効果を見込まない評価とする。本事故シー

ケンスでは，原子炉格納容器内の無機よう素の存在

量が1/200になる時間は，事故後約5.4時間となるた

め，約5.4時間までは自然沈着率9×10-4(1/s)を適用

し，それ以降は無機よう素の自然沈着がないものと

して評価する。 

注記＊4 ：R.K. HILLIARD, A.K. POSTMA, J.D. 

MCCORMACK and L.F. COLEMAN, 

“Removal of iodine and particles by 

sprays in the containment systems 

experiment”, Nuclear Technology, 

Vol.10, p.499-519,April 1971 

＊5 ：Standard Review Plan 6.5.2, 

"Containment Spray as a Fission 

Product Cleanup System", March 2007 

 

d. サプレッションチェンバのプール水による除去 

サプレッションチェンバのプール水による無機よ

う素の除染係数は，NUREG-0800＊6を参考としてDF=10

を仮定する。 

注記＊6 ：NUREG-0800 Standard Review Plan 

6.5.5, “Pressure Suppression Pool 

as a Fission Product Cleanup 

System”, Rev.1, 3/2007. 

 

 

 

 

 

 

c. 原子炉格納容器内での自然沈着 

CSE実験＊3及びStandard Review Plan 6.5.2＊4に基

づき，無機よう素の原子炉格納容器内での自然沈着

率を9×10-4(1/s)と設定し，カットオフDF200後は自

然沈着の効果を見込まない評価とする。本事故シー

ケンスでは，原子炉格納容器内の無機よう素の存在

量が1/200になる時間は，事故後約5.4時間となるた

め，約5.4時間までは自然沈着率9×10-4(1/s)を適用

し，それ以降は無機よう素の自然沈着がないものと

して評価する。 

注記＊3 ：R.K. HILLIARD, A.K. POSTMA, J.D. 

MCCORMACK and L.F. COLEMAN, 

“Removal of iodine and particles by 

sprays in the containment systems 

experiment”, Nuclear Technology, 

Vol.10, p.499-519,April 1971 

＊4 ：Standard Review Plan 6.5.2, 

"Containment Spray as a Fission 

Product Cleanup System", March 2007 

 

d. サプレッションチェンバのプール水による除去 

サプレッションチェンバのプール水による無機よ

う素の除染係数は，NUREG-0800＊5を参考としてDF=10

を仮定する。 

注記＊5 ：NUREG-0800 Standard Review Plan 

6.5.5, “Pressure Suppression Pool 

as a Fission Product Cleanup 

System”, Rev.1, 3/2007. 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異（注記番号の違

い。） 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（解析結果が異

なる。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（格納容器の種

類により異なる。） 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 
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e. 格納容器圧力逃がし装置による除去性能 

格納容器圧力逃がし装置による放射性物質の除染

係数は，下記を使用する。 

 

 

 除染係数 

エアロゾル 1000 

無機よう素 1000 

有機よう素 50 

 

 

上記により評価した，原子炉建屋から大気中への放

出量及び格納容器圧力逃がし装置を経由した放出量を

表4－23に示す。 

e. 格納容器圧力逃がし装置による除去性能 

格納容器圧力逃がし装置による放射性物質の除染

係数は，表4－26に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記により評価した，原子炉建屋から大気中への放

出量及び格納容器圧力逃がし装置を経由した放出量を

表4－27に示す。 

 

 

記載の適正化（女川コメントの

反映に伴い，文中の図表にタイ

トル及び番号を付し，図表を後

段に配置した。） 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（設備設計の違

いにより，無機よう素の除去係

数が異なる。） 

 

 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

  

 

 

 

 

    

  

  

 

 

 

 

 

(2) 大気拡散の評価 

放射性物質の大気拡散評価に関する条件を以下に示

す。 

a. 実効放出継続時間は，評価結果が厳しくなるよう

に，全放出源，全核種で 1時間とする。 

 

 

 

 

 

b. 放出源高さは，事故シーケンスに応じて，非常用

ガス処理系からの放出時は主排気筒高さ，格納容器

圧力逃がし装置からの放出時は排気口高さ，原子炉

建屋漏えい時は地上とする。なお，放出源高さは放

出エネルギによる影響は考慮しない。 

 

大気拡散評価条件の詳細について，表4－24に示

す。 

また，これら条件による相対濃度及び相対線量の

評価結果を表4－25に示す。 

(2) 大気拡散の評価 

放射性物質の大気拡散評価に関する条件を以下に示

す。 

a. 実効放出継続時間は，評価結果が厳しくなるよう

に，全放出源，全核種で 1時間とする。 

 

 

 

 

 

b. 放出源高さは，事故シーケンスに応じて，非常用

ガス処理系からの放出時は主排気筒高さ，格納容器

圧力逃がし装置からの放出時は排気口高さ，原子炉

建屋漏えい時は地上とする。なお，放出源高さは放

出エネルギによる影響は考慮しない。 

 

大気拡散評価条件の詳細について，表4－28に示

す。 

また，これら条件による相対濃度及び相対線量の

評価結果を表4－29に示す。 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，保守的に全放出源，全

核種での実効放出継続時間を 1

時間としている。） 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異（表番号の違い。） 
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(3) 線量評価 

運転員勤務体系としては，5直2交替とし，班ごとに

評価期間中（事故発生から7日間）の被ばく線量を評価

する。班ごとの評価期間中の積算線量は，被ばく経路

ごとに，評価期間中の中央制御室滞在及び入退域ごと

の被ばく線量を評価し，合算することで算出する。想

定する勤務体系を表4－7に示す。 

a. 中央制御室内での被ばく 

(a) 被ばく経路① 建屋からの直接ガンマ線及びス

カイシャインガンマ線による外部被ばく 

 

イ. 建屋内の放射性物質からのガンマ線による被

ばく 

炉心の著しい損傷が発生した場合の直接ガン

マ線及びスカイシャインガンマ線の評価に使用

する線源強度を表4－26に示す。 

(3) 線量評価 

運転員勤務体系としては，5直2交替とし，班ごとに

評価期間中（事故発生から7日間）の被ばく線量を評価

する。班ごとの評価期間中の積算線量は，被ばく経路

ごとに，評価期間中の中央制御室滞在及び入退域ごと

の被ばく線量を評価し，合算することで算出する。想

定する勤務体系を表4－7に示す。 

a. 中央制御室内での被ばく 

(a) 被ばく経路① 建屋からの直接ガンマ線及びス

カイシャインガンマ線による外部被ばく 

 

イ. 建屋内の放射性物質からのガンマ線による被

ばく 

炉心の著しい損傷が発生した場合の直接ガン

マ線及びスカイシャインガンマ線の評価に使用

する線源強度を表4－30に示す。 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，入退域時の評価を平常

時の 5 直 2 交替にて行ってい

る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

 ロ. 格納容器圧力逃がし装置内の放射性物質から

のガンマ線による被ばく 

(イ) 評価の概要 

格納容器ベント実施に伴いベントラインに

流入する放射性物質の大部分は，希ガス類を

除き，格納容器圧力逃がし装置内に取り込ま

れ線源となる。格納容器圧力逃がし装置内の

放射性物質からのガンマ線による外部被ばく

は，格納容器圧力逃がし装置内の放射性物質

の線源強度，施設の位置，遮蔽構造等から評

価する。 

 

(ロ) 線源の選定 

線源として「よう素フィルタ」を選定し，当

該線源からのスカイシャインガンマ線による

外部被ばくを評価する＊。 

注記＊：格納容器圧力逃がし装置において，

よう素フィルタ以外に考えられる線

ロ. 格納容器圧力逃がし装置内の放射性物質から

のガンマ線による被ばく 

(イ) 評価の概要 

格納容器ベント実施に伴いベントラインに

流入する放射性物質の大部分は，希ガス類を

除き，格納容器圧力逃がし装置内に取り込ま

れ線源となる。格納容器圧力逃がし装置内の

放射性物質からのガンマ線による外部被ばく

は，格納容器圧力逃がし装置内の放射性物質

の線源強度，施設の位置，遮蔽構造等から評

価する。 

 

(ロ) 線源の選定 

線源として「よう素フィルタ」を選定し，当

該線源からのスカイシャインガンマ線による

外部被ばくを評価する＊。 

注記＊：格納容器圧力逃がし装置において，

よう素フィルタ以外に考えられる線

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，格納容器圧力逃がし装

置が地上に位置しているため，

格納容器ベント後の装置内に

残存する放射性物質からの影響

についても評価している。） 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 
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源として，フィルタ装置（スクラバ

水），金属フィルタ，フィルタ装置入

口配管，ドレン配管及び pH計装配管

が存在するが，よう素フィルタから

の影響と比較し影響が軽微であるこ

とから評価対象外とする。また，よ

う素フィルタからの直接ガンマ線

は，フィルタベント遮蔽壁の十分厚

い遮蔽によって影響が低減されるこ

とから評価対象外とする。 

 

(ハ) 線源強度 

ⅰ 格納容器ベント開始直後におけるよう素フ

ィルタの体積線源の線源強度(photons/s)を

表 4－27に示す。 

ⅱ よう素フィルタ内での放射性物質の崩壊を

考慮する。 

ⅲ 評価期間中に格納容器圧力逃がし装置に流

入する無機よう素＊及び有機よう素の総量が，

格納容器ベント直後によう素フィルタ内に移

行するものとする。 

注記＊：無機よう素はフィルタ装置（スクラ

バ水）で大部分が除去されるためよ

う素フィルタにはほとんど移行しな

いものと考えられるが，保守的に無

機よう素も取り込まれると想定す

る。 

ⅳ 停止時炉内内蔵量に対する格納容器圧力逃

がし装置への流入割合の計算条件は，大気中

への放出量の計算条件と同じとし，評価事故

シーケンスのソースターム解析結果を用い

る。 

ⅴ スカイシャインガンマ線の評価で用いる点

線源の線源強度は，よう素フィルタによる自

己遮蔽を考慮するため，以下の手順で評価す

源として，フィルタ装置（スクラバ

水），金属フィルタ，フィルタ装置入

口配管，ドレン配管及び pH計装配管

が存在するが，よう素フィルタから

の影響と比較し影響が軽微であるこ

とから評価対象外とする。また，よ

う素フィルタからの直接ガンマ線

は，フィルタベント遮蔽壁の十分厚

い遮蔽によって影響が低減されるこ

とから評価対象外とする。 

 

(ハ) 線源強度 

ⅰ 格納容器ベント開始直後におけるよう素フ

ィルタの体積線源の線源強度(photons/s)を

表 4－31に示す。 

ⅱ よう素フィルタ内での放射性物質の崩壊を

考慮する。 

ⅲ 評価期間中に格納容器圧力逃がし装置に流

入する無機よう素＊及び有機よう素の総量が，

格納容器ベント直後によう素フィルタ内に移

行するものとする。 

注記＊：無機よう素はフィルタ装置（スクラ

バ水）で大部分が除去されるためよ

う素フィルタにはほとんど移行しな

いものと考えられるが，保守的に無

機よう素も取り込まれると想定す

る。 

ⅳ 停止時炉内内蔵量に対する格納容器圧力逃

がし装置への流入割合の計算条件は，大気中

への放出量の計算条件と同じとし，評価事故

シーケンスのソースターム解析結果を用い

る。 

ⅴ スカイシャインガンマ線の評価で用いる点

線源の線源強度は，よう素フィルタによる自

己遮蔽を考慮するため，以下の手順で評価す

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異（表番号の違い。） 
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る。 

① ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードを用いて，

図 4－36 に示す形状のよう素フィルタの体

積線源から 500m 上空の直接ガンマ線の線

量を計算する。 

② ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードを用いて，

①の線量を再現する点線源の線源強度を計

算する。 

ⅵ ガンマ線線源強度は，よう素フィルタ内の

放射性物質のガンマ線エネルギを，エネルギ

範囲によって区分して計算する。 

(ニ) 評価モデル 

ⅰ 評価モデルを図 4－37及び図 4－38に示す。

各号機において，よう素フィルタ本体 2 基を

それぞれ点線源とし，各よう素フィルタの中

心位置に点線源を設定する。また，点線源の

高さは，よう素フィルタ上端高さより保守的

に高い位置に設定する。 

ⅱ 評価上考慮する遮蔽は中央制御室遮蔽，フ

ィルタベント遮蔽壁とする。中央制御室を囲

む遮蔽モデルは，球体モデルとする。また，フ

ィルタベント遮蔽壁は，点線源に対して図 4

－38に示す位置関係でモデル化し遮蔽効果を

考慮する。 

(ホ) 評価点 

ⅰ 評価点の位置を図 4－39に示す。評価点は，

中央制御室内でよう素フィルタ寄りの位置と

する。 

ⅱ 評価点高さは，点線源と同じ高さとする。 

(ヘ) 解析コード 

解析コードは，ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコー

ド及びＧ３３－ＧＰ２Ｒコードを用いる。 

る。 

① ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードを用いて，

図 4－36 に示す形状のよう素フィルタの体

積線源から 500m 上空の直接ガンマ線の線

量を計算する。 

② ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコードを用いて，

①の線量を再現する点線源の線源強度を計

算する。 

ⅵ ガンマ線線源強度は，よう素フィルタ内の

放射性物質のガンマ線エネルギを，エネルギ

範囲によって区分して計算する。 

(ニ) 評価モデル 

ⅰ 評価モデルを図 4－37及び図 4－38に示す。

各号機において，よう素フィルタ本体 2 基を

それぞれ点線源とし，各よう素フィルタの中

心位置に点線源を設定する。また，点線源の

高さは，よう素フィルタ上端高さより保守的

に高い位置に設定する。 

ⅱ 評価上考慮する遮蔽は中央制御室遮蔽，フ

ィルタベント遮蔽壁とする。中央制御室を囲

む遮蔽モデルは，球体モデルとする。また，フ

ィルタベント遮蔽壁は，点線源に対して図 4

－38に示す位置関係でモデル化し遮蔽効果を

考慮する。 

(ホ) 評価点 

ⅰ 評価点の位置を図 4－39 に示す。評価点は，

中央制御室内でよう素フィルタ寄りの位置と

する。 

ⅱ 評価点高さは，点線源と同じ高さとする。 

(ヘ) 解析コード 

解析コードは，ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコー

ド及びＧ３３－ＧＰ２Ｒコードを用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (b) 被ばく経路② 大気中に放出された放射性物質

からのガンマ線による外部被ばく（クラウドシ

ャインガンマ線） 

(b) 被ばく経路② 大気中に放出された放射性物質

からのガンマ線による外部被ばく（クラウドシ

ャインガンマ線） 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 
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中央制御室遮蔽厚さ（コンクリート  
＊）

における減衰率は，「放射線施設のしゃへい計算実

務マニュアル 2015」（公益財団法人 原子力安全

技術センター）に記載されているエネルギγの

photonの遮蔽体に対するビルドアップ係数及び線

減衰係数を用いて算出し，「4.1.1(7)a.(b) 被ば

く経路②（クラウドシャインガンマ線）」の「(ハ) 

炉心の著しい損傷が発生した場合」の評価式で考

慮する。遮蔽モデルを図4－40に示す。 

注記＊：公称値からのマイナス側許容差（-5㎜）

を考慮した遮蔽厚さ。 

 

 

中央制御室遮蔽厚さ（コンクリート  
＊）

における減衰率は，「放射線施設のしゃへい計算実

務マニュアル 2015」（公益財団法人 原子力安全

技術センター）に記載されているエネルギγの

photonの遮蔽体に対するビルドアップ係数及び線

減衰係数を用いて算出し，「4.1.1(7)a.(b) 被ば

く経路②（クラウドシャインガンマ線）」の「(ハ) 

炉心の著しい損傷が発生した場合」の評価式で考

慮する。遮蔽モデルを図4－40に示す。 

注記＊：公称値からのマイナス側許容差（-5㎜）

を考慮した遮蔽厚さ。 

 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（考慮する生体

遮蔽装置及び遮蔽厚が異な

る。） 

 

【島根との差異】 

評価手法の差異（柏崎刈羽 6号

機では，減衰率を評価式により

算出する。） 

 

 

  

 

 

  

  

 

  

 

 

 

  

  

 

(c) 被ばく経路② 大気中に放出された放射性物質

からのガンマ線による外部被ばく（グランドシ

ャインガンマ線） 

 

大気中へ放出され地表面に沈着した放射性物質

からのガンマ線（グランドシャイン）による，中央

制御室内での運転員の実効線量は，評価期間中の

大気中への放射性物質の放出量を基に大気拡散効

果，地表沈着効果及び中央制御室遮蔽による減衰

効果を考慮して評価する。 

イ. 地表面沈着濃度の計算 

(イ) 計算式 

ｄＳ
ｏ

ｉ
(ｔ)

ｄｔ
＝－λ

ｉ
・Ｓ

ｏ

ｉ
(ｔ)＋Ｖ

Ｇ
・χ／Ｑ・ｆ・Ｑ

ｉ
(ｔ) 

 

ここで， 

Ｓｉ
ｏ(ｔ) ：時刻tにおける核種iの 

地表面沈着濃度(Bq/m2) 

ＶＧ ：沈着速度(m/s) 

χ/Ｑ ：相対濃度(s/m3) 

ｆ ：沈着した放射性物質のうち 

(c) 被ばく経路② 大気中に放出された放射性物質

からのガンマ線による外部被ばく（グランドシ

ャインガンマ線） 

 

大気中へ放出され地表面に沈着した放射性物質

からのガンマ線（グランドシャイン）による，中央

制御室内での運転員の実効線量は，評価期間中の

大気中への放射性物質の放出量を基に大気拡散効

果，地表沈着効果及び中央制御室遮蔽による減衰

効果を考慮して評価する。 

イ. 地表面沈着濃度の計算 

(イ) 計算式 

ｄＳ
ｏ

ｉ
(ｔ)

ｄｔ
＝－λ

ｉ
・Ｓ

ｏ

ｉ
(ｔ)＋Ｖ

Ｇ
・χ／Ｑ・ｆ・Ｑ

ｉ
(ｔ) 

 

ここで， 

Ｓｉ
ｏ(ｔ) ：時刻tにおける核種iの 

地表面沈着濃度(Bq/m2) 

ＶＧ ：沈着速度(m/s) 

χ/Ｑ ：相対濃度(s/m3) 

ｆ ：沈着した放射性物質のうち 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

差異なし 
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残存する割合（1.0） 

Ｑｉ(ｔ) ：時刻tにおける核種iの大気 

への放出率(Bq/s) 

λｉ ：核種iの崩壊定数(s-1) 

(ロ) 地表面への沈着速度 

放射性物質の地表面への沈着評価では，地

表面への乾性沈着及び降雨による湿性沈着を

考慮して地表面沈着濃度を計算する。地表面

への沈着速度の条件を表4－28に示す。 

沈着速度は，有機よう素はNRPB-R322＊1を参

考として 0.001cm/s，有機よう素以外は

NUREG/CR-4551＊2を参考として0.3cm/sと設定

し，湿性沈着を考慮した沈着速度は，線量目

標値評価指針の記載（降水時における沈着率

は乾燥時の2～3倍大きい値となる。）を参考

に，保守的に乾性沈着速度の4倍として，有機

よう素は 0.004cm/s，有機よう素以外は

1.2cm/sを設定する。 

注記＊1 ：NRPB-R322-Atmospheric 

Dispersion Modelling Liaison 

Committee Annual Report, 1998-

99 

  ＊2 ：J.L. Sprung等：Evaluation of 

severe accident risks: 

quantification of major input 

parameters, NUREG/CR-4551 

Vol.2 Rev.1 Part7, 1990 

残存する割合（1.0） 

Ｑｉ(ｔ) ：時刻tにおける核種iの大気 

への放出率(Bq/s) 

λｉ ：核種iの崩壊定数(s-1) 

(ロ) 地表面への沈着速度 

放射性物質の地表面への沈着評価では，地

表面への乾性沈着及び降雨による湿性沈着を

考慮して地表面沈着濃度を計算する。地表面

への沈着速度の条件を表4－32に示す。 

沈着速度は，有機よう素はNRPB-R322＊1を参

考として 0.001cm/s，有機よう素以外は

NUREG/CR-4551＊2を参考として0.3cm/sと設定

し，湿性沈着を考慮した沈着速度は，線量目

標値評価指針の記載（降水時における沈着率

は乾燥時の2～3倍大きい値となる。）を参考

に，保守的に乾性沈着速度の4倍として，有機

よう素は 0.004cm/s，有機よう素以外は

1.2cm/sを設定する。 

注記＊1 ：NRPB-R322-Atmospheric 

Dispersion Modelling Liaison 

Committee Annual Report, 1998-

99 

  ＊2 ：J.L. Sprung等：Evaluation of 

severe accident risks: 

quantification of major input 

parameters, NUREG/CR-4551 

Vol.2 Rev.1 Part7, 1990 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

ロ. 線量計算 

(イ) 線源強度 

炉心の著しい損傷が発生した場合に，大気

中へ放出され建屋屋上に沈着した放射性物質

と地表面に沈着した放射性物質を線源とし，

線源は建屋屋上及び地表面に均一分布してい

るものとする。 

ロ. 線量計算 

(イ) 線源強度 

炉心の著しい損傷が発生した場合に，大気

中へ放出され建屋屋上に沈着した放射性物質

と地表面に沈着した放射性物質を線源とし，

線源は建屋屋上及び地表面に均一分布してい

るものとする。 
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なお，評価に使用する積算線源強度は表4－

29に示すように，24時間ごとに求める。 

 

 

 

 

(ロ) 幾何条件 

グランドシャイン評価モデルを図4－41に

示す。グランドシャインの線源は，コントロ

ール建屋の屋上と地表面に沈着した放射性物

質である。地表面の線源の大きさは 

半径500m＊とする。この領域に含まれる海面及

び斜面も平坦な地表面とみなし，ほかの領域

と同様に線源領域とする。また，コントロー

ル建屋周りの地表の高さは場所により異なる

が，コントロール建屋周りの線源の高さを保

守的に評価点高さと同一として評価する。 

中央制御室遮蔽で考慮する天井及び壁は，

公称値からマイナス側許容差（-5mm）を引い

た値とする。 

注記＊： JAEA-Technology 2011-026「汚染

土壌の除染領域と線量低減効果

の検討」において評価対象から

400m離れた位置の線源が及ぼす

影響度は1%以下である。これよ

り，評価点から半径500mまで線源

領域とし，グランドシャインを面

線源からの被ばくと想定する場

合は，全体の線源領域として半径

500mを設定した。 

(ハ) 評価点 

評価点は，図4－41に示したとおり，屋上沈

着線源と地表面沈着線源に対して，それぞれ

より多くの線源と距離が近い位置を評価点と

して設定する。評価点高さは床面から1.5mと

なお，評価に使用する積算線源強度は表4－

33に示すように，24時間ごとに求める。 

 

 

 

 

(ロ) 幾何条件 

グランドシャイン評価モデルを図4－41に

示す。グランドシャインの線源は，コントロ

ール建屋の屋上と地表面に沈着した放射性物

質である。地表面の線源の大きさは 

半径500m＊とする。この領域に含まれる海面及

び斜面も平坦な地表面とみなし，ほかの領域

と同様に線源領域とする。また，コントロー

ル建屋周りの地表の高さは場所により異なる

が，コントロール建屋周りの線源の高さを保

守的に評価点高さと同一として評価する。 

中央制御室遮蔽で考慮する天井及び壁は，

公称値からマイナス側許容差（-5mm）を引い

た値とする。 

注記＊： JAEA-Technology 2011-026「汚染

土壌の除染領域と線量低減効果

の検討」において評価対象から

400m離れた位置の線源が及ぼす

影響度は1%以下である。これよ

り，評価点から半径500mまで線源

領域とし，グランドシャインを面

線源からの被ばくと想定する場

合は，全体の線源領域として半径

500mを設定した。 

(ハ) 評価点 

評価点は，図4－41に示したとおり，屋上沈

着線源と地表面沈着線源に対して，それぞれ

より多くの線源と距離が近い位置を評価点と

して設定する。評価点高さは床面から1.5mと

 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

【島根との差異】 

表現上の差異（柏崎刈羽 6号機

では，ガンマ線の積算線源強度

を 24時間ごとに示している。） 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（線源高さ及び

線源形状が異なる。） 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（考慮する生体

遮蔽装置及びマイナス側許容

差が異なる。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，地表面沈着を考慮し，
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する。 

(二) 解析コード 

グランドシャインは，ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２

Ｒコードを用い評価する。 

 

する。 

(二) 解析コード 

グランドシャインは，ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２

Ｒコードを用い評価する。 

その評価点高さは成人の胸部

～腹部の高さとしている。） 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

(d) 被ばく経路③ 外気から室内に取り込まれた放

射性物質による被ばく 

イ. 中央制御室内に取り込まれた放射性物質によ

る被ばく 

評価期間中に大気中へ放出された放射性物質

の一部は外気から中央制御室内に取り込まれ

る。中央制御室内に取り込まれた放射性物質の

ガンマ線による外部被ばく及び放射性物質の吸

入摂取による内部被ばくの和として実効線量を

評価する。 

中央制御室内の放射性物質濃度の計算に当た

っては，以下に示す中央制御室換気系設備等の

効果を考慮して評価を実施する。中央制御室換

気系設備等条件を表4－30に示す。また，空調運

用タイムチャートを図4－33に示す。 

(イ) 中央制御室可搬型陽圧化空調機の起動時間

は，可搬設備の設置に要する時間遅れや全交

流動力電源喪失を想定した遅れを考慮し，有

効性評価で設定した3時間を起動遅れ時間と

して考慮し，流量6000m3/hの中央制御室可搬

型陽圧化空調機の起動を想定する。 

 

 

 

(ロ) 「3.4 資機材，要員の交替等」に示すとお

り，炉心損傷が予測される状態となった場合

又は炉心損傷の徴候が見られた場合は，全面

マスク等を着用するため，一部の期間につい

てマスク着用しているものとして評価する。

このとき，事故後1日目のみマスクの除染係数

(d) 被ばく経路③ 外気から室内に取り込まれた放

射性物質による被ばく 

イ. 中央制御室内に取り込まれた放射性物質によ

る被ばく 

評価期間中に大気中へ放出された放射性物質

の一部は外気から中央制御室内に取り込まれ

る。中央制御室内に取り込まれた放射性物質の

ガンマ線による外部被ばく及び放射性物質の吸

入摂取による内部被ばくの和として実効線量を

評価する。 

中央制御室内の放射性物質濃度の計算に当た

っては，以下に示す中央制御室換気系設備等の

効果を考慮して評価を実施する。中央制御室換

気系設備等条件を表4－34に示す。また，空調運

用タイムチャートを図4－33に示す。 

(イ) 中央制御室可搬型陽圧化空調機の起動時間

は，可搬設備の設置に要する時間遅れや全交

流動力電源喪失を想定した遅れを考慮し，有

効性評価で設定した3時間を起動遅れ時間と

して考慮し，流量6000m3/hの中央制御室可搬

型陽圧化空調機の起動を想定する。 

 

 

 

(ロ) 「3.4 資機材，要員の交替等」に示すとお

り，炉心損傷が予測される状態となった場合

又は炉心損傷の徴候が見られた場合は，全面

マスク等を着用するため，一部の期間につい

てマスク着用しているものとして評価する。

このとき，事故後1日目のみマスクの防護係数

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，事象発生から 3 時間を

可搬型陽圧化空調機の起動遅

れとして考慮している。） 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（当該係数は漏れ
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
  

  
 

は1000とし，それ以外はマスクの除染係数は

50とする。 

 

 

 

 

 

 

(ハ) 格納容器ベント時の運転員の被ばくを低減

する対策として，中央制御室内に中央制御室

待避室を設置する。ベント実施時には中央制

御室待避室内に待避する。また，中央制御室

待避室内は空気ボンベにより 10 時間加圧す

ることで，放射性物質を含む空気の流入を防

止する。なお，代替循環冷却系を用いて事象

を収束する号機からの影響に対しては，中央

制御室待避室陽圧化装置による効果を考慮し

ない。 

 

は1000とし，それ以外はマスクの防護係数は

50とする。 

 

 

 

 

 

 

(ハ) 格納容器ベント時の運転員の被ばくを低減

する対策として，中央制御室内に中央制御室

待避室を設置する。ベント実施時には中央制

御室待避室内に待避する。また，中央制御室

待避室内は空気ボンベにより10時間加圧する

ことで，放射性物質を含む空気の流入を防止

する。なお，代替循環冷却系を用いて事象を

収束する号機からの影響に対しては，中央制

御室待避室陽圧化装置による効果を考慮しな

い。 

率を考慮しているため，「防護

係数」に記載を適正化。） 

 

【島根との差異】 

運用の差異（柏崎刈羽 6 号機で

は，事故後 1日目のみ電動ファ

ン付き全面マスク（PF=1000）を

着用するものとしている。） 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価しているため，他号機から

の影響についても記載してい

る。） 

 

 

 

 

 

 ロ. 隣接エリア内に取り込まれた放射性物質から

のガンマ線による外部被ばく 

(イ) 評価の概要 

炉心の著しい損傷が発生した場合において

隣接エリア内に取り込まれた放射性物質から

のガンマ線による外部被ばくは，隣接エリア

内の放射性物質濃度を基に，中央制御室待避

ロ. 隣接エリア内に取り込まれた放射性物質から

のガンマ線による外部被ばく 

(イ) 評価の概要 

炉心の著しい損傷が発生した場合において

隣接エリア内に取り込まれた放射性物質から

のガンマ線による外部被ばくは，隣接エリア

内の放射性物質濃度を基に，中央制御室待避

【島根との差異】 

線源範囲の差異（柏崎刈羽 6号

機では，中央制御室待避室の被

ばく評価において，外気相当と

なる区域内及び中央制御室内

に浮遊する線源を隣接エリア

からの影響として考慮してい
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 
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室遮蔽によるガンマ線の遮蔽効果を考慮し評

価する。なお，評価点は中央制御室待避室内

とする。 

(ロ) 室内の放射性物質濃度 

中央制御室バウンダリ内の放射性物質濃度

は，前述の「4.1.1(7)a.(c) 被ばく経路③ 

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく

（中央制御室内に取り込まれた放射性物質に

よる被ばく）」で示した放射性物質濃度の計算

に基づくものとする。中央制御室バウンダリ

外の放射性物質濃度は，外気濃度と同じとす

る。 

(ハ) 室内放射性物質の想定 

隣接エリア内雰囲気中での放射性物質は一

様混合し，室内に沈着せずに浮遊しているも

のと仮定する。 

(ニ) 線源強度 

評価で設定した隣接エリア内のガンマ線積

算線源強度を表 4－31 に示す。隣接エリア内

のガンマ線積算線源強度は，隣接エリア内の

放射性物質のガンマ線エネルギを，エネルギ

範囲によって区分し，24時間ごとに評価する。 

(ホ) 評価モデル 

ⅰ 評価モデルを図 4－42 に示す。また，評価

モデル設定の考え方を図 4－43 に示す。線源

範囲は，中央制御室待避室に隣接するエリア

とする。ただし，クラウドシャインガンマ線

の評価に包絡されるエリア＊は除く。 

ⅱ 評価上考慮する遮蔽は，中央制御室待避室

遮蔽とする。 

注記＊：ある浮遊線源からのガンマ線に対す

る遮蔽として，クラウドシャインガ

ンマ線で考慮している遮蔽厚さを見

込める場合，その線源からの影響は

クラウドシャインガンマ線による影

室遮蔽によるガンマ線の遮蔽効果を考慮し評

価する。なお，評価点は中央制御室待避室内

とする。 

(ロ) 室内の放射性物質濃度 

中央制御室バウンダリ内の放射性物質濃度

は，前述の「4.1.1(7)a.(c) 被ばく経路③ 

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく

（中央制御室内に取り込まれた放射性物質に

よる被ばく）」で示した放射性物質濃度の計算

に基づくものとする。中央制御室バウンダリ

外の放射性物質濃度は，外気濃度と同じとす

る。 

(ハ) 室内放射性物質の想定 

隣接エリア内雰囲気中での放射性物質は一

様混合し，室内に沈着せずに浮遊しているも

のと仮定する。 

(ニ) 線源強度 

評価で設定した隣接エリア内のガンマ線積

算線源強度を表 4－35 に示す。隣接エリア内

のガンマ線積算線源強度は，隣接エリア内の

放射性物質のガンマ線エネルギを，エネルギ

範囲によって区分し，24時間ごとに評価する。 

(ホ) 評価モデル 

ⅰ 評価モデルを図 4－42 に示す。また，評価

モデル設定の考え方を図 4－43 に示す。線源

範囲は，中央制御室待避室に隣接するエリア

とする。ただし，クラウドシャインガンマ線

の評価に包絡されるエリア＊は除く。 

ⅱ 評価上考慮する遮蔽は，中央制御室待避室

遮蔽とする。 

注記＊：ある浮遊線源からのガンマ線に対す

る遮蔽として，クラウドシャインガ

ンマ線で考慮している遮蔽厚さを見

込める場合，その線源からの影響は

クラウドシャインガンマ線による影

る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異（表番号の違い。） 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 
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島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

響に包含される。 

(ヘ) 評価点 

ⅰ 評価点は保守的に，最も薄い中央制御室待

避室遮蔽に近接した位置，かつ，外気相当線

源に近接した位置とする。 

ⅱ 評価点高さは床面から 1.5mとする。 

(ト) 解析コード 

解析コードは，ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコー

ドを用いる。 

響に包含される。 

(ヘ) 評価点 

ⅰ 評価点は保守的に，最も薄い中央制御室待

避室遮蔽に近接した位置，かつ，外気相当線

源に近接した位置とする。 

ⅱ 評価点高さは床面から 1.5m とする。 

(ト) 解析コード 

解析コードは，ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコー

ドを用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

b. 入退域時の被ばく 

(a) 被ばく経路④ 建屋からの直接ガンマ線及びス

カイシャインガンマ線による外部被ばく 

イ. 建屋内の放射性物質からのガンマ線による被

ばく 

炉心の著しい損傷が発生した場合の直接ガン

マ線及びスカイシャインガンマ線の評価に使用

する線源強度は，中央制御室滞在時における建

屋からの直接ガンマ線及びスカイシャインガン

マ線による外部被ばくの評価で用いた表4－26

に示した線源強度と同じである。 

ロ. 格納容器圧力逃がし装置内の放射性物質から

のガンマ線による被ばく 

入退域時における格納容器圧力逃がし装置内

の放射性物質からのガンマ線による被ばくの評

価方法は，中央制御室滞在時における格納容器

圧力逃がし装置内の放射性物質からのガンマ線

による外部被ばくの評価方法と同様である。た

だし，入退域時は屋外を移動するため，評価点

を図 4－39 に示した位置＊1とし，中央制御室遮

蔽の遮蔽効果を考慮しない。また，評価点高さ

は地上 1.5mの位置とする。1回の入退域当たり

に格納容器圧力逃がし装置内の放射性物質から

の寄与がある時間は 2分間＊2とする。 

注記＊1 ：アクセスルートより，格納容器圧力

逃がし装置に近い位置を代表評価点

b. 入退域時の被ばく 

(a) 被ばく経路④ 建屋からの直接ガンマ線及びス

カイシャインガンマ線による外部被ばく 

イ. 建屋内の放射性物質からのガンマ線による被

ばく 

炉心の著しい損傷が発生した場合の直接ガン

マ線及びスカイシャインガンマ線の評価に使用

する線源強度は，中央制御室滞在時における建

屋からの直接ガンマ線及びスカイシャインガン

マ線による外部被ばくの評価で用いた表4－30

に示した線源強度と同じである。 

ロ. 格納容器圧力逃がし装置内の放射性物質から

のガンマ線による被ばく 

入退域時における格納容器圧力逃がし装置内

の放射性物質からのガンマ線による被ばくの評

価方法は，中央制御室滞在時における格納容器

圧力逃がし装置内の放射性物質からのガンマ線

による外部被ばくの評価方法と同様である。た

だし，入退域時は屋外を移動するため，評価点

を図 4－39 に示した位置＊1とし，中央制御室遮

蔽の遮蔽効果を考慮しない。また，評価点高さ

は地上 1.5mの位置とする。1 回の入退域当たり

に格納容器圧力逃がし装置内の放射性物質から

の寄与がある時間は 2分間＊2とする。 

注記＊1 ：アクセスルートより，格納容器圧力

逃がし装置に近い位置を代表評価点

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，格納容器圧力逃がし装

置が地上に位置しているため，

格納容器ベント後の装置内に

残存する放射性物質からの影響

についても評価している。） 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

とする。 

＊2 ：「格納容器圧力逃がし装置近傍を通過

する時間」を包絡する時間を評価時

間として設定し，代表評価点に 2 分

間留まると仮定して，被ばく線量を

評価する。 

 

とする。 

＊2 ：「格納容器圧力逃がし装置近傍を通過

する時間」を包絡する時間を評価時

間として設定し，代表評価点に 2 分

間留まると仮定して，被ばく線量を

評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 被ばく経路⑤ 大気中に放出された放射性物質

からのガンマ線による外部被ばく（グランドシ

ャインガンマ線） 

入退域時における大気中へ放出され地表面に沈

着した放射性物質からのガンマ線（グランドシャ

イン）による外部被ばくの評価方法を以下に示す。 

 

 

 

 

イ. 線量計算 

入退域時におけるグランドシャインガンマ線

による被ばく線量は，単位面積当たりの積算崩

壊数(Bq・s/m2)に，「External Exposure to 

Radionuclides in Air, Water, and Soil FGR-

12 EPA-402-R-93-081.(1993) TableⅢ.3」に記

載の，地表面濃度から実効線量率への換算係数

を乗じることで評価する。 

ロ. 地表面沈着濃度及び評価点 

地表面沈着濃度の評価方法は，被ばく経路②

と同様である。ただし，入退域時は中央制御室

遮蔽外を移動するため，評価点をコントロール

建屋入口とし，中央制御室遮蔽を含めた建屋壁

のガンマ線の遮蔽効果を考慮しない。 

 

(b) 被ばく経路⑤ 大気中に放出された放射性物 

質からのガンマ線による外部被ばく（グランド

シャインガンマ線） 

入退域時における大気中へ放出され地表面に沈

着した放射性物質からのガンマ線（グランドシャ

イン）による外部被ばくの評価方法を以下に示す。 

 

 

 

 

イ. 線量計算 

入退域時におけるグランドシャインガンマ線

による被ばく線量は，単位面積当たりの積算崩

壊数(Bq・s/m2)に，「External Exposure to 

Radionuclides in Air, Water, and Soil FGR-

12 EPA-402-R-93-081.(1993) TableⅢ.3」に記

載の，地表面濃度から実効線量率への換算係数

を乗じることで評価する。 

ロ. 地表面沈着濃度及び評価点 

地表面沈着濃度の評価方法は，被ばく経路②

と同様である。ただし，入退域時は中央制御室

遮蔽外を移動するため，評価点をコントロール

建屋入口とし，中央制御室遮蔽を含めた建屋壁

のガンマ線の遮蔽効果を考慮しない。 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価手法の差異（柏崎刈羽 6号

機では，積算崩壊数を用いた入

退域時のグランドシャイン線

評価について記載している。） 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（建屋の配置が

異なることによる評価点の違

い。） 

 

  (4) 被ばく評価結果 

炉心の著しい損傷が発生した場合における中央制御

(4) 被ばく評価結果 

炉心の著しい損傷が発生した場合における中央制御
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 

 

 

室の居住性に係る被ばく評価結果を表4－32（マスク着

用あり）及び表4－33（マスク着用なし）に示す。炉心

の著しい損傷が発生した場合の居住性に係る被ばく評

価結果のまとめを下表に，内訳を表4－34（マスク着用

あり）及び表4－35（マスク着用なし）に示す。 

これに示すように，炉心の著しい損傷が発生した場

合の中央制御室の運転員に及ぼす実効線量は，マスク

着用の防護措置を講じる場合で最大約88mSvである。 

したがって，評価結果は判断基準の「運転員の実効

線量が7日間で100mSvを超えないこと」を満足してい

る。 

室の居住性に係る被ばく評価結果を表4－36（マスク着

用あり）及び表4－37（マスク着用なし）に示す。炉心

の著しい損傷が発生した場合の居住性に係る被ばく評

価結果のまとめを表4－40に，内訳を表4－38（マスク

着用あり）及び表4－39（マスク着用なし）に示す。 

表4－40に示すように，炉心の著しい損傷が発生した

場合の中央制御室の運転員に及ぼす実効線量は，マス

ク着用の防護措置を講じる場合で最大約88mSvである。 

したがって，評価結果は判断基準の「運転員の実効

線量が7日間で100mSvを超えないこと」を満足してい

る。 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価結果の差異 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

        

         

         

         

         

         

 
 

        

         

         

         

         

         

〇両号機において代替循環冷却を用いて事象収束する場合 

（マスク着用あり） 

 

（マスク着用なし） 

 

 
実効線量(mSv) 

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 合計 

A班 約21 約18 約22     約61 

B班    約23  約24  約47 

C班   約21 約22 約24   約67 

D班     約23 約24 約14 約61 

E班 約16 約20     約33 約69 

 
実効線量(mSv) 

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 合計 

A班 約262 約21 約26     約309 

B班    約28  約29  約57 

C班   約25 約27 約29   約81 

D班     約29 約29 約18 約77 

E班 約28 約23     約38 約90 

 記載の適正化（女川コメントの

反映に伴い，文中の図表にタイ

トル及び番号を付し，図表を後

段に配置した。） 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

  〇6 号機：格納容器ベント実施 7 号機：代替循環冷却系を用い

て事象収束（マスク着用あり） 

 

（マスク着用なし） 

 

 
実効線量(mSv) 

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 合計 

A班 約21 約31  約25    約77 

B班   約27  約24 約23  約73 

C班   約39 約25   約13 約77 

D班     約24 約23 約31 約78 

E班 約16 約41      約58 

 
実効線量(mSv) 

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 合計 

A班 約257 約41  約28    約325 

B班   約29  約27 約26  約82 

C班   約42 約28   約16 約86 

D班     約27 約27 約34 約88 

E班 約28 約45      約74 

 記載の適正化（女川コメントの

反映に伴い，文中の図表にタイ

トル及び番号を付し，図表を後

段に配置した。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 〇6 号機：代替循環冷却系を用いて事象収束 7 号機：格納容器ベ

ント実施（マスク着用あり） 

 

（マスク着用なし） 

 

 
実効線量(mSv) 

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 合計 

A班 約21 約44  約24    約88 

B班   約28  約21 約19  約69 

C班   約50 約26   約11 約86 

D班     約22 約20 約26 約69 

E班 約16 約56      約72 

 
実効線量(mSv) 

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 合計 

A班 約252 約59  約25    約337 

B班   約30  約23 約21  約74 

C班   約52 約27   約13 約92 

D班     約24 約22 約28 約75 

E班 約28 約60      約89 

 記載の適正化（女川コメントの

反映に伴い，文中の図表にタイ

トル及び番号を付し，図表を後

段に配置した。） 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 
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  4.2 酸素濃度及び二酸化炭素濃度評価 4.2 酸素濃度及び二酸化炭素濃度評価  

 

 

  

4.2.1 設計基準事故時における中央制御室内酸素濃度及び 

二酸化炭素濃度の評価方針 

(1) 評価の概要 

4.2.1 設計基準事故時における中央制御室内酸素濃度及び 

二酸化炭素濃度の評価方針 

(1) 評価の概要 

 

 

 

 

技術基準規則第 38 条第 5 項の解釈 13 に規定する「換気設備

の隔離その他の適切な防護措置」として，中央制御室換気空調

系は，外気から遮断する再循環運転とすることができる。 

技術基準規則第 38 条第 5 項の解釈 15 に規定する「換気設備

の隔離その他の適切な防護措置」として，中央制御室換気空調

系は，外気から遮断する再循環運転とすることができる。 

適用規格基準類の差異（有毒ガ

ス防護に係る条文要求の追加

に伴う，項目番号の相違。） 

 

再循環運転により，中央制御室への空気の取り込みを一時的

に停止した場合の室内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度が，事故

対策のための活動に支障がない濃度であることを確認する。 

再循環運転により，中央制御室への空気の取り込みを一時的

に停止した場合の室内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度が，事故

対策のための活動に支障がない濃度であることを確認する。 

 

 

 

 

 

本評価における滞在人数，体積，評価期間等は，被ばく評価

条件を参考に，保守的な結果となるよう設定する。また，酸素

消費量，二酸化炭素吐出し量等は，中央制御室内にとどまる運

転員の活動状況等を想定し，設定する。 

 

本評価における滞在人数，体積，評価期間等は，被ばく評価

条件を参考に，保守的な結果となるよう設定する。また，酸素

消費量，二酸化炭素吐出し量等は，中央制御室内にとどまる運

転員の活動状況等を想定し，設定する。 

 

 

 

 

 

 

  

 

(2) 酸素及び二酸化炭素許容濃度の設定 

酸素及び二酸化炭素許容濃度は，表 4－36 に示すとおり，中

央制御室内で想定される労働環境における酸素濃度及び二酸化

炭素濃度の許容基準に準拠する。 

(2) 酸素及び二酸化炭素許容濃度の設定 

酸素及び二酸化炭素許容濃度は，表 4－41 に示すとおり，中

央制御室内で想定される労働環境における酸素濃度及び二酸化

炭素濃度の許容基準に準拠する。 

 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

 

 

中央制御室は，「労働安全衛生法」に定める許容酸素濃度

18vol%以上及び許容二酸化炭素濃度 0.5vol%以下を設計値とす

る。 

中央制御室は，「酸素欠乏症等防止規則」に定める許容酸素濃

度 18vol%以上及び「事務所衛生基準規則」に定める許容二酸化

炭素濃度 0.5vol%以下を設計値とする。 

表現上の差異（労働安全衛生法

のうち，適用規則を明確にし

た。） 

  

 

(3) 酸素及び二酸化炭素濃度の計算 

中央制御室内の事故時の滞在人数，酸素消費量及び二酸化炭

素吐出し量等は，中央制御室内にとどまる運転員の活動状況等

を想定し，呼吸率等を踏まえ，中央制御室換気空調系隔離時の

酸素及び二酸化炭素濃度の評価を以下の原子力発電所中央制御

室運転員の事故時被ばくに関する規程（ＪＥＡＣ４６２２-

2009）（以下「ＪＥＡＣ４６２２-2009」という。）の計算式を基

に，中央制御室内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度を計算する。 

(3) 酸素及び二酸化炭素濃度の計算 

中央制御室内の事故時の滞在人数，酸素消費量及び二酸化炭

素吐出し量等は，中央制御室内にとどまる運転員の活動状況等

を想定し，呼吸率等を踏まえ，中央制御室換気空調系隔離時の

酸素及び二酸化炭素濃度の評価を以下の原子力発電所中央制御

室運転員の事故時被ばくに関する規程（ＪＥＡＣ４６２２-

2009）（以下「ＪＥＡＣ４６２２-2009」という。）の計算式を基

に，中央制御室内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度を計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中央制御室内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度の評価条件を表

4－37に示す。 

 

中央制御室内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度の計算条件を表

4－42に示す。 

 

表現上の差異（酸素濃度及び二

酸化炭素濃度評価では，「計算

条件」に記載を統一した。） 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 

 

 

     

    

   

     

      

 

 

 

Ｃ
∞

= Ｃ +
Ｍ

Ｎ ∙ Ｖ
 

 

 

Ｍ ：室内二酸化炭素発生量(m3/h) 

Ｖ ：中央制御室内バウンダリ体積(m3) 

Ｃ∞ ：平衡状態における二酸化炭素濃度(vol%) 

Ｃ ：外気の二酸化炭素濃度(vol%) 

Ｎ ：空気流入率(回/h) 

Ｍ，Ｃ∞，Ｃについては，酸素の場合，二酸化炭素を酸素に

置き換える。 

また，Ｍは酸素の場合，負の値となり，酸素消費量と置き換

える。 

 

Ｃ
∞

= Ｃ +
Ｍ

Ｎ ∙ Ｖ
 

 

 

Ｍ ：室内二酸化炭素発生量(m3/h) 

Ｖ ：中央制御室内バウンダリ体積(m3) 

Ｃ∞ ：平衡状態における二酸化炭素濃度(vol%) 

Ｃ ：外気の二酸化炭素濃度(vol%) 

Ｎ ：空気流入率(回/h) 

Ｍ，Ｃ∞，Ｃについては，酸素の場合，二酸化炭素を酸素に

置き換える。 

また，Ｍは酸素の場合，負の値となり，酸素消費量と置き換

える。 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2.2 設計基準事故時における中央制御室内酸素濃度及び 

二酸化炭素濃度の評価結果 

4.2.2 設計基準事故時における中央制御室内酸素濃度及び 

二酸化炭素濃度の評価結果 

 

 

  

 

 

(1) 酸素濃度 

計算の結果，中央制御室換気空調系隔離時の被ばく評価上の

使用期間における平衡状態の酸素濃度は 20.8vol%となり，「労

働安全衛生法」における許容基準濃度である 18vol%以上を満足

しているため中央制御室での作業環境に影響を与えないと評価

する。 

 

(1) 酸素濃度 

計算の結果，中央制御室換気空調系隔離時の被ばく評価上の

使用期間における平衡状態の酸素濃度は 20.8vol%となり，「酸

素欠乏症等防止規則」における許容基準濃度である 18vol%以上

を満足しているため中央制御室での作業環境に影響を与えない

と評価する。 

 

 

【島根との差異】 

評価結果の差異 

 

表現上の差異（労働安全衛生法

のうち，適用規則を明確にし

た。） 

  

 

 

(2) 二酸化炭素濃度 

計算の結果，中央制御室換気空調系隔離時の被ばく評価上の

使用期間における平衡状態の二酸化炭素濃度は 0.08vol%とな

り，「労働安全衛生法」に定める二酸化炭素濃度の許容濃度であ

る 0.5vol%以下を満足しているため中央制御室での作業環境に

影響を与えないと評価する。 

 

(2) 二酸化炭素濃度 

計算の結果，中央制御室換気空調系隔離時の被ばく評価上の

使用期間における平衡状態の二酸化炭素濃度は 0.08vol%とな

り，「事務所衛生基準規則」に定める二酸化炭素濃度の許容濃度

である 0.5vol%以下を満足しているため中央制御室での作業環

境に影響を与えないと評価する。 

 

 

 

【島根との差異】 

評価結果の差異 

 

表現上の差異（労働安全衛生法

のうち，適用規則を明確にし

た。） 

 

 

4.2.3 炉心の著しい損傷が発生した場合における中央制御室 

内酸素濃度及び二酸化炭素濃度の評価方針 

4.2.3 炉心の著しい損傷が発生した場合における中央制御室 

内酸素濃度及び二酸化炭素濃度の評価方針 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

  

 

(1) 評価の概要 

技術基準規則第 74条の解釈に規定する「運転員が原子炉制御

室にとどまるために必要な設備」として，中央制御室可搬型陽

圧化空調機は，外気を浄化した空気により中央制御室を陽圧化

することができる。 

(1) 評価の概要 

技術基準規則第 74条の解釈に規定する「運転員が原子炉制御

室にとどまるために必要な設備」として，中央制御室可搬型陽

圧化空調機は，外気を浄化した空気により中央制御室を陽圧化

することができる。 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

中央制御室を陽圧化した場合の室内酸素濃度及び二酸化炭素

濃度が，事故対策のための活動に支障がない濃度であることを

確認する。 

中央制御室を陽圧化した場合の室内酸素濃度及び二酸化炭素

濃度が，事故対策のための活動に支障がない濃度であることを

確認する。 

 

 

 

 

 

本評価における滞在人数，体積，評価期間等は，被ばく評価

条件を参考に，保守的な結果となるよう設定する。また，酸素

消費量，二酸化炭素吐出し量等は，設計基準事故時の評価と同

様に，中央制御室内にとどまる運転員の活動状況等を想定し，

評価する。 

本評価における滞在人数，体積，評価期間等は，被ばく評価

条件を参考に，保守的な結果となるよう設定する。また，酸素

消費量，二酸化炭素吐出し量等は，設計基準事故時の評価と同

様に，中央制御室内にとどまる運転員の活動状況等を想定し，

評価する。 

 

 

 

 

 

 

  

 

(2) 酸素及び二酸化炭素許容濃度の設定 

酸素及び二酸化炭素許容濃度は，設計基準事故時の評価と同

様に，表 4－36 に示すとおり，中央制御室内で想定される労働

環境における酸素濃度及び二酸化炭素濃度の許容基準に準拠す

る。 

(2) 酸素及び二酸化炭素許容濃度の設定 

酸素及び二酸化炭素許容濃度は，設計基準事故時の評価と同

様に，表 4－41 に示すとおり，中央制御室内で想定される労働

環境における酸素濃度及び二酸化炭素濃度の許容基準に準拠す

る。 

 

 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

 

  

 

 

(3) 酸素及び二酸化炭素濃度の計算 

中央制御室内の事故時の滞在人数，酸素消費量，二酸化炭素

吐出し量等は室内にとどまる運転員の活動状況等を想定し，呼

吸率等を踏まえ，中央制御室可搬型陽圧化空調機により中央制

御室を陽圧化した場合の酸素濃度及び二酸化炭素濃度の評価を

設計基準事故時の評価と同様に，ＪＥＡＣ４６２２-2009 の計

算式を基に，中央制御室内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度を計

算する。 

(3) 酸素及び二酸化炭素濃度の計算 

中央制御室内の事故時の滞在人数，酸素消費量，二酸化炭素

吐出し量等は室内にとどまる運転員の活動状況等を想定し，呼

吸率等を踏まえ，中央制御室可搬型陽圧化空調機により中央制

御室を陽圧化した場合の酸素濃度及び二酸化炭素濃度の評価を

設計基準事故時の評価と同様に，ＪＥＡＣ４６２２-2009 の計

算式を基に，中央制御室内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度を計

算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ただし，本評価においては，事故後 3 時間のファンの停止を

想定するため，空気流入率ゼロにおける 3 時間後の中央制御室

内の濃度バランスを基に計算する。 

Ｃ = Ｃ
0

+
3Ｍ

Ｖ
 

ただし，本評価においては，事故後 3 時間のファンの停止を

想定するため，空気流入率ゼロにおける 3 時間後の中央制御室

内の濃度バランスを基に計算する。 

Ｃ = Ｃ
0

+
3Ｍ

Ｖ
 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，事象発生から 3 時間を

可搬型陽圧化空調機の起動遅

れとして考慮している。） 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 
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Ｃ ：3時間後の二酸化炭素濃度(vol%) 

Ｍ ：室内二酸化炭素発生量(m3/h) 

Ｖ ：中央制御室内バウンダリ体積(m3) 

Ｃ0 ：外気の二酸化炭素濃度(vol%) 

 

 

Ｃ ：3時間後の二酸化炭素濃度(vol%) 

Ｍ ：室内二酸化炭素発生量(m3/h) 

Ｖ ：中央制御室内バウンダリ体積(m3) 

Ｃ0 ：外気の二酸化炭素濃度(vol%) 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｍ，Ｃ0，Ｃについては，酸素の場合，二酸化炭素を酸素に置

き換える。 

また，Ｍは酸素濃度の場合，負の値となり，酸素消費量と置き

換える。 

Ｍ，Ｃ0，Ｃについては，酸素の場合，二酸化炭素を酸素に置

き換える。 

また，Ｍは酸素濃度の場合，負の値となり，酸素消費量と置き

換える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

事故後 3 時間以降はファンの運転を想定するため，設計基準

事故時における酸素濃度及び二酸化炭素濃度の評価と同様であ

る。 

事故後 3 時間以降はファンの運転を想定するため，設計基準

事故時における酸素濃度及び二酸化炭素濃度の評価と同様であ

る。 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，事象発生から 3 時間を

可搬型陽圧化空調機の起動遅

れとして考慮している。） 

 

 

 

  

  

  

 

 

 

 

 

  【島根との差異】 

表現上の差異（柏崎刈羽 6号機

では，DBA 時の評価式と同様で

ある旨を記載し，当該数式の記

載を省略している。） 

 

 

中央制御室内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度の評価条件を表

4－37に示す。 

 

中央制御室内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度の計算条件を表

4－42に示す。 

表現上の差異（酸素濃度及び二

酸化炭素濃度評価では，「計算

条件」に記載を統一した。） 

表現上の差異（表番号の違い。） 
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a. 中央制御室内の陽圧化維持 

(a) 目標圧力の設定 

a. 中央制御室内の陽圧化維持 

(a) 目標圧力の設定 

 

 

 

 

中央制御室は，配置上，風の影響を受けない屋内に設置され

ているため，中央制御室内へのインリークは，隣接区画との温

度差によるものが考えられる。 

炉心の著しい損傷が発生した場合の室内の温度を中央制御室の

設計最高温度 50℃，隣接区画を外気の設計最低温度－10.4℃と

仮定すると，中央制御室の天井高さは約 6.3mであることから，

温度の影響を無視できる圧力差を下式により計算する。 

中央制御室は，配置上，風の影響を受けない屋内に設置され

ているため，中央制御室内へのインリークは，隣接区画との温

度差によるものが考えられる。 

炉心の著しい損傷が発生した場合の室内の温度を中央制御室の

設計最高温度 50℃，隣接区画を外気の設計最低温度－10.4℃と

仮定すると，中央制御室の天井高さは約 6.3m であることから，

温度の影響を無視できる圧力差を下式により計算する。 

 

 

 

 

【島根との差異】 

設計値の差異 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

⊿Ｐ＝{(－10.4℃の乾き空気密度)－(50℃の乾き空気の密度)}

×天井高さ 

 

＝（1.344－1.093）×6.3 

＝1.581kg/m2（≒16Pa） 

 

 

 

計算の結果，温度の影響を無視できる圧力差は約 16Pa である

が，余裕を見込み，目標圧力は 20Pa（gage）に設定する。 

 

(b) 必要最低空気供給量 

中央制御室への空気供給量として 4500m3/h 以上 6000m3/h 未

満に設定するとともに，4500m3/h以上 6000m3/h未満の流量を流

した場合，目標圧力に達し陽圧化維持が可能な設計とする。 

 

⊿Ｐ＝{(－10.4℃の乾き空気密度)－(50℃の乾き空気の密度)}

×天井高さ 

 

＝（1.344－1.093）×6.3 

＝1.581kg/m2（≒16Pa） 

 

 

 

計算の結果，温度の影響を無視できる圧力差は約 16Paである

が，余裕を見込み，目標圧力は 20Pa（gage）に設定する。 

 

(b) 必要最低空気供給量 

中央制御室への空気供給量として 4500m3/h 以上 6000m3/h 未

満に設定するとともに，4500m3/h以上 6000m3/h未満の流量を流

した場合，目標圧力に達し陽圧化維持が可能な設計とする。 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価結果の差異 

 

 

 

 

 

差異なし 

 

 

 

4.2.4 炉心の著しい損傷が発生した場合における中央制御室

内酸素濃度及び二酸化炭素濃度の評価結果 

4.2.4 炉心の著しい損傷が発生した場合における中央制御室

内酸素濃度及び二酸化炭素濃度の評価結果 

 

 

  

   

 

(1) 酸素濃度 

a. 事故後 3時間 

計算の結果，事故発生3時間後の酸素濃度は，20.9vol%となる。 

 

(1) 酸素濃度 

a. 事故後 3時間 

計算の結果，事故発生3時間後の酸素濃度は，20.9vol%となる。 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，事象発生から 3 時間を

可搬型陽圧化空調機の起動遅

れとして考慮している。） 
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b. 事故後 3時間～7日間 

評価の結果，中央制御室換気空調系隔離時に中央制御室可搬

型陽圧化空調機により中央制御室を陽圧化した場合の被ばく評

価上の使用期間における平衡状態の酸素濃度は20.9vol%とな

り，「労働安全衛生法」における許容基準濃度である18vol%以上

を満足しているため中央制御室での作業環境に影響を与えない

と評価する。 

b. 事故後 3時間～7日間 

評価の結果，中央制御室換気空調系隔離時に中央制御室可搬

型陽圧化空調機により中央制御室を陽圧化した場合の被ばく評

価上の使用期間における平衡状態の酸素濃度は20.9vol%とな

り，「酸素欠乏症等防止規則」における許容基準濃度である

18vol%以上を満足しているため中央制御室での作業環境に影響

を与えないと評価する。 

 

 

 

 

表現上の差異（労働安全衛生法

のうち，適用規則を明確にし

た。） 

 

  

   

 

(2) 二酸化炭素濃度 

a. 事故後 3時間 

計算の結果，事故発生3時間後の二酸化炭素濃度は，0.06vol%

となる。 

(2) 二酸化炭素濃度 

a. 事故後 3時間 

計算の結果，事故発生3時間後の二酸化炭素濃度は，0.06vol%

となる。 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，事象発生から 3 時間を

可搬型陽圧化空調機の起動遅

れとして考慮している。） 

 

【島根との差異】 

評価結果の差異 

  

 

 

b. 事故後 3時間～7日間 

評価の結果，中央制御室換気空調系隔離時に中央制御室可搬

型陽圧化空調機により中央制御室を陽圧化した場合の被ばく評

価上の使用期間における平衡状態の二酸化炭素濃度は0.06vol%

となり，「労働安全衛生法」に定める二酸化炭素濃度の許容濃度

である0.5vol%以下を満足しているため中央制御室での作業環

境に影響を与えないと評価する。 

 

b. 事故後 3時間～7日間 

評価の結果，中央制御室換気空調系隔離時に中央制御室可搬

型陽圧化空調機により中央制御室を陽圧化した場合の被ばく評

価上の使用期間における平衡状態の二酸化炭素濃度は0.06vol%

となり，「事務所衛生基準規則」に定める二酸化炭素濃度の許容

濃度である0.5vol%以下を満足しているため中央制御室での作

業環境に影響を与えないと評価する。 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，事象発生から 3 時間を

可搬型陽圧化空調機の起動遅

れとして考慮している。） 

 

【島根との差異】 

評価結果の差異 

 

表現上の差異（労働安全衛生法

のうち，適用規則を明確にし

た。） 

 

 

4.2.5 炉心の著しい損傷が発生した場合における中央制御室 

待避室内酸素濃度及び二酸化炭素濃度の評価方針 

4.2.5 炉心の著しい損傷が発生した場合における中央制御室 

待避室内酸素濃度及び二酸化炭素濃度の評価方針 

 

 

  

 

(1) 評価の概要 

中央制御室待避室陽圧化装置による陽圧化を実施した場合に

おいて，中央制御室待避室内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度が

活動に支障がない濃度であることを評価する。 

(1) 評価の概要 

中央制御室待避室陽圧化装置による陽圧化を実施した場合に

おいて，中央制御室待避室内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度が

活動に支障がない濃度であることを評価する。 

差異なし 
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本評価における滞在人数，体積，評価期間等は，被ばく評価

条件を基に，保守的な結果となるよう設定する。また，酸素消

費量及び二酸化炭素吐出し量等は，中央制御室の評価と同様に，

中央制御室待避室陽圧化装置の使用時における中央制御室待避

室内にとどまる要員の活動状況等を想定し，設定する。 

本評価における滞在人数，体積，評価期間等は，被ばく評価

条件を基に，保守的な結果となるよう設定する。また，酸素消

費量及び二酸化炭素吐出し量等は，中央制御室の評価と同様に，

中央制御室待避室陽圧化装置の使用時における中央制御室待避

室内にとどまる要員の活動状況等を想定し，設定する。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

(2) 酸素及び二酸化炭素濃度許容濃度の設定 

酸素及び二酸化炭素許容濃度は，中央制御室の評価と同様に，

表4－36に示すとおり，中央制御室待避室で想定される労働環境

における酸素濃度及び二酸化炭素濃度の許容基準に準拠する。 

(2) 酸素及び二酸化炭素許容濃度の設定 

酸素及び二酸化炭素許容濃度は，中央制御室の評価と同様に，

表4－41に示すとおり，中央制御室待避室で想定される労働環境

における酸素濃度及び二酸化炭素濃度の許容基準に準拠する。 

記載の適正化（女川コメントの

反映に伴い，記載を適正化。） 

 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

【島根との差異】 

適用規格基準類の差異（島根 2

号機では，中央制御室待避室の

酸素濃度及び二酸化炭素濃度

評価の許容基準に「鉱山保安法

施行規則」を適用している。） 

 

 

 

 

(3) 酸素濃度維持及び二酸化炭素濃度抑制に必要な流量の 

計算 

中央制御室待避室内を陽圧化し，中央制御室待避室内の酸素

濃度維持及び二酸化炭素濃度抑制に必要な流量を計算し，その

結果から酸素濃度及び二酸化炭素濃度の評価を行う。中央制御

室待避室内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度計算条件を表 4－38

に示す。 

(3) 酸素濃度維持及び二酸化炭素濃度抑制に必要な流量の 

計算 

中央制御室待避室内を陽圧化し，中央制御室待避室内の酸素

濃度維持及び二酸化炭素濃度抑制に必要な流量を計算し，その

結果から酸素濃度及び二酸化炭素濃度の評価を行う。中央制御

室待避室内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度計算条件を表 4－43

に示す。 

 

 

 

 

 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

 

なお，被ばく評価にて，格納容器圧力逃がし装置使用開始か

ら 10 時間までボンベにて陽圧化した中央制御室待避室内に滞

在することとしているため，陽圧化時間は 10時間とする。 

なお，被ばく評価にて，格納容器圧力逃がし装置使用開始か

ら 10 時間までボンベにて陽圧化した中央制御室待避室内に滞

在することとしているため，陽圧化時間は 10 時間とする。 

 

 

 

 

10時間連続で中央制御室待避室陽圧化装置にて陽圧化する場

合において，中央制御室待避室内の圧力維持並びに酸素濃度及

び二酸化炭素濃度を維持・抑制するための条件を満足する必要

がある。 

 

10時間連続で中央制御室待避室陽圧化装置にて陽圧化する場

合において，中央制御室待避室内の圧力維持並びに酸素濃度及

び二酸化炭素濃度を維持及び抑制するための条件を満足する必

要がある。 

 

 

記載の適正化（女川コメントの

反映に伴い，「維持及び抑制」と

適正化した。） 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

  a. 中央制御室待避室内の陽圧化維持 a. 中央制御室待避室内の陽圧化維持  

  (a) 目標圧力の設定 (a) 目標圧力の設定  

 

中央制御室待避室は，配置上，風の影響を受けない屋内に設

置されているため，待避室内へのインリークは，隣接区画との

温度差によるものが考えられる。 

中央制御室待避室は，配置上，風の影響を受けない屋内に設

置されているため，待避室内へのインリークは，隣接区画との

温度差によるものが考えられる。 

 

 

 

 

炉心の著しい損傷が発生した場合の室内の温度を中央制御室

の設計最高温度50℃，隣接区画を外気の設計最低温度－10.4℃

と仮定すると，中央制御室待避室の天井高さは約3.1mであるこ

とから，温度の影響を無視できる圧力差を下式により計算する。 

炉心の著しい損傷が発生した場合の室内の温度を中央制御室

の設計最高温度50℃，隣接区画を外気の設計最低温度－10.4℃

と仮定すると，中央制御室待避室の天井高さは約3.1mであるこ

とから，温度の影響を無視できる圧力差を下式により計算する。 

 

【島根との差異】 

設計値の差異 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⊿Ｐ＝{(－10.4℃の乾き空気密度)－(50℃の乾き空気の密度)}

×天井高さ 

 

＝（1.344－1.093）×3.1 

＝0.7790kg/m2（≒8.0Pa） 

 

 

計算の結果，温度の影響を無視できる圧力差は約8.0Paである

が，余裕を見込み，目標圧力は20Pa（gage）に設定する。 

⊿Ｐ＝{(－10.4℃の乾き空気密度)－(50℃の乾き空気の密度)}

×天井高さ 

 

＝（1.344－1.093）×3.1 

＝0.7790kg/m2（≒8.0Pa） 

 

 

計算の結果，温度の影響を無視できる圧力差は約8.0Paである

が，余裕を見込み，目標圧力は20Pa（gage）に設定する。 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価結果の差異 

 

 

【島根との差異】 

運用の差異（柏崎刈羽 6 号機で

は，中央制御室待避室の陽圧化

圧力も隣接エリアに対して

20Paを設定している。） 

  

 

(b) 必要最低換気量 

中央制御室待避室内に供給する換気量は，次項に示す酸素濃

度維持及び二酸化炭素濃度抑制に必要な最低換気流量である

95.5m3/h に設定し，95.5m3/h の流量を流した場合，目標圧力に

達し陽圧化維持を可能とする設計とする。 

(b) 必要最低換気量 

中央制御室待避室内に供給する換気量は，次項に示す酸素濃

度維持及び二酸化炭素濃度抑制に必要な最低換気流量である

95.5m3/h に設定し，95.5m3/h の流量を流した場合，目標圧力に

達し陽圧化維持を可能とする設計とする。 

 

 

 

【島根との差異】 

評価結果の差異 

  

 

b. 中央制御室待避室内酸素濃度維持 

酸素濃度を維持するために必要な最低換気流量を以下の空気

調和・衛生工学便覧の計算式を基に計算する。 

b. 中央制御室待避室内酸素濃度維持 

酸素濃度を維持するために必要な最低換気流量を以下の空気

調和・衛生工学便覧の計算式を基に計算する。 

 

 

 

 Ｑ =
Ｋ

Ｐ
1

− Ｐ
0

 Ｑ =
Ｋ

Ｐ
1

− Ｐ
0
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Ｑ ：必要換気流量(m3/h) 

Ｋ ：酸素消費量(m3/h) 

Ｐ1 ：初期酸素濃度(vol%) 

Ｐ0 ：許容酸素濃度(vol%) 

計算の結果，必要な最低換気流量は 14.9m3/hとなる。 

 

 

Ｑ ：必要換気流量(m3/h) 

Ｋ ：酸素消費量(m3/h) 

Ｐ1 ：初期酸素濃度(vol%) 

Ｐ0 ：許容酸素濃度(vol%) 

計算の結果，必要な最低換気流量は 14.9m3/hとなる。 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価結果の差異 

  

 

c. 中央制御室待避室内二酸化炭素濃度抑制 

二酸化炭素濃度の抑制に必要な最低換気流量を以下の空気調

和・衛生工学便覧の計算式を基に計算する。 

c. 中央制御室待避室内二酸化炭素濃度抑制 

二酸化炭素濃度の抑制に必要な最低換気流量を以下の空気調

和・衛生工学便覧の計算式を基に計算する。 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

 

 

Ｌ =
Ｍ

Ｃ − Ｃ
0

 

 

 

Ｌ ：必要換気流量(m3/h) 

Ｍ ：二酸化炭素発生量(m3/h) 

Ｃ ：許容二酸化炭素濃度(vol%) 

Ｃ0 ：初期二酸化炭素濃度(vol%) 

計算の結果，必要な最低換気流量は 95.5m3/hとなる。 

 

Ｌ =
Ｍ

Ｃ − Ｃ
0

 

 

 

Ｌ ：必要換気流量(m3/h) 

Ｍ ：二酸化炭素発生量(m3/h) 

Ｃ ：許容二酸化炭素濃度(vol%) 

Ｃ0 ：初期二酸化炭素濃度(vol%) 

計算の結果，必要な最低換気流量は 95.5m3/hとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価結果の差異 

  

 

 

(4) 酸素濃度及び二酸化炭素濃度の計算 

中央制御室待避室陽圧化装置使用時における酸素濃度及び二

酸化炭素濃度は，ＪＥＡＣ４６２２－2009の中央制御室の二酸

化炭素濃度計算式①を展開した式②により計算する。 

(4) 酸素濃度及び二酸化炭素濃度の計算 

中央制御室待避室陽圧化装置使用時における酸素濃度及び二

酸化炭素濃度は，ＪＥＡＣ４６２２－2009の中央制御室の二酸

化炭素濃度計算式①を展開した式②により計算する。 

 

 

 

 

  

 

 

  

Ｖ
ｄＣ

ｄｔ
= Ｃ

0
･Ｎ･Ｖ + Ｍ − Ｃ･Ｎ･Ｖ ･････････････････① 

= (Ｃ
0

− Ｃ)･Ｎ･Ｖ + Ｍ 

= (Ｃ
0

− Ｃ)･Ｌ + Ｍ 

       Ｃ = − (Ｃ
0

− Ｃ’ +
Ｍ

Ｌ
) ･e

(−
Ｌ

Ｖ
ｔ

′
)

+ Ｃ
0

+
Ｍ

Ｌ
 ･･････② 

 

Ｖ
ｄＣ

ｄｔ
= Ｃ

0
･Ｎ･Ｖ + Ｍ − Ｃ･Ｎ･Ｖ ･････････････････① 

= (Ｃ
0

− Ｃ)･Ｎ･Ｖ + Ｍ 

= (Ｃ
0

− Ｃ)･Ｌ + Ｍ 

       Ｃ = − (Ｃ
0

− Ｃ’ +
Ｍ

Ｌ
) ･e

(−
Ｌ

Ｖ
ｔ)

+ Ｃ
0

+
Ｍ

Ｌ
 ･･････② 

 

 

 

 

 

記載の適正化（時間の変数の適

正化を行った。） 

 

  

  

 

Ｍ ：室内酸素消費量(m3/h) 

Ｖ ：室内体積(m3) 

 

Ｍ ：室内酸素消費量(m3/h) 

Ｖ ：室内体積(m3) 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 
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Ｃ ：室内空気酸素濃度(vol%) 

Ｃ0 ：外気又は空気ボンベの酸素濃度(vol%) 

Ｃ’ ：空気ボンベに切り替えた際の酸素濃度(vol%) 

Ｎ ：空気流入率(回/h) 

Ｌ ：換気量（＝N×V）(m3/h) 

ｔ ：時間(h) 

Ｃ ：室内空気酸素濃度(vol%) 

Ｃ0 ：外気又は空気ボンベの酸素濃度(vol%) 

Ｃ’ ：空気ボンベに切り替えた際の酸素濃度(vol%) 

Ｎ ：空気流入率(回/h) 

Ｌ ：換気量（＝N×V）(m3/h) 

ｔ ：時間(h) 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｍ，Ｃ，Ｃ0，Ｃ’については，二酸化炭素の場合，酸素を二

酸化炭素に置き換える。また，Ｍは酸素の場合，負の値となり，

二酸化炭素の場合は，室内酸素消費量を二酸化炭素発生量と置

き換える。 

Ｍ，Ｃ，Ｃ0，Ｃ’については，二酸化炭素の場合，酸素を二

酸化炭素に置き換える。また，Ｍは酸素の場合，負の値となり，

二酸化炭素の場合は，室内酸素消費量を二酸化炭素発生量と置

き換える。 

 

 

 

 

 

 

4.2.6 炉心の著しい損傷が発生した場合における中央制御室 

待避室内酸素濃度及び二酸化炭素濃度の評価結果 

4.2.6 炉心の著しい損傷が発生した場合における中央制御室 

待避室内酸素濃度及び二酸化炭素濃度の評価結果 

 

 

  

 

(1) 酸素濃度維持及び二酸化炭素濃度抑制に必要な流量 

中央制御室待避室陽圧化装置による流量を 95.5m3/h とすれ

ば，中央制御室待避室陽圧化装置による陽圧化 10時間後の酸素

濃度は 20.4vol%，二酸化炭素濃度は 0.50vol%となり，中央制御

室待避室内の陽圧化維持並びに，「労働安全衛生法」に定める酸

素濃度及び二酸化炭素濃度の許容濃度である 18vol%以上及び

0.5vol%以下をそれぞれ満足することができる。 

 

(1) 酸素濃度維持及び二酸化炭素濃度抑制に必要な流量 

中央制御室待避室陽圧化装置による流量を 95.5m3/h とすれ

ば，中央制御室待避室陽圧化装置による陽圧化 10時間後の酸素

濃度は 20.4vol%，二酸化炭素濃度は 0.50vol%となり，中央制御

室待避室内の陽圧化維持並びに，「酸素欠乏症等防止規則」に定

める酸素濃度及び「事務所衛生基準規則」に定める二酸化炭素

濃度の許容濃度である 18vol%以上及び 0.5vol%以下をそれぞれ

満足することができる。 

 

 

【島根との差異】 

評価結果の差異 

 

【島根との差異】 

適用規格基準類の差異（島根 2

号機では，中央制御室待避室の

酸素濃度及び二酸化炭素濃度

評価の許容基準に「鉱山保安法

施行規則」を適用している。） 

 

表現上の差異（労働安全衛生法

のうち，適用規則を明確にし

た。） 

  

 

(2) 必要空気ボンベ個数 

4.2.5節の炉心の著しい損傷が発生した場合における中央制

御室待避室内酸素及び二酸化炭素濃度評価方針より，必要な空

気ボンベ個数は，1個当たりの空気容量が46.7Lのもので使用量

を5.5m3/個とした場合，余裕を考慮して174個程度となる。 

(2) 必要空気ボンベ個数 

4.2.5節の炉心の著しい損傷が発生した場合における中央制

御室待避室内酸素及び二酸化炭素濃度評価方針より，必要な空

気ボンベ個数は，1個当たりの空気容量が46.7Lのもので使用量

を5.5m3/個とした場合，余裕を考慮して174個程度となる。 

 

 

 

【島根との差異】 

評価結果の差異 
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なお，中央制御室待避室内を陽圧化するために必要な容量を

確保するだけでなく，故障時及び保守点検による待機除外を考

慮した予備を確保する。 

なお，中央制御室待避室内を陽圧化するために必要な容量を

確保するだけでなく，故障時及び保守点検による待機除外を考

慮した予備を確保する。 

 

 

 

 

  

 

4.3 中央制御室の居住性評価のまとめ 

中央制御室の居住性を確保するための設備を考慮して被ばく

評価並びに酸素濃度及び二酸化炭素濃度評価を行い，その結果，

それぞれ判断基準を満足していることから，中央制御室の居住

性を確保できると評価する。 

4.3 中央制御室の居住性評価のまとめ 

中央制御室の居住性を確保するための設備を考慮して被ばく

評価並びに酸素濃度及び二酸化炭素濃度評価を行い，その結果，

それぞれ判断基準を満足していることから，中央制御室の居住

性を確保できると評価する。 

差異なし 

 

 

 

 

 

  5. 熱除去の評価 5. 熱除去の評価  

  

遮蔽体の熱除去の評価は，遮蔽体中の温度上昇が厳しい箇所

を想定し，伝熱理論に基づいた解析手法により評価する。想定

シナリオは「4.1 線量評価」と同じとする。 

 

遮蔽体の熱除去の評価は，遮蔽体中の温度上昇が厳しい箇所

を想定し，伝熱理論に基づいた解析手法により評価する。想定

シナリオは「4.1 線量評価」と同じとする。 

 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

5.1 中央制御室遮蔽の熱除去の評価 

 

5.1.1 中央制御室遮蔽における入射線量の設定方法 

5.1 中央制御室遮蔽の熱除去の評価 

 

5.1.1 中央制御室遮蔽における入射線量の設定方法 

【島根との差異】 

表現上の差異(柏崎刈羽 6 号機

では，中央制御室遮蔽に中央制

御室待避室遮蔽を含んだ記載

としている。） 

 

 

中央制御室遮蔽の表面に入射するガンマ線としては，直接ガ

ンマ線，スカイシャインガンマ線，クラウドシャインガンマ線

及びグランドシャインガンマ線が考えられる。 

中央制御室遮蔽の表面に入射するガンマ線としては，直接ガ

ンマ線，スカイシャインガンマ線，クラウドシャインガンマ線

及びグランドシャインガンマ線が考えられる。 

【島根との差異】 

表現上の差異(柏崎刈羽 6 号機

では，中央制御室遮蔽に中央制

御室待避室遮蔽を含んだ記載

としている。） 

 

このうち，中央制御室遮蔽を透過するガンマ線はクラウドシ

ャインガンマ線及びグランドシャインガンマ線が支配的である

ことから，熱除去の評価に用いる遮蔽体表面の入射線量として，

クラウドシャインガンマ線及びグランドシャインガンマ線の入

射線量を設定する。 

このうち，中央制御室遮蔽を透過するガンマ線はクラウドシ

ャインガンマ線及びグランドシャインガンマ線が支配的である

ことから，熱除去の評価に用いる遮蔽体表面の入射線量として，

クラウドシャインガンマ線及びグランドシャインガンマ線の入

射線量を設定する。 

 

 

 

 

 

 

評価点は，遮蔽効果が小さく線源からの距離が近い位置とし

て，入射線量が最大となる中央制御室中心の天井上面とし中央

制御室及び中央制御室待避室遮蔽（常設）を代表させる。 

評価点は，遮蔽効果が小さく線源からの距離が近い位置とし

て，入射線量が最大となる中央制御室中心の天井上面とし中央

制御室及び中央制御室待避室遮蔽（常設）を代表させる。 

 

 

【島根との差異】 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，「常設」と「可搬型」の

中央制御室待避室遮蔽を有し

ている。） 

 

 

   

 

 

5.1.2 中央制御室遮蔽の温度上昇の計算方法 5.1.2 中央制御室遮蔽の温度上昇の計算方法 差異なし 

 

 

遮蔽体は主にコンクリートで構成されており，評価上，コン

クリートのみとして評価する。 

遮蔽体は主にコンクリートで構成されており，評価上，コン

クリートのみとして評価する。 

 

 

 

 

 

   

 

  

  

  

  

 

入射線量から遮蔽体表面の 7 日間積算のガンマ線発熱量を求

め，温度上昇を次式から算出する。入射線量，ガンマ線発熱量

及び温度上昇を表 5－1から表 5－4に示す。 

 

⊿Ｔ＝Q・1000 / (c・ρ) 

 

⊿Ｔ ：温度上昇（℃） 

Ｑ ：7 日間積算のガンマ線発熱量（kJ/cm3） 

ｃ ：コンクリートの比熱（1.05kJ/(kg・℃)）* 

ρ ：コンクリートの密度（2.15g/cm3） 

入射線量から遮蔽体表面の 7 日間積算のガンマ線発熱量を求

め，温度上昇を次式から算出する。入射線量，ガンマ線発熱量

及び温度上昇を表 5－1から表 5－4に示す。 

 

⊿Ｔ＝Q・1000 / (c・ρ) 

 

⊿Ｔ ：温度上昇（℃） 

Ｑ ：7 日間積算のガンマ線発熱量（kJ/cm3） 

ｃ ：コンクリートの比熱（1.05kJ/(kg・℃)）* 

ρ ：コンクリートの密度（2.15g/cm3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

注記＊：2007年制定 コンクリート標準示方書 構造性能照査編， 

土木学会 

注記＊：2007年制定 コンクリート標準示方書 構造性能照査編， 

土木学会 

 

 

  

 

 

5.2 補助遮蔽（フィルタベント遮蔽壁）の熱除去の評価 

5.2.1 フィルタベント遮蔽壁における入射線量の設定方法 

5.2 補助遮蔽（フィルタベント遮蔽壁）の熱除去の評価 

5.2.1 フィルタベント遮蔽壁における入射線量の設定方法 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，格納容器圧力逃がし装

置は地上に位置しており，被ば

く評価上，装置内に残存する放

射性物質からの影響を評価し

ていることから，フィルタベン

ト遮蔽壁についても熱除去の

評価を行う。） 



東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2023年 12月 13日 

資料番号  ：KK6添-1-051 改 0 (比較表) 

98 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

   

 

 

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 

フィルタベント遮蔽壁に入射するガンマ線の線源として，よ

う素フィルタ，フィルタ装置，金属フィルタ，フィルタ装置入

口配管，ドレン配管及び pH計装配管を想定し，これら線源に含

まれる放射性物質からの直接ガンマ線の合計入射線量（約

63kGy/7 日間）を，遮蔽体表面の入射線量として設定する。 

フィルタベント遮蔽壁に入射するガンマ線の線源として，よ

う素フィルタ，フィルタ装置，金属フィルタ，フィルタ装置入

口配管，ドレン配管及び pH計装配管を想定し，これら線源に含

まれる放射性物質からの直接ガンマ線の合計入射線量（約

63kGy/7日間）を，遮蔽体表面の入射線量として設定する。 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，格納容器圧力逃がし装

置は地上に位置しており，被ば

く評価上，装置内に残存する放

射性物質からの影響を評価し

ていることから，フィルタベン

ト遮蔽壁についても熱除去の

評価を行う。） 

  5.2.2 フィルタベント遮蔽壁の温度上昇の計算方法 5.2.2 フィルタベント遮蔽壁の温度上昇の計算方法  

 

 

 

遮蔽体は主にコンクリートで構成されており，評価上，コン

クリートのみとして評価する。 

入射線量（約 63kGy/7 日間）から，フィルタベント遮蔽壁表

面の 7日間積算のガンマ線発熱量を求めると， 

約 1.4×10-1kJ/cm3 となる。これによる温度上昇を「5.1.2 中

央制御室遮蔽の温度上昇の計算方法」と同様の式により算出す

る。 

 

 

 

遮蔽体は主にコンクリートで構成されており，評価上，コン

クリートのみとして評価する。 

入射線量（約 63kGy/7 日間）から，フィルタベント遮蔽壁表

面の 7日間積算のガンマ線発熱量を求めると， 

約 1.4×10-1kJ/cm3 となる。これによる温度上昇を「5.1.2 中

央制御室遮蔽の温度上昇の計算方法」と同様の式により算出す

る。 

 

 

 

【島根との差異】 

評価結果の差異 

 

 5.3 二次遮蔽壁＊の熱除去の評価 5.3 二次遮蔽壁＊の熱除去の評価  

 5.3.1 二次遮蔽壁における入射線量の設定方法 5.3.1 二次遮蔽壁における入射線量の設定方法  

 二次遮蔽壁に入射するガンマ線の線源として，原子炉格納容

器から原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）内に移行した放

射性物質を想定し入射線量を評価する。評価結果を基に，二次

遮蔽壁への入射線量を 460Gy/7日間と設定する。 

 

二次遮蔽壁に入射するガンマ線の線源として，原子炉格納容

器から原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）内に移行した放

射性物質を想定し入射線量を評価する。評価結果を基に，二次

遮蔽壁への入射線量を 460Gy/7日間と設定する。 

差異なし 

 

 

 

 

 5.3.2 二次遮蔽壁の温度上昇の計算方法 5.3.2 二次遮蔽壁の温度上昇の計算方法  

 遮蔽体は主にコンクリートで構成されており，評価上，コン

クリートのみとして評価する。入射線量（460Gy/7日間）から，

二次遮蔽壁表面の 7 日間積算のガンマ線発熱量を求めると，約

9.9×10-4kJ/cm3となり，これによる温度上昇を「5.1.2 中央制

御室遮蔽の温度上昇の計算方法」と同様の式により算出する。 

注記＊：6号機及び 7号機の原子炉建屋の二次遮蔽壁を指す。 

遮蔽体は主にコンクリートで構成されており，評価上，コン

クリートのみとして評価する。入射線量（460Gy/7 日間）から，

二次遮蔽壁表面の 7 日間積算のガンマ線発熱量を求めると，約

9.9×10-4kJ/cm3となり，これによる温度上昇を「5.1.2 中央制

御室遮蔽の温度上昇の計算方法」と同様の式により算出する。 

注記＊：6号機及び 7号機の原子炉建屋の二次遮蔽壁を指す。 

 

 

 

【島根との差異】 

評価結果の差異 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 
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  5.4 温度上昇のまとめ 5.4 温度上昇のまとめ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コンクリート遮蔽体表面でのガンマ線による温度上昇は，中

央制御室遮蔽で 0.1℃以下，フィルタベント遮蔽壁で約 60℃，

二次遮蔽壁で約 0.4℃となり，「遮蔽設計基準等に関する現状調

査報告（1977年，日本原子力学会）」において示されているガン

マ線に対するコンクリート温度制限値（内部最高温度 177℃／

周辺最高温度 149℃）以下であることを確認した。 

なお，本温度評価は，保守的にコンクリートの断熱状態を仮

定した評価である。 

コンクリート遮蔽体表面でのガンマ線による温度上昇は，中

央制御室遮蔽で 0.1℃以下，フィルタベント遮蔽壁で約 60℃，

二次遮蔽壁で約 0.4℃となり，「遮蔽設計基準等に関する現状調

査報告（1977年，日本原子力学会）」において示されているガン

マ線に対するコンクリート温度制限値（内部最高温度 177℃／

周辺最高温度 149℃）以下であることを確認した。 

なお，本温度評価は，保守的にコンクリートの断熱状態を仮

定した評価である。 

 

【島根との差異】 

評価結果の差異 
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表4－1 評価事象に係る条件 

項 目 評 価 条 件 選 定 理 由 備 考 

事故の 

評価 

期間 

[設計基準事故時] 

事故後30日間 

被ばく評価手法（内規）

に基づき設定 

被ばく評価手法 

（内規） 

解説3.2 評価期間

は，事故発生後30日

間とする。 

[炉心の著しい損傷

が発生した場合] 

事故後7日間 

解釈に基づき評価期間

を設定 

解釈 

第74条 1 b) ④ 判

断基準は、運転員の

実効線量が7日間で

100mSvを超えないこ

と。 

評価 

事象 

[設計基準事故時] 

原子炉冷却材喪失 

（仮想事故相当） 

 

外部電源喪失を考

慮する。 

設置許可を受けた際の

評価結果を参考に，それ

らの設計基準事故の中

から放射性物質の放出

の拡大の可能性のある

事故として，原子炉格納

容器内放出に係る事故

は「原子炉冷却材喪失」

を，原子炉格納容器外放

出に係る事故は「主蒸気

管破断」を選定し，これ

らの事故について放射

性物質の放出量がより

多くなる仮想事故相当

のソースタームを想定。 

大気中への放射性物質

の放出量の観点から，外

部電源がない場合の方

がより厳しい。 

被ばく評価手法（内

規） 

4.1 原子炉冷却材

喪失及び主蒸気管破

断を対象とする。原

子炉冷却材喪失及び

主蒸気管破断は，一

方の事故で包絡でき

る場合は，いずれか

で代表してもよい。 

 

4.1.2(5) 事象発生

と同時に，外部電源

は喪失すると仮定す

る。 

[設計基準事故時] 

主蒸気管破断 

（仮想事故相当） 

 

外部電源喪失を考

慮する。 

[炉心の著しい損傷

が発生した場合] 

大破断LOCA時に非

常用炉心冷却系統

の機能及び全交流

動力電源の喪失を

考慮する。 

被ばく評価においては，

中央制御室の居住性評

価結果が最も厳しくな

る事故シーケンスを想

定する。 

また，6号機及び7号機の

うち，片方の号機におい

て代替循環冷却系を使

用できず，格納容器圧力

逃がし装置を用いた格

納容器ベントを実施し

た場合についても想定

する。 

解釈 

1 b) ① 設置許可

基準規則解釈第３７

条の想定する格納容

器破損モードのう

ち、原子炉制御室の

運転員の被ばくの観

点から結果が最も厳

しくなる事故収束に

成功した事故シーケ

ンスを想定するこ

と。 
 

表4－1 評価事象に係る条件 

項 目 評 価 条 件 選 定 理 由 備 考 

事故の 

評価 

期間 

[設計基準事故時] 

事故後30日間 

被ばく評価手法（内規）

に基づき設定 

被ばく評価手法 

（内規） 

解説3.2 評価期間

は，事故発生後30日

間とする。 

[炉心の著しい損傷

が発生した場合] 

事故後7日間 

解釈に基づき評価期間

を設定 

解釈 

第74条 1 b) ④ 判

断基準は、運転員の

実効線量が7日間で

100mSvを超えないこ

と。 

評価 

事象 

[設計基準事故時] 

原子炉冷却材喪失 

（仮想事故相当） 

 

外部電源喪失を考

慮する。 

設置許可を受けた際の

評価結果を参考に，それ

らの設計基準事故の中

から放射性物質の放出

の拡大の可能性のある

事故として，原子炉格納

容器内放出に係る事故

は「原子炉冷却材喪失」

を，原子炉格納容器外放

出に係る事故は「主蒸気

管破断」を選定し，これ

らの事故について放射

性物質の放出量がより

多くなる仮想事故相当

のソースタームを想定。 

大気中への放射性物質

の放出量の観点から，外

部電源がない場合の方

がより厳しい。 

被ばく評価手法（内

規） 

4.1 原子炉冷却材

喪失及び主蒸気管破

断を対象とする。原

子炉冷却材喪失及び

主蒸気管破断は，一

方の事故で包絡でき

る場合は，いずれか

で代表してもよい。 

 

4.1.2(5) 事象発生

と同時に，外部電源

は喪失すると仮定す

る。 

[設計基準事故時] 

主蒸気管破断 

（仮想事故相当） 

 

外部電源喪失を考

慮する。 

[炉心の著しい損傷

が発生した場合] 

大破断LOCA時に非

常用炉心冷却系統

の機能及び全交流

動力電源の喪失を

考慮する。 

被ばく評価においては，

中央制御室の居住性評

価結果が最も厳しくな

る事故シーケンスを想

定する。 

また，6号機及び7号機の

うち，片方の号機におい

て代替循環冷却系を使

用できず，格納容器圧力

逃がし装置を用いた格

納容器ベントを実施し

た場合についても想定

する。 

解釈 

1 b) ① 設置許可

基準規則解釈第３７

条の想定する格納容

器破損モードのう

ち、原子炉制御室の

運転員の被ばくの観

点から結果が最も厳

しくなる事故収束に

成功した事故シーケ

ンスを想定するこ

と。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 
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表4－2 炉心内蓄積量計算条件 

項目 評 価 条 件 選 定 理 由 備 考 

炉心 

熱出

力 

[設計基準事故時] 

4005MWt 

（100％（3926MWt）×約

1.02） 

 

[炉心の著しい損傷が発生

した場合] 

3926MWt 

[設計基準事故時] 

定格値に余裕を見

た値を設定 

 

[炉心の著しい損

傷が発生した場

合] 

定格値 

被ばく評価手法

（内規） 

4.1.1(1)  原子

炉は，定格出力に

余裕を見た出力

で十分長時間運

転していたとす

る。 

 

審査ガイド 

4.3.(1)a. 

原子炉格納容器

内への放射性物

質の放出割合は、

4.1.(2)aで選定

した事故シーケ

ンスのソースタ

ーム解析結果を

基に設定する。 

運転

時間 

[設計基準事故時] 

原子炉運転時間：2000

日 

サイクル数（バッチ

数）：5 

 

[炉心の著しい損傷が発生

した場合] 

1サイクル：10000h 

     （約417日） 

2サイクル：20000h 

3サイクル：30000h 

4サイクル：40000h 

5サイクル：50000h 

（平均燃焼度：約30GWd/t） 

[設計基準事故時] 

炉内への放射能蓄

積が平衡に達する

時間に十分な余裕

を見て設定 

 

[炉心の著しい損

傷が発生した場

合] 

1サイクル13ヶ月

（約395日）を考慮

して，燃料の最高

取出燃焼度に余裕

を持たせ長めに設

定 

被ばく評価手法

（内規） 

解説4.1 「十分

長時間運転」と

は，原子炉内の出

力分布，核分裂生

成物の蓄積状況，

温度分布等の解

析に影響を与え

る各種の状態量

が，運転サイクル

等を考慮してほ

ぼ平衡に達して

いる状態をいう。 

取 替

炉 心

の 燃

料 装

荷 割

合 

[設計基準事故時] 

－ 

[炉心の著しい損傷が発生

した場合] 

1サイクル：0.229(200本) 

2サイクル：0.229(200本) 

3サイクル：0.229(200本) 

4サイクル：0.229(200本) 

5サイクル：0.084(72本) 

[設計基準事故時] 

－ 

 

[炉心の著しい損

傷が発生した場

合] 

取替炉心の燃料装

荷割合に基づき設

定 

－ 

 

表4－2 炉心内蓄積量計算条件 

項目 評 価 条 件 選 定 理 由 備 考 

炉心 

熱出

力 

[設計基準事故時] 

4005MWt 

（100％（3926MWt）×約

1.02） 

 

[炉心の著しい損傷が発生

した場合] 

3926MWt 

[設計基準事故時] 

定格値に余裕を見

た値を設定 

 

[炉心の著しい損

傷が発生した場

合] 

定格値 

被ばく評価手法

（内規） 

4.1.1(1)  原子

炉は，定格出力に

余裕を見た出力

で十分長時間運

転していたとす

る。 

 

審査ガイド 

4.3.(1)a. 

原子炉格納容器

内への放射性物

質の放出割合は、

4.1.(2)aで選定

した事故シーケ

ンスのソースタ

ーム解析結果を

基に設定する。 

運転

時間 

[設計基準事故時] 

原子炉運転時間：2000

日 

サイクル数（バッチ

数）：5 

 

[炉心の著しい損傷が発生

した場合] 

1サイクル：10000h（約417

日） 

2サイクル：20000h 

3サイクル：30000h 

4サイクル：40000h 

5サイクル：50000h 

（平均燃焼度：約30GWd/t） 

[設計基準事故時] 

炉内への放射能蓄

積が平衡に達する

時間に十分な余裕

を見て設定 

 

[炉心の著しい損

傷が発生した場

合] 

1サイクル13ヶ月

（約395日）を考慮

して，燃料の最高

取出燃焼度に余裕

を持たせ長めに設

定 

被ばく評価手法

（内規） 

解説4.1 「十分

長時間運転」と

は，原子炉内の出

力分布，核分裂生

成物の蓄積状況，

温度分布等の解

析に影響を与え

る各種の状態量

が，運転サイクル

等を考慮してほ

ぼ平衡に達して

いる状態をいう。 

取 替

炉 心

の 燃

料 装

荷 割

合 

[設計基準事故時] 

－ 

[炉心の著しい損傷が発生

した場合] 

1サイクル：0.229(200本) 

2サイクル：0.229(200本) 

3サイクル：0.229(200本) 

4サイクル：0.229(200本) 

5サイクル：0.084(72本) 

[設計基準事故時] 

－ 

 

[炉心の著しい損

傷が発生した場

合] 

取替炉心の燃料装

荷割合に基づき設

定 

－ 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（熱出力が異な

る。） 
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表4－3 炉心内蓄積量（原子炉冷却材喪失） 

（設計基準事故時） 

核種グループ 
炉内蓄積量(Bq) 

（gross値） 

希ガス 約3.7×1019 

よう素 約3.6×1019 
 

表4－3 炉心内蓄積量（原子炉冷却材喪失） 

（設計基準事故時） 

核種グループ 
炉内蓄積量(Bq) 

（gross値） 

希ガス 約3.7×1019 

よう素 約3.6×1019 
 

【島根との差異】 

評価条件の差異（炉心内蓄積量

が異なる。） 

 

 

 

 

  

 
 

 

  

  
 

表4－4 追加放出量（主蒸気管破断）（設計基準事故時） 

核種グループ 
炉内蓄積量(Bq) 

（gross値） 

希ガス 約1.5×1015 

ハロゲン等 約1.1×1015 
 

表4－4 追加放出量（主蒸気管破断）（設計基準事故時） 

核種グループ 
炉内蓄積量(Bq) 

（gross値） 

希ガス 約1.5×1015 

ハロゲン等 約1.1×1015 
 

差異なし 

 

 

 

 

 

  

 
 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表4－5 炉心内蓄積量（炉心の著しい損傷が発生した場合） 

核種グループ 
炉内蓄積量(Bq) 

（gross値） 

希ガス類 約2.6×1019 

よう素類 約3.4×1019 

Cs類 約1.3×1018 

Te類 約9.5×1018 

Ba類 約2.9×1019 

Ru類 約2.9×1019 

Ce類 約8.9×1019 

La類 約6.5×1019 
 

表4－5 炉心内蓄積量（炉心の著しい損傷が発生した場合） 

核種グループ 
炉内蓄積量(Bq) 

（gross値） 

希ガス類 約2.6×1019 

よう素類 約3.4×1019 

Cs類 約1.3×1018 

Te類 約9.5×1018 

Ba類 約2.9×1019 

Ru類 約2.9×1019 

Ce類 約8.9×1019 

La類 約6.5×1019 
 

【島根との差異】 

評価条件の差異（炉心内蓄積量

が異なる。） 
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表4－6 大気拡散評価条件（1／7） 

項目 評 価 条 件 選 定 理 由 備 考 

大気

拡散

評価

モデ

ル 

ガウスプルームモ

デル 

気象指針を参考と

して，放射性雲は

風下に直線的に流

され，放射性雲の

軸のまわりに正規

分布に拡がってい

くと仮定するガウ

スプルームモデル

を適用 

被ばく評価手法（内規） 

5.1.1(1)a)1) 放射性物質の

空気中濃度は，放出源高さ，

風向，風速，大気安定度に応

じて，空間濃度分布が水平方

向，鉛直方向ともに正規分布

になると仮定した次のガウス

プルームモデルを適用して計

算する。 

 

審査ガイド 

4.2(2)a. 

・放射性物質の空気中濃度

は、放出源高さ及び気象条件

に応じて、空間濃度分布が水

平方向及び鉛直方向ともに正

規分布になると仮定したガウ

スプルームモデルを適用して

計算する。 

気象 

資料 

柏崎刈羽原子力発

電所における1年

間の気象資料 

（ 1985.10 ～

1986.9） 

 

（地上風を代表す

る地上高10m（標高

20m）の気象デー

タ） 

建屋影響を受ける

大気拡散評価を行

う場合は保守的に

地上高10m（標高

20m）の気象データ

を使用 

過去10年間の気象

状態と比較して異

常がなく，気象デ

ータの代表性が確

認された1985年10

月～1986年9月の1

年間の気象データ

を使用 

被ばく評価手法（内規） 

5.1.1(1)c) 風向，風速，大気

安定度等の観測項目を，現地

において少なくとも1年間観

測して得られた気象資料を拡

散式に用いる。 

5.1.1(2)d) 建屋影響は，放

出源高さから地上高さに渡る

気象条件の影響を受けるた

め，地上高さに相当する比較

的低風速の気象データ（地上

10m高さで測定）を採用するの

は保守的かつ適切である。 

 

審査ガイド 

4.2(2)a. 

・風向、風速、大気安定度及

び降雨の観測項目を、現地に

おいて少なくとも1年間観測

して得られた気象資料を大気

拡散式に用いる。 
 

表4－6 大気拡散評価条件（1／7） 

項目 評 価 条 件 選 定 理 由 備 考 

大気

拡散

評価

モデ

ル 

ガウスプルームモ

デル 

気象指針を参考と

して，放射性雲は

風下に直線的に流

され，放射性雲の

軸のまわりに正規

分布に拡がってい

くと仮定するガウ

スプルームモデル

を適用 

被ばく評価手法（内規） 

5.1.1(1)a)1) 放射性物質の

空気中濃度は，放出源高さ，

風向，風速，大気安定度に応

じて，空間濃度分布が水平方

向，鉛直方向ともに正規分布

になると仮定した次のガウス

プルームモデルを適用して計

算する。 

 

審査ガイド 

4.2(2)a. 

・放射性物質の空気中濃度

は、放出源高さ及び気象条件

に応じて、空間濃度分布が水

平方向及び鉛直方向ともに正

規分布になると仮定したガウ

スプルームモデルを適用して

計算する。 

気象 

資料 

柏崎刈羽原子力発

電所における1年

間の気象資料 

（ 1985.10 ～

1986.9） 

 

（地上風を代表す

る地上高10m（標高

20m）の気象デー

タ） 

建屋影響を受ける

大気拡散評価を行

う場合は保守的に

地上高10m（標高

20m）の気象データ

を使用 

過去10年間の気象

状態と比較して異

常がなく，気象デ

ータの代表性が確

認された1985年10

月～1986年9月の1

年間の気象データ

を使用 

被ばく評価手法（内規） 

5.1.1(1)c) 風向，風速，大気

安定度等の観測項目を，現地

において少なくとも1年間観

測して得られた気象資料を拡

散式に用いる。 

5.1.1(2)d) 建屋影響は，放

出源高さから地上高さに渡る

気象条件の影響を受けるた

め，地上高さに相当する比較

的低風速の気象データ（地上

10m高さで測定）を採用するの

は保守的かつ適切である。 

 

審査ガイド 

4.2(2)a. 

・風向、風速、大気安定度及

び降雨の観測項目を、現地に

おいて少なくとも1年間観測

して得られた気象資料を大気

拡散式に用いる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（気象の代表年

が異なる。） 
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表4－6 大気拡散評価条件（2／7） 

項 目 評価条件 選定理由 備 考 

累積出

現頻度 

小さい方から

97％ 

気象指針を参考

として，年間の

相対濃度又は相

対線量を昇順に

並べ替え，累積

出現頻度が97％

に当たる値を設

定 

被ばく評価手法（内規） 

5.2.1(2) 評価点の相対濃度は，

毎時刻の相対濃度を年間につい

て小さい方から累積した場合，そ

の累積出現頻度が97％に当たる

相対濃度とする。 

 

審査ガイド 

4.2(2)c. 

・評価点の相対濃度又は相対線

量は、毎時刻の相対濃度又は相対

線量を年間について小さい方か

ら累積した場合、その累積出現頻

度が97％に当たる値とする。 

建屋 

影響 
考慮する 

放出点から近距

離の建屋の影響

を受けるため，

建屋による巻込

み現象を考慮 

被ばく評価手法（内規） 

5.1.2(1)a) 中央制御室のよう

に，事故時の放射性物質の放出点

から比較的近距離の場所では，建

屋の風下側における風の巻き込

みによる影響が顕著となると考

えられる。そのため，放出点と巻

き込みを生じる建屋及び評価点

との位置関係によっては，建屋の

影響を考慮して大気拡散の計算

をする必要がある。 

 

審査ガイド 

4.2(2)a. 

・原子炉制御室／緊急時制御室

／緊急時対策所の居住性評価で

特徴的な放出点から近距離の建

屋の影響を受ける場合には、建屋

による巻き込み現象を考慮した

大気拡散による拡散パラメータ

を用いる。 
 

表4－6 大気拡散評価条件（2／7） 

項 目 評価条件 選定理由 備 考 

累積出

現頻度 

小さい方から

97％ 

気象指針を参考

として，年間の

相対濃度又は相

対線量を昇順に

並べ替え，累積

出現頻度が97％

に当たる値を設

定 

被ばく評価手法（内規） 

5.2.1(2) 評価点の相対濃度は，

毎時刻の相対濃度を年間につい

て小さい方から累積した場合，そ

の累積出現頻度が97％に当たる

相対濃度とする。 

 

審査ガイド 

4.2(2)c. 

・評価点の相対濃度又は相対線

量は、毎時刻の相対濃度又は相対

線量を年間について小さい方か

ら累積した場合、その累積出現頻

度が97％に当たる値とする。 

建屋 

影響 
考慮する 

放出点から近距

離の建屋の影響

を受けるため，

建屋による巻込

み現象を考慮 

被ばく評価手法（内規） 

5.1.2(1)a) 中央制御室のよう

に，事故時の放射性物質の放出点

から比較的近距離の場所では，建

屋の風下側における風の巻き込

みによる影響が顕著となると考

えられる。そのため，放出点と巻

き込みを生じる建屋及び評価点

との位置関係によっては，建屋の

影響を考慮して大気拡散の計算

をする必要がある。 

 

審査ガイド 

4.2(2)a. 

・原子炉制御室／緊急時制御室

／緊急時対策所の居住性評価で

特徴的な放出点から近距離の建

屋の影響を受ける場合には、建屋

による巻き込み現象を考慮した

大気拡散による拡散パラメータ

を用いる。 
 

差異なし 
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表4－6 大気拡散評価条件（3／7） 

項 目 評価条件 選定理由 備 考 

巻込み

を生じ

る代表

建屋 

原子炉建屋 

放出源から最

も近く，巻込

みの影響が最

も大きいと考

えられる一つ

の建屋として

選定 

また，建屋投

影面積が小さ

い方が保守的

な結果を与え

るため，単独

建屋として設

定 

被ばく評価手法（内規） 

5.1.2(3)a)2) 巻き込みを生じる

建屋として，原子炉格納容器，原子

炉建屋，原子炉補助建屋，タービン

建屋，コントロ－ル建屋，燃料取り

扱い建屋等，原則として放出源の

近隣に存在するすべての建屋が対

象となるが，巻き込みの影響が最

も大きいと考えられる一つの建屋

を代表として相対濃度を算出する

ことは，保守的な結果を与える。 

5.1.2(3)a)3) 巻き込みを生じる

代表的な建屋として，表5.1に示す

建屋を選定することは適切であ

る。 

 

表5.1 放射性物質の巻き込みの対

象とする代表建屋の選定例 
原子

炉 

施設 

想定

事故 
建屋の種類 

BWR

型 

原 子

炉 

施設 

原子

炉冷 

却材

喪失 

原子炉建屋（建屋

影響がある場合） 

主蒸

気管 

破断 

原子炉建屋又はタ

ービン建屋（結果

が厳しい方で代

表） 

PWR

型 

原 子

炉 

施設 

原子

炉冷 

却材

喪失 

原子炉格納容器

（原子炉格納施

設）， 

原子炉格納容器

（原子炉格納施

設）及び原子炉建

屋 

蒸気

発生 

器伝

熱管 

破損 

原子炉格納容器

（原子炉格納施

設）， 

原子炉格納容器

（原子炉格納施

設）及び原子炉建

屋 

 

審査ガイド 

4.2(2)b. 

・巻き込みを生じる代表建屋 

2) 巻き込みを生じる建屋とし

て、原子炉格納容器、原子炉建屋、

原子炉補助建屋、タービン建屋、コ

ントロール建屋及び燃料取り扱い

建屋等、原則として放出源の近隣

に存在するすべての建屋が対象と

なるが、巻き込みの影響が最も大

きいと考えられる一つの建屋を代

表建屋とすることは、保守的な結

果を与える。 
 

表4－6 大気拡散評価条件（3／7） 

項 目 評価条件 選定理由 備 考 

巻込み

を生じ

る代表

建屋 

原子炉建屋 

放出源から最

も近く，巻込

みの影響が最

も大きいと考

えられる一つ

の建屋として

選定 

また，建屋投

影面積が小さ

い方が保守的

な結果を与え

るため，単独

建屋として設

定 

被ばく評価手法（内規） 

5.1.2(3)a)2) 巻き込みを生じる

建屋として，原子炉格納容器，原子

炉建屋，原子炉補助建屋，タービン

建屋，コントロ－ル建屋，燃料取り

扱い建屋等，原則として放出源の

近隣に存在するすべての建屋が対

象となるが，巻き込みの影響が最

も大きいと考えられる一つの建屋

を代表として相対濃度を算出する

ことは，保守的な結果を与える。 

5.1.2(3)a)3) 巻き込みを生じる

代表的な建屋として，表5.1に示す

建屋を選定することは適切であ

る。 

 

表5.1 放射性物質の巻き込みの対

象とする代表建屋の選定例 
原子

炉 

施設 

想定

事故 
建屋の種類 

BWR

型 

原 子

炉 

施設 

原子

炉冷 

却材

喪失 

原子炉建屋（建屋

影響がある場合） 

主蒸

気管 

破断 

原子炉建屋又はタ

ービン建屋（結果

が厳しい方で代

表） 

PWR

型 

原 子

炉 

施設 

原子

炉冷 

却材

喪失 

原子炉格納容器

（原子炉格納施

設）， 

原子炉格納容器

（原子炉格納施

設）及び原子炉建

屋 

蒸気

発生 

器伝

熱管 

破損 

原子炉格納容器

（原子炉格納施

設）， 

原子炉格納容器

（原子炉格納施

設）及び原子炉建

屋 

 

審査ガイド 

4.2(2)b. 

・巻き込みを生じる代表建屋 

2) 巻き込みを生じる建屋とし

て、原子炉格納容器、原子炉建屋、

原子炉補助建屋、タービン建屋、コ

ントロール建屋及び燃料取り扱い

建屋等、原則として放出源の近隣

に存在するすべての建屋が対象と

なるが、巻き込みの影響が最も大

きいと考えられる一つの建屋を代

表建屋とすることは、保守的な結

果を与える。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（島根 2 号機で

は，建屋配置の違いにより，巻

き込みを生じる代表建屋とし

てタービン建物を考慮してい

る。） 
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表4－6 大気拡散評価条件（4／7） 

項目 評価条件 選定理由 備考 

放 射

性 物

質 濃

度 の

評 価

点＊ 

〇設計基準事故

時 

【中央制御室

内】 

中央制御室中心 

【入退域時】 

サービス建屋入

口 

 

〇炉心の著しい

損傷が発生した

場合 

【中央制御室

内】 

中央制御室中心 

【入退域時】 

コントロール建

屋入口 

【中央制御室

内】 

換気設備に

より少量外気

取り入れ運転

を前提とし，

フィルタを通

過した空気が

直接室内へ流

入すると設定 

また，イン

リークによっ

て，評価期間

中はフィルタ

を通らない空

気が直接室内

へ流入するこ

とを前提とす

るため，中央

制御室が属す

る建屋の屋上

面を代表面と

して選定し，

建屋の巻込み

の影響を受け

る場合には，

中央制御室の

属する建屋表

面での濃度は

風下距離の依

存性は小さく

ほぼ一様であ

るので，中央

制御室中心を

代表点として

設定 

 

【入退域時】 

入退域時の

移動経路に従

った適切な評

価点を設定 

被ばく評価手法（内規） 

【中央制御室内】 

5.1.2(3)b)3)ⅰ) 建屋の巻き込み

の影響を受ける場合には，中央制御

室の属する建屋表面での濃度は風

下距離の依存性は小さくほぼ一様

と考えられるので，評価点は厳密に

定める必要はない。屋上面を代表と

する場合，例えば中央制御室の中心

点を評価点とするのは妥当である。 

7.2(3) 相対線量D/Qの評価点は，

中央制御室内の中心，操作盤位置

等の代表点とする。室内の複数点

の計算結果から線量が最大となる

点を評価点としてもよい。 

【入退域時】 

7.5.1(5)a),7.5.2(5)a)  管 理 建

屋の入口を代表評価点とし，入退

域ごとに評価点に，15分間滞在す

るとする。 

7.5.1(5)b) 入退域時の移動経路

及び入退域に要する時間をプラン

トごとに計算し，移動経路に従った

適切な評価点及び滞在時間を設定

する。この場合，移動に伴って，複

数の評価点を設定してもよい。 

 

審査ガイド 

【中央制御室内】 

4.2(2)b. 

放射性物質濃度の評価点 

3) i)建屋の巻き込みの影響を受け

る場合には、原子炉制御室／緊急時

制御室／緊急時対策所の属する建

屋表面での濃度は風下距離の依存

性は小さくほぼ一様と考えられる

ので、評価点は厳密に定める必要は

ない。 

屋上面を代表とする場合、例えば

原子炉制御室／緊急時制御室／緊

急時対策所の中心点を評価点とす

るのは妥当である。 

【入退域時】 

－ 

注記＊：評価点高さは，放出源高さと同じとする。 

 

表4－6 大気拡散評価条件（4／7） 

項目 評価条件 選定理由 備考 

放 射

性 物

質 濃

度 の

評 価

点＊ 

〇設計基準事故

時 

【中央制御室

内】 

中央制御室中心 

【入退域時】 

サービス建屋入

口 

 

〇炉心の著しい

損傷が発生した

場合 

【中央制御室

内】 

中央制御室中心 

【入退域時】 

コントロール建

屋入口 

【中央制御室

内】 

換気設備に

より少量外気

取り入れ運転

を前提とし，

フィルタを通

過した空気が

直接室内へ流

入すると設定 

また，イン

リークによっ

て，評価期間

中はフィルタ

を通らない空

気が直接室内

へ流入するこ

とを前提とす

るため，中央

制御室が属す

る建屋の屋上

面を代表面と

して選定し，

建屋の巻込み

の影響を受け

る場合には，

中央制御室の

属する建屋表

面での濃度は

風下距離の依

存性は小さく

ほぼ一様であ

るので，中央

制御室中心を

代表点として

設定 

 

【入退域時】 

入退域時の

移動経路に従

った適切な評

価点を設定 

被ばく評価手法（内規） 

【中央制御室内】 

5.1.2(3)b)3)ⅰ) 建屋の巻き込み

の影響を受ける場合には，中央制御

室の属する建屋表面での濃度は風

下距離の依存性は小さくほぼ一様

と考えられるので，評価点は厳密に

定める必要はない。屋上面を代表と

する場合，例えば中央制御室の中心

点を評価点とするのは妥当である。 

7.2(3) 相対線量D/Qの評価点は，

中央制御室内の中心，操作盤位置

等の代表点とする。室内の複数点

の計算結果から線量が最大となる

点を評価点としてもよい。 

【入退域時】 

7.5.1(5)a),7.5.2(5)a)  管 理 建

屋の入口を代表評価点とし，入退

域ごとに評価点に，15分間滞在す

るとする。 

7.5.1(5)b) 入退域時の移動経路

及び入退域に要する時間をプラン

トごとに計算し，移動経路に従った

適切な評価点及び滞在時間を設定

する。この場合，移動に伴って，複

数の評価点を設定してもよい。 

 

審査ガイド 

【中央制御室内】 

4.2(2)b. 

放射性物質濃度の評価点 

3) i)建屋の巻き込みの影響を受け

る場合には、原子炉制御室／緊急時

制御室／緊急時対策所の属する建

屋表面での濃度は風下距離の依存

性は小さくほぼ一様と考えられる

ので、評価点は厳密に定める必要は

ない。 

屋上面を代表とする場合、例えば

原子炉制御室／緊急時制御室／緊

急時対策所の中心点を評価点とす

るのは妥当である。 

【入退域時】 

－ 

注記＊：評価点高さは，放出源高さと同じとする。 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（建屋配置の違

いにより，評価点が異なる。） 
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表4－6 大気拡散評価条件（5／7） 

項

目 
評 価 条 件 選 定 理 由 備 考 

着
目
方
位 

【設計基準事故時】 

（原子炉冷却材喪失） 

中央制御室 

6号機：6方位 

（SE,SSE,S,SSW,SW,WSW） 

7号機：9方位 

（WNW,NW,NNW,N,NNE,NE,ENE,E,E

SE） 

入退域 

6号機：4方位 

（ESE,SE,SSE,S） 

7号機：4方位 

（NE,ENE,E,ESE） 

 

（主蒸気管破断） 

中央制御室 

6号機：6方位 

（SE,SSE,S,SSW,SW,WSW） 

7号機：9方位 

（WNW,NW,NNW,N,NNE,NE,ENE,E,E

SE） 

入退域 

6号機：4方位 

（ESE,SE,SSE,S） 

7号機：4方位 

（NE,ENE,E,ESE） 

原子炉建屋の建屋後流

での巻込みが生じる条

件としては，放出点と

巻込みが生じる建屋及

び評価点との位置関係

について，次に示す条

件すべてに該当した場

合，放出点から放出さ

れた放射性物質は建屋

の風下側で巻込みの影

響を受け拡散し，評価

点に到達するものとす

る。 

(a) 放出源の高さが建

屋の高さの2.5倍に満

たない場合 

(b) 放出源と評価点を

結んだ直線と平行で放

出源を風上とした風向

について，放出源の位

置が風向と建屋の投影

形状に応じて定まる一

定の範囲の中にある場

合 

(c) 評価点が巻込みを

生じる建屋の風下側に

ある場合 

建屋風下側の巻込みに

よる拡がりを考慮し，

以下のi)～ⅲ)の条件

に該当する方位を選定

し，建屋の後流側の拡

がりの影響が評価点に

及ぶ可能性のある複数

の方位を選定 

i)放出点が評価点の風

上にあること。 

ⅱ)放出点から放出さ

れた放射性物質が，建

屋の風下側に巻き込ま

れるような範囲に放出

点が存在すること 

ⅲ）建屋の風下側で巻

き込まれた大気が評価

点に到達すること。 

被ばく評

価手法（内

規） 

5.1.2(3)c

)l) 中央

制御室の

被ばく評

価の計算

では，代表

建屋の風

下後流側

での広範

囲に及ぶ

乱流混合

域が顕著

であるこ

とから，放

射性物質

濃度を計

算する当

該着目方

位として

は，放出源

と評価点

とを結ぶ

ラインが

含まれるl

方位のみ

を対象と

するので

はなく，図

5.4に示す

ように，代

表建屋の

後流側の

拡がりの

影響が評

価点に及

ぶ可能性

のある複

数の方位

を対象と

する。 

 

 

表4－6 大気拡散評価条件（5／7） 

項

目 
評 価 条 件 選 定 理 由 備 考 

着
目
方
位 

【設計基準事故時】 

（原子炉冷却材喪失） 

中央制御室 

6号機：6方位 

（SE,SSE,S,SSW,SW,WSW） 

7号機：9方位 

（WNW,NW,NNW,N,NNE,NE,ENE,E,E

SE） 

入退域 

6号機：4方位 

（ESE,SE,SSE,S） 

7号機：4方位 

（NE,ENE,E,ESE） 

 

（主蒸気管破断） 

中央制御室 

6号機：6方位 

（SE,SSE,S,SSW,SW,WSW） 

7号機：9方位 

（WNW,NW,NNW,N,NNE,NE,ENE,E,E

SE） 

入退域 

6号機：4方位 

（ESE,SE,SSE,S） 

7号機：4方位 

（NE,ENE,E,ESE） 

原子炉建屋の建屋後流

での巻込みが生じる条

件としては，放出点と

巻込みが生じる建屋及

び評価点との位置関係

について，次に示す条

件すべてに該当した場

合，放出点から放出さ

れた放射性物質は建屋

の風下側で巻込みの影

響を受け拡散し，評価

点に到達するものとす

る。 

(a) 放出源の高さが建

屋の高さの2.5倍に満

たない場合 

(b) 放出源と評価点を

結んだ直線と平行で放

出源を風上とした風向

について，放出源の位

置が風向と建屋の投影

形状に応じて定まる一

定の範囲の中にある場

合 

(c) 評価点が巻込みを

生じる建屋の風下側に

ある場合 

建屋風下側の巻込みに

よる拡がりを考慮し，

以下のi)～ⅲ)の条件

に該当する方位を選定

し，建屋の後流側の拡

がりの影響が評価点に

及ぶ可能性のある複数

の方位を選定 

i)放出点が評価点の風

上にあること。 

ⅱ)放出点から放出さ

れた放射性物質が，建

屋の風下側に巻き込ま

れるような範囲に放出

点が存在すること 

ⅲ）建屋の風下側で巻

き込まれた大気が評価

点に到達すること。 

被ばく評

価手法（内

規） 

5.1.2(3)c

)l) 中央

制御室の

被ばく評

価の計算

では，代表

建屋の風

下後流側

での広範

囲に及ぶ

乱流混合

域が顕著

であるこ

とから，放

射性物質

濃度を計

算する当

該着目方

位として

は，放出源

と評価点

とを結ぶ

ラインが

含まれるl

方位のみ

を対象と

するので

はなく，図

5.4に示す

ように，代

表建屋の

後流側の

拡がりの

影響が評

価点に及

ぶ可能性

のある複

数の方位

を対象と

する。 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（建屋配置の違

いにより，着目方位が異なる。） 
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表4－6 大気拡散評価条件（6／7） 

項目 評 価 条 件 選 定 理 由 備 考 

着
目
方
位 

【炉心の著しい損傷が発生した場

合】 

（中央制御室滞在時） 

【格納容器圧力逃がし装置配管】 

6 号機：6 方位 

（SE,SSE,S,SSW,SW,WSW） 

7 号機：9 方位 

（ WNW,NW,NNW,N,NNE,NE,ENE,E,ES

E） 

【原子炉建屋中心】 

6 号機：6 方位 

（SE,SSE,S,SSW,SW,WSW） 

7 号機：9 方位 

（ WNW,NW,NNW,N,NNE,NE,ENE,E,ES

E） 

【主排気筒】 

6 号機：6 方位 

（SE,SSE,S,SSW,SW,WSW） 

7 号機：9 方位 

（ WNW,NW,NNW,N,NNE,NE,ENE,E,ES

E） 

 

（入退域時） 

【格納容器圧力逃がし装置配管】 

6 号機：5 方位 

（SSE,S,SSW,SW,WSW） 

7 号機：9 方位 

（W,WNW,NW,NNW,N,NNE,NE,ENE,E） 

【原子炉建屋中心】 

6 号機：5 方位 

（SSE,S,SSW,SW,WSW） 

7 号機：9 方位 

（W,WNW,NW,NNW,N,NNE,NE,ENE,E） 

【主排気筒】 

6 号機：5 方位 

（SSE,S,SSW,SW,WSW） 

7 号機：9 方位 

（W,WNW,NW,NNW,N,NNE,NE,ENE,E） 

原子炉建屋の建屋後流

での巻込みが生じる条

件としては，放出点と

巻込みが生じる建屋及

び評価点との位置関係

について，次に示す条

件すべてに該当した場

合，放出点から放出さ

れた放射性物質は建屋

の風下側で巻込みの影

響を受け拡散し，評価

点に到達するものとす

る。 

(a) 放出源の高さが建

屋の高さの2.5倍に満

たない場合 

(b) 放出源と評価点を

結んだ直線と平行で放

出源を風上とした風向

について，放出源の位

置が風向と建屋の投影

形状に応じて定まる一

定の範囲の中にある場

合 

(c) 評価点が巻込みを

生じる建屋の風下側に

ある場合 

建屋風下側の巻込みに

よる拡がりを考慮し，

以下のi)～ⅲ)の条件

に該当する方位を選定

し，建屋の後流側の拡

がりの影響が評価点に

及ぶ可能性のある複数

の方位を選定 

i)放出点が評価点の風

上にあること。 

ⅱ)放出点から放出さ

れた放射性物質が，建

屋の風下側に巻き込ま

れるような範囲に放出

点が存在すること 

ⅲ）建屋の風下側で巻

き込まれた大気が評価

点に到達すること。 

審査 ガイ

ド 

4.2(2)a. 

原子 炉制

御室 ／緊

急時 制御

室／ 緊急

時対 策所

の居 住性

に係 る被

ばく 評価

では、建屋

の風 下後

流側 での

広範 囲に

及ぶ 乱流

混合 域が

顕著 であ

るこ とか

ら、放射性

物質 濃度

を計 算す

る当 該着

目方 位と

しては、放

出源 と評

価点 とを

結ぶ ライ

ンが 含ま

れる1方位

のみ を対

象と する

ので はな

く、図5に

示す よう

に、建屋の

後流 側の

拡が りの

影響 が評

価点 に及

ぶ可 能性

のあ る複

数の 方位

を対 象と

する。 

 

 

表4－6 大気拡散評価条件（6／7） 

項目 評 価 条 件 選 定 理 由 備 考 

着
目
方
位 

【炉心の著しい損傷が発生した場

合】 

（中央制御室滞在時） 

【格納容器圧力逃がし装置配管】 

6 号機：6 方位 

（SE,SSE,S,SSW,SW,WSW） 

7 号機：9 方位 

（ WNW,NW,NNW,N,NNE,NE,ENE,E,ES

E） 

【原子炉建屋中心】 

6 号機：6 方位 

（SE,SSE,S,SSW,SW,WSW） 

7 号機：9 方位 

（ WNW,NW,NNW,N,NNE,NE,ENE,E,ES

E） 

【主排気筒】 

6 号機：6 方位 

（SE,SSE,S,SSW,SW,WSW） 

7 号機：9 方位 

（ WNW,NW,NNW,N,NNE,NE,ENE,E,ES

E） 

 

（入退域時） 

【格納容器圧力逃がし装置配管】 

6 号機：5 方位 

（SSE,S,SSW,SW,WSW） 

7 号機：9 方位 

（W,WNW,NW,NNW,N,NNE,NE,ENE,E） 

【原子炉建屋中心】 

6 号機：5 方位 

（SSE,S,SSW,SW,WSW） 

7 号機：9 方位 

（W,WNW,NW,NNW,N,NNE,NE,ENE,E） 

【主排気筒】 

6 号機：5 方位 

（SSE,S,SSW,SW,WSW） 

7 号機：9 方位 

（W,WNW,NW,NNW,N,NNE,NE,ENE,E） 

原子炉建屋の建屋後流

での巻込みが生じる条

件としては，放出点と

巻込みが生じる建屋及

び評価点との位置関係

について，次に示す条

件すべてに該当した場

合，放出点から放出さ

れた放射性物質は建屋

の風下側で巻込みの影

響を受け拡散し，評価

点に到達するものとす

る。 

(a) 放出源の高さが建

屋の高さの2.5倍に満

たない場合 

(b) 放出源と評価点を

結んだ直線と平行で放

出源を風上とした風向

について，放出源の位

置が風向と建屋の投影

形状に応じて定まる一

定の範囲の中にある場

合 

(c) 評価点が巻込みを

生じる建屋の風下側に

ある場合 

建屋風下側の巻込みに

よる拡がりを考慮し，

以下のi)～ⅲ)の条件

に該当する方位を選定

し，建屋の後流側の拡

がりの影響が評価点に

及ぶ可能性のある複数

の方位を選定 

i)放出点が評価点の風

上にあること。 

ⅱ)放出点から放出さ

れた放射性物質が，建

屋の風下側に巻き込ま

れるような範囲に放出

点が存在すること 

ⅲ）建屋の風下側で巻

き込まれた大気が評価

点に到達すること。 

審査 ガイ

ド 

4.2(2)a. 

原子 炉制

御室 ／緊

急時 制御

室／ 緊急

時対 策所

の居 住性

に係 る被

ばく 評価

では、建屋

の風 下後

流側 での

広範 囲に

及ぶ 乱流

混合 域が

顕著 であ

るこ とか

ら、放射性

物質 濃度

を計 算す

る当 該着

目方 位と

しては、放

出源 と評

価点 とを

結ぶ ライ

ンが 含ま

れる1方位

のみ を対

象と する

ので はな

く、図5に

示す よう

に、建屋の

後流 側の

拡が りの

影響 が評

価点 に及

ぶ可 能性

のあ る複

数の 方位

を対 象と

する。 
 

【島根との差異】 

評価条件の差異（建屋配置の違

いにより，着目方位が異なる。） 
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表4－6 大気拡散評価条件（7／7） 

項 目 評価条件 選定理由 備考 

建屋投影 

面積 
1931m2 

建屋投影面積は小

さい方が厳しい結

果となるため，すべ

ての方位の投影面

積の中で最小面積

（原子炉建屋，短手

方向）となる東（西）

方向の断面積を切

り下げた数値をす

べての方位の計算

の入力として共通

に適用する。 

被ばく評価手法（内規） 

5.1.2(3)d)1) 図5.9に示す

とおり，風向に垂直な代表

建屋の投影面積を求め，放

射性物質の濃度を求めるた

めに大気拡散式の入力とす

る。 

5.1.2(3)d)2) 建屋の影響

がある場合の多くは複数の

風向を対象に計算する必要

があるので，風向の方位ご

とに垂直な投影面積を求め

る。ただし，対象となる複数

の方位の投影面積の中で，

最小面積を，すべての方位

の計算の入力として共通に

適用することは，合理的で

あり保守的である。 

 

審査ガイド 

4.2(2)b. 

・建屋投影面積 

1) 図10に示すとおり、風向

に垂直な代表建屋の投影面

積を求め、放射性物質の濃

度を求めるために大気拡散

式の入力とする。 

2) 建屋の影響がある場合

の多くは複数の風向を対象

に計算する必要があるの

で、風向の方位ごとに垂直

な投影面積を求める。ただ

し、対象となる複数の方位

の投影面積の中で、最小面

積を、すべての方位の計算

の入力として共通に適用す

ることは、合理的であり保

守的である。 

形状係数 1/2 
気象指針を参考と

して設定 

被ばく評価手法（内規） 

5.1.1(2)b) 形状係数cの値

は，特に根拠が示されるも

ののほかは原則として1/2

を用いる。 

 

審査ガイド 

－ 
 

表4－6 大気拡散評価条件（7／7） 

項 目 評価条件 選定理由 備考 

建屋投影 

面積 
1931m2 

建屋投影面積は小

さい方が厳しい結

果となるため，すべ

ての方位の投影面

積の中で最小面積

（原子炉建屋，短手

方向）となる東（西）

方向の断面積を切

り下げた数値をす

べての方位の計算

の入力として共通

に適用する。 

被ばく評価手法（内規） 

5.1.2(3)d)1) 図5.9に示す

とおり，風向に垂直な代表

建屋の投影面積を求め，放

射性物質の濃度を求めるた

めに大気拡散式の入力とす

る。 

5.1.2(3)d)2) 建屋の影響

がある場合の多くは複数の

風向を対象に計算する必要

があるので，風向の方位ご

とに垂直な投影面積を求め

る。ただし，対象となる複数

の方位の投影面積の中で，

最小面積を，すべての方位

の計算の入力として共通に

適用することは，合理的で

あり保守的である。 

 

審査ガイド 

4.2(2)b. 

・建屋投影面積 

1) 図10に示すとおり、風向

に垂直な代表建屋の投影面

積を求め、放射性物質の濃

度を求めるために大気拡散

式の入力とする。 

2) 建屋の影響がある場合

の多くは複数の風向を対象

に計算する必要があるの

で、風向の方位ごとに垂直

な投影面積を求める。ただ

し、対象となる複数の方位

の投影面積の中で、最小面

積を、すべての方位の計算

の入力として共通に適用す

ることは、合理的であり保

守的である。 

形状係数 1/2 
気象指針を参考と

して設定 

被ばく評価手法（内規） 

5.1.1(2)b) 形状係数cの値

は，特に根拠が示されるも

ののほかは原則として1/2

を用いる。 

 

審査ガイド 

－ 
 

【島根との差異】 

評価条件の差異（島根 2 号機で

は，建屋配置の違いにより，巻

き込みを生じる代表建屋とし

てタービン建物を考慮してお

り，建屋投影面積は柏崎刈羽 6

号機と異なる。） 
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島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

  

 

  

  

  

 

        

        

        

        

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表4－7 運転員交代考慮条件 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）＊1，＊2 

 中央制御室の滞在時間 

1直 8：30～21：25 

2直 21：00～8：55 

 

 1日目 2日目 3日目 4日目 5日目 6日目 7日目 

Ａ班 1直 1直 2直 2直 明 休 休 

Ｂ班 訓 訓 訓 訓 訓 訓 訓 

Ｃ班 休 休 1直 1直 2直 2直 明 

Ｄ班 明 休 休 休 1直 1直 2直 

Ｅ班 2直 2直 明 休 休 休 1直 

注記＊1 ：この通常時の直交替スケジュールをベースに，特定

の班のみが過大な被ばくを受けることにならないよ

う，訓練直が代わりに勤務することを想定する等，

評価上で班交替を工夫する。 

  ＊2 ：事故発生と同時に，1 日目 1 直の中央制御室滞在が

開始すると想定する。 

 

 

 

表4－7 運転員交代考慮条件 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）＊1，＊2 

 中央制御室の滞在時間 

1直 8：30～21：25 

2直 21：00～8：55 

 

 1日目 2日目 3日目 4日目 5日目 6日目 7日目 

Ａ班 1直 1直 2直 2直 明 休 休 

Ｂ班 訓 訓 訓 訓 訓 訓 訓 

Ｃ班 休 休 1直 1直 2直 2直 明 

Ｄ班 明 休 休 休 1直 1直 2直 

Ｅ班 2直 2直 明 休 休 休 1直 

注記＊1 ：この通常時の直交替スケジュールをベースに，特定

の班のみが過大な被ばくを受けることにならないよ

う，訓練直が代わりに勤務することを想定する等，

評価上で班交替を工夫する。 

  ＊2 ：事故発生と同時に，1 日目 1 直の中央制御室滞在が

開始すると想定する。 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（滞在時間及び

直交替体制が異なる。） 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 
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島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

  

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表4－8 中央制御室内放射性物質濃度評価条件（1／4） 

項

目 

評 価 条 件 
選定理由 備 考 

6号機事故時 7号機事故時 

中
央
制
御
室
換
気
空
調
系
の
風
量
＊ 

[設計基準事故

時] 

(事故後0～15

分) 

6号機： 

通常運転 

（5000m3/h） 

7号機： 

通常運転 

（5000m3/h） 

 

(事故後 15分

～) 

6号機： 

再循環運転 

（7500m3/h） 

少量外気取入 

（500m3/h） 

7号機：停止 

 

 

[炉心の著しい

損傷が発生し

た場合] 

(事故後0分～) 

6号機：停止 

7号機：停止 

（給排気隔離

ダンパ閉止） 

[設計基準事故

時] 

(事故後0～15

分) 

6号機： 

通常運転 

（5000m3/h） 

7号機： 

通常運転 

（5000m3/h） 

 

(事故後 15分

～) 

6号機：停止 

7号機： 

再循環運転 

（6000m3/h） 

少量外気取入 

（2000m3/h） 

 

 

[炉心の著しい

損傷が発生し

た場合] 

(事故後0分～) 

6号機：停止 

7号機：停止 

（給排気隔離

ダンパ閉止） 

設計基準

事故後，

中央制御

室換気系

設備によ

る少量外

気取り入

れを前提

とし，さ

らに，換

気設備を

通らずに

直接室内

に流入す

ることを

考 慮 す

る。 

 

炉心の著

しい損傷

が発生し

た場合に

は，恒設

の中央制

御室換気

空調系を

停止する

運用とす

る。 

被ばく評価手法（内規） 

7.3.2(1) 建屋の表面空気

中から，次のa)及びb)の経

路で放射性物質が外気か

ら取り込まれることを想

定する。 

a)中央制御室の非常用換

気空調によって室内に取

入れること 

b)中央制御室内に直接，流

入すること 

7.3.2(6) 中央制御室の自

動隔離を期待する場合に

は，その起動信号を明確に

するとともに隔離に要す

る時間を見込む。また，隔

離のために手動操作が必

要な場合には，隔離に要す

る時間に加えて運転員が

事故を検知してから操作

を開始するまで10分以上

の時間的余裕を見込んで

計算する。 

 

審査ガイド 

4.2(2)e. 

・原子炉制御室／緊急時制

御室／緊急時対策所の建

屋の表面空気中から、次の

二つの経路で放射性物質

が外気から取り込まれる

ことを仮定する。 

一 原子炉制御室／緊急

時制御室／緊急時対策所

の非常用換気空調設備に

よって室内に取り入れる

こと（外気取入） 

二 原子炉制御室／緊急

時制御室／緊急時対策所

内に直接流入すること（空

気流入） 

・原子炉制御室／緊急時制

御室／緊急時対策所内へ

の外気取入による放射性

物質の取り込みについて

は、非常用換気空調設備の

設計及び運転条件に従っ

て計算する。 

注記＊：6 号機及び 7 号機の再循環運転及び少量外気取入の風

量の違いは設計値によるもの。 

 

表4－8 中央制御室内放射性物質濃度評価条件（1／4） 

項

目 

評 価 条 件 
選定理由 備 考 

6号機事故時 7号機事故時 

中
央
制
御
室
換
気
空
調
系
の
風
量
＊ 

[設計基準事故

時] 

(事故後0～15

分) 

6号機： 

通常運転 

（5000m3/h） 

7号機： 

通常運転 

（5000m3/h） 

 

(事故後 15分

～) 

6号機： 

再循環運転 

（7500m3/h） 

少量外気取入 

（500m3/h） 

7号機：停止 

 

 

[炉心の著しい

損傷が発生し

た場合] 

(事故後0分～) 

6号機：停止 

7号機：停止 

（給排気隔離

ダンパ閉止） 

[設計基準事故

時] 

(事故後0～15

分) 

6号機： 

通常運転 

（5000m3/h） 

7号機： 

通常運転 

（5000m3/h） 

 

(事故後 15分

～) 

6号機：停止 

7号機： 

再循環運転 

（6000m3/h） 

少量外気取入 

（2000m3/h） 

 

 

[炉心の著しい

損傷が発生し

た場合] 

(事故後0分～) 

6号機：停止 

7号機：停止 

（給排気隔離

ダンパ閉止） 

設計基準

事故後，

中央制御

室換気系

設備によ

る少量外

気取り入

れを前提

とし，さ

らに，換

気設備を

通らずに

直接室内

に流入す

ることを

考 慮 す

る。 

 

炉心の著

しい損傷

が発生し

た場合に

は，恒設

の中央制

御室換気

空調系を

停止する

運用とす

る。 

被ばく評価手法（内規） 

7.3.2(1) 建屋の表面空気

中から，次のa)及びb)の経

路で放射性物質が外気か

ら取り込まれることを想

定する。 

a)中央制御室の非常用換

気空調によって室内に取

入れること 

b)中央制御室内に直接，流

入すること 

7.3.2(6) 中央制御室の自

動隔離を期待する場合に

は，その起動信号を明確に

するとともに隔離に要す

る時間を見込む。また，隔

離のために手動操作が必

要な場合には，隔離に要す

る時間に加えて運転員が

事故を検知してから操作

を開始するまで10分以上

の時間的余裕を見込んで

計算する。 

 

審査ガイド 

4.2(2)e. 

・原子炉制御室／緊急時制

御室／緊急時対策所の建

屋の表面空気中から、次の

二つの経路で放射性物質

が外気から取り込まれる

ことを仮定する。 

一 原子炉制御室／緊急

時制御室／緊急時対策所

の非常用換気空調設備に

よって室内に取り入れる

こと（外気取入） 

二 原子炉制御室／緊急

時制御室／緊急時対策所

内に直接流入すること（空

気流入） 

・原子炉制御室／緊急時制

御室／緊急時対策所内へ

の外気取入による放射性

物質の取り込みについて

は、非常用換気空調設備の

設計及び運転条件に従っ

て計算する。 

注記＊：6 号機及び 7 号機の再循環運転及び少量外気取入の風

量の違いは設計値によるもの。 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（設備設計が異

なることによる換気空調系風

量の違い。） 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 
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表4－8 中央制御室内放射性物質濃度評価条件（2／4） 

項目 評価条件 選定理由 備考 

中央制

御室バ

ウンダ

リ体積 

中央制御室：20800m3 

中央制御室待避室：

100m3 

中央制御室

のバウンダ

リ体積は，中

央制御室，中

央制御室空

調機械室等

の中央制御

室換気空調

設備の処理

対象となる

区画の体積

を合計して

保守的に切

り上げて設

定 

また，中央制

御室待避室

のバウンダ

リ体積は，中

央制御室待

避室内の体

積を基に保

守的に切り

上げて設定 

被ばく評価手法（内規） 

7.3.2(7)a) 中央制御室内

への取り込み空気放射能

濃度に基づき，空調システ

ムの設計に従って中央制

御室内の放射能濃度を求

める。 

7.3.2(7)b) 中央制御室に

相当する区画の容積は，中

央制御室バウンダリ内体

積（容積）とする。 

 

審査ガイド 

4.2(2)e. 

・原子炉制御室／緊急時

制御室／緊急時対策所内

に取り込まれる放射性物

質の空気流入量は、空気流

入率及び原子炉制御室／

緊急時制御室／緊急時対

策所バウンダリ体積（容

積）を用いて計算する。 

 

表4－8 中央制御室内放射性物質濃度評価条件（2／4） 

項目 評価条件 選定理由 備考 

中央制

御室バ

ウンダ

リ体積 

中央制御室：20800m3 

中央制御室待避室：

100m3 

中央制御室

のバウンダ

リ体積は，中

央制御室，中

央制御室空

調機械室等

の中央制御

室換気空調

設備の処理

対象となる

区画の体積

を合計して

保守的に切

り上げて設

定 

また，中央制

御室待避室

のバウンダ

リ体積は，中

央制御室待

避室内の体

積を基に保

守的に切り

上げて設定 

被ばく評価手法（内規） 

7.3.2(7)a) 中央制御室内

への取り込み空気放射能

濃度に基づき，空調システ

ムの設計に従って中央制

御室内の放射能濃度を求

める。 

7.3.2(7)b) 中央制御室に

相当する区画の容積は，中

央制御室バウンダリ内体

積（容積）とする。 

 

審査ガイド 

4.2(2)e. 

・原子炉制御室／緊急時

制御室／緊急時対策所内

に取り込まれる放射性物

質の空気流入量は、空気流

入率及び原子炉制御室／

緊急時制御室／緊急時対

策所バウンダリ体積（容

積）を用いて計算する。 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（設備設計の違

いにより，バウンダリ体積が異

なる。） 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 
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表4－8 中央制御室内放射性物質濃度評価条件（3／4） 

項目 評価条件 選定理由 備考 

外 部 ガ ン

マ 線 に よ

る 全 身 に

対 す る 線

量 評 価 時

の 自 由 体

積 

中 央 制 御 室 ：

20800m3 

中央制御室待避

室：100m3 

評価上の空調

バウンダリ体

積と同様に，

設計値を保守

的に切り上げ

て設定 

被ばく評価手法（内規） 

7.3.2(7)b) 中央制御室に相

当する区画の容積は，中央制

御室バウンダリ内体積（容

積）とする。 

7.3.4(3)b) ガンマ線による

被ばくの計算では，中央制御

室と異なる階層部分のエン

ベロープについて，階層間の

天井等による遮へいがある

ので，中央制御室の容積から

除外してもよい。 

 

審査ガイド 

4.2(2)e. 

・原子炉制御室／緊急時制御

室／緊急時対策所内に取り

込まれる放射性物質の空気

流入量は、空気流入率及び原

子炉制御室／緊急時制御室

／緊急時対策所バウンダリ

体積（容積）を用いて計算す

る。 

中 央 制 御

室 再 循 環

フ ィ ル タ

装 置 に よ

る よ う 素

の除去効 

[設計基準事故

時] 

90％ 

設計値を基に

設定 

被ばく評価手法（内規） 

7.3.2(3) 中央制御室換気系

フィルタの効率は，設計値又

は管理値を用いる。 

 

審査ガイド 

4.2(1)a. 

ヨウ素類及びエアロゾルの

フィルタ効率は、使用条件で

の設計値を基に設定する。 

なお、フィルタ効率の設定に

際し、ヨウ素類の性状を適切

に考慮する。 

中 央 制 御

室 可 搬 型

陽 圧 化 空

調 機 の 活

性 炭 フ ィ

ル タ の 除

去効率 

[炉心の著しい

損傷が発生した

場合] 

無 機 よ う 素 ：

99.9% 

有 機 よ う 素 ：

99.9% 

設計値を基に

設定 

中 央 制 御

室 可 搬 型

陽 圧 化 空

調 機 の 高

性 能 フ ィ

ル タ に よ

る 除 去 効

率 

[炉心の著しい

損傷が発生した

場合] 

粒子状放射性物

質：99.9% 

設計値を基に

設定 

 

 

表4－8 中央制御室内放射性物質濃度評価条件（3／4） 

項目 評価条件 選定理由 備考 

外 部 ガ ン

マ 線 に よ

る 全 身 に

対 す る 線

量 評 価 時

の 自 由 体

積 

中 央 制 御 室 ：

20800m3 

中央制御室待避

室：100m3 

評価上の空調

バウンダリ体

積と同様に，

設計値を保守

的に切り上げ

て設定 

被ばく評価手法（内規） 

7.3.2(7)b) 中央制御室に相

当する区画の容積は，中央制

御室バウンダリ内体積（容

積）とする。 

7.3.4(3)b) ガンマ線による

被ばくの計算では，中央制御

室と異なる階層部分のエン

ベロープについて，階層間の

天井等による遮へいがある

ので，中央制御室の容積から

除外してもよい。 

 

審査ガイド 

4.2(2)e. 

・原子炉制御室／緊急時制御

室／緊急時対策所内に取り

込まれる放射性物質の空気

流入量は、空気流入率及び原

子炉制御室／緊急時制御室

／緊急時対策所バウンダリ

体積（容積）を用いて計算す

る。 

中 央 制 御

室 再 循 環

フ ィ ル タ

装 置 に よ

る よ う 素

の除去効 

[設計基準事故

時] 

90％ 

設計値を基に

設定 

被ばく評価手法（内規） 

7.3.2(3) 中央制御室換気系

フィルタの効率は，設計値又

は管理値を用いる。 

 

審査ガイド 

4.2(1)a. 

ヨウ素類及びエアロゾルの

フィルタ効率は、使用条件で

の設計値を基に設定する。 

なお、フィルタ効率の設定に

際し、ヨウ素類の性状を適切

に考慮する。 

中 央 制 御

室 可 搬 型

陽 圧 化 空

調 機 の 活

性 炭 フ ィ

ル タ の 除

去効率 

[炉心の著しい

損傷が発生した

場合] 

無 機 よ う 素 ：

99.9% 

有 機 よ う 素 ：

99.9% 

設計値を基に

設定 

中 央 制 御

室 可 搬 型

陽 圧 化 空

調 機 の 高

性 能 フ ィ

ル タ に よ

る 除 去 効

率 

[炉心の著しい

損傷が発生した

場合] 

粒子状放射性物

質：99.9% 

設計値を基に

設定 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（設備設計の違

いにより，仕様が異なる。） 
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表4－8 中央制御室内放射性物質濃度評価条件（4／4） 

項目 評価条件 選定理由 備考 

中 央 制

御 室 可

搬 型 陽

圧 化 空

調 機 の

風 量 及

び 起 動

遅 れ 時

間 

事故発生から 

0～3時間後：0m3/h 

3 ～ 168 時 間 後 ：

6000m3/h 

（起動遅れ時間：3時

間） 

設計上期待で

きる値を設定 

 

起動遅れ時間

は，可搬設備

の設置に要す

る時間遅れや

全交流動力電

源喪失対応に

要する時間遅

れを考慮し設

定 

被ばく評価手法（内規） 

7.3.2(7)a) 中央制御室

内への取り込み空気放射

能濃度に基づき，空調シ

ステムの設計に従って中

央制御室内の放射能濃度

を求める。 

 

審査ガイド 

4.2(2)e. 

・原子炉制御室／緊急時

制御室／緊急時対策所内

への外気取入による放射

性物質の取り込みについ

ては、非常用換気空調設

備の設計及び運転条件に

従って計算する。 

4.3(3)f. 

原子炉制御室の非常用換

気空調設備の作動につい

ては、非常用電源の作動

状態を基に設定する。 

空 気 流

入率 

0.5回/h 

（10400m3/h） 

空気流入率測

定 試 験 結 果

（0.18回/h）

を基に，保守

的に値を設定 

空気流入率試

験については

別添1参照 

 

なお，中央制

御室を陽圧化

している期間

は，空気の流

入はないもの

とする。 

被ばく評価手法（内規） 

2.定義 b) 別添の「原子

力発電所の中央制御室の

空気流入率測定試験手

法」において定められた

空気流入率に，中央制御

室バウンダリ内体積（容

積）を乗じたものである。 

 

7.3(1) なお，中央制御室

の空気流入率について

は，「原子力発電所の中

央制御室の空気流入率測

定試験手法」に従うこと。 

 

審査ガイド 

4.2(1)b. 

既設の場合では、空気流

入率は、空気流入率測定

試験結果を基に設定す

る。 
 

表4－8 中央制御室内放射性物質濃度評価条件（4／4） 

項目 評価条件 選定理由 備考 

中 央 制

御 室 可

搬 型 陽

圧 化 空

調 機 の

風 量 及

び 起 動

遅 れ 時

間 

事故発生から 

0～3時間後：0m3/h 

3 ～ 168 時 間 後 ：

6000m3/h 

（起動遅れ時間：3時

間） 

設計上期待で

きる値を設定 

 

起動遅れ時間

は，可搬設備

の設置に要す

る時間遅れや

全交流動力電

源喪失対応に

要する時間遅

れを考慮し設

定 

被ばく評価手法（内規） 

7.3.2(7)a) 中央制御室

内への取り込み空気放射

能濃度に基づき，空調シ

ステムの設計に従って中

央制御室内の放射能濃度

を求める。 

 

審査ガイド 

4.2(2)e. 

・原子炉制御室／緊急時

制御室／緊急時対策所内

への外気取入による放射

性物質の取り込みについ

ては、非常用換気空調設

備の設計及び運転条件に

従って計算する。 

4.3(3)f. 

原子炉制御室の非常用換

気空調設備の作動につい

ては、非常用電源の作動

状態を基に設定する。 

空 気 流

入率 

0.5回/h 

（10400m3/h） 

空気流入率測

定 試 験 結 果

（0.18回/h）

を基に，保守

的に値を設定 

空気流入率試

験については

別添1参照 

 

なお，中央制

御室を陽圧化

している期間

は，空気の流

入はないもの

とする。 

被ばく評価手法（内規） 

2.定義 b) 別添の「原子

力発電所の中央制御室の

空気流入率測定試験手

法」において定められた

空気流入率に，中央制御

室バウンダリ内体積（容

積）を乗じたものである。 

 

7.3(1) なお，中央制御室

の空気流入率について

は，「原子力発電所の中

央制御室の空気流入率測

定試験手法」に従うこと。 

 

審査ガイド 

4.2(1)b. 

既設の場合では、空気流

入率は、空気流入率測定

試験結果を基に設定す

る。 
 

【島根との差異】 

評価条件の差異（バウンダリ体

積の違いにより，空気流入量が

異なる。） 
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表4－9 線量計算条件（1／3） 

項目 評価条件 選定理由 備考 

線量換

算係数 

[設計基準事故時] 

よう素の吸入摂取に対して， 

成人実効線量換算係数を使用 

I-131：2.0×10-8 Sv/Bq 

I-132：3.1×10-10 Sv/Bq 

I-133：4.0×10-9 Sv/Bq 

I-134：1.5×10-10 Sv/Bq 

I-135：9.2×10-10 Sv/Bq 

ICRP Publication71＊1 

に基づく。 

－ 

[炉心の著しい損傷が発生した場

合] 

成人実効線量換算係数を使用 

（主な核種を以下に示す） 

I-131：2.0×10-8 Sv/Bq 

I-132：3.1×10-10 Sv/Bq 

I-133：4.0×10-9 Sv/Bq 

I-134：1.5×10-10 Sv/Bq 

I-135：9.2×10-10 Sv/Bq 

Cs-134：2.0×10-8 Sv/Bq 

Cs-136：2.8×10-9 Sv/Bq 

Cs-137：3.9×10-8 Sv/Bq 

上記以外の核種は 

ICRP Pub. 71，72に基づく 

ICRP Publication71 ＊

1,72＊2 

に基づく。 

注記＊1 ：ICRP Publication 71,“Age-dependent Doses to 

Members of the Public from Intake of 

Radionuclides - Part 4 Inhalation Dose 

Coefficients”, 1995 

＊2 ：ICRP Publication 72,“Age-dependent Doses to the 

Members of the Public from Intake of 

Radionuclides - Part 5 Compilation of Ingestion 

and Inhalation Coefficients”, 1996 

 

表4－9 線量計算条件（1／3） 

項目 評価条件 選定理由 備考 

線量換

算係数 

[設計基準事故時] 

よう素の吸入摂取に対して， 

成人実効線量換算係数を使用 

I-131：2.0×10-8 Sv/Bq 

I-132：3.1×10-10 Sv/Bq 

I-133：4.0×10-9 Sv/Bq 

I-134：1.5×10-10 Sv/Bq 

I-135：9.2×10-10 Sv/Bq 

ICRP Publication71＊1 

に基づく。 

－ 

[炉心の著しい損傷が発生した場

合] 

成人実効線量換算係数を使用 

（主な核種を以下に示す） 

I-131：2.0×10-8 Sv/Bq 

I-132：3.1×10-10 Sv/Bq 

I-133：4.0×10-9 Sv/Bq 

I-134：1.5×10-10 Sv/Bq 

I-135：9.2×10-10 Sv/Bq 

Cs-134：2.0×10-8 Sv/Bq 

Cs-136：2.8×10-9 Sv/Bq 

Cs-137：3.9×10-8 Sv/Bq 

上記以外の核種は 

ICRP Pub. 71，72に基づく 

ICRP Publication71 ＊

1,72＊2 

に基づく。 

注記＊1 ：ICRP Publication 71,“Age-dependent Doses to 

Members of the Public from Intake of 

Radionuclides - Part 4 Inhalation Dose 

Coefficients”, 1995 

＊2 ：ICRP Publication 72,“Age-dependent Doses to the 

Members of the Public from Intake of 

Radionuclides - Part 5 Compilation of Ingestion 

and Inhalation Coefficients”, 1996 

 

差異なし 
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表4－9 線量計算条件（2／3） 

項目 評価条件 選定理由 備考 

呼吸率 1.2m3/h 

成人活動時の呼吸率

を設定 

安全評価審査指針＊1

及 び ICRP 

Publication71＊2に基

づく。 

被ばく評価手法（内規） 

7.3.3(4) 吸入摂取による運

転員の内部被ばく線量は，次

のとおり計算する。 

𝐻𝐼 = ∫ 𝑅𝐻∞𝐶𝐼(𝑡)𝑑𝑡
𝑇

0

 

 

𝐻𝐼：よう素の吸入摂取の内部

被ばくによる実効線量

(Sv) 

𝑅：呼吸率（成人活動時）

(m3/s) 

𝐻∞： よう素（I-131）吸入摂

取時の成人の実効線量

への換算係数(Sv/Bq) 

𝐶𝐼(𝑡)：時刻tにおける中央制

御室内の放射能濃度

(I-131 等 価

量)(Bq/m3) 

𝑇：計算期間（30日間）(s) 

注記＊1 ：「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指

針」平成 2年 8月 30日 原子力安全委員会決定，平

成 13年 3月 29日一部改訂 

＊2 ：ICRP Publication 71,“Age-dependent Doses to 

Members of the Public from Intake of 

Radionuclides - Part 4 Inhalation Dose 

Coefficients”, 1995 

 

表4－9 線量計算条件（2／3） 

項目 評価条件 選定理由 備考 

呼吸率 1.2m3/h 

成人活動時の呼吸率

を設定 

安全評価審査指針＊1

及 び ICRP 

Publication71＊2に基

づく。 

被ばく評価手法（内規） 

7.3.3(4) 吸入摂取による運

転員の内部被ばく線量は，次

のとおり計算する。 

𝐻𝐼 = ∫ 𝑅𝐻∞𝐶𝐼(𝑡)𝑑𝑡
𝑇

0

 

 

𝐻𝐼：よう素の吸入摂取の内部

被ばくによる実効線量

(Sv) 

𝑅：呼吸率（成人活動時）

(m3/s) 

𝐻∞： よう素（I-131）吸入摂

取時の成人の実効線量

への換算係数(Sv/Bq) 

𝐶𝐼(𝑡)：時刻tにおける中央制

御室内の放射能濃度

(I-131 等 価

量)(Bq/m3) 

𝑇：計算期間（30日間）(s) 

注記＊1 ：「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指

針」平成 2年 8月 30日 原子力安全委員会決定，平

成 13年 3月 29日一部改訂 

＊2 ：ICRP Publication 71,“Age-dependent Doses to 

Members of the Public from Intake of 

Radionuclides - Part 4 Inhalation Dose 

Coefficients”, 1995 

 

差異なし 
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表4－9 線量計算条件（3／3） 

項目 評価条件 選定理由 備考 

マスクによ

る防護係数 

[設計基準事故時] 

考慮しない 

 

[炉心の著しい損傷

が発生した場合] 

入退域時：1000 

中央制御室滞在時： 

50（1日目のみ1000）
＊ 

設計基準事故

時 に お い て

は，保守的に

マスクの着用

を 考 慮 し な

い。 

 

炉心の著しい

損傷が発生し

た場合におい

ては，性能上

期待できる値

を考慮する。 

被ばく評価手法（内規） 

7.3.3(3) 被ばく低減

方策として，防護マス

ク着用による放射性よ

う素の吸入による内部

被ばくの低減をはかる

場合には，その効果及

び運用条件を適切に示

して評価に反映しても

よい。 

 

審査ガイド 

（解釈より抜粋） 

第７４条（原子炉制御

室） 

② 運転員はマスクの

着用を考慮してもよ

い。ただしその場合は、

実施のための体制を整

備すること。 

安定よう素

剤の服用 
考慮しない。 

保守的に考慮

しないものと

した。 

－ 

注記＊：中央制御室可搬型陽圧化空調機の起動前に中央制御室

内に取り込まれる放射性物質の影響低減のため，事故

発生 1 日目の 1 直及び 2 直のみ防護係数 1000 のマス

クの着用を考慮する。 

 

表4－9 線量計算条件（3／3） 

項目 評価条件 選定理由 備考 

マスクによ

る防護係数 

[設計基準事故時] 

考慮しない 

 

[炉心の著しい損傷

が発生した場合] 

入退域時：1000 

中央制御室滞在時： 

50（1日目のみ1000）
＊ 

設計基準事故

時 に お い て

は，保守的に

マスクの着用

を 考 慮 し な

い。 

 

炉心の著しい

損傷が発生し

た場合におい

ては，性能上

期待できる値

を考慮する。 

被ばく評価手法（内規） 

7.3.3(3) 被ばく低減

方策として，防護マス

ク着用による放射性よ

う素の吸入による内部

被ばくの低減をはかる

場合には，その効果及

び運用条件を適切に示

して評価に反映しても

よい。 

 

審査ガイド 

（解釈より抜粋） 

第７４条（原子炉制御

室） 

② 運転員はマスクの

着用を考慮してもよ

い。ただしその場合は、

実施のための体制を整

備すること。 

安定よう素

剤の服用 
考慮しない。 

保守的に考慮

しないものと

した。 

－ 

注記＊：中央制御室可搬型陽圧化空調機の起動前に中央制御室

内に取り込まれる放射性物質の影響低減のため，事故

発生 1 日目の 1 直及び 2 直のみ防護係数 1000 のマス

クの着用を考慮する。 

 

【島根との差異】 

運用の差異（柏崎刈羽 6 号機で

は，入退域時の評価において，

事故後 1日目のみ電動ファン付

き全面マスク（PF=1000）を着用

するものとしている。） 
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表4－10 大気中への放出量評価条件（原子炉冷却材喪失） 

（設計基準事故時）（1/2） 

項目 評価条件 選定理由 
被ばく評価手法（内規）で

の記載 

原 子 炉

格 納 容

器 内 に

放 出 さ

れ る 放

射 性 物

質 

炉心内蓄積量に対

して 

  希ガス：100％ 

  よう素：50％ 

被ばく評価手

法（内規）に基

づき設定 

4.1.1(2)b) 事象発生後，原

子炉格納容器内に放出され

る放射性物質の量は，炉心

内蓄積量に対して希ガス

100％，よう素50％の割合と

する。 

よ う 素

の形態 

無機よう素：90％ 

有機よう素：10％ 
同上 

4.1.1(2)c) 原子炉格納容

器内に放出されたよう素の

うち，有機よう素は10％と

し，残りの90％は無機よう

素とする。 

原 子 炉

格 納 容

器 内 で

の 無 機

よ う 素

の 沈 着

す る 割

合 

50％が瞬時に沈着 

（有機よう素及び

希ガスは，沈着効果

を無視） 

同上 

4.1.1(2)d) 原子炉格納容

器内に放出されたよう素の

うち，無機よう素は，50％が

原子炉格納容器内及び同容

器内の機器等に沈着し，原

子炉格納容器からの漏えい

に寄与しないとする。有機

よう素及び希ガスは，この

効果を無視する。 

サ プ レ

ッ シ ョ

ン チ ェ

ン バ 内

の プ ー

ル 水 へ

の分配 

無機よう素：100 

有機よう素：  0 

希ガス  ：  0 

同上 

4.1.1(2)e) サプレッショ

ンプール水に無機よう素が

溶解する割合は，分配係数

で100とする。有機よう素及

び希ガスは，この効果を無

視する。 

原 子 炉

格 納 容

器 か ら

の 漏 え

い率 

0～1時間：0.6%/日 

1時間～30日：0.3%/

日 

原子炉格納容

器からの漏え

い率は，原子炉

格納容器の設

計漏えい率並

びに原子炉格

納容器内の圧

力及び温度に

対応した漏え

い率に余裕を

見込んで設定

する。 

4.1.1(2)f) 希ガス及びよ

う素は，原子炉格納容器か

らの漏えいを計算する。原

子炉格納容器からの漏えい

は，原子炉格納容器の設計

漏えい率及び原子炉格納容

器内の圧力に対応した漏え

い率に余裕を見込んだ値と

する。 

非 常 用

ガ ス 処

理 系 の

起 動 時

間 

事故直後 

通常運転時に

作動している

原子炉建屋の

常用換気系は，

原子炉水位低，

ドライウェル

圧力高又は原

子炉建屋原子

炉区域放射能

高の信号によ

り瞬時に切り

替えられるも

のとする。 

4.1.1(2)g) 原子炉建屋の

非常用換気系等（フィルタ

を含む。）は，起動するまで

の十分な時間的余裕を見込

む。 

 

表4－10 大気中への放出量評価条件（原子炉冷却材喪失） 

（設計基準事故時）（1/2） 

項目 評価条件 選定理由 
被ばく評価手法（内規）で

の記載 

原 子 炉

格 納 容

器 内 に

放 出 さ

れ る 放

射 性 物

質 

炉心内蓄積量に対

して 

  希ガス：100％ 

  よう素：50％ 

被ばく評価手

法（内規）に基

づき設定 

4.1.1(2)b) 事象発生後，原

子炉格納容器内に放出され

る放射性物質の量は，炉心内

蓄 積 量 に 対 し て 希 ガ ス

100％，よう素50％の割合と

する。 

よ う 素

の形態 

無機よう素：90％ 

有機よう素：10％ 
同上 

4.1.1(2)c) 原子炉格納容器

内に放出されたよう素のう

ち，有機よう素は10％とし，

残りの90％は無機よう素と

する。 

原 子 炉

格 納 容

器 内 で

の 無 機

よ う 素

の 沈 着

す る 割

合 

50％が瞬時に沈着 

（有機よう素及び

希ガスは，沈着効果

を無視） 

同上 

4.1.1(2)d) 原子炉格納容器

内に放出されたよう素のう

ち，無機よう素は，50％が原

子炉格納容器内及び同容器

内の機器等に沈着し，原子炉

格納容器からの漏えいに寄

与しないとする。有機よう素

及び希ガスは，この効果を無

視する。 

サ プ レ

ッ シ ョ

ン チ ェ

ン バ 内

の プ ー

ル 水 へ

の分配 

無機よう素：100 

有機よう素：  0 

希ガス  ：  0 

同上 

4.1.1(2)e) サプレッション

プール水に無機よう素が溶

解する割合は，分配係数で

100とする。有機よう素及び

希ガスは，この効果を無視す

る。 

原 子 炉

格 納 容

器 か ら

の 漏 え

い率 

0～1時間：0.6%/日 

1時間～30日：0.3%/

日 

原子炉格納容

器からの漏え

い率は，原子

炉格納容器の

設計漏えい率

並びに原子炉

格納容器内の

圧力及び温度

に対応した漏

えい率に余裕

を見込んで設

定する。 

4.1.1(2)f) 希ガス及びよう

素は，原子炉格納容器からの

漏えいを計算する。原子炉格

納容器からの漏えいは，原子

炉格納容器の設計漏えい率

及び原子炉格納容器内の圧

力に対応した漏えい率に余

裕を見込んだ値とする。 

非 常 用

ガ ス 処

理 系 の

起 動 時

間 

事故直後 

通常運転時に

作動している

原子炉建屋の

常 用 換 気 系

は，原子炉水

位低，ドライ

ウェル圧力高

又は原子炉建

屋原子炉区域

放射能高の信

号により瞬時

に切り替えら

れるものとす

る。 

4.1.1(2)g) 原子炉建屋の非

常用換気系等（フィルタを含

む。）は，起動するまでの十

分な時間的余裕を見込む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（設備設計の違

いにより，設計漏えい率が異な

る。） 
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表4－10 大気中への放出量評価条件（原子炉冷却材喪失） 

（設計基準事故時）（2/2） 

項目 評価条件 選定理由 
被ばく評価手法（内規） 

での記載 

非常用ガス

処理系の容

量 

0.5回/d 

設計上期待

できる値を

設定 

4.1.1(2)g) 非常用換気

系等の容量は，設計で定

められた値とする。 

非常用ガス

処理系フィ

ルタ装置の

よう素除去

効率 

99％ 

非常用ガス

処理系の設

計 値

（99.99％以

上）に余裕を

見込んだ値

として設定 

4.1.1(2)g) フィルタの

よう素除去効率は設計値

に余裕を見込んだ値とす

る。 

原子炉建屋

内での沈着

による除去

効果 

沈着による除去効

果は無視し，崩壊の

みを考慮 

被ばく評価

手法（内規）

に基づき設

定 

4.1.1(2)g) 原子炉建屋

における沈着による放射

性物質の除去効果は無視

し，自然崩壊のみを考え

る。 

原子炉格納

容器内での

放射性物質

の自然崩壊 

考慮する。 

漏えいまで

の自然崩壊

を考慮。 

－ 

再循環水の

漏えいによ

る寄与 

評価を省略する。 

非常用炉心

冷却系によ

り原子炉格

納容器外へ

導かれたサ

プレッショ

ンチェンバ

のプール水

の漏えいに

よる放射性

物質の放出

量は，原子炉

格納容器内

気相部から

の漏えいに

よる放出量

に比べて十

分小さく，有

意な寄与は

ないためそ

の評価を省

略する。 

4.1.1(2)h) ECCSが再循

環モードで運転され，原

子炉格納容器内の水が原

子炉格納容器外に導かれ

る場合には，原子炉格納

容器外において設計漏え

い率に余裕を見込んだ漏

えい率での再循環水の漏

えいがあると仮定する。

再循環水中には，事象発

生直後，よう素の炉心内

蓄積量の50％が溶解する

とし，ECCSの再循環系か

ら原子炉建屋に漏えいし

たよう素の気相への移行

率は5％，原子炉建屋内で

のよう素の沈着率は50％

と仮定する。 

放出位置 主排気筒 

被ばく評価

手法（内規）

に基づき設

定 

4.1.1(2)i) 原子炉格納

容器から原子炉建屋内に

漏えいした放射性物質

は，原子炉建屋内非常用

ガス処理系で処理された

後，排気筒を経由して環

境に放出されるとする。 
 

表4－10 大気中への放出量評価条件（原子炉冷却材喪失） 

（設計基準事故時）（2/2） 

項目 評価条件 選定理由 
被ばく評価手法（内規） 

での記載 

非常用ガス

処理系の容

量 

0.5回/d 

設計上期待

できる値を

設定 

4.1.1(2)g) 非常用換気

系等の容量は，設計で定

められた値とする。 

非常用ガス

処理系フィ

ルタ装置の

よう素除去

効率 

99％ 

非常用ガス

処理系の設

計 値

（99.99％以

上）に余裕を

見込んだ値

として設定 

4.1.1(2)g) フィルタの

よう素除去効率は設計値

に余裕を見込んだ値とす

る。 

原子炉建屋

内での沈着

による除去

効果 

沈着による除去効

果は無視し，崩壊の

みを考慮 

被ばく評価

手法（内規）

に基づき設

定 

4.1.1(2)g) 原子炉建屋

における沈着による放射

性物質の除去効果は無視

し，自然崩壊のみを考え

る。 

原子炉格納

容器内での

放射性物質

の自然崩壊 

考慮する。 

漏えいまで

の自然崩壊

を考慮。 

－ 

再循環水の

漏えいによ

る寄与 

評価を省略する。 

非常用炉心

冷却系によ

り原子炉格

納容器外へ

導かれたサ

プレッショ

ンチェンバ

のプール水

の漏えいに

よる放射性

物質の放出

量は，原子炉

格納容器内

気相部から

の漏えいに

よる放出量

に比べて十

分小さく，有

意な寄与は

ないためそ

の評価を省

略する。 

4.1.1(2)h) ECCSが再循

環モードで運転され，原

子炉格納容器内の水が原

子炉格納容器外に導かれ

る場合には，原子炉格納

容器外において設計漏え

い率に余裕を見込んだ漏

えい率での再循環水の漏

えいがあると仮定する。

再循環水中には，事象発

生直後，よう素の炉心内

蓄積量の50％が溶解する

とし，ECCSの再循環系か

ら原子炉建屋に漏えいし

たよう素の気相への移行

率は5％，原子炉建屋内で

のよう素の沈着率は50％

と仮定する。 

放出位置 主排気筒 

被ばく評価

手法（内規）

に基づき設

定 

4.1.1(2)i) 原子炉格納

容器から原子炉建屋内に

漏えいした放射性物質

は，原子炉建屋内非常用

ガス処理系で処理された

後，排気筒を経由して環

境に放出されるとする。 
 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（設備設計の違

いにより，非常用ガス処理系の

容量が異なる。） 
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表4－11 大気中への放出量評価条件（主蒸気管破断） 

（設計基準事故時）（1/2） 

項目 評価条件 選定理由 
被ばく評価手法（内規）での

記載 

事象発生前

の原子炉冷

却材中の放

射性物質濃

度 

I-131 を 1.3 ×

103Bq/gとし，それ

に応じほかのハロ

ゲン等の組成を拡

散組成として考慮 

蒸気相中のハロゲ

ン濃度は，液相の濃

度の1/50とする。 

運転上許

容される

最大値と

して設定 

4.1.2(7)b) 事象発生前の原

子炉冷却材中の放射性物質の

濃度は，運転上許容されるI-

131の最大濃度に相当する濃

度とし，その組成は拡散組成

とする。蒸気相中のハロゲン

濃度は，液相の濃度の1/50と

する。 

燃料棒から

追加放出さ

れる放射性

物質量 

I-131を7.4×1013Bq

とし，それに応じほ

かのハロゲン等及

び希ガスの組成を

平衡組成として考

慮 

希ガスについては

ハロゲン等の2倍と

する。 

先行炉等

での実測

値に基づ

く値に安

全余裕を

見込んで

設定 

4.1.2(7)c) 原子炉圧力の減

少に伴う燃料棒からの追加放

出量を，I-131は先行炉等での

実測データに基づく値に安全

余裕を見込んだ値とし，その

他の放射性物質はその組成を

平衡組成として求める。希ガ

スはよう素の2倍の放出量と

する。 

主蒸気隔離

弁閉止前に

破断口より

放出される

追加放出さ

れた核分裂

生成物の量 

追加放出された 

放射性物質の1％ 

被ばく評

価 手 法

（内規）

に基づき

設定 

4.1.2(7)d) 主蒸気隔離弁閉

止前の燃料棒からの放射性物

質の追加放出割合は，主蒸気

隔離弁閉止前の原子炉圧力の

低下割合に比例するとし，追

加放出された放射性物質の

1％が破断口から放出する。 

主蒸気隔離

弁閉止後の

燃料棒から

の追加放出 

主蒸気隔離弁閉止

直後にすべて原子

炉冷却材中に放出 

被ばく評

価 手 法

（内規）

に基づき

設定 

4.1.2(7)e) 主蒸気隔離弁閉

止後の燃料棒からの放射性物

質の追加放出は，主蒸気隔離

弁閉止直後に，これらすべて

の放射性物質が瞬時に原子炉

冷却材中へ放出する。 

よう素の形

態 

有機よう素：10％ 

無機よう素：90％ 

被ばく評

価 手 法

（内規）

に基づき

設定 

4.1.2(7)f) 燃料棒から放出

されたよう素のうち，有機よ

う素は10％とし，残りの90％

は無機よう素とする。 

有機よう素

が気相部に

移行する割

合 

10％ 

なお，希ガスはす

べて瞬時に気相部

へ移行 

被ばく評

価 手 法

（内規）

に基づき

設定 

4.1.2(7)f) 有機よう素のう

ち10％は瞬時に気相部に移行

する。 

希ガスは，すべて瞬時に気相

部に移行する。 

有機よう素

が分解した

よう素，無機

よう素及び

よう素以外

のハロゲン

のキャリー

オーバー割

合 

2％ 

被ばく評

価 手 法

（内規）

に基づき

設定 

4.1.2(7)f) 残りのよう素及

びその他のハロゲンが気相部

にキャリーオーバーされる割

合は，2％とする。 

 

表4－11 大気中への放出量評価条件（主蒸気管破断） 

（設計基準事故時）（1/2） 

項目 評価条件 選定理由 
被ばく評価手法（内規）での

記載 

事象発生前

の原子炉冷

却材中の放

射性物質濃

度 

I-131 を 1.3 ×

103Bq/gとし，それ

に応じほかのハロ

ゲン等の組成を拡

散組成として考慮 

蒸気相中のハロゲ

ン濃度は，液相の濃

度の1/50とする。 

運転上許

容される

最大値と

して設定 

4.1.2(7)b) 事象発生前の原

子炉冷却材中の放射性物質の

濃度は，運転上許容されるI-

131の最大濃度に相当する濃

度とし，その組成は拡散組成

とする。蒸気相中のハロゲン

濃度は，液相の濃度の1/50と

する。 

燃料棒から

追加放出さ

れる放射性

物質量 

I-131を7.4×1013Bq

とし，それに応じほ

かのハロゲン等及

び希ガスの組成を

平衡組成として考

慮 

希ガスについては

ハロゲン等の2倍と

する。 

先行炉等

での実測

値に基づ

く値に安

全余裕を

見込んで

設定 

4.1.2(7)c) 原子炉圧力の減

少に伴う燃料棒からの追加放

出量を，I-131は先行炉等での

実測データに基づく値に安全

余裕を見込んだ値とし，その

他の放射性物質はその組成を

平衡組成として求める。希ガ

スはよう素の2倍の放出量と

する。 

主蒸気隔離

弁閉止前に

破断口より

放出される

追加放出さ

れた核分裂

生成物の量 

追加放出された 

放射性物質の1％ 

被ばく評

価 手 法

（内規）

に基づき

設定 

4.1.2(7)d) 主蒸気隔離弁閉

止前の燃料棒からの放射性物

質の追加放出割合は，主蒸気

隔離弁閉止前の原子炉圧力の

低下割合に比例するとし，追

加放出された放射性物質の

1％が破断口から放出する。 

主蒸気隔離

弁閉止後の

燃料棒から

の追加放出 

主蒸気隔離弁閉止

直後にすべて原子

炉冷却材中に放出 

被ばく評

価 手 法

（内規）

に基づき

設定 

4.1.2(7)e) 主蒸気隔離弁閉

止後の燃料棒からの放射性物

質の追加放出は，主蒸気隔離

弁閉止直後に，これらすべて

の放射性物質が瞬時に原子炉

冷却材中へ放出する。 

よう素の形

態 

有機よう素：10％ 

無機よう素：90％ 

被ばく評

価 手 法

（内規）

に基づき

設定 

4.1.2(7)f) 燃料棒から放出

されたよう素のうち，有機よ

う素は10％とし，残りの90％

は無機よう素とする。 

有機よう素

が気相部に

移行する割

合 

10％ 

なお，希ガスはす

べて瞬時に気相部

へ移行 

被ばく評

価 手 法

（内規）

に基づき

設定 

4.1.2(7)f) 有機よう素のう

ち10％は瞬時に気相部に移行

する。 

希ガスは，すべて瞬時に気相

部に移行する。 

有機よう素

が分解した

よう素，無機

よう素及び

よう素以外

のハロゲン

のキャリー

オーバー割

合 

2％ 

被ばく評

価 手 法

（内規）

に基づき

設定 

4.1.2(7)f) 残りのよう素及

びその他のハロゲンが気相部

にキャリーオーバーされる割

合は，2％とする。 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（I-131 の最大

許容濃度が異なる。） 
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表4－11 大気中への放出量評価条件（主蒸気管破断） 

（設計基準事故時）（2/2） 

項目 評価条件 選定理由 
被ばく評価手法（内規） 

での記載 

冷却材 

流出量 

蒸気：16ton 

水：24ton 

内規に示された

とおりの条件に

よる事故解析結

果 

4.1.2(2) 原子炉の出力運

転中に，主蒸気管1本が，原

子炉格納容器外で瞬時に両

端破断すると仮定する。 

(3) 主蒸気隔離弁は，設計

上の最大の動作遅れ時間及

び閉止時間で全閉する。 

(4) 原子炉冷却材の流出流

量の計算に当たっては，流

量制限器の機能を考慮する

ことができる。ただし，主

蒸気隔離弁の部分において

臨界流が発生するまでは，

弁による流量制限の効果は

考えない。 

(5) 事象発生と同時に，外

部電源は喪失すると仮定す

る。 

(6) 事象故発生後，原子炉

圧力は，長時間，逃がし安

全弁の設定圧に保たれる。 

放射性物

質の大気

拡散 

主蒸気隔離弁閉止

前の蒸気雲の大き

さ 

半球状雲の体積 

  ：3.93×106m3 

半球状雲の直径 

 ：247m 

移動速度：1m/s 

被ばく評価手法

（内規）に基づき

設定 

4.1.2(7)g) 主蒸気隔離弁

閉止前に放出された原子炉

冷却材は，完全蒸発し，同

時に放出された放射性物質

を均一に含む蒸気雲になる

とする。隔離弁閉止後に放

出された放射性物質は，大

気中に地上放散する。 

主蒸気隔

離弁の漏

えい率 

120％/d 

（一定） 

弁1個当たりの漏

えい率（設計漏え

い 率 の 上 限 値

10％/d(1個あた

り)）を基に，弁1

個が閉止しない

と仮定し，4倍の

余裕をみて設定

した値 

4.1.2(7)h) 主蒸気隔離弁

は，1個が閉止しないとす

る。閉止した隔離弁からは，

蒸気が漏えいする。閉止し

た主蒸気隔離弁の漏えい率

は設計値に余裕を見込んだ

値とし，この漏えい率は一

定とする。 

原子炉圧

力容器か

らサプレ

ッション

チェンバ

への換気

率 

原子炉圧力容器気

相体積の100倍/d 

崩壊熱相当の蒸

気がサプレッシ

ョンチェンバ内

のプール水中に

移行する割合を

等価的に表した

値 

4.1.2(7)i) 主蒸気隔離弁

閉止後は，残留熱除去系又

は逃がし安全弁等を通し

て，崩壊熱相当の蒸気が，

サプレッションプールに移

行する。 

タービン

建屋内で

床・壁等

に沈着す

る割合 

0% 保守的に仮定 － 

 

表4－11 大気中への放出量評価条件（主蒸気管破断） 

（設計基準事故時）（2/2） 

項目 評価条件 選定理由 
被ばく評価手法（内規） 

での記載 

冷却材 

流出量 

蒸気：16ton 

水：24ton 

内規に示された

とおりの条件に

よる事故解析結

果 

4.1.2(2) 原子炉の出力運

転中に，主蒸気管1本が，原

子炉格納容器外で瞬時に両

端破断すると仮定する。 

(3) 主蒸気隔離弁は，設計

上の最大の動作遅れ時間及

び閉止時間で全閉する。 

(4) 原子炉冷却材の流出流

量の計算に当たっては，流

量制限器の機能を考慮する

ことができる。ただし，主

蒸気隔離弁の部分において

臨界流が発生するまでは，

弁による流量制限の効果は

考えない。 

(5) 事象発生と同時に，外

部電源は喪失すると仮定す

る。 

(6) 事象故発生後，原子炉

圧力は，長時間，逃がし安

全弁の設定圧に保たれる。 

放射性物

質の大気

拡散 

主蒸気隔離弁閉止

前の蒸気雲の大き

さ 

半球状雲の体積 

  ：3.93×106m3 

半球状雲の直径 

 ：247m 

移動速度：1m/s 

被ばく評価手法

（内規）に基づき

設定 

4.1.2(7)g) 主蒸気隔離弁

閉止前に放出された原子炉

冷却材は，完全蒸発し，同

時に放出された放射性物質

を均一に含む蒸気雲になる

とする。隔離弁閉止後に放

出された放射性物質は，大

気中に地上放散する。 

主蒸気隔

離弁の漏

えい率 

120％/d 

（一定） 

弁1個当たりの漏

えい率（設計漏え

い 率 の 上 限 値

10％/d(1個あた

り)）を基に，弁1

個が閉止しない

と仮定し，4倍の

余裕をみて設定

した値 

4.1.2(7)h) 主蒸気隔離弁

は，1個が閉止しないとす

る。閉止した隔離弁からは，

蒸気が漏えいする。閉止し

た主蒸気隔離弁の漏えい率

は設計値に余裕を見込んだ

値とし，この漏えい率は一

定とする。 

原子炉圧

力容器か

らサプレ

ッション

チェンバ

への換気

率 

原子炉圧力容器気

相体積の100倍/d 

崩壊熱相当の蒸

気がサプレッシ

ョンチェンバ内

のプール水中に

移行する割合を

等価的に表した

値 

4.1.2(7)i) 主蒸気隔離弁

閉止後は，残留熱除去系又

は逃がし安全弁等を通し

て，崩壊熱相当の蒸気が，

サプレッションプールに移

行する。 

タービン

建屋内で

床・壁等

に沈着す

る割合 

0% 保守的に仮定 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（解析結果よ

り，冷却材流出量が異なる。） 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（解析結果よ

り，半球状雲の体積及び直径が

異なる。） 
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表4－12 大気中への放出量評価結果（事故後30日間積算） 

（設計基準事故） 

想定事象 核分裂生成物 放出量(Bq) 

原子炉冷却材喪

失 

希ガス 

（ガンマ線実効エネルギ0.5MeV換算値） 
約1.6×1016 

よう素 

（I-131等価量－成人実効線量係数換算） 
約5.8×1013 

主蒸気管破断 

希ガス及びハロゲン

等 

（ガンマ線実効エネ

ルギ0.5MeV換算値） 

主蒸気隔離弁 

閉止前 
約1.4×1013 

主蒸気隔離弁 

閉止後 
約2.0×1013 

合計 約3.4×1013 

よう素 

（I-131等価量－成

人実効線量係数換

算） 

主蒸気隔離弁 

閉止前 
約2.9×1011 

主蒸気隔離弁 

閉止後 
約4.5×1011 

合計 約7.4×1011 

 

表4－12 大気中への放出量評価結果（事故後30日間積算） 

（設計基準事故） 

想定事象 核分裂生成物 放出量(Bq) 

原子炉冷却材喪

失 

希ガス 

（ガンマ線実効エネルギ0.5MeV換算値） 
約1.6×1016 

よう素 

（I-131等価量－成人実効線量係数換算） 
約5.8×1013 

主蒸気管破断 

希ガス及びハロゲン

等 

（ガンマ線実効エネ

ルギ0.5MeV換算値） 

主蒸気隔離弁 

閉止前 
約1.4×1013 

主蒸気隔離弁 

閉止後 
約2.0×1013 

合計 約3.4×1013 

よう素 

（I-131等価量－成

人実効線量係数換

算） 

主蒸気隔離弁 

閉止前 
約2.9×1011 

主蒸気隔離弁 

閉止後 
約4.5×1011 

合計 約7.4×1011 

 

【島根との差異】 

評価結果の差異 
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表4－13 大気拡散評価条件（設計基準事故時） 

項 目 評 価 条 件 選定理由 
被ばく評価手法（内規） 

での記載 

実効放出 

継続時間 

【原子炉冷却材喪失】 

 希ガス：110時間 

 よう素：340時間 

【主蒸気管破断】 

 希ガス及びハロゲ

ン等：1時間 

 よう素：20時間 

事故期間中

の放射性物

質の全放出

量を1時間当

たりの最大

放出量で除

した値とし

て設定 

解説5.13(3) 実効放出継続

時間（T）は，想定事故の種

類によって放出率に変化が

あるので，放出モードを考

慮して適切に定めなければ

ならないが，事故期間中の

放射性物質の全放出量を１

時間当たりの最大放出量で

除した値を用いることも一

つの方法である。 

実効放出継続時間が8時間

を超える場合は，長時間放

出とみなして計算する。 

放出源及

び 

放出源高

さ 

【原子炉冷却材喪失】 

放出源：主排気筒 

放出源高さ：73m 

【主蒸気管破断】 

放出源：燃料取替床ブ

ローアウトパネル 

放出源高さ：0m 

原子炉冷却

材喪失は，主

排気筒から

放出，主蒸気

管破断は，保

守的に地上

放出として

設定 

なお，放出源

高さは放出

エネルギに

よる影響は

考慮しない。 

【原子炉冷却材喪失】 

4.1.1(2)i) 原子炉格納容

器から原子炉建屋内に漏え

いした放射性物質は，原子

炉建屋内非常用ガス処理系

で処理された後，排気筒を

経由して環境に放出される

とする。 

【主蒸気管破断】 

4.1.2(7)g) 主蒸気隔離弁

閉止前に放出された原子炉

冷却材は，完全蒸発し，同

時に放出された放射性物質

を均一に含む蒸気雲になる

とする。隔離弁閉止後に放

出された放射性物質は，大

気中に地上放散する。 

大気拡散

評価地点

及び評価

距離 

6号機 

（原子炉冷却材喪失） 

中央制御室中心：56m 

サービス建屋入口：

118m 

（主蒸気管破断） 

中央制御室中心：60m 

サービス建屋入口：

94m 

 

7号機 

（原子炉冷却材喪失） 

中央制御室中心：79m 

サービス建屋入口：

134m 

（主蒸気管破断） 

中央制御室中心：34m 

サービス建屋入口：

86m 

放出源から

評価点まで

の距離は，保

守的な評価

となるよう

に水平距離

として設定 

－ 

 

表4－13 大気拡散評価条件（設計基準事故時） 

項 目 評 価 条 件 選定理由 
被ばく評価手法（内規） 

での記載 

実効放出 

継続時間 

【原子炉冷却材喪失】 

 希ガス：110時間 

 よう素：340時間 

【主蒸気管破断】 

 希ガス及びハロゲ

ン等：1時間 

 よう素：20時間 

事故期間中

の放射性物

質の全放出

量を1時間当

たりの最大

放出量で除

した値とし

て設定 

解説5.13(3) 実効放出継続

時間（T）は，想定事故の種

類によって放出率に変化が

あるので，放出モードを考

慮して適切に定めなければ

ならないが，事故期間中の

放射性物質の全放出量を１

時間当たりの最大放出量で

除した値を用いることも一

つの方法である。 

実効放出継続時間が8時間

を超える場合は，長時間放

出とみなして計算する。 

放出源及

び 

放出源高

さ 

【原子炉冷却材喪失】 

放出源：主排気筒 

放出源高さ：73m 

【主蒸気管破断】 

放出源：燃料取替床ブ

ローアウトパネル 

放出源高さ：0m 

原子炉冷却

材喪失は，主

排気筒から

放出，主蒸気

管破断は，保

守的に地上

放出として

設定 

なお，放出源

高さは放出

エネルギに

よる影響は

考慮しない。 

【原子炉冷却材喪失】 

4.1.1(2)i) 原子炉格納容

器から原子炉建屋内に漏え

いした放射性物質は，原子

炉建屋内非常用ガス処理系

で処理された後，排気筒を

経由して環境に放出される

とする。 

【主蒸気管破断】 

4.1.2(7)g) 主蒸気隔離弁

閉止前に放出された原子炉

冷却材は，完全蒸発し，同

時に放出された放射性物質

を均一に含む蒸気雲になる

とする。隔離弁閉止後に放

出された放射性物質は，大

気中に地上放散する。 

大気拡散

評価地点

及び評価

距離 

6号機 

（原子炉冷却材喪失） 

中央制御室中心：56m 

サービス建屋入口：

118m 

（主蒸気管破断） 

中央制御室中心：60m 

サービス建屋入口：

94m 

 

7号機 

（原子炉冷却材喪失） 

中央制御室中心：79m 

サービス建屋入口：

134m 

（主蒸気管破断） 

中央制御室中心：34m 

サービス建屋入口：

86m 

放出源から

評価点まで

の距離は，保

守的な評価

となるよう

に水平距離

として設定 

－ 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（実効放出継続

時間が異なる。） 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（設備仕様が異

なることによる放出源高さの

違い。） 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（建屋配置の違

いにより，評価点までの距離が

異なる。） 
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表4－14 相対濃度及び相対線量の評価結果＊ 

（原子炉冷却材喪失）（設計基準事故） 

評価対象 評価点 
評価距離 

(m) 

相対濃度 χ/Q 

（s/m3） 

相対線量 D/Q 

（Gy/Bq） 

室内作業

時 

中央制御室中

心 

6号機：

56 

7号機：

79 

6号機 

（よう素）1.5×

10-4 

（希ガス）1.8×

10-4 

7号機 

（よう素）2.7×

10-4 

（希ガス）3.0×

10-4 

6号機：1.4×

10-18 

7号機：2.3×

10-18 

入退域時 
サービス建屋

入口 

6号機：

118 

7号機：

134 

6号機：7.6×10-5 

7号機：7.7×10-5 

6号機：8.1×

10-19 

7号機：8.2×

10-19 

注記＊：被ばく評価には有効数字2桁（3桁目を四捨五入）の相

対濃度及び相対線量を用いる。 

 

表4－14 相対濃度及び相対線量の評価結果＊ 

（原子炉冷却材喪失）（設計基準事故） 

評価対象 評価点 
評価距離 

(m) 

相対濃度 χ/Q 

（s/m3） 

相対線量 D/Q 

（Gy/Bq） 

室内作業

時 

中央制御室中

心 

6号機：

56 

7号機：

79 

6号機 

（よう素）1.5×

10-4 

（希ガス）1.8×

10-4 

7号機 

（よう素）2.7×

10-4 

（希ガス）3.0×

10-4 

6号機：1.4×

10-18 

7号機：2.3×

10-18 

入退域時 
サービス建屋

入口 

6号機：

118 

7号機：

134 

6号機：7.6×10-5 

7号機：7.7×10-5 

6号機：8.1×

10-19 

7号機：8.2×

10-19 

注記＊：被ばく評価には有効数字2桁（3桁目を四捨五入）の相

対濃度及び相対線量を用いる。 

【島根との差異】 

評価結果の差異 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

表現上の差異（桁数処理方法の

違い。） 

  

 

   
  

 

 

 

 

 

 
   

 

   

 

 
   

 

 

 

表4－15 相対濃度及び相対線量の評価結果＊ 

（主蒸気管破断）（設計基準事故） 

評価対象 評価点 評価距離(m) 
相対濃度 χ/Q 

（s/m3） 

相対線量 D/Q 

（Gy/Bq） 

室内 

作業時 

中央制御

室中心 

6号機：60 

7号機：34 

6号機 

（よう素）5.0×10-4 

（希ガス・ハロゲン

等） 

1.0×10-3 

7号機 

（よう素）8.3×10-4 

（希ガス・ハロゲン

等） 

1.7×10-3 

6号機：3.8×

10-18 

7号機： 6.0×

10-18 

入退域時 
サービス

建屋入口 

6号機：94 

7号機：86 

6号機：2.7×10-4 

7号機：3.6×10-4 

6号機：2.4×

10-18 

7号機：2.4×

10-18 

注記＊：被ばく評価には有効数字2桁（3桁目を四捨五入）の相

対濃度及び相対線量を用いる。 

表4－15 相対濃度及び相対線量の評価結果＊ 

（主蒸気管破断）（設計基準事故） 

評価対象 評価点 評価距離(m) 
相対濃度 χ/Q 

（s/m3） 

相対線量 D/Q 

（Gy/Bq） 

室内 

作業時 

中央制御

室中心 

6号機：60 

7号機：34 

6号機 

（よう素）5.0×10-4 

（希ガス・ハロゲン

等） 

1.0×10-3 

7号機 

（よう素）8.3×10-4 

（希ガス・ハロゲン

等） 

1.7×10-3 

6号機：3.8×

10-18 

7号機：6.0×

10-18 

入退域時 
サービス

建屋入口 

6号機：94 

7号機：86 

6号機：2.7×10-4 

7号機：3.6×10-4 

6号機：2.4×

10-18 

7号機：2.4×

10-18 

注記＊：被ばく評価には有効数字2桁（3桁目を四捨五入）の相

対濃度及び相対線量を用いる。 

【島根との差異】 

評価結果の差異 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

表現上の差異（桁数処理方法の

違い。） 
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表4－16 運転員交代考慮条件（設計基準事故時） 

項目 評価条件 選 定 理 由 
被ばく評価手法（内規） 

での記載 

中央制御室 

滞在時間割合 
約0.275926 

運転員の勤務形

態として5直2交

替とし，事故時に

は放射線管理上

の措置として被

ばく線量の平均

化が図られるこ

とを仮定した滞

在時間割合とし

て設定 

7.1.1(1)e) 中央制御室

内の滞在期間を，運転員

の勤務状態に即して計算

し，30日間の積算線量を

滞在期間の割合で配分す

る。 

入退域 

所要時間割合 
約0.01111 

運転員の勤務形

態として5直2交

替とし，事故時に

は放射線管理上

の措置として被

ばく線量の平均

化が図られるこ

とを仮定した入

退域所要時間割

合として設定 

周辺監視区域境

界から中央制御

室までの移動を

考慮して，原子炉

建屋及びタービ

ン建屋に近いサ

ービス建屋入口

に15分間とどま

るものとして評

価 

7.4.1(1)d) 入退域での

所要時間を，運転員の勤

務状態に即して計算し，

30日間の積算線量を所要

時間の割合で配分する。 

7.4.1(1)e) 管理建屋の

入口を代表評価点とし，

入退域ごとに評価点に15

分間滞在するとする。 

 

表4－16 運転員交代考慮条件（設計基準事故時） 

項目 評価条件 選 定 理 由 
被ばく評価手法（内規） 

での記載 

中央制御室 

滞在時間割合 
約0.275926 

運転員の勤務形

態として5直2交

替とし，事故時に

は放射線管理上

の措置として被

ばく線量の平均

化が図られるこ

とを仮定した滞

在時間割合とし

て設定 

7.1.1(1)e) 中央制御室

内の滞在期間を，運転員

の勤務状態に即して計算

し，30日間の積算線量を

滞在期間の割合で配分す

る。 

入退域 

所要時間割合 
約0.01111 

運転員の勤務形

態として5直2交

替とし，事故時に

は放射線管理上

の措置として被

ばく線量の平均

化が図られるこ

とを仮定した入

退域所要時間割

合として設定 

周辺監視区域境

界から中央制御

室までの移動を

考慮して，原子炉

建屋及びタービ

ン建屋に近いサ

ービス建屋入口

に15分間とどま

るものとして評

価 

7.4.1(1)d) 入退域での

所要時間を，運転員の勤

務状態に即して計算し，

30日間の積算線量を所要

時間の割合で配分する。 

7.4.1(1)e) 管理建屋の

入口を代表評価点とし，

入退域ごとに評価点に15

分間滞在するとする。 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（直体制及び滞

在時間の違いにより，時間割合

が異なる。） 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（直体制の違い

により，時間割合が異なる。） 
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表4－17 原子炉冷却材喪失（仮想事故）時の原子炉建屋内の 

放射性物質からのエネルギ群別 

ガンマ線積算線源強度（30日間積算値） 

 

 

表4－17 原子炉冷却材喪失（仮想事故）時の原子炉建屋内の 

放射性物質からのエネルギ群別 

ガンマ線積算線源強度（30日間積算値） 

 

【島根との差異】 

評価結果の差異 
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表4－18 主蒸気管破断（仮想事故）時のタービン建屋内の 

放射性物質からのエネルギ群別 

ガンマ線積算線源強度（30日間積算値） 

 

 

表4－18 主蒸気管破断（仮想事故）時のタービン建屋内の 

放射性物質からのエネルギ群別 

ガンマ線積算線源強度（30日間積算値） 

 

【島根との差異】 

評価結果の差異 
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項 目 数 値 

コンクリート厚さ  

コンクリート密度 2.15g/cm3 

ガンマ線エネルギ 1.5MeV 
 

表4－19 中央制御室遮蔽の減衰効果の評価条件 

項 目 数 値 

コンクリート厚さ  

コンクリート密度 2.15g/cm3 

ガンマ線エネルギ 1.5MeV 
 

記載の適正化（女川コメントの

反映に伴い，文中の図表にタイ

トル及び番号を付し，図表を後

段に配置した。） 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（コンクリート

厚さが異なる。） 

※島根 2号機及び柏崎刈羽 7号

機の表は比較のため，再掲。 

 

  

          
 

 

 

 

 

 
 

表4－19 中央制御室換気系設備等条件（設計基準事故時） 

項 目 評 価 条 件 選 定 理 由 
被ばく評価手法（内規） 

での記載 

非常時運転

モードへの

切替時間 

15分 

運転員による手

動隔離操作を仮

定し，隔離操作に

要する時間を十

分見込んだ後に，

再循環運転（少量

外気取入時）に切

り替わるものと

して設定 

7.3.2(6) 中央制御室の

自動隔離を期待する場

合には，その起動信号を

明確にするとともに隔

離に要する時間を見込

む。また，隔離のために

手動操作が必要な場合

には，隔離に要する時間

に加えて運転員が事故

を検知してから操作を

開始するまで10分以上

の時間的余裕を見込ん

で計算する。 
 

表4－20 中央制御室換気系設備等条件（設計基準事故時） 

項 目 評 価 条 件 選 定 理 由 
被ばく評価手法（内規） 

での記載 

非常時運転

モードへの

切替時間 

15分 

運転員による手

動隔離操作を仮

定し，隔離操作に

要する時間を十

分見込んだ後に，

再循環運転（少量

外気取入時）に切

り替わるものと

して設定 

7.3.2(6) 中央制御室の

自動隔離を期待する場

合には，その起動信号を

明確にするとともに隔

離に要する時間を見込

む。また，隔離のために

手動操作が必要な場合

には，隔離に要する時間

に加えて運転員が事故

を検知してから操作を

開始するまで10分以上

の時間的余裕を見込ん

で計算する。 
 

表現上の差異（表番号の違い。） 
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表4－20 原子炉冷却材喪失（仮想事故）時における 

      中央制御室の運転員の実効線量の内訳(6号機) 

 

 

 

表4－21 原子炉冷却材喪失（仮想事故）時における 

        中央制御室の運転員の実効線量の内訳（1/2）(6

号機) 

 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

【島根との差異】 

評価結果の差異 
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 表4－20 原子炉冷却材喪失（仮想事故）時における 

      中央制御室の運転員の実効線量の内訳(7号機) 

 

 

 

表4－21 原子炉冷却材喪失（仮想事故）時における 

      中央制御室の運転員の実効線量の内訳（2/2）(7

号機) 

 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 
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表4－21 主蒸気管破断（仮想事故）時における中央制御室の

運転員の実効線量の内訳（6号機） 

 

 

 

表4－22 主蒸気管破断（仮想事故）時における中央制御室の

運転員の実効線量の内訳（1/2）（6号機） 

 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

【島根との差異】 

評価結果の差異 
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 表4－21 主蒸気管破断（仮想事故）時における中央制御室の

運転員の実効線量の内訳（7号機） 

 

 

 

表4－22 主蒸気管破断（仮想事故）時における中央制御室の

運転員の実効線量の内訳（2/2）（7号機） 

 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 
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号機 

事故時における中央制御室の 

運転員の実効線量(mSv) 

原子炉冷却材喪失 

（仮想事故） 

主蒸気管破断 

（仮想事故） 

6号機 約13 約0.40 

7号機 約22 約0.58 
 

表4－23 設計基準事故時における中央制御室の居住性に係る

被ばく評価結果 

号機 

事故時における中央制御室の 

運転員の実効線量(mSv) 

原子炉冷却材喪失 

（仮想事故） 

主蒸気管破断 

（仮想事故） 

6号機 約13 約0.40 

7号機 約22 約0.58 
 

記載の適正化（女川コメントの

反映に伴い，文中の図表にタイ

トル及び番号を付し，図表を後

段に配置した。） 

 

【島根との差異】 

評価結果の差異 

※島根 2号機及び柏崎刈羽 7号

機の表は比較のため，再掲。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2023年 12月 13日 

資料番号  ：KK6添-1-051 改 0 (比較表) 

134 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

   

 

 

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

  

 

           

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 
   

 
 

 
 

 
 

 
 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表4－22 大気中への放出量評価条件 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（1/7） 

項 目 評 価 条 件 選 定 理 由 審査ガイドの記載 

発災 

プラント 

柏崎刈羽原子力発

電所 

第 6 号機及び第 7

号機 

号機ごとに評価し被

ばく線量を足し合わ

せる。 

4.2(3)h. 同じ敷地

内に複数の原子炉施

設が設置されている

場合，全原子炉施設

について同時に事故

が起きたと想定して

評価を行うが，各原

子炉施設から被ばく

経路別に個別に評価

を実施して，その結

果を合算することは

保守的な結果を与え

る。 

評価事象 

「大破断LOCA＋非

常用炉心冷却系喪

失」（6号機及び7号

機のうち，片方の号

機において代替循

環冷却系を使用で

きず，格納容器圧力

逃がし装置を用い

た格納容器ベント

を実施した場合に

ついても想定する）

（全交流動力電源

喪失の重畳を考慮） 

審査ガイドに示され

たとおり，運転員の

被ばくの観点から結

果が最も厳しくなる

事故シーケンスとし

て設定 

4.1(2)a. 原子炉制

御室の居住性に係る

被ばく評価では，格

納容器破損防止対策

の有効性評価で想定

する格納容器破損モ

ードのうち，原子炉

制御室の運転員又は

対策要員の被ばくの

観点から結果が最も

厳しくなる事故収束

に成功した事故シー

ケンス（この場合，格

納容器破損防止対策

が有効に働くため，

格納容器は健全であ

る）のソースターム

解析を基に，大気中

への放射性物質放出

量及び原子炉施設内

の放射性物質存在量

分布を設定する。 

炉心熱出

力 
3926MW 定格熱出力 － 

初期濃縮

度 
3.8% 

9× 9燃料炉心の U-

235初期濃縮度 
－ 

炉心比出

力 
26MW/t 

熱出力に基づく炉心

比出力 
－ 

運転時間 

1サイクルあたり 

10000時間（約417

日） 

1 サ イ ク ル 13 ヶ 月

（395日）を考慮して

長めに設定 

－ 

取替炉心

の装荷割

合 

1サイクル：0.229 

2サイクル：0.229 

3サイクル：0.229 

4サイクル：0.229 

5サイクル：0.084 

取替燃料炉心の燃料

装荷割合に基づき設

定 

－ 

 

表4－24 大気中への放出量評価条件 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（1/7） 

項 目 評 価 条 件 選 定 理 由 審査ガイドの記載 

発災 

プラント 

柏崎刈羽原子力発

電所 

第 6 号機及び第 7

号機 

号機ごとに評価し被

ばく線量を足し合わ

せる。 

4.2(3)h. 同じ敷地

内に複数の原子炉施

設が設置されている

場合，全原子炉施設

について同時に事故

が起きたと想定して

評価を行うが，各原

子炉施設から被ばく

経路別に個別に評価

を実施して，その結

果を合算することは

保守的な結果を与え

る。 

評価事象 

「大破断LOCA＋非

常用炉心冷却系喪

失」（6号機及び7号

機のうち，片方の号

機において代替循

環冷却系を使用で

きず，格納容器圧力

逃がし装置を用い

た格納容器ベント

を実施した場合に

ついても想定する）

（全交流動力電源

喪失の重畳を考慮） 

審査ガイドに示され

たとおり，運転員の

被ばくの観点から結

果が最も厳しくなる

事故シーケンスとし

て設定 

4.1(2)a. 原子炉制

御室の居住性に係る

被ばく評価では，格

納容器破損防止対策

の有効性評価で想定

する格納容器破損モ

ードのうち，原子炉

制御室の運転員又は

対策要員の被ばくの

観点から結果が最も

厳しくなる事故収束

に成功した事故シー

ケンス（この場合，格

納容器破損防止対策

が有効に働くため，

格納容器は健全であ

る）のソースターム

解析を基に，大気中

への放射性物質放出

量及び原子炉施設内

の放射性物質存在量

分布を設定する。 

炉心熱出

力 
3926MW 定格熱出力 － 

初期濃縮

度 
3.8% 

9× 9燃料炉心の U-

235初期濃縮度 
－ 

炉心比出

力 
26MW/t 

熱出力に基づく炉心

比出力 
－ 

運転時間 

1サイクルあたり 

10000時間（約417

日） 

1 サ イ ク ル 13 ヶ 月

（395日）を考慮して

長めに設定 

－ 

取替炉心

の装荷割

合 

1サイクル：0.229 

2サイクル：0.229 

3サイクル：0.229 

4サイクル：0.229 

5サイクル：0.084 

取替燃料炉心の燃料

装荷割合に基づき設

定 

－ 

 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（熱出力が異な

る。） 
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表4－22 大気中への放出量評価条件 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（2/7） 

項 目 評 価 条 件 選 定 理 由 
審査ガイドの

記載 

炉心 

内蔵量 

希ガス類：約2.6×1019 Bq 

よう素類：約3.4×1019 Bq 

Cs類 ：約1.3×1018 Bq 

Te類 ：約9.5×1018 Bq 

Ba類 ：約2.9×1019 Bq 

Ru類 ：約2.9×1019 Bq 

Ce類 ：約8.9×1019 Bq 

La類 ：約6.5×1019 Bq 

（核種毎の炉心内蓄積量

を核種類ごとに集約して

記載） 

「単位熱出力当た

りの炉心内蓄積量

（ Bq/MW ） 」 ×

「3926MW（定格熱出

力）」（単位熱出力

当たりの炉心蓄積

量（Bq/MW）は，BWR

共通条件として，柏

崎刈羽原子力発電

所第6号機及び第7

号機と同じ装荷燃

料（9×9燃料（Ａ

型）），運転時間

（10000時間）で算

出したＡＢＷＲの

サイクル末期の値

を使用） 

4.3(1)a. 希ガ

ス類，ヨウ素

類，Cs類，Te類，

Ba類，Ru類，Ce

類及びLa類を

考慮する。 

放出 

開始 

時間 

原子炉格納容器漏えい： 

 事故発生直後（なお，

放射性物質は，ＭＡＡＰ

解析に基づき事故発生

約 0.3 時間後から漏え

い） 

 

格納容器ベント： 

 事故発生から約38時間後 

 

原子炉建屋からの漏えい： 

 事故発生直後及び非常用

ガス処理系の停止直後 

 

 

非常用ガス処理系による放

出： 

 事故発生から40分後 

 

 

 

 

原子炉格納容器漏

えい：ＭＡＡＰ解析

に基づく。 

 

 

 

 

格納容器ベント：Ｍ

ＡＡＰ解析に基づ

く。 

 

原子炉建屋からの

漏えい：原子炉建屋

原子炉区域（二次格

納施設）の負圧が解

消する時刻 

 

非常用ガス処理系

による放出：非常用

ガス処理系の起動

時間及び原子炉建

屋原子炉区域（二次

格納施設）の負圧達

成時間を基に設定 

4.3(4)a. 放 射

性物質の大気

中への放出開

始時刻及び放

出継続時間は，

4.1(2)aで選定

した事故シー

ケンスのソー

スターム解析

結果を基に設

定する。 

 

表4－24 大気中への放出量評価条件 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（2/7） 

項 目 評 価 条 件 選 定 理 由 
審査ガイドの

記載 

炉心 

内蔵量 

希ガス類：約2.6×1019 Bq 

よう素類：約3.4×1019 Bq 

Cs類 ：約1.3×1018 Bq 

Te類 ：約9.5×1018 Bq 

Ba類 ：約2.9×1019 Bq 

Ru類 ：約2.9×1019 Bq 

Ce類 ：約8.9×1019 Bq 

La類 ：約6.5×1019 Bq 

（核種毎の炉心内蓄積量

を核種類ごとに集約して

記載） 

「単位熱出力当た

りの炉心内蓄積量

（ Bq/MW ） 」 ×

「3926MW（定格熱出

力）」（単位熱出力

当たりの炉心蓄積

量（Bq/MW）は，BWR

共通条件として，柏

崎刈羽原子力発電

所第6号機及び第7

号機と同じ装荷燃

料（9×9燃料（Ａ

型）），運転時間

（10000時間）で算

出したＡＢＷＲの

サイクル末期の値

を使用） 

4.3(1)a. 希ガ

ス類，ヨウ素

類，Cs類，Te類，

Ba類，Ru類，Ce

類及びLa類を

考慮する。 

放出 

開始 

時間 

原子炉格納容器漏えい： 

 事故発生直後（なお，

放射性物質は，ＭＡＡＰ

解析に基づき事故発生

約 0.3 時間後から漏え

い） 

 

格納容器ベント： 

 事故発生から約38時間後 

 

原子炉建屋からの漏えい： 

 事故発生直後及び非常用

ガス処理系の停止直後 

 

 

非常用ガス処理系による放

出： 

 事故発生から40分後 

 

 

 

 

原子炉格納容器漏

えい：ＭＡＡＰ解析

に基づく。 

 

 

 

 

格納容器ベント：Ｍ

ＡＡＰ解析に基づ

く。 

 

原子炉建屋からの

漏えい：原子炉建屋

原子炉区域（二次格

納施設）の負圧が解

消する時刻 

 

非常用ガス処理系

による放出：非常用

ガス処理系の起動

時間及び原子炉建

屋原子炉区域（二次

格納施設）の負圧達

成時間を基に設定 

4.3(4)a. 放 射

性物質の大気

中への放出開

始時刻及び放

出継続時間は，

4.1(2)aで選定

した事故シー

ケンスのソー

スターム解析

結果を基に設

定する。 

 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（炉内内蔵量及

び MAAP解析結果が異なる。） 
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表4－22 大気中への放出量評価条件 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（3/7） 

項 目 価条件 選定理由 
審査ガイドの 

記載 

原子炉格

納容器内

pH制御の

効果 

考慮しない。 

原子炉格納容

器内pH制御設

備は，重大事

故等対処設備

と位置付けて

いないため，

保守的に設定 

4.3(1)a. 原子

炉格納容器内へ

の放出割合の設

定に際し，ヨウ

素類の性状を適

切に考慮する。 

原子炉圧

力容器か

ら原子炉

格納容器

に放出さ

れるよう

素の形態 

粒子状よう素：5％ 

無機よう素 ：91％ 

有機よう素 ：4％ 

原子炉格納容

器内pH制御の

効果に期待し

ないため，R．

G．1.195＊1に

基づき設定 

4.3(1)a. 原子

炉格納容器内へ

の放出割合の設

定に際し，ヨウ

素類の性状を適

切に考慮する。 

原子炉格

納容器か

ら原子炉

建屋への

漏えい率

（希ガス，

エアロゾ

ル及び有

機よう素） 

ＭＡＡＰ解析にて以下のよう

に開口面積を格納容器圧力の

範囲で設定し，設定した開口

面積と格納容器圧力に応じ漏

えい率が変化するものとし

た。 

【開口面積】 

1Pd以下：0.9Pdで 0.4%/日 

1～2Pd：2.0Pdで 1.3%/日 

に相当する開口面積 

原子炉格納容

器の設計漏え

い率（0.9Pdで

0.4％／日）及

び AECの式等

に基づき設定 
4.3(3)e. 原子

炉格納容器漏え

い率は，4.1(2)a

で選定した事故

シーケンスの事

故進展解析結果

を基に設定す

る。 

原子炉格

納容器か

ら原子炉

建屋への

漏えい率

（無機よ

う素） 

事故発生 

0～1.5時間後：0.4%/日（一定） 

1.5～168時間後：1.3%/日（一

定） 

原子炉格納容

器の設計漏え

い率（0.9Pdで

0.4%/日）及び

AECの式等に

基 づ き 設 定

（格納容器圧

力 が 最 初 に

0.9Pdに到 達

した以降は，

1.3％／日の

漏えい率を設

定） 

 

 

表4－24 大気中への放出量評価条件 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（3/7） 

項 目 価条件 選定理由 
審査ガイドの 

記載 

原子炉格

納容器内

pH制御の

効果 

考慮しない。 

原子炉格納容

器内pH制御設

備は，重大事

故等対処設備

と位置付けて

いないため，

保守的に設定 

4.3(1)a. 原子

炉格納容器内へ

の放出割合の設

定に際し，ヨウ

素類の性状を適

切に考慮する。 

原子炉圧

力容器か

ら原子炉

格納容器

に放出さ

れるよう

素の形態 

粒子状よう素：5％ 

無機よう素 ：91％ 

有機よう素 ：4％ 

原子炉格納容

器内pH制御の

効果に期待し

ないため，R．

G．1.195＊1に

基づき設定 

4.3(1)a. 原子

炉格納容器内へ

の放出割合の設

定に際し，ヨウ

素類の性状を適

切に考慮する。 

原子炉格

納容器か

ら原子炉

建屋への

漏えい率

（希ガス，

エアロゾ

ル及び有

機よう素） 

ＭＡＡＰ解析にて以下のよう

に開口面積を格納容器圧力の

範囲で設定し，設定した開口

面積と格納容器圧力に応じ漏

えい率が変化するものとし

た。 

【開口面積】 

1Pd以下：0.9Pdで 0.4%/日 

1～2Pd：2.0Pdで 1.3%/日 

に相当する開口面積 

原子炉格納容

器の設計漏え

い率（0.9Pdで

0.4％／日）及

び AECの式等

に基づき設定 
4.3(3)e. 原子

炉格納容器漏え

い率は，4.1(2)a

で選定した事故

シーケンスの事

故進展解析結果

を基に設定す

る。 

原子炉格

納容器か

ら原子炉

建屋への

漏えい率

（無機よ

う素） 

事故発生 

0～1.5時間後：0.4%/日（一定） 

1.5～168時間後：1.3%/日（一

定） 

原子炉格納容

器の設計漏え

い率（0.9Pdで

0.4%/日）及び

AECの式等に

基 づ き 設 定

（格納容器圧

力 が 最 初 に

0.9Pdに到 達

した以降は，

1.3％／日の

漏えい率を設

定） 
 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（設備設計が異

なることによる設計漏えい率

の違い。） 
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表4－22 大気中への放出量評価条件 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（4/7） 

項目 評価条件 選定理由 
審査ガイドの 

記載 

原子炉格納

容器内での

除 去 効 果

（エアロゾ

ル） 

ＭＡＡＰ解析に基づく（沈

着，サプレッションプール

でのスクラビング及びド

ライウェルスプレイ） 

ＭＡＡＰのＦＰ

挙動モデル 

4.3(3)c. 原子

炉格納容器スプ

レイの作動につ

いては，4.1(2)a

で選定した事故

シーケンスの事

故進展解析条件

を基に設定す

る。 

4.3(3)d. 原子

炉格納容器内の

自然沈着率につ

いては，実験等

から得られた適

切なモデルを基

に設定する。 

原子炉格納

容器内での

除 去 効 果

（有機よう

素） 

考慮しない。 保守的に設定 － 

原子炉格納

容器内での

除 去 効 果

（無機よう

素） 

自然沈着率： 9.0× 10-4

（1/s） 

（原子炉格納容器内の最

大存在量から1/200まで） 

CSE実験＊2及び 

Standard 

Review 

Plan 6.5.2＊3に

基づき設定 

4.3(3)d. 原子

炉格納容器内の

自然沈着率につ

いては，実験等

から得られた適

切なモデルを基

に設定する。 

サプレッションプールの

スクラビングによる除去

効果：10 

Standard 

Review 

Plan 6.5.5＊4に

基づき設定 

－ 

 

表4－24 大気中への放出量評価条件 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（4/7） 

項目 評価条件 選定理由 
審査ガイドの 

記載 

原子炉格納

容器内での

除 去 効 果

（エアロゾ

ル） 

ＭＡＡＰ解析に基づく（沈

着，サプレッションプール

でのスクラビング及びド

ライウェルスプレイ） 

ＭＡＡＰのＦＰ

挙動モデル 

4.3(3)c. 原子

炉格納容器スプ

レイの作動につ

いては，4.1(2)a

で選定した事故

シーケンスの事

故進展解析条件

を基に設定す

る。 

4.3(3)d. 原子

炉格納容器内の

自然沈着率につ

いては，実験等

から得られた適

切なモデルを基

に設定する。 

原子炉格納

容器内での

除 去 効 果

（有機よう

素） 

考慮しない。 保守的に設定 － 

原子炉格納

容器内での

除 去 効 果

（無機よう

素） 

自然沈着率： 9.0× 10-4

（1/s） 

（原子炉格納容器内の最

大存在量から1/200まで） 

CSE実験＊2及び 

Standard 

Review 

Plan 6.5.2＊3に

基づき設定 

4.3(3)d. 原子

炉格納容器内の

自然沈着率につ

いては，実験等

から得られた適

切なモデルを基

に設定する。 

サプレッションプールの

スクラビングによる除去

効果：10 

Standard 

Review 

Plan 6.5.5＊4に

基づき設定 

－ 

 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（格納容器の型

式が異なることによる除去効

果の違い。） 
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表4－22 大気中への放出量評価条件 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（5/7） 

項目 評価条件 選定理由 
審査ガイド

の記載 

停止時炉

内内蔵量

に対する

原子炉格

納容器か

ら原子炉

建屋への

漏えい割

合 

格 納 容

器 ベ ン

ト の 実

施 を 想

定 す る

場合 

希ガス類：約 1.4×10-2 

よう素類：約 6.6×10-4 

Cs類：約 2.8×10-5 

Te類：約 5.6×10-6 

Ba類：約 2.3×10-6 

Ru類：約 2.8×10-7 

La類：約 2.3×10-8 

Ce類：約 5.6×10-8 

ＭＡＡＰ解

析結果及び

NUREG-1465＊

5の知見に基

づき設定 

よう素類に

ついては，よ

う素の化学

形態に応じ

た原子炉格

納容器内で

の除去のさ

れかたの違

いを考慮 

4.3(4)a. 放

射性物質の

大気中への

放出開始時

刻及び放出

継続時間は，

4.1（2）aで選

定した事故

シーケンス

のソースタ

ーム解析結

果を基に設

定する。 

代 替 循

環 冷 却

系 を 用

い て 事

象 を 収

束 す る

こ と を

想 定 す

る場合 

希ガス類：約 9.1×10-2 

よう素類：約 3.7×10-3 

Cs類：約 2.7×10-5 

Te類：約 5.4×10-6 

Ba類：約 2.2×10-6 

Ru類：約 2.7×10-7 

La類：約 2.2×10-8 

Ce類：約 5.4×10-8 

原子炉格

納容器の

漏えい孔

における

捕集効果 

考慮しない。 

保守的に考

慮しないも

のとした。 

― 

 

表4－24 大気中への放出量評価条件 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（5/7） 

項目 評価条件 選定理由 
審査ガイド

の記載 

停止時炉

内内蔵量

に対する

原子炉格

納容器か

ら原子炉

建屋への

漏えい割

合 

格 納 容

器 ベ ン

ト の 実

施 を 想

定 す る

場合 

希ガス類：約 1.4×10-2 

よう素類：約 6.6×10-4 

Cs類：約 2.8×10-5 

Te類：約 5.6×10-6 

Ba類：約 2.3×10-6 

Ru類：約 2.8×10-7 

La類：約 2.3×10-8 

Ce類：約 5.6×10-8 

ＭＡＡＰ解

析結果及び

NUREG-1465＊

5の知見に基

づき設定 

よう素類に

ついては，よ

う素の化学

形態に応じ

た原子炉格

納容器内で

の除去のさ

れかたの違

いを考慮 

4.3(4)a. 放

射性物質の

大気中への

放出開始時

刻及び放出

継続時間は，

4.1（2）aで選

定した事故

シーケンス

のソースタ

ーム解析結

果を基に設

定する。 

代 替 循

環 冷 却

系 を 用

い て 事

象 を 収

束 す る

こ と を

想 定 す

る場合 

希ガス類：約 9.1×10-2 

よう素類：約 3.7×10-3 

Cs類：約 2.7×10-5 

Te類：約 5.4×10-6 

Ba類：約 2.2×10-6 

Ru類：約 2.7×10-7 

La類：約 2.2×10-8 

Ce類：約 5.4×10-8 

原子炉格

納容器の

漏えい孔

における

捕集効果 

考慮しない。 

保守的に考

慮しないも

のとした。 

― 

 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（MAAP解析結果

により，原子炉格納容器からの

漏えい割合が異なる。） 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，保守的に原子炉格納容

器の漏えい孔における捕集効

果を考慮しない。） 
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表4－22 大気中への放出量評価条件 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（6/7） 

項目 評価条件 選定理由 
審査ガイドの 

記載 

原子炉建屋か

ら大気への漏

えい率（原子炉

建屋原子炉区

域（二次格納施

設）負圧維持期

間以外） 

無限大 回/日（地上放

出） 

（原子炉格納容器から

原子炉建屋へ漏えいし

た放射性物質は，即座

にすべて大気へ漏えい

するものとして評価） 

保守的に設定 － 

原子炉建屋か

ら大気への放

出率（原子炉建

屋原子炉区域

（二次格納施

設）負圧維持期

間） 

非常用ガス処理系の定

格風量2000m3/hによる

換気率（約 (回/

日)）により主排気筒か

ら屋外に放出（ただし，

原子炉建屋原子炉区域

（二次格納施設）内

（ ）の放射性物

質濃度変化は換気率

0.5(回/日)を用いて評

価） 

設計値に基づき

設定（非常用ガ

ス処理系のファ

ン容量） 

4.3(3)a. 非常

用 ガ ス処 理系

（ＢＷＲ）又は

アニュラス空気

浄化設備（ＰＷ

Ｒ）の作動につ

いては，4.1(2)a

で選定した事故

シーケンスの事

故進展解析条件

を 基 に設 定す

る。 

非常用ガス処

理系起動時間

及び原子炉建

屋原子炉区域

（二次格納施

設）負圧達成時

間 

非常用ガス処理系起動

時間： 

事故発生から30分後 

 

原子炉建屋原子炉区域

（二次格納施設）負圧

達成時間： 

事故発生から40分後 

起 動 操 作 時 間

（30 分）＋負圧

達成時間（10分）

（起動に伴い原

子炉建屋は負圧

になるが，保守

的に負圧達成時

間として 10分を

想定） 

運転時間 

格納容器ベントを実施

する場合：事故発生か

ら40分後～31時間後 

運用を基に設定 代替循環冷却系により

事象収束する場合：事

故発生から 40分後～

168時間後 

非常用ガス処

理系のフィル

タ除去効率 

考慮しない。 保守的に設定 

4.3(3)b. ヨウ

素類及びエアロ

ゾルのフィルタ

効率は，使用条

件での設計値を

基に設定する。

なお，フィルタ

効率の設定に際

し，ヨウ素類の

性状を適切に考

慮する。 

燃料取替床ブ

ローアウトパ

ネル及び主蒸

気系トンネル

室ブローアウ

トパネルの開

閉状態 

閉状態 

原子炉建屋内の

急激な圧力上昇

等による燃料取

替床ブローアウ

トパネル及び主

蒸気系トンネル

室ブローアウト

パネルの開放が

ないため。 

－ 

 

表4－24 大気中への放出量評価条件 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（6/7） 

項目 評価条件 選定理由 
審査ガイドの 

記載 

原子炉建屋か

ら大気への漏

えい率（原子炉

建屋原子炉区

域（二次格納施

設）負圧維持期

間以外） 

無限大 回/日（地上放

出） 

（原子炉格納容器から

原子炉建屋へ漏えいし

た放射性物質は，即座

にすべて大気へ漏えい

するものとして評価） 

保守的に設定 － 

原子炉建屋か

ら大気への放

出率（原子炉建

屋原子炉区域

（二次格納施

設）負圧維持期

間） 

非常用ガス処理系の定

格風量2000m3/hによる

換気率（約 (回/

日)）により主排気筒か

ら屋外に放出（ただし，

原子炉建屋原子炉区域

（二次格納施設）内

（ ）の放射性

物質濃度変化は換気率

0.5(回/日)を用いて評

価） 

設計値に基づき

設定（非常用ガス

処理系のファン

容量） 
4.3(3)a. 非常

用 ガ ス処 理系

（ＢＷＲ）又は

アニュラス空気

浄化設備（ＰＷ

Ｒ）の作動につ

いては，4.1(2)a

で選定した事故

シーケンスの事

故進展解析条件

を 基 に設 定す

る。 

非常用ガス処

理系起動時間

及び原子炉建

屋原子炉区域

（二次格納施

設）負圧達成時

間 

非常用ガス処理系起動

時間： 

事故発生から30分後 

 

原子炉建屋原子炉区域

（二次格納施設）負圧

達成時間： 

事故発生から40分後 

起動操作時間（30

分）＋負圧達成時

間（10分）（起動

に伴い原子炉建

屋は負圧になる

が，保守的に負圧

達成時間として

10分を想定） 

運転時間 

格納容器ベントを実施

する場合：事故発生か

ら40分後～31時間後 

運用を基に設定 代替循環冷却系により

事象収束する場合：事

故発生から40分後～

168時間後 

非常用ガス処

理系のフィル

タ除去効率 

考慮しない。 保守的に設定 

4.3(3)b. ヨウ

素類及びエアロ

ゾルのフィルタ

効率は，使用条

件での設計値を

基に設定する。

なお，フィルタ

効率の設定に際

し，ヨウ素類の

性状を適切に考

慮する。 

燃料取替床ブ

ローアウトパ

ネル及び主蒸

気系トンネル

室ブローアウ

トパネルの開

閉状態 

閉状態 

原子炉建屋内の

急激な圧力上昇

等による燃料取

替床ブローアウ

トパネル及び主

蒸気系トンネル

室ブローアウト

パネルの開放が

ないため。 

－ 

 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（設備設計の違

いにより，非常用ガス処理系の

換気率が異なる。） 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（運用の違いに

より，非常用ガス処理系の負圧

達成時間及び運転時間が異な

る。） 
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表4－22 大気中への放出量評価条件 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（7/7） 

項 目 評 価 条 件 選 定 理 由 審査ガイドの記載 

停止時炉

内内蔵量

に対する

格納容器

圧力逃が

し装置へ

の放出割

合 

希ガス類：約 9.2×10-1 

よう素類：約 3.3×10-2 

Cs類：約 2.6×10-6 

Te類：約 5.2×10-7 

Ba類：約 2.1×10-7 

Ru類：約 2.6×10-8 

La類：約 2.1×10-9 

Ce類：約 5.2×10-9 

ＭＡＡＰ解析結

果 及 び NUREG-

1465＊5の知見に

基づき設定 

よう素類につい

ては，よう素の

化学形態に応じ

た原子炉格納容

器内での除去の

されかたの違い

を考慮 

4.3(4)a. 放射性

物質の大気中への

放出開始時刻及び

放出継続時間は，

4.1（2）aで選定し

た事故シーケンス

のソースターム解

析結果を基に設定

する。 

格納容器

圧力逃が

し装置の

除去係数 

希ガス：1 

有機よう素：50 

無機よう素：1000 

エアロゾル：1000 

設計値に基づき

設定 
－ 

事故の評

価期間 
7日間 

審査ガイドに示

す 7日間におけ

る運転員の実効

線量を評価する

観点から設定 

3.（解釈）第74条

（原子炉制御室） 

1 b) ④判断基準

は，運転員の実効

線量が７日間で

100mSvを超えない

こと。 

 

注 記 ＊ 1 ： R.G.1.195 "Methods and Assumptions for 

Evaluating Radiological Consequences of 

Design Basis Accidents at Light-Water 

Nuclear Power Reactors" 

＊2  ：R.K. HILLIARD, A.K. POSTMA, J.D. MCCORMACK 

and L.F. COLEMAN, "Removal of iodine and 

particles by sprays in the containment 

systems experiment", Nuclear Technology, 

Vol. 10, p.499-519, April 1971 

＊3 ：Standard Review Plan 6.5.2, "Containment 

Spray as a Fission Product Cleanup System", 

March 2007 

＊ 4 ： Standard Review Plan 6.5.5, "Pressure 

Suppression Pool as a Fission Product 

Cleanup System", March 2007 

＊5 ：NUREG-1465 “Accident Source Terms for Light-

Water Nuclear Power Plants”,1995 

表4－24 大気中への放出量評価条件 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（7/7） 

項 目 評 価 条 件 選 定 理 由 審査ガイドの記載 

停 止 時 炉

内 内 蔵 量

に 対 す る

格 納 容 器

圧 力 逃 が

し 装 置 へ

の 放 出 割

合 

希ガス類：約 9.2×10-1 

よう素類：約 3.3×10-2 

Cs類：約 2.6×10-6 

Te類：約 5.2×10-7 

Ba類：約 2.1×10-7 

Ru類：約 2.6×10-8 

La類：約 2.1×10-9 

Ce類：約 5.2×10-9 

ＭＡＡＰ解析結

果 及 び NUREG-

1465＊5の知見に

基づき設定 

よう素類につい

ては，よう素の

化学形態に応じ

た原子炉格納容

器内での除去の

されかたの違い

を考慮 

4.3(4)a. 放射性

物質の大気中への

放出開始時刻及び

放出継続時間は，

4.1（2）aで選定し

た事故シーケンス

のソースターム解

析結果を基に設定

する。 

格 納 容 器

圧 力 逃 が

し 装 置 の

除去係数 

希ガス：1 

有機よう素：50 

無機よう素：1000 

エアロゾル：1000 

設計値に基づき

設定 
－ 

事 故 の 評

価期間 
7日間 

審査ガイドに示

す 7日間におけ

る運転員の実効

線量を評価する

観点から設定 

3.（解釈）第74条

（原子炉制御室） 

1 b) ④判断基準

は，運転員の実効

線量が７日間で

100mSvを超えない

こと。 

 

注 記 ＊ 1 ： R.G.1.195 "Methods and Assumptions for 

Evaluating Radiological Consequences of 

Design Basis Accidents at Light-Water 

Nuclear Power Reactors" 

＊2  ：R.K. HILLIARD, A.K. POSTMA, J.D. MCCORMACK 

and L.F. COLEMAN, "Removal of iodine and 

particles by sprays in the containment 

systems experiment", Nuclear Technology, 

Vol. 10, p.499-519, April 1971 

＊3 ：Standard Review Plan 6.5.2, "Containment 

Spray as a Fission Product Cleanup System", 

March 2007 

＊ 4 ： Standard Review Plan 6.5.5, "Pressure 

Suppression Pool as a Fission Product 

Cleanup System", March 2007 

＊5  ：NUREG-1465 “Accident Source Terms for Light-

Water Nuclear Power Plants”,1995 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（MAAP解析結果

により，格納容器圧力逃がし装

置への放出割合が異なる。） 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（設備仕様の違

いにより，無機よう素の除去係

数が異なる。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2023年 12月 13日 

資料番号  ：KK6添-1-051 改 0 (比較表) 

141 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

   

 

 

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，原子炉格納容器漏えい

孔による捕集効果を保守的に

考慮していないため，当該文献

を引用しない。） 

 

 

 
 

 

  

  

  

                   

                       

                  

   

 

 よう素の化学形態＊3 

有機よう素 4% 

無機よう素 91% 

粒子状よう素 5% 

       注記＊3 ：R.G.1.195“Methods and Assumptions for    

Evaluating Radiological Consequences of 

Design Basis Accidents at Light-Water 

Nuclear Power Reactors” 

表4－25 よう素の化学形態 

 よう素の化学形態＊ 

有機よう素 4% 

無機よう素 91% 

粒子状よう素 5% 

注記＊  ：R.G.1.195“Methods and Assumptions 

for Evaluating Radiological 

Consequences of Design Basis 

Accidents at Light-Water Nuclear 

Power Reactors” 

 

記載の適正化（女川コメントの

反映に伴い，文中の図表にタイ

トル及び番号を付し，図表を後

段に配置した。） 

 

※島根 2号機及び柏崎刈羽 7号

機の表は比較のため，再掲。 

 

  

  

  

  
 

 

 除染係数 

エアロゾル 1000 

無機よう素 1000 

有機よう素 50 
 

表4－26 放射性物質の除染係数 

 除染係数 

エアロゾル 1000 

無機よう素 1000 

有機よう素 50 
 

記載の適正化（女川コメントの

反映に伴い，文中の図表にタイ

トル及び番号を付し，図表を後

段に配置した。） 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（設備設計の違

いにより，無機よう素の除去係

数が異なる。） 

※島根 2号機及び柏崎刈羽 7号

機の表は比較のため，再掲。 
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表4－23 大気中への放出量評価結果（事故後7日間積算） 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（1/2） 

（代替循環冷却系により事象を収束することを想定する場合） 

 

 

 

 

表4－23 大気中への放出量評価結果（事故後7日間積算） 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（2/2） 

（格納容器ベントの実施を想定する場合） 

 

 

表4－27 大気中への放出量評価結果（事故後7日間積算） 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（1/2） 

（代替循環冷却系により事象を収束することを想定する場合） 

 

 

 

表4－27 大気中への放出量評価結果（事故後7日間積算） 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（2/2） 

（格納容器ベントの実施を想定する場合） 

 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，代替循環系による事象

収束も想定する。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

【島根との差異】 

評価結果の差異 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

核種類 

放出放射能量(Bq)（gross値）（単一号機） 

原子炉建屋からの漏えい及び 

非常用ガス処理系による放出 

希ガス類 約 3.8×1017 

よう素類 約 1.6×1016 

Cs類 約 3.9×1013 

Te類 約 2.9×1013 

Ba類 約 2.8×1013 

Ru類 約 4.6×1012 

Ce類 約 3.5×1012 

La類 約 8.2×1011 

 

核種類 

放出放射能量(Bq)（gross 値）（単一号機） 

格納容器圧力逃がし装置及び 

よう素フィルタを経由した放出 

原子炉建屋からの漏えい及び 

非常用ガス処理系による放出 

希ガス類 約 7.8×1018 約 1.3×1017 

よう素類 約 6.4×1015 約 7.5×1015 

Cs 類 約 3.4×109 約 4.0×1013 

Te 類 約 2.4×109 約 3.3×1013 

Ba 類 約 2.3×109 約 3.0×1013 

Ru 類 約 3.7×108 約 5.0×1012 

Ce 類 約 3.0×108 約 4.1×1012 

La 類 約 6.6×107 約 8.8×1011 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 
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表4－24 大気拡散評価条件 

（炉心の著しい損傷が発生した場合） 

項目 評価条件 選定理由 審査ガイドでの記載 

実効放

出 

継続時

間 

全放出源，全核種：1時

間 

保守的に最も

短い実効放出

継続時間を設

定 

4.2(2)c. 相対濃度

は，短時間放出又は

長時間放出に応じ

て，毎時刻の気象項

目と実効的な放出継

続時間を基に評価点

ごとに計算する。 

放出源

及び 

放出源

高さ 

【6号機】 

・格納容器圧力逃がし

装 置 配 管 ： 地 上

40.4m 

・原子炉建屋中心：地

上 0m 

・主排気筒：地上 73m 

 

【7号機】 

・格納容器圧力逃がし

装 置 配 管 ： 地 上

39.7m 

・原子炉建屋中心：地

上 0m 

・主排気筒：地上73m 

格納容器圧力

逃がし装置配

管及び主排気

筒からの放出

は，実際の高

さを設定。原

子炉建屋から

の放出は，保

守的に地上放

出 と し て 設

定。 

放出エネルギ

による影響は

考慮しない。 

4.3(4)b. 放出源高

さは，4.1(2)aで選定

した事故シーケンス

に応じた放出口から

の放出を仮定する。

4.1(2)aで選定した

事故シーケンスのソ

ースターム解析結果

を基に，放出エネル

ギーを考慮してもよ

い。 

大 気 拡

散 評 価

地 点 及

び 評 価

距離 

【中央制御室滞在時

（中央制御室中心）】 

（6号機） 

・格納容器圧力逃がし

装置配管：58m 

・原子炉建屋中心：79m 

・主排気筒：56m 

 

（7号機） 

・格納容器圧力逃がし

装置配管：74m 

・原子炉建屋中心：54m 

・主排気筒：79m 

 

【入退域時（コントロ

ール建屋入口）】 

（6号機） 

・格納容器圧力逃がし

装置配管：85m 

・原子炉建屋中心：

101m 

・主排気筒：76m 

 

（7号機） 

・格納容器圧力逃がし

装置配管：61m 

・原子炉建屋中心：37m 

・主排気筒：58m 

放出源から評

価点までの距

離は，保守的

な評価となる

ように水平距

離として設定 

－ 

 

表4－28 大気拡散評価条件 

（炉心の著しい損傷が発生した場合） 

項目 評価条件 選定理由 審査ガイドでの記載 

実効放

出 

継続時

間 

全放出源，全核種：1時

間 

保守的に最も

短い実効放出

継続時間を設

定 

4.2(2)c. 相対濃度

は，短時間放出又は

長時間放出に応じ

て，毎時刻の気象項

目と実効的な放出継

続時間を基に評価点

ごとに計算する。 

放出源

及び 

放出源

高さ 

【6号機】 

・格納容器圧力逃がし

装 置 配 管 ： 地 上

40.4m 

・原子炉建屋中心：地

上 0m 

・主排気筒：地上 73m 

 

【7号機】 

・格納容器圧力逃がし

装 置 配 管 ： 地 上

39.7m 

・原子炉建屋中心：地

上 0m 

・主排気筒：地上73m 

格納容器圧力

逃がし装置配

管及び主排気

筒からの放出

は，実際の高

さを設定。原

子炉建屋から

の放出は，保

守的に地上放

出 と し て 設

定。 

放出エネルギ

による影響は

考慮しない。 

4.3(4)b. 放出源高

さは，4.1(2)aで選定

した事故シーケンス

に応じた放出口から

の放出を仮定する。

4.1(2)aで選定した

事故シーケンスのソ

ースターム解析結果

を基に，放出エネル

ギーを考慮してもよ

い。 

大 気 拡

散 評 価

地 点 及

び 評 価

距離 

【中央制御室滞在時

（中央制御室中心）】 

（6号機） 

・格納容器圧力逃がし

装置配管：58m 

・原子炉建屋中心：79m 

・主排気筒：56m 

 

（7号機） 

・格納容器圧力逃がし

装置配管：74m 

・原子炉建屋中心：54m 

・主排気筒：79m 

 

【入退域時（コントロ

ール建屋入口）】 

（6号機） 

・格納容器圧力逃がし

装置配管：85m 

・原子炉建屋中心：

101m 

・主排気筒：76m 

 

（7号機） 

・格納容器圧力逃がし

装置配管：61m 

・原子炉建屋中心：37m 

・主排気筒：58m 

放出源から評

価点までの距

離は，保守的

な評価となる

ように水平距

離として設定 

－ 

 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，保守的に全放出源及び

全核種に対して最も短い実効

放出継続時間を適用してい

る。） 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（設備仕様の違

いにより，放出源高さが異な

る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（建屋の配置が

異なることにより，評価地点及

び評価距離も異なる。） 
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表4－25 相対濃度及び相対線量の評価結果 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）＊ 

 

注記＊：被ばく評価には有効数字2桁（3桁目を四捨五入）の相

対濃度及び相対線量を用いる。 

 

表4－29 相対濃度及び相対線量の評価結果 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）＊ 

 

注記＊：被ばく評価には有効数字2桁（3桁目を四捨五入）の相

対濃度及び相対線量を用いる。 

 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

【島根との差異】 

評価結果の差異 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

表現上の差異（桁数処理方法の

違い。） 
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表4－26 直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線 

         評価用線源強度（1/2）（代替循環冷却系を用い

て事象を収束する場合） 

 

注記＊1 ：有効数字 3桁目を四捨五入した値を記載 

  ＊2 ：代表エネルギ 

表4－30 直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線 

       評価用線源強度（1/2）（代替循環冷却系を用い

て事象を収束する場合） 

 

注記＊1 ：有効数字 3桁目を四捨五入した値を記載 

  ＊2 ：代表エネルギ 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，代替循環系による事象

収束も想定する。） 
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表4－26 直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線 

             評価用線源強度（2/2）（格納容器ベントの実施

を想定する場合） 

 

注記＊1 ：有効数字 3桁目を四捨五入した値を記載 

  ＊2 ：代表エネルギ 

表4－30 直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線 

         評価用線源強度（2/2）（格納容器ベントの実施

を想定する場合） 

 

注記＊1 ：有効数字 3桁目を四捨五入した値を記載 

  ＊2 ：代表エネルギ 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

 

【島根との差異】 

評価結果の差異 
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 表4－27 スカイシャインガンマ線の評価に用いる 

       よう素フィルタの体積線源の線源強度 

（格納容器ベント開始直後） 

エネルギ(MeV) 線源強度(photons/s) 

下限 
上限 

（代表エネルギ） 
よう素フィルタ＊1，＊2 

－ 2.00×10-2 約 7.1×1016 

2.00×10-2 3.00×10-2 約 2.1×1016 

3.00×10-2 4.50×10-2 約 1.0×1016 

4.50×10-2 7.00×10-2 約 1.3×1016 

7.00×10-2 1.00×10-1 約 1.0×1016 

1.00×10-1 1.50×10-1 約 5.0×1015 

1.50×10-1 3.00×10-1 約 1.9×1016 

3.00×10-1 4.50×10-1 約 9.8×1016 

4.50×10-1 7.00×10-1 約 3.0×1017 

7.00×10-1 1.00×100 約 1.6×1017 

1.00×100 1.50×100 約 3.8×1016 

1.50×100 2.00×100 約 4.0×1015 

2.00×100 2.50×100 約 2.4×1015 

2.50×100 3.00×100 約 5.6×1013 

3.00×100 4.00×100 0 

4.00×100 6.00×100 0 

6.00×100 8.00×100 0 

8.00×100 1.10×101 0 

注記＊1 ：よう素フィルタ本体 2基分の線源強度を示す。 

＊2 ：格納容器圧力逃がし装置に流入する有機よう素及び

無機よう素の総量の線源強度 

表4－31 スカイシャインガンマ線の評価に用いる 

       よう素フィルタの体積線源の線源強度 

（格納容器ベント開始直後） 

エネルギ(MeV) 線源強度(photons/s) 

下限 
上限 

（代表エネルギ） 
よう素フィルタ＊1，＊2 

－ 2.00×10-2 約 7.1×1016 

2.00×10-2 3.00×10-2 約 2.1×1016 

3.00×10-2 4.50×10-2 約 1.0×1016 

4.50×10-2 7.00×10-2 約 1.3×1016 

7.00×10-2 1.00×10-1 約 1.0×1016 

1.00×10-1 1.50×10-1 約 5.0×1015 

1.50×10-1 3.00×10-1 約 1.9×1016 

3.00×10-1 4.50×10-1 約 9.8×1016 

4.50×10-1 7.00×10-1 約 3.0×1017 

7.00×10-1 1.00×100 約 1.6×1017 

1.00×100 1.50×100 約 3.8×1016 

1.50×100 2.00×100 約 4.0×1015 

2.00×100 2.50×100 約 2.4×1015 

2.50×100 3.00×100 約 5.6×1013 

3.00×100 4.00×100 0 

4.00×100 6.00×100 0 

6.00×100 8.00×100 0 

8.00×100 1.10×101 0 

注記＊1 ：よう素フィルタ本体 2基分の線源強度を示す。 

＊2 ：格納容器圧力逃がし装置に流入する有機よう素及び

無機よう素の総量の線源強度 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，格納容器圧力逃がし装

置が地上に位置しているため，

格納容器ベント後の装置内に

残存する放射性物質からの影響

についても評価している。） 
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表4－28 地表面への沈着速度の条件 

（炉心の著しい損傷が発生した場合） 

項 目 評 価 条 件 選 定 理 由 
審査ガイドでの 

記載 

地表面へ

の沈着速

度 

エアロゾル：1.2cm/s 

無機よう素：1.2cm/s 

有機よう素： 

4.0×10-3cm/s 

希ガス：沈着無し 

線量目標値評価指

針＊1（降水時におけ

る沈着率は乾燥時

の2～3倍大きい）を

参考に，湿性沈着を

考慮して乾性沈着

速度（0.3cm/s）の

4倍を設定 

エアロゾル及び無

機よう素の乾性沈

着速度は 

NUREG/CR-4551 

Vol2＊2より設定 

有機よう素の乾性

沈着速度は NRPB-

R322＊3より設定 

4.2.(2)d. 放射性

物質の地表面への

沈着評価では，地

表面への乾性沈着

及び降雨による湿

性沈着を考慮して

地表面沈着濃度を

計算する。 

注記 ＊1：発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する

評価指針（原子力安全委員会） 

＊2：米国 NUREG/CR-4551 Vol.2 “Evaluation of Severe 

Accident Risks:Quantification of Major Input 

Parameters” 

＊3：英国NRPB-R322-Atomosphere Dispersion Modelling 

Liaison Committee Annual Report 

 

表4－32 地表面への沈着速度の条件 

（炉心の著しい損傷が発生した場合） 

項 目 評 価 条 件 選 定 理 由 
審査ガイドでの 

記載 

地表面へ

の沈着速

度 

エアロゾル：1.2cm/s 

無機よう素：1.2cm/s 

有機よう素： 

4.0×10-3cm/s 

希ガス：沈着無し 

線量目標値評価指

針＊1（降水時におけ

る沈着率は乾燥時

の2～3倍大きい）を

参考に，湿性沈着を

考慮して乾性沈着

速度（0.3cm/s）の

4倍を設定 

エアロゾル及び無

機よう素の乾性沈

着速度は 

NUREG/CR-4551 

Vol.2＊2より設定 

有機よう素の乾性

沈着速度は NRPB-

R322＊3より設定 

4.2.(2)d. 放射性

物質の地表面への

沈着評価では，地

表面への乾性沈着

及び降雨による湿

性沈着を考慮して

地表面沈着濃度を

計算する。 

注記 ＊1：発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に対する

評価指針（原子力安全委員会） 

＊2：米国 NUREG/CR-4551 Vol.2 “Evaluation of Severe 

Accident Risks:Quantification of Major Input 

Parameters” 

＊3：英国NRPB-R322-Atomosphere Dispersion Modelling 

Liaison Committee Annual Report 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化（誤記訂正。） 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 

 

表4－29 グランドシャイン線評価用線源強度（1/3） 

（両号機において代替循環冷却系を用いて事象を収束する場

合） 

 

注記＊1 ：有効数字 3桁目を四捨五入した値を記載 

  ＊2 ：代表エネルギ 

表4－33 グランドシャイン線評価用線源強度（1/3） 

（両号機において代替循環冷却系を用いて事象を収束する場

合） 

 

注記＊1 ：有効数字 3桁目を四捨五入した値を記載 

  ＊2 ：代表エネルギ 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，代替循環系による事象

収束も想定する。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2023年 12月 13日 

資料番号  ：KK6添-1-051 改 0 (比較表) 

150 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

   

 

 

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

  

 

 

 

 

表4－29 グランドシャイン線評価用線源強度（2/3） 

（6号機：格納容器ベント実施 

7号機：代替循環冷却系を用いて事象収束） 

 

注記＊1 ：有効数字 3桁目を四捨五入した値を記載 

  ＊2 ：代表エネルギ 

表4－33 グランドシャイン線評価用線源強度（2/3） 

（6号機：格納容器ベント実施 

7号機：代替循環冷却系を用いて事象収束） 

 

注記＊1 ：有効数字 3桁目を四捨五入した値を記載 

  ＊2 ：代表エネルギ 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 表4－29 グランドシャイン線評価用線源強度（3/3） 

（6号機：代替循環冷却系を用いて事象収束 

7号機：格納容器ベント実施） 

 

注記＊1 ：有効数字 3桁目を四捨五入した値を記載 

  ＊2 ：代表エネルギ 

表4－33 グランドシャイン線評価用線源強度（3/3） 

（6号機：代替循環冷却系を用いて事象収束 

7号機：格納容器ベント実施） 

 

注記＊1 ：有効数字 3桁目を四捨五入した値を記載 

  ＊2 ：代表エネルギ 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 
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島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

  

 

          
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表4－30 中央制御室換気系設備等条件 

（炉心の著しい損傷が発生した場合） 

項 目 評 価 条 件 選 定 理 由 
審査ガイドでの 

記載 

中央制御室可

搬型陽圧化空

調機の起動時

間 

事象発生から3時間 

可搬設備の設置

に要する時間遅

れや全交流電力

電源喪失を考慮

し，代替電源か

らの電源供給開

始時間から保守

的に設定 

4.3(3)f. 原子炉

制御室の非常用換

気空調設備の作動

については，非常

用電源の作動状態

を基に設定する。 

中 央 制 御 室

待 避 室 陽 圧

化 装 置 の 空

気供給量 

事故発生から 

0～38時間後 ：

0m3/h 

38～48 時間後＊ ：

95m3/h 

48～168時間後 ：

0m3/h 

設計値を基に設

定。なお，代替循

環冷却系を用い

て事象を収束す

る号機からの影

響に対しては，

中央制御室待避

室陽圧化装置の

効果を考慮しな

いものとした。 

4.2(2)e. 原子炉

制御室／緊急時制

御室／緊急時対策

所内への外気取入

による放射性物質

の取り込みについ

ては，非常用換気

空調設備の設計及

び運転条件に従っ

て計算する。 

注記＊：格納容器ベントの実施に伴い評価期間中に放出される

放射性物質のうち，大部分が放出される期間（数時間）

に余裕を持たせ，中央制御室待避室陽圧化装置による

陽圧化時間を10時間と設定 

 

表4－34 中央制御室換気系設備等条件 

（炉心の著しい損傷が発生した場合） 

項 目 評 価 条 件 選 定 理 由 
審査ガイドでの 

記載 

中央制御室可

搬型陽圧化空

調機の起動時

間 

事象発生から3時間 

可搬設備の設置

に要する時間遅

れや全交流電力

電源喪失を考慮

し，代替電源か

らの電源供給開

始時間から保守

的に設定 

4.3(3)f. 原子炉

制御室の非常用換

気空調設備の作動

については，非常

用電源の作動状態

を基に設定する。 

中央制御室待

避室陽圧化装

置の空気供給

量 

事故発生から 

0～38時間後 ：

0m3/h 

38～48 時間後＊ ：

95m3/h 

48～168時間後 ：

0m3/h 

設計値を基に設

定。なお，代替循

環冷却系を用い

て事象を収束す

る号機からの影

響に対しては，

中央制御室待避

室陽圧化装置の

効果を考慮しな

いものとした。 

4.2(2)e. 原子炉

制御室／緊急時制

御室／緊急時対策

所内への外気取入

による放射性物質

の取り込みについ

ては，非常用換気

空調設備の設計及

び運転条件に従っ

て計算する。 

注記＊：格納容器ベントの実施に伴い評価期間中に放出される

放射性物質のうち，大部分が放出される期間（数時間）

に余裕を持たせ，中央制御室待避室陽圧化装置による

陽圧化時間を10時間と設定 

 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，事象発生から 3 時間を

可搬型陽圧化空調機の起動遅

れとして考慮している。） 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（設備設計の違

いにより，中央制御室待避室陽

圧化装置の空気供給量が異な

る。） 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  【島根との差異】 

表現上の差異（柏崎刈羽 6号機

では，ガンマ線の積算線源強度

を 24時間ごとに示している。） 

※柏崎刈羽 6号機では，入退域

時の当該線源強度は表 4-30 と

同じ。 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  【島根との差異】 

表現上の差異（柏崎刈羽 6号機

では，ガンマ線の積算線源強度

を 24時間ごとに示している。） 

※柏崎刈羽 6号機では，入退域

時の当該線源強度は表 4-33 と

同じ。 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 
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 表 4－31 隣接エリア内の積算線源強度（1/6） 

（外気相当線源，両号機において代替循環冷却系を用いて事象

を収束する場合） 

 

注記＊1 ：有効数字 3桁目を四捨五入した値を記載 

＊2 ：代表エネルギ 

表 4－35 隣接エリア内の積算線源強度（1/6） 

（外気相当線源，両号機において代替循環冷却系を用いて事象

を収束する場合） 

 

注記＊1 ：有効数字 3桁目を四捨五入した値を記載 

  ＊2 ：代表エネルギ 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

【島根との差異】 

線源範囲の差異（柏崎刈羽 6号

機では，中央制御室待避室の被

ばく評価において，外気相当と

なる区域内及び中央制御室内

に浮遊する線源を隣接エリア

からの影響として考慮してい

る。） 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 表 4－31 隣接エリア内の積算線源強度（2/6） 

（外気相当線源，6号機：格納容器ベント実施 7号機：代替

循環冷却系を用いて事象収束） 

 

注記＊1 ：有効数字 3桁目を四捨五入した値を記載 

＊2 ：代表エネルギ 

表 4－35 隣接エリア内の積算線源強度（2/6） 

（外気相当線源，6号機：格納容器ベント実施 7号機：代替

循環冷却系を用いて事象収束） 

 

注記＊1 ：有効数字 3桁目を四捨五入した値を記載 

  ＊2 ：代表エネルギ 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

【島根との差異】 

線源範囲の差異（柏崎刈羽 6号

機では，中央制御室待避室の被

ばく評価において，外気相当と

なる区域内及び中央制御室内

に浮遊する線源を隣接エリア

からの影響として考慮してい

る。） 
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 表 4－31 隣接エリア内の積算線源強度（3/6） 

（外気相当線源，6号機：代替循環冷却系を用いて事象収束 

7号機：格納容器ベント実施） 

 

注記＊1 ：有効数字 3桁目を四捨五入した値を記載 

＊2 ：代表エネルギ 

表 4－35 隣接エリア内の積算線源強度（3/6） 

（外気相当線源，6号機：代替循環冷却系を用いて事象収束 

7号機：格納容器ベント実施） 

 

注記＊1 ：有効数字 3桁目を四捨五入した値を記載 

  ＊2 ：代表エネルギ 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

【島根との差異】 

線源範囲の差異（柏崎刈羽 6号

機では，中央制御室待避室の被

ばく評価において，外気相当と

なる区域内及び中央制御室内

に浮遊する線源を隣接エリア

からの影響として考慮してい

る。） 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 表 4－31 隣接エリア内の積算線源強度（4/6） 

（中央制御室内線源，両号機において代替循環冷却系を用いて

事象を収束する場合） 

 

注記＊1 ：有効数字 3桁目を四捨五入した値を記載 

＊2 ：代表エネルギ 

表 4－35 隣接エリア内の積算線源強度（4/6） 

（中央制御室内線源，両号機において代替循環冷却系を用いて

事象を収束する場合） 

 

注記＊1 ：有効数字 3桁目を四捨五入した値を記載 

  ＊2 ：代表エネルギ 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

【島根との差異】 

線源範囲の差異（柏崎刈羽 6号

機では，中央制御室待避室の被

ばく評価において，外気相当と

なる区域内及び中央制御室内

に浮遊する線源を隣接エリア

からの影響として考慮してい

る。） 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 表 4－31 隣接エリア内の積算線源強度（5/6） 

（中央制御室内線源，6号機:格納容器ベント実施 7号機:代

替循環冷却系を用いて事象収束） 

 

注記＊1 ：有効数字 3桁目を四捨五入した値を記載 

＊2 ：代表エネルギ 

表 4－35 隣接エリア内の積算線源強度（5/6） 

（中央制御室内線源，6号機:格納容器ベント実施 7号機:代

替循環冷却系を用いて事象収束） 

 

注記＊1 ：有効数字 3桁目を四捨五入した値を記載 

  ＊2 ：代表エネルギ 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

【島根との差異】 

線源範囲の差異（柏崎刈羽 6号

機では，中央制御室待避室の被

ばく評価において，外気相当と

なる区域内及び中央制御室内

に浮遊する線源を隣接エリア

からの影響として考慮してい

る。） 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 表 4－31 隣接エリア内の積算線源強度（6/6） 

（中央制御室内線源，6号機:代替循環冷却系を用いて事象収

束 7号機:格納容器ベント実施） 

 

注記＊1 ：有効数字 3桁目を四捨五入した値を記載 

＊2 ：代表エネルギ 

表 4－35 隣接エリア内の積算線源強度（6/6） 

（中央制御室内線源，6号機:代替循環冷却系を用いて事象収

束 7号機:格納容器ベント実施） 

 

注記＊1 ：有効数字 3桁目を四捨五入した値を記載 

  ＊2 ：代表エネルギ 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

【島根との差異】 

線源範囲の差異（柏崎刈羽 6号

機では，中央制御室待避室の被

ばく評価において，外気相当と

なる区域内及び中央制御室内

に浮遊する線源を隣接エリア

からの影響として考慮してい

る。） 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 表4－32 各班の７日間の中央制御室の居住性（炉心の著しい

損傷が発生した場合）に係る被ばく評価結果の内訳

（中央制御室内でマスクの着用を考慮した場合）

（1/3）（両号機において代替循環冷却系を用いて事

象を収束する場合）（単位：mSv）＊1＊2 

 
注記＊1 ：入退域時においてマスク（PF=1000）の着用を考慮 

＊2 ：中央制御室内でマスク（PF=50）の着用を考慮。6時間当たり 1 時間外す

ものとして評価 

＊3 ：中央制御室内で事故後 1日目のみマスク（PF=1000）の着用を考慮。6時

間当たり 18分間外すものとして評価 

＊4 ：特定の班のみが過大な被ばくを受けることのないよう，訓練直が代わり

に勤務することを想定する等，評価上で班交替を工夫 

＊5 ：本評価において想定した直交替スケジュールでは，7 日目 2直の班が中

央制御室滞在中に，交替のために入域する 1 直勤務の班（本評価では 7

日目 1直の班と同じ班を想定）が入域を終了した時点で評価期間終了（事

象発生から 168時間後）となる。本表では，評価期間終了直前の入域に

伴う被ばく線量は，7 日目 1 直の被ばく線量に加えて整理している。ま

た，本表における 7 日目 2 直の被ばく線量は，7 日目 2 直の班が中央制

御室滞在中に評価期間終了となることから，入域及び中央制御室滞在

（評価期間終了まで）に伴う被ばく線量を示している。 

表4－36 各班の７日間の中央制御室の居住性（炉心の著しい

損傷が発生した場合）に係る被ばく評価結果の内訳

（中央制御室内でマスクの着用を考慮した場合）

（1/3）（両号機において代替循環冷却系を用いて事

象を収束する場合）（単位：mSv）＊1＊2 

 
注記＊1 ：入退域時においてマスク（PF=1000）の着用を考慮 

＊2 ：中央制御室内でマスク（PF=50）の着用を考慮。6時間当たり 1 時間外す

ものとして評価 

＊3 ：中央制御室内で事故後 1日目のみマスク（PF=1000）の着用を考慮。6時

間当たり 18分間外すものとして評価 

＊4 ：特定の班のみが過大な被ばくを受けることのないよう，訓練直が代わり

に勤務することを想定する等，評価上で班交替を工夫 

＊5 ：本評価において想定した直交替スケジュールでは，7 日目 2直の班が中

央制御室滞在中に，交替のために入域する 1 直勤務の班（本評価では 7

日目 1直の班と同じ班を想定）が入域を終了した時点で評価期間終了（事

象発生から 168時間後）となる。本表では，評価期間終了直前の入域に

伴う被ばく線量は，7 日目 1 直の被ばく線量に加えて整理している。ま

た，本表における 7 日目 2 直の被ばく線量は，7 日目 2 直の班が中央制

御室滞在中に評価期間終了となることから，入域及び中央制御室滞在

（評価期間終了まで）に伴う被ばく線量を示している。 

 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，代替循環系による事象

収束も想定する。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 1 日 2日 3日 4日 5 日 6日 7日 合計 

A班 

1直  1直  2直  

― ― ― ― 約 61 約 21＊3 約 18 約 22 

B班 ― ― ― 

2直  

― 

2直  

― 約 47 約 23＊4 約 24＊4 

C班 ― ― 

1直  1直  2直  

― ― 約 67 約 21 約 22 約 24 

D班 ― ― ― ― 

1直  1直  2直  

約 61 約 23 約 24 約 14＊5 

E班 

2直  2直  

― ― ― ― 

1直  

約 69 約 16＊3 約 20 約 33＊5 

 

 1日 2日 3日 4日 5 日 6日 7日 合計 

A班 

1直  1直  2直  

― ― ― ― 約 61 約 21＊3 約 18 約 22 

B班 ― ― ― 

2直  

― 

2直  

― 約 47 約 23＊4 約 24＊4 

C班 ― ― 

1直  1直  2直  

― ― 約 67 約 21 約 22 約 24 

D班 ― ― ― ― 

1直  1直  2直  

約 61 約 23 約 24 約 14＊5 

E班 

2直  2直  

― ― ― ― 

1直  

約 69 約 16＊3 約 20 約 33＊5 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

表4－32 各班の７日間の中央制御室の居住性（炉心の著しい

損傷が発生した場合）に係る被ばく評価結果の内訳

（中央制御室内でマスクの着用を考慮した場合）

（2/3）（6号機：格納容器ベント実施 7号機：代替循

環冷却系を用いて事象収束）（単位：mSv）＊1＊2 

 
注記＊1 ：入退域時においてマスク（PF=1000）の着用を考慮 

＊2 ：中央制御室内でマスク（PF=50）の着用を考慮。6時間当たり 1 時間外す

ものとして評価 

＊3 ：中央制御室内で事故後 1日目のみマスク（PF=1000）の着用を考慮。6時

間当たり 18分間外すものとして評価 

＊4 ：特定の班のみが過大な被ばくを受けることのないよう，訓練直が代わり

に勤務することを想定する等，評価上で班交替を工夫 

＊5 ：本評価において想定した直交替スケジュールでは，7 日目 2直の班が中

央制御室滞在中に，交替のために入域する 1 直勤務の班（本評価では 7

日目 1直の班と同じ班を想定）が入域を終了した時点で評価期間終了（事

象発生から 168時間後）となる。本表では，評価期間終了直前の入域に

伴う被ばく線量は，7 日目 1 直の被ばく線量に加えて整理している。ま

た，本表における 7 日目 2 直の被ばく線量は，7 日目 2 直の班が中央制

御室滞在中に評価期間終了となることから，入域及び中央制御室滞在

（評価期間終了まで）に伴う被ばく線量を示している。 

表4－36 各班の７日間の中央制御室の居住性（炉心の著しい

損傷が発生した場合）に係る被ばく評価結果の内訳

（中央制御室内でマスクの着用を考慮した場合）

（2/3）（6号機：格納容器ベント実施 7号機：代替循

環冷却系を用いて事象収束）（単位：mSv）＊1＊2 

 
注記＊1 ：入退域時においてマスク（PF=1000）の着用を考慮 

＊2 ：中央制御室内でマスク（PF=50）の着用を考慮。6時間当たり 1 時間外す

ものとして評価 

＊3 ：中央制御室内で事故後 1日目のみマスク（PF=1000）の着用を考慮。6時

間当たり 18分間外すものとして評価 

＊4 ：特定の班のみが過大な被ばくを受けることのないよう，訓練直が代わり

に勤務することを想定する等，評価上で班交替を工夫 

＊5 ：本評価において想定した直交替スケジュールでは，7 日目 2直の班が中

央制御室滞在中に，交替のために入域する 1 直勤務の班（本評価では 7

日目 1直の班と同じ班を想定）が入域を終了した時点で評価期間終了（事

象発生から 168時間後）となる。本表では，評価期間終了直前の入域に

伴う被ばく線量は，7 日目 1 直の被ばく線量に加えて整理している。ま

た，本表における 7 日目 2 直の被ばく線量は，7 日目 2 直の班が中央制

御室滞在中に評価期間終了となることから，入域及び中央制御室滞在

（評価期間終了まで）に伴う被ばく線量を示している。 

 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（直交替体制が

異なる。） 

 

【島根との差異】 

評価結果の差異 

 

【島根との差異】 

運用の差異（柏崎刈羽 6 号機で

は，入退域時の評価において，

事故後 1日目のみ電動ファン付

き全面マスク（PF=1000）を着用

するものとしている。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 1日 2日 3日 4日 5 日 6日 7日 合計 

A班 

1直  1直  

― 

2直  

― ― ― 約 77 約 21＊3 約 31 約 25 

B班 ― ― 

2直  

― 

2直  2直  

― 約 73 約 27＊4 約 24＊4 約 23＊4 

C班 ― ― 

1直  1直  

― ― 

2直  

約 77 約 39 約 25 約 13＊4＊5 

D班 ― ― ― ― 

1直  1直  1直  

約 78 約 24 約 23 約 31＊4＊5 

E班 

2直  2直  

― ― ― ― ― 約 58 約 16＊3 約 41 

 

 1日 2日 3日 4日 5 日 6日 7日 合計 

A 班 

1直  1直  

― 

2直  

― ― ― 約 77 約 21＊3 約 31 約 25 

B 班 ― ― 

2直  

― 

2直  2直  

― 約 73 約 27＊4 約 24＊4 約 23＊4 

C 班 ― ― 

1直  1直  

― ― 

2直  

約 77 約 39 約 25 約 13＊4＊5 

D 班 ― ― ― ― 

1直  1直  1直  

約 78 約 24 約 23 約 31＊4＊5 

E 班 

2直  2直  

― ― ― ― ― 約 58 約 16＊3 約 41 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 表4－32 各班の７日間の中央制御室の居住性（炉心の著しい

損傷が発生した場合）に係る被ばく評価結果の内訳

（中央制御室内でマスクの着用を考慮した場合）

（3/3）（6号機：代替循環冷却系を用いて事象収束 7

号機：格納容器ベント実施）（単位：mSv）＊1＊2 

 
注記＊1 ：入退域時においてマスク（PF=1000）の着用を考慮 

＊2 ：中央制御室内でマスク（PF=50）の着用を考慮。6時間当たり 1 時間外す

ものとして評価 

＊3 ：中央制御室内で事故後 1日目のみマスク（PF=1000）の着用を考慮。6時

間当たり 18分間外すものとして評価 

＊4 ：特定の班のみが過大な被ばくを受けることのないよう，訓練直が代わり

に勤務することを想定する等，評価上で班交替を工夫 

＊5 ：本評価において想定した直交替スケジュールでは，7 日目 2直の班が中

央制御室滞在中に，交替のために入域する 1 直勤務の班（本評価では 7

日目 1直の班と同じ班を想定）が入域を終了した時点で評価期間終了（事

象発生から 168時間後）となる。本表では，評価期間終了直前の入域に

伴う被ばく線量は，7 日目 1 直の被ばく線量に加えて整理している。ま

た，本表における 7 日目 2 直の被ばく線量は，7 日目 2 直の班が中央制

御室滞在中に評価期間終了となることから，入域及び中央制御室滞在

（評価期間終了まで）に伴う被ばく線量を示している。 

 

表4－36 各班の７日間の中央制御室の居住性（炉心の著しい

損傷が発生した場合）に係る被ばく評価結果の内訳

（中央制御室内でマスクの着用を考慮した場合）

（3/3）（6号機：代替循環冷却系を用いて事象収束 7

号機：格納容器ベント実施）（単位：mSv）＊1＊2 

 
注記＊1 ：入退域時においてマスク（PF=1000）の着用を考慮 

＊2 ：中央制御室内でマスク（PF=50）の着用を考慮。6時間当たり 1 時間外す

ものとして評価 

＊3 ：中央制御室内で事故後 1日目のみマスク（PF=1000）の着用を考慮。6時

間当たり 18分間外すものとして評価 

＊4 ：特定の班のみが過大な被ばくを受けることのないよう，訓練直が代わり

に勤務することを想定する等，評価上で班交替を工夫 

＊5 ：本評価において想定した直交替スケジュールでは，7 日目 2直の班が中

央制御室滞在中に，交替のために入域する 1 直勤務の班（本評価では 7

日目 1直の班と同じ班を想定）が入域を終了した時点で評価期間終了（事

象発生から 168時間後）となる。本表では，評価期間終了直前の入域に

伴う被ばく線量は，7 日目 1 直の被ばく線量に加えて整理している。ま

た，本表における 7 日目 2 直の被ばく線量は，7 日目 2 直の班が中央制

御室滞在中に評価期間終了となることから，入域及び中央制御室滞在

（評価期間終了まで）に伴う被ばく線量を示している。 

 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 1日 2日 3日 4日 5 日 6日 7日 合計 

A班 

1直  1直  

― 

2直  

― ― ― 約 88 約 21＊3 約 44 約 24 

B班 ― ― 

2直  

― 

2直  2直  

― 約 69 約 28＊4 約 21＊4 約 19＊4 

C班 ― ― 

1直  1直  

― ― 

2直  

約 86 約 50 約 26 約 11＊4,＊5 

D班 ― ― ― ― 

1直  1直  1直  

約 69 約 22 約 20 約 26＊4,＊5 

E班 

2直  2直  

― ― ― ― ― 約 72 約 16＊3 約 56 

 

 1日 2日 3日 4日 5 日 6日 7日 合計 

A 班 

1直  1直  

― 

2直  

― ― ― 約 88 約 21＊3 約 44 約 24 

B 班 ― ― 

2直  

― 

2直  2直  

― 約 69 約 28＊4 約 21＊4 約 19＊4 

C 班 ― ― 

1直  1直  

― ― 

2直  

約 86 約 50 約 26 約 11＊4,＊5 

D 班 ― ― ― ― 

1直  1直  1直  

約 69 約 22 約 20 約 26＊4,＊5 

E 班 

2直  2直  

― ― ― ― ― 約 72 約 16＊3 約 56 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 

 
表4－33 各班の７日間の中央制御室の居住性（炉心の著しい

損傷が発生した場合）に係る被ばく評価結果の内訳

（中央制御室内でマスクの着用を考慮しない場合）

（1/3）（両号機において代替循環冷却系を用いて事

象を収束する場合）（単位：mSv）＊1 

 
注記＊1 ：入退域時においてマスク（PF=1000）の着用を考慮 

＊2 ：特定の班のみが過大な被ばくを受けることのないよう，訓練直が代わり

に勤務することを想定する等，評価上で班交替を工夫 

＊3 ：本評価において想定した直交替スケジュールでは，7 日目 2直の班が中

央制御室滞在中に，交替のために入域する 1 直勤務の班（本評価では 7

日目 1直の班と同じ班を想定）が入域を終了した時点で評価期間終了（事

象発生から 168時間後）となる。本表では，評価期間終了直前の入域に

伴う被ばく線量は，7 日目 1 直の被ばく線量に加えて整理している。ま

た，本表における 7 日目 2 直の被ばく線量は，7 日目 2 直の班が中央制

御室滞在中に評価期間終了となることから，入域及び中央制御室滞在

（評価期間終了まで）に伴う被ばく線量を示している。 

表4－37 各班の７日間の中央制御室の居住性（炉心の著しい

損傷が発生した場合）に係る被ばく評価結果の内訳

（中央制御室内でマスクの着用を考慮しない場合）

（1/3）（両号機において代替循環冷却系を用いて事

象を収束する場合）（単位：mSv）＊1 

 
注記＊1 ：入退域時においてマスク（PF=1000）の着用を考慮 

＊2 ：特定の班のみが過大な被ばくを受けることのないよう，訓練直が代わり

に勤務することを想定する等，評価上で班交替を工夫 

＊3 ：本評価において想定した直交替スケジュールでは，7 日目 2直の班が中

央制御室滞在中に，交替のために入域する 1 直勤務の班（本評価では 7

日目 1直の班と同じ班を想定）が入域を終了した時点で評価期間終了（事

象発生から 168時間後）となる。本表では，評価期間終了直前の入域に

伴う被ばく線量は，7 日目 1 直の被ばく線量に加えて整理している。ま

た，本表における 7 日目 2 直の被ばく線量は，7 日目 2 直の班が中央制

御室滞在中に評価期間終了となることから，入域及び中央制御室滞在

（評価期間終了まで）に伴う被ばく線量を示している。 

 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，代替循環系による事象

収束も想定する。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 1日 2日 3日 4日 5 日 6日 7日 合計 

A班 

1直  1直  2直  

― ― ― ― 約 309 約 262 約 21 約 26 

B班 ― ― ― 

2直  

― 

2直  

― 約 57 約 28＊2 約 29＊2 

C班 ― ― 

1直  1直  2直  

― ― 約 81 約 25 約 27 約 29 

D班 ― ― ― ― 

1直  1直  2直  

約 77 約 29 約 29 約 18＊3 

E班 

2直  2直  

― ― ― ― 

1直  

約 90 約 28 約 23 約 38＊3 

 

 1日 2日 3日 4日 5 日 6日 7日 合計 

A班 

1直  1直  2直  

― ― ― ― 約 309 約 262 約 21 約 26 

B班 ― ― ― 

2直  

― 

2直  

― 約 57 約 28＊2 約 29＊2 

C班 ― ― 

1直  1直  2直  

― ― 約 81 約 25 約 27 約 29 

D班 ― ― ― ― 

1直  1直  2直  

約 77 約 29 約 29 約 18＊3 

E班 

2直  2直  

― ― ― ― 

1直  

約 90 約 28 約 23 約 38＊3 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表4－33 各班の７日間の中央制御室の居住性（炉心の著しい

損傷が発生した場合）に係る被ばく評価結果の内訳

（中央制御室内でマスクの着用を考慮しない場合）

（2/3）（6号機：格納容器ベント実施 7号機：代替循

環冷却系を用いて事象収束）（単位：mSv）＊1 

 
注記＊1 ：入退域時においてマスク（PF=1000）の着用を考慮 

＊2 ：特定の班のみが過大な被ばくを受けることのないよう，訓練直が代わり

に勤務することを想定する等，評価上で班交替を工夫 

＊3 ：本評価において想定した直交替スケジュールでは，7 日目 2直の班が中

央制御室滞在中に，交替のために入域する 1 直勤務の班（本評価では 7

日目 1直の班と同じ班を想定）が入域を終了した時点で評価期間終了（事

象発生から 168時間後）となる。本表では，評価期間終了直前の入域に

伴う被ばく線量は，7 日目 1 直の被ばく線量に加えて整理している。ま

た，本表における 7 日目 2 直の被ばく線量は，7 日目 2 直の班が中央制

御室滞在中に評価期間終了となることから，入域及び中央制御室滞在

（評価期間終了まで）に伴う被ばく線量を示している。 

表4－37 各班の７日間の中央制御室の居住性（炉心の著しい

損傷が発生した場合）に係る被ばく評価結果の内訳

（中央制御室内でマスクの着用を考慮しない場合）

（2/3）（6号機：格納容器ベント実施 7号機：代替循

環冷却系を用いて事象収束）（単位：mSv）＊1 

 
注記＊1 ：入退域時においてマスク（PF=1000）の着用を考慮 

＊2 ：特定の班のみが過大な被ばくを受けることのないよう，訓練直が代わり

に勤務することを想定する等，評価上で班交替を工夫 

＊3 ：本評価において想定した直交替スケジュールでは，7 日目 2直の班が中

央制御室滞在中に，交替のために入域する 1 直勤務の班（本評価では 7

日目 1直の班と同じ班を想定）が入域を終了した時点で評価期間終了（事

象発生から 168時間後）となる。本表では，評価期間終了直前の入域に

伴う被ばく線量は，7 日目 1 直の被ばく線量に加えて整理している。ま

た，本表における 7 日目 2 直の被ばく線量は，7 日目 2 直の班が中央制

御室滞在中に評価期間終了となることから，入域及び中央制御室滞在

（評価期間終了まで）に伴う被ばく線量を示している。 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（直交替体制が

異なる。） 

 

【島根との差異】 

評価結果の差異 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 1日 2日 3日 4日 5 日 6日 7日 合計 

A班 

1直  1直  

― 

2直  

― ― ― 約 325 約 257 約 41 約 28 

B班 ― ― 

2直  

― 

2直  2直  

― 約 82 約 29＊2 約 27＊2 約 26＊2 

C班 ― ― 

1直  1直  

― ― 

2直  

約 86 約 42 約 28 約 16＊2,＊3 

D班 ― ― ― ― 

1直  1直  1直  

約 88 約 27 約 27 約 34＊2,＊3 

E班 

2直  2直  

― ― ― ― ― 約 74 約 28 約 45 

 

 1日 2日 3日 4日 5 日 6日 7日 合計 

A 班 

1直  1直  

― 

2直  

― ― ― 約 325 約 257 約 41 約 28 

B 班 ― ― 

2直  

― 

2直  2直  

― 約 82 約 29＊2 約 27＊2 約 26＊2 

C 班 ― ― 

1直  1直  

― ― 

2直  

約 86 約 42 約 28 約 16＊2,＊3 

D 班 ― ― ― ― 

1直  1直  1直  

約 88 約 27 約 27 約 34＊2,＊3 

E 班 

2直  2直  

― ― ― ― ― 約 74 約 28 約 45 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 表4－33 各班の７日間の中央制御室の居住性（炉心の著しい

損傷が発生した場合）に係る被ばく評価結果の内訳

（中央制御室内でマスクの着用を考慮しない場合）

（3/3）（6号機：代替循環冷却系を用いて事象収束 7

号機：格納容器ベント実施）（単位：mSv）＊1 

 1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 合計 

A

班 

1

直 
 

1

直 
 

- 

2

直 
 

- - - 約 337 
約 252 約 59 約 25 

B

班 

- - 

2

直 
 

- 

2

直 
 

2

直 
 

- 約 74 約 30＊

2 

約 23＊

2 

約 21＊

2 

C

班 

- - 

1

直 
 

1

直 
 

- - 

2

直 
 

約 92 
約 52 約 27 

約 13＊

2＊3 

D

班 

- - - - 

1

直 
 

1

直 
 

1

直 
 

約 75 
約 24 約 22 

約 28＊

2＊3 

E

班 

2

直 
 

2

直 
 

- - - - - 約 89 
約 28 約 60 

注記＊1 ：入退域時においてマスク（PF=1000）の着用を考慮 

＊2 ：特定の班のみが過大な被ばくを受けることのないよう，訓練直が代わり

に勤務することを想定する等，評価上で班交替を工夫 

＊3 ：本評価において想定した直交替スケジュールでは，7 日目 2直の班が中

央制御室滞在中に，交替のために入域する 1 直勤務の班（本評価では 7

日目 1直の班と同じ班を想定）が入域を終了した時点で評価期間終了（事

象発生から 168時間後）となる。本表では，評価期間終了直前の入域に

伴う被ばく線量は，7 日目 1 直の被ばく線量に加えて整理している。ま

た，本表における 7 日目 2 直の被ばく線量は，7 日目 2 直の班が中央制

御室滞在中に評価期間終了となることから，入域及び中央制御室滞在

（評価期間終了まで）に伴う被ばく線量を示している。 

表4－37 各班の７日間の中央制御室の居住性（炉心の著しい

損傷が発生した場合）に係る被ばく評価結果の内訳

（中央制御室内でマスクの着用を考慮しない場合）

（3/3）（6号機：代替循環冷却系を用いて事象収束 7

号機：格納容器ベント実施）（単位：mSv）＊1 

 1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 合計 

A

班 

1

直 
 

1

直 
 

- 

2

直 
 

- - - 約 337 
約 252 約 59 約 25 

B

班 

- - 

2

直 
 

- 

2

直 
 

2

直 
 

- 約 74 約 30＊

2 

約 23＊

2 

約 21＊

2 

C

班 

- - 

1

直 
 

1

直 
 

- - 

2

直 
 

約 92 
約 52 約 27 

約 13＊

2＊3 

D

班 

- - - - 

1

直 
 

1

直 
 

1

直 
 

約 75 
約 24 約 22 

約 28＊

2＊3 

E

班 

2

直 
 

2

直 
 

- - - - - 約 89 
約 28 約 60 

注記＊1 ：入退域時においてマスク（PF=1000）の着用を考慮 

＊2 ：特定の班のみが過大な被ばくを受けることのないよう，訓練直が代わり

に勤務することを想定する等，評価上で班交替を工夫 

＊3 ：本評価において想定した直交替スケジュールでは，7 日目 2直の班が中

央制御室滞在中に，交替のために入域する 1 直勤務の班（本評価では 7

日目 1直の班と同じ班を想定）が入域を終了した時点で評価期間終了（事

象発生から 168時間後）となる。本表では，評価期間終了直前の入域に

伴う被ばく線量は，7 日目 1 直の被ばく線量に加えて整理している。ま

た，本表における 7 日目 2 直の被ばく線量は，7 日目 2 直の班が中央制

御室滞在中に評価期間終了となることから，入域及び中央制御室滞在

（評価期間終了まで）に伴う被ばく線量を示している。 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 

 

表4－34 中央制御室（炉心の著しい損傷が発生した場合）の運

転員に及ぼす実効線量の内訳（中央制御室内でマス

クの着用を考慮した場合)（1/3）（両号機において代

替循環冷却系を用いて事象を収束する場合）＊ 

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 合計
原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.2×10

-1 0.1以下 0.1以下 1.5×10
-1

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 6.1×10
-1

3.5×10
-1

4.1×10
-1

1.4×10
0

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 1.4×10
1

1.8×10
0

2.5×10
0

1.8×10
1

5.3×10
-1

1.1×10
0

1.6×10
0

3.2×10
0

0.1以下 0.1以下 0.1以下 1.8×10
-1

1.3×101 6.2×10-1 9.4×10-1 1.4×101

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.2×10
0

1.2×10
0

8.9×10
-1

3.2×10
0

小計 1.5×10
1

3.3×10
0

3.9×10
0

2.3×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 8.8×10-1 2.3×100 3.6×100 6.8×100

大気中に放出された放射性物質による被ばく 7.8×10
-1

2.2×10
0

3.1×10
0

6.1×10
0

7.4×10-1 2.1×100 2.8×100 5.6×100

0.1以下 1.4×10
-1

2.5×10
-1

4.4×10
-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.3×100 1.0×101 1.1×101 2.6×101

小計 6.0×100 1.5×101 1.8×101 3.9×101

合計 2.1×101 1.8×101 2.2×101 6.1×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 0.1以下 0.1以下 0.1以下
放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.2×10

-1
3.4×10

-1
7.6×10

-1

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 2.9×100 3.0×100 5.8×100

1.7×10
0

1.8×10
0

3.5×10
0

0.1以下 0.1以下 0.1以下

1.1×10
0

1.2×10
0

2.3×10
0

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 7.9×10-1 6.5×10-1 1.4×100

小計 4.1×100 3.9×100 8.0×100

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.1×100 5.1×100 9.2×100

大気中に放出された放射性物質による被ばく 3.3×100 3.0×100 6.2×100

3.0×100 2.7×100 5.7×100

2.8×10-1 2.9×10-1 5.7×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.1×101 1.2×101 2.3×101

小計 1.9×101 2.0×101 3.9×101

合計 2.3×10
1

2.4×10
1

4.7×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 0.1以下 0.1以下 0.1以下 0.1以下
放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.3×10-1 4.6×10-1 3.9×10-1 1.3×100

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 2.5×100 3.0×100 3.0×100 8.5×100

1.6×100 1.8×100 1.8×100 5.2×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 1.6×10
-1

9.0×10-1 1.1×100 1.2×100 3.2×100

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 9.7×10-1 8.5×10-1 7.1×10-1 2.5×100

小計 3.9×100 4.3×100 4.1×100 1.2×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 3.2×100 3.6×100 4.6×100 1.1×101

大気中に放出された放射性物質による被ばく 2.9×10
0

3.2×10
0

3.2×10
0

9.3×10
0

2.7×100 2.9×100 2.9×100 8.5×100

2.2×10-1 2.7×10-1 2.9×10-1 7.8×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.1×101 1.1×101 1.2×101 3.4×101

小計 1.7×101 1.8×101 1.9×101 5.5×101

合計 2.1×10
1

2.2×10
1

2.4×10
1

6.7×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 0.1以下 0.1以下 0.1以下 0.1以下
放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.4×10-1 4.0×10-1 2.7×10-1 1.1×100

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 3.2×100 3.3×100 2.7×100 9.2×100

1.9×100 1.9×100 1.6×100 5.5×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 1.3×10
-1

1.2×100 1.3×100 1.1×100 3.6×100

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 7.8×10-1 7.0×10-1 5.9×10-1 2.1×100

小計 4.5×100 4.4×100 3.5×100 1.2×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.1×100 4.6×100 2.6×100 1.1×101

大気中に放出された放射性物質による被ばく 3.3×10
0

3.1×10
0

1.4×10
0

7.8×10
0

3.0×100 2.8×100 1.2×100 7.0×100

2.9×10-1 2.9×10-1 1.4×10-1 7.2×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.2×101 1.2×101 6.0×100 2.9×101

小計 1.9×101 1.9×101 1.0×101 4.8×101

合計 2.3×101 2.4×101 1.4×101 6.1×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.1×10-1 0.1以下 0.1以下 1.3×10-1

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 3.4×10-1 3.7×10-1 3.4×10-1 1.0×100

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 1.4×100 2.0×100 3.1×100 6.5×100

6.7×10-1 1.3×100 1.8×100 3.8×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 1.6×10-1

6.5×10-1 6.9×10-1 1.2×100 2.6×100

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.1×10
0

1.1×10
0

6.7×10
-1

2.8×10
0

小計 2.9×10
0

3.5×10
0

4.1×10
0

1.1×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 2.3×100 3.2×100 7.7×100 1.3×101

大気中に放出された放射性物質による被ばく 1.8×100 2.6×100 2.9×100 7.3×100

1.7×10
0

2.5×10
0

2.6×10
0

6.7×10
0

1.1×10-1 1.9×10-1 2.9×10-1 5.8×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 9.3×10
0

1.1×10
1

1.8×10
1

3.8×10
1

小計 1.3×101 1.7×101 2.9×101 5.9×101

合計 1.6×10
1

2.0×10
1

3.3×10
1

6.9×10
1

被ばく経路
実効線量[mSv]

A
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

C
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

B
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

E
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

D
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

 
注記＊：有効数字 3桁目を四捨五入した値を記載 

表4－38 中央制御室（炉心の著しい損傷が発生した場合）の運

転員に及ぼす実効線量の内訳（中央制御室内でマス

クの着用を考慮した場合)（1/3）（両号機において代

替循環冷却系を用いて事象を収束する場合）＊ 

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 合計
原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.2×10

-1 0.1以下 0.1以下 1.5×10
-1

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 6.1×10
-1

3.5×10
-1

4.1×10
-1

1.4×10
0

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 1.4×10
1

1.8×10
0

2.5×10
0

1.8×10
1

5.3×10
-1

1.1×10
0

1.6×10
0

3.2×10
0

0.1以下 0.1以下 0.1以下 1.8×10
-1

1.3×101 6.2×10-1 9.4×10-1 1.4×101

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.2×10
0

1.2×10
0

8.9×10
-1

3.2×10
0

小計 1.5×10
1

3.3×10
0

3.9×10
0

2.3×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 8.8×10-1 2.3×100 3.6×100 6.8×100

大気中に放出された放射性物質による被ばく 7.8×10
-1

2.2×10
0

3.1×10
0

6.1×10
0

7.4×10-1 2.1×100 2.8×100 5.6×100

0.1以下 1.4×10
-1

2.5×10
-1

4.4×10
-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.3×100 1.0×101 1.1×101 2.6×101

小計 6.0×100 1.5×101 1.8×101 3.9×101

合計 2.1×101 1.8×101 2.2×101 6.1×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 0.1以下 0.1以下 0.1以下
放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.2×10

-1
3.4×10

-1
7.6×10

-1

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 2.9×100 3.0×100 5.8×100

1.7×10
0

1.8×10
0

3.5×10
0

0.1以下 0.1以下 0.1以下

1.1×10
0

1.2×10
0

2.3×10
0

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 7.9×10-1 6.5×10-1 1.4×100

小計 4.1×100 3.9×100 8.0×100

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.1×100 5.1×100 9.2×100

大気中に放出された放射性物質による被ばく 3.3×100 3.0×100 6.2×100

3.0×100 2.7×100 5.7×100

2.8×10-1 2.9×10-1 5.7×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.1×101 1.2×101 2.3×101

小計 1.9×101 2.0×101 3.9×101

合計 2.3×10
1

2.4×10
1

4.7×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 0.1以下 0.1以下 0.1以下 0.1以下
放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.3×10-1 4.6×10-1 3.9×10-1 1.3×100

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 2.5×100 3.0×100 3.0×100 8.5×100

1.6×100 1.8×100 1.8×100 5.2×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 1.6×10
-1

9.0×10-1 1.1×100 1.2×100 3.2×100

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 9.7×10-1 8.5×10-1 7.1×10-1 2.5×100

小計 3.9×100 4.3×100 4.1×100 1.2×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 3.2×100 3.6×100 4.6×100 1.1×101

大気中に放出された放射性物質による被ばく 2.9×10
0

3.2×10
0

3.2×10
0

9.3×10
0

2.7×100 2.9×100 2.9×100 8.5×100

2.2×10-1 2.7×10-1 2.9×10-1 7.8×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.1×101 1.1×101 1.2×101 3.4×101

小計 1.7×101 1.8×101 1.9×101 5.5×101

合計 2.1×10
1

2.2×10
1

2.4×10
1

6.7×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 0.1以下 0.1以下 0.1以下 0.1以下
放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.4×10-1 4.0×10-1 2.7×10-1 1.1×100

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 3.2×100 3.3×100 2.7×100 9.2×100

1.9×100 1.9×100 1.6×100 5.5×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 1.3×10
-1

1.2×100 1.3×100 1.1×100 3.6×100

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 7.8×10-1 7.0×10-1 5.9×10-1 2.1×100

小計 4.5×100 4.4×100 3.5×100 1.2×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.1×100 4.6×100 2.6×100 1.1×101

大気中に放出された放射性物質による被ばく 3.3×10
0

3.1×10
0

1.4×10
0

7.8×10
0

3.0×100 2.8×100 1.2×100 7.0×100

2.9×10-1 2.9×10-1 1.4×10-1 7.2×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.2×101 1.2×101 6.0×100 2.9×101

小計 1.9×101 1.9×101 1.0×101 4.8×101

合計 2.3×101 2.4×101 1.4×101 6.1×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.1×10-1 0.1以下 0.1以下 1.3×10-1

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 3.4×10-1 3.7×10-1 3.4×10-1 1.0×100

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 1.4×100 2.0×100 3.1×100 6.5×100

6.7×10-1 1.3×100 1.8×100 3.8×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 1.6×10-1

6.5×10-1 6.9×10-1 1.2×100 2.6×100

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.1×10
0

1.1×10
0

6.7×10
-1

2.8×10
0

小計 2.9×10
0

3.5×10
0

4.1×10
0

1.1×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 2.3×100 3.2×100 7.7×100 1.3×101

大気中に放出された放射性物質による被ばく 1.8×100 2.6×100 2.9×100 7.3×100

1.7×10
0

2.5×10
0

2.6×10
0

6.7×10
0

1.1×10-1 1.9×10-1 2.9×10-1 5.8×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 9.3×10
0

1.1×10
1

1.8×10
1

3.8×10
1

小計 1.3×101 1.7×101 2.9×101 5.9×101

合計 1.6×10
1

2.0×10
1

3.3×10
1

6.9×10
1

被ばく経路
実効線量[mSv]

A
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

C
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

B
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

E
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

D
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

 
注記＊：有効数字 3桁目を四捨五入した値を記載 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，代替循環系による事象

収束も想定する。） 
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表4－34 中央制御室（炉心の著しい損傷が発生した場合）の運

転員に及ぼす実効線量の内訳（中央制御室内でマス

クの着用を考慮した場合)（2/3）（6号機：格納容器ベ

ント実施 7号機：代替循環冷却系を用いて事象収

束）＊ 

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 合計
原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.1×10-1 0.1以下 4.7×10-1 6.0×10-1

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 6.0×10
-1

9.7×10
-1

2.6×10
-1

1.8×10
0

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 1.3×101 7.1×100 2.3×100 2.3×101

5.2×10-1 4.7×100 1.6×100 6.8×100

0.1以下 1.6×10
-1 0.1以下 2.7×10

-1

1.3×101 2.2×100 6.8×10-1 1.6×101

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.2×10
0

2.0×10
0

8.5×10
-1

4.1×10
0

小計 1.5×101 1.0×101 3.8×100 2.9×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 8.7×10-1 2.4×100 5.5×100 8.8×100

大気中に放出された放射性物質による被ばく 7.8×10-1 3.4×100 2.5×100 6.6×100

7.4×10
-1

3.1×10
0

2.3×10
0

6.1×10
0

0.1以下 2.8×10
-1

1.9×10
-1

5.2×10
-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.3×10
0

1.5×10
1

1.3×10
1

3.2×10
1

小計 5.9×100 2.1×101 2.1×101 4.8×101

合計 2.1×101 3.1×101 2.5×101 7.7×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 7.5×10
-1

3.2×10
-1

2.5×10
-1

1.3×10
0

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 2.7×10
-1

2.4×10
-1

2.1×10
-1

7.2×10
-1

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 2.4×10
0

2.2×10
0

2.1×10
0

6.8×10
0

1.8×10
0

1.5×10
0

1.4×10
0

4.7×10
0

0.1以下 0.1以下 0.1以下 1.2×10-1

5.9×10
-1

7.2×10
-1

7.2×10
-1

2.0×10
0

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.1×100 7.3×10-1 6.4×10-1 2.5×100

小計 4.5×100 3.5×100 3.2×100 1.1×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 5.9×100 5.5×100 5.6×100 1.7×101

大気中に放出された放射性物質による被ばく 2.5×100 2.4×100 2.2×100 7.1×100

2.4×100 2.2×100 2.0×100 6.5×100

1.6×10-1 2.0×10-1 1.9×10-1 5.6×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.4×101 1.2×101 1.2×101 3.8×101

小計 2.2×101 2.0×101 1.9×101 6.2×101

合計 2.7×10
1

2.4×10
1

2.3×10
1

7.3×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 8.3×10
-1

5.1×10
-1

2.1×10
-1

1.5×10
0

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 2.9×10-1 2.9×10-1 1.7×10-1 7.5×10-1

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 1.3×10
1

2.4×10
0

1.9×10
0

1.7×10
1

1.2×10
1

1.7×10
0

1.2×10
0

1.5×10
1

0.1以下 0.1以下 0.1以下 1.3×10
-1

6.9×10-1 6.9×10-1 6.6×10-1 2.0×100

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.2×100 9.3×10-1 5.8×10-1 2.7×100

小計 1.5×101 4.2×100 2.8×100 2.2×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 6.8×100 5.5×100 3.5×100 1.6×101

大気中に放出された放射性物質による被ばく 2.5×10
0

2.5×10
0

1.0×10
0

6.0×10
0

2.4×100 2.3×100 9.0×10-1 5.6×100

1.5×10-1 1.8×10-1 0.1以下 4.2×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.5×101 1.3×101 5.7×100 3.4×101

小計 2.4×10
1

2.1×10
1

1.0×10
1

5.6×10
1

合計 3.9×10
1

2.5×10
1

1.3×10
1

7.7×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 3.5×10
-1

2.7×10
-1

2.3×10
-1

8.6×10
-1

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 2.8×10-1 2.5×10-1 2.1×10-1 7.4×10-1

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 2.5×100 2.4×100 2.2×100 7.0×100

1.7×100 1.6×100 1.4×100 4.6×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 0.1以下

7.7×10-1 7.9×10-1 7.7×10-1 2.3×100

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 8.0×10-1 7.0×10-1 6.5×10-1 2.1×100

小計 3.9×100 3.6×100 3.3×100 1.1×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 5.3×100 5.4×100 8.3×100 1.9×101

大気中に放出された放射性物質による被ばく 2.5×10
0

2.3×10
0

2.2×10
0

6.9×10
0

2.3×100 2.1×100 2.0×100 6.3×100

1.9×10
-1

2.0×10
-1

2.0×10
-1

5.9×10
-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.2×10
1

1.2×10
1

1.7×10
1

4.1×10
1

小計 2.0×10
1

2.0×10
1

2.8×10
1

6.7×10
1

合計 2.4×101 2.3×101 3.1×101 7.8×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.0×10-1 2.9×100 3.0×100

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 3.3×10-1 3.2×100 3.6×100

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 1.4×100 6.3×100 7.6×100

6.6×10
-1

3.1×10
0

3.7×10
0

0.1以下 2.3×100 2.4×100

6.4×10-1 8.8×10-1 1.5×100

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.1×10
0

1.9×10
0

3.0×10
0

小計 2.9×10
0

1.4×10
1

1.7×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 2.4×10
0

5.2×10
0

7.5×10
0

大気中に放出された放射性物質による被ばく 1.8×100 3.6×100 5.4×100

1.7×100 3.4×100 5.0×100

1.1×10-1 2.9×10-1 3.9×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 9.3×10
0

1.8×10
1

2.8×10
1

小計 1.3×101 2.7×101 4.1×101

合計 1.6×101 4.1×101 5.8×101

被ばく経路
実効線量[mSv]

A
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

C
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

B
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

E
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

D
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

注記＊：有効数字3桁目を四捨五入した値を記載 

表4－38 中央制御室（炉心の著しい損傷が発生した場合）の運

転員に及ぼす実効線量の内訳（中央制御室内でマス

クの着用を考慮した場合)（2/3）（6号機：格納容器ベ

ント実施 7号機：代替循環冷却系を用いて事象収

束）＊ 

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 合計
原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.1×10-1 0.1以下 4.7×10-1 6.0×10-1

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 6.0×10
-1

9.7×10
-1

2.6×10
-1

1.8×10
0

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 1.3×101 7.1×100 2.3×100 2.3×101

5.2×10-1 4.7×100 1.6×100 6.8×100

0.1以下 1.6×10
-1 0.1以下 2.7×10

-1

1.3×101 2.2×100 6.8×10-1 1.6×101

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.2×10
0

2.0×10
0

8.5×10
-1

4.1×10
0

小計 1.5×101 1.0×101 3.8×100 2.9×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 8.7×10-1 2.4×100 5.5×100 8.8×100

大気中に放出された放射性物質による被ばく 7.8×10-1 3.4×100 2.5×100 6.6×100

7.4×10
-1

3.1×10
0

2.3×10
0

6.1×10
0

0.1以下 2.8×10
-1

1.9×10
-1

5.2×10
-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.3×10
0

1.5×10
1

1.3×10
1

3.2×10
1

小計 5.9×100 2.1×101 2.1×101 4.8×101

合計 2.1×101 3.1×101 2.5×101 7.7×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 7.5×10
-1

3.2×10
-1

2.5×10
-1

1.3×10
0

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 2.7×10
-1

2.4×10
-1

2.1×10
-1

7.2×10
-1

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 2.4×10
0

2.2×10
0

2.1×10
0

6.8×10
0

1.8×10
0

1.5×10
0

1.4×10
0

4.7×10
0

0.1以下 0.1以下 0.1以下 1.2×10-1

5.9×10
-1

7.2×10
-1

7.2×10
-1

2.0×10
0

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.1×100 7.3×10-1 6.4×10-1 2.5×100

小計 4.5×100 3.5×100 3.2×100 1.1×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 5.9×100 5.5×100 5.6×100 1.7×101

大気中に放出された放射性物質による被ばく 2.5×100 2.4×100 2.2×100 7.1×100

2.4×100 2.2×100 2.0×100 6.5×100

1.6×10-1 2.0×10-1 1.9×10-1 5.6×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.4×101 1.2×101 1.2×101 3.8×101

小計 2.2×101 2.0×101 1.9×101 6.2×101

合計 2.7×10
1

2.4×10
1

2.3×10
1

7.3×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 8.3×10
-1

5.1×10
-1

2.1×10
-1

1.5×10
0

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 2.9×10-1 2.9×10-1 1.7×10-1 7.5×10-1

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 1.3×10
1

2.4×10
0

1.9×10
0

1.7×10
1

1.2×10
1

1.7×10
0

1.2×10
0

1.5×10
1

0.1以下 0.1以下 0.1以下 1.3×10
-1

6.9×10-1 6.9×10-1 6.6×10-1 2.0×100

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.2×100 9.3×10-1 5.8×10-1 2.7×100

小計 1.5×101 4.2×100 2.8×100 2.2×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 6.8×100 5.5×100 3.5×100 1.6×101

大気中に放出された放射性物質による被ばく 2.5×10
0

2.5×10
0

1.0×10
0

6.0×10
0

2.4×100 2.3×100 9.0×10-1 5.6×100

1.5×10-1 1.8×10-1 0.1以下 4.2×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.5×101 1.3×101 5.7×100 3.4×101

小計 2.4×10
1

2.1×10
1

1.0×10
1

5.6×10
1

合計 3.9×10
1

2.5×10
1

1.3×10
1

7.7×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 3.5×10
-1

2.7×10
-1

2.3×10
-1

8.6×10
-1

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 2.8×10-1 2.5×10-1 2.1×10-1 7.4×10-1

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 2.5×100 2.4×100 2.2×100 7.0×100

1.7×100 1.6×100 1.4×100 4.6×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 0.1以下

7.7×10-1 7.9×10-1 7.7×10-1 2.3×100

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 8.0×10-1 7.0×10-1 6.5×10-1 2.1×100

小計 3.9×100 3.6×100 3.3×100 1.1×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 5.3×100 5.4×100 8.3×100 1.9×101

大気中に放出された放射性物質による被ばく 2.5×10
0

2.3×10
0

2.2×10
0

6.9×10
0

2.3×100 2.1×100 2.0×100 6.3×100

1.9×10
-1

2.0×10
-1

2.0×10
-1

5.9×10
-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.2×10
1

1.2×10
1

1.7×10
1

4.1×10
1

小計 2.0×10
1

2.0×10
1

2.8×10
1

6.7×10
1

合計 2.4×101 2.3×101 3.1×101 7.8×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.0×10-1 2.9×100 3.0×100

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 3.3×10-1 3.2×100 3.6×100

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 1.4×100 6.3×100 7.6×100

6.6×10
-1

3.1×10
0

3.7×10
0

0.1以下 2.3×100 2.4×100

6.4×10-1 8.8×10-1 1.5×100

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.1×10
0

1.9×10
0

3.0×10
0

小計 2.9×10
0

1.4×10
1

1.7×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 2.4×10
0

5.2×10
0

7.5×10
0

大気中に放出された放射性物質による被ばく 1.8×100 3.6×100 5.4×100

1.7×100 3.4×100 5.0×100

1.1×10-1 2.9×10-1 3.9×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 9.3×10
0

1.8×10
1

2.8×10
1

小計 1.3×101 2.7×101 4.1×101

合計 1.6×101 4.1×101 5.8×101

被ばく経路
実効線量[mSv]

A
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

C
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

B
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

E
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

D
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

注記＊：有効数字3桁目を四捨五入した値を記載 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

【島根との差異】 

評価結果の差異 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 表4－34 中央制御室（炉心の著しい損傷が発生した場合）の運

転員に及ぼす実効線量の内訳（中央制御室内でマス

クの着用を考慮した場合)（3/3）（6号機：代替循環冷

却系を用いて事象収束 7号機：格納容器ベント実

施）＊ 

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 合計
原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.2×10

-1 0.1以下 2.9×10
-1

4.3×10
-1

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 5.9×10
-1

1.4×10
0

1.6×10
-1

2.1×10
0

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 1.3×10
1

1.1×10
1

1.9×10
0

2.6×10
1

5.1×10
-1

7.5×10
0

1.4×10
0

9.5×10
0

0.1以下 2.5×10
-1 0.1以下 3.5×10

-1

1.2×101 3.4×100 4.1×10-1 1.6×101

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.2×10
0

2.7×10
0

9.4×10
-1

4.8×10
0

小計 1.5×10
1

1.5×10
1

3.3×10
0

3.3×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 8.7×10-1 2.4×100 4.0×100 7.3×100

大気中に放出された放射性物質による被ばく 7.8×10-1 4.5×100 1.8×100 7.0×100

7.3×10-1 4.0×100 1.7×100 6.4×100

0.1以下 4.5×10
-1 0.1以下 5.9×10

-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.3×100 2.1×101 1.4×101 4.0×101

小計 5.9×100 2.8×101 2.0×101 5.4×101

合計 2.1×101 4.4×101 2.4×101 8.8×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.6×10-1 2.0×10-1 1.5×10-1 8.2×10-1

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.7×10
-1

1.4×10
-1

1.3×10
-1

4.4×10
-1

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 2.4×100 1.8×100 1.6×100 5.7×100

2.0×100 1.3×100 1.1×100 4.4×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 1.1×10-1

3.6×10-1 4.4×10-1 4.4×10-1 1.2×100

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.3×100 7.7×10-1 6.7×10-1 2.7×100

小計 4.3×100 2.9×100 2.5×100 9.7×100

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.9×100 3.7×100 3.4×100 1.2×101

大気中に放出された放射性物質による被ばく 2.0×100 1.6×100 1.4×100 5.0×100

1.9×100 1.5×100 1.3×100 4.7×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 2.7×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.7×101 1.3×101 1.2×101 4.2×101

小計 2.4×101 1.8×101 1.7×101 5.9×101

合計 2.8×10
1

2.1×10
1

1.9×10
1

6.9×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 5.1×10-1 3.2×10-1 1.3×10-1 9.6×10-1

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.9×10-1 1.8×10-1 1.0×10-1 4.7×10-1

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 1.9×101 2.1×100 1.3×100 2.3×101

1.9×101 1.6×100 9.3×10-1 2.1×101

0.1以下 0.1以下 0.1以下 1.2×10
-1

5.6×10-1 4.2×10-1 4.0×10-1 1.4×100

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.4×100 1.0×100 5.9×10-1 3.0×100

小計 2.1×101 3.6×100 2.2×100 2.7×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 6.4×100 4.5×100 2.3×100 1.3×101

大気中に放出された放射性物質による被ばく 2.1×10
0

1.8×10
0

6.1×10
-1

4.6×10
0

2.1×100 1.8×100 5.7×10-1 4.4×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 2.1×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 2.0×101 1.6×101 5.7×100 4.1×101

小計 2.8×101 2.2×101 8.6×100 5.9×101

合計 5.0×10
1

2.6×10
1

1.1×10
1

8.6×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 2.2×10-1 1.7×10-1 1.4×10-1 5.3×10-1

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.7×10-1 1.5×10-1 1.3×10-1 4.4×10-1

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 2.0×100 1.8×100 1.6×100 5.4×100

1.5×100 1.3×100 1.1×100 3.9×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 0.1以下

4.7×10-1 4.8×10-1 4.6×10-1 1.4×100

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 8.4×10-1 7.3×10-1 6.6×10-1 2.2×100

小計 3.2×100 2.9×100 2.5×100 8.6×100

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 3.8×100 3.5×100 4.9×100 1.2×101

大気中に放出された放射性物質による被ばく 1.7×10
0

1.5×10
0

1.4×10
0

4.6×10
0

1.6×100 1.4×100 1.3×100 4.3×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 2.9×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.4×101 1.2×101 1.7×101 4.3×101

小計 1.9×101 1.7×101 2.3×101 6.0×101

合計 2.2×10
1

2.0×10
1

2.6×10
1

6.9×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.1×10-1 1.8×100 1.9×100

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 3.3×10-1 5.2×100 5.5×100

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 1.4×100 9.3×100 1.1×101

6.6×10-1 4.4×100 5.0×100

0.1以下 3.9×100 3.9×100

6.4×10-1 1.1×100 1.7×100

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.1×100 2.5×100 3.6×100

小計 2.9×10
0

1.9×10
1

2.2×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 2.4×100 4.8×100 7.2×100

大気中に放出された放射性物質による被ばく 1.8×100 4.6×100 6.3×100

1.6×100 4.2×100 5.8×100

1.1×10-1 4.2×10-1 5.3×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 9.3×10
0

2.8×10
1

3.7×10
1

小計 1.3×101 3.7×101 5.0×101

合計 1.6×101 5.6×101 7.2×101

D
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

E
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

B
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

C
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

被ばく経路
実効線量[mSv]

A
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

注記＊：有効数字 3桁目を四捨五入した値を記載 

表4－38 中央制御室（炉心の著しい損傷が発生した場合）の運

転員に及ぼす実効線量の内訳（中央制御室内でマス

クの着用を考慮した場合)（3/3）（6号機：代替循環冷

却系を用いて事象収束 7号機：格納容器ベント実

施）＊ 

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 合計
原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.2×10

-1 0.1以下 2.9×10
-1

4.3×10
-1

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 5.9×10
-1

1.4×10
0

1.6×10
-1

2.1×10
0

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 1.3×10
1

1.1×10
1

1.9×10
0

2.6×10
1

5.1×10
-1

7.5×10
0

1.4×10
0

9.5×10
0

0.1以下 2.5×10
-1 0.1以下 3.5×10

-1

1.2×101 3.4×100 4.1×10-1 1.6×101

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.2×10
0

2.7×10
0

9.4×10
-1

4.8×10
0

小計 1.5×10
1

1.5×10
1

3.3×10
0

3.3×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 8.7×10-1 2.4×100 4.0×100 7.3×100

大気中に放出された放射性物質による被ばく 7.8×10-1 4.5×100 1.8×100 7.0×100

7.3×10-1 4.0×100 1.7×100 6.4×100

0.1以下 4.5×10
-1 0.1以下 5.9×10

-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.3×100 2.1×101 1.4×101 4.0×101

小計 5.9×100 2.8×101 2.0×101 5.4×101

合計 2.1×101 4.4×101 2.4×101 8.8×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.6×10-1 2.0×10-1 1.5×10-1 8.2×10-1

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.7×10
-1

1.4×10
-1

1.3×10
-1

4.4×10
-1

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 2.4×100 1.8×100 1.6×100 5.7×100

2.0×100 1.3×100 1.1×100 4.4×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 1.1×10-1

3.6×10-1 4.4×10-1 4.4×10-1 1.2×100

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.3×100 7.7×10-1 6.7×10-1 2.7×100

小計 4.3×100 2.9×100 2.5×100 9.7×100

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.9×100 3.7×100 3.4×100 1.2×101

大気中に放出された放射性物質による被ばく 2.0×100 1.6×100 1.4×100 5.0×100

1.9×100 1.5×100 1.3×100 4.7×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 2.7×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.7×101 1.3×101 1.2×101 4.2×101

小計 2.4×101 1.8×101 1.7×101 5.9×101

合計 2.8×10
1

2.1×10
1

1.9×10
1

6.9×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 5.1×10-1 3.2×10-1 1.3×10-1 9.6×10-1

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.9×10-1 1.8×10-1 1.0×10-1 4.7×10-1

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 1.9×101 2.1×100 1.3×100 2.3×101

1.9×101 1.6×100 9.3×10-1 2.1×101

0.1以下 0.1以下 0.1以下 1.2×10
-1

5.6×10-1 4.2×10-1 4.0×10-1 1.4×100

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.4×100 1.0×100 5.9×10-1 3.0×100

小計 2.1×101 3.6×100 2.2×100 2.7×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 6.4×100 4.5×100 2.3×100 1.3×101

大気中に放出された放射性物質による被ばく 2.1×10
0

1.8×10
0

6.1×10
-1

4.6×10
0

2.1×100 1.8×100 5.7×10-1 4.4×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 2.1×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 2.0×101 1.6×101 5.7×100 4.1×101

小計 2.8×101 2.2×101 8.6×100 5.9×101

合計 5.0×10
1

2.6×10
1

1.1×10
1

8.6×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 2.2×10-1 1.7×10-1 1.4×10-1 5.3×10-1

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.7×10-1 1.5×10-1 1.3×10-1 4.4×10-1

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 2.0×100 1.8×100 1.6×100 5.4×100

1.5×100 1.3×100 1.1×100 3.9×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 0.1以下

4.7×10-1 4.8×10-1 4.6×10-1 1.4×100

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 8.4×10-1 7.3×10-1 6.6×10-1 2.2×100

小計 3.2×100 2.9×100 2.5×100 8.6×100

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 3.8×100 3.5×100 4.9×100 1.2×101

大気中に放出された放射性物質による被ばく 1.7×10
0

1.5×10
0

1.4×10
0

4.6×10
0

1.6×100 1.4×100 1.3×100 4.3×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 2.9×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.4×101 1.2×101 1.7×101 4.3×101

小計 1.9×101 1.7×101 2.3×101 6.0×101

合計 2.2×10
1

2.0×10
1

2.6×10
1

6.9×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.1×10-1 1.8×100 1.9×100

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 3.3×10-1 5.2×100 5.5×100

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 1.4×100 9.3×100 1.1×101

6.6×10-1 4.4×100 5.0×100

0.1以下 3.9×100 3.9×100

6.4×10-1 1.1×100 1.7×100

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.1×100 2.5×100 3.6×100

小計 2.9×10
0

1.9×10
1

2.2×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 2.4×100 4.8×100 7.2×100

大気中に放出された放射性物質による被ばく 1.8×100 4.6×100 6.3×100

1.6×100 4.2×100 5.8×100

1.1×10-1 4.2×10-1 5.3×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 9.3×10
0

2.8×10
1

3.7×10
1

小計 1.3×101 3.7×101 5.0×101

合計 1.6×101 5.6×101 7.2×101

D
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

E
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

B
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

C
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

被ばく経路
実効線量[mSv]

A
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

注記＊：有効数字 3桁目を四捨五入した値を記載 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2023年 12月 13日 

資料番号  ：KK6添-1-051 改 0 (比較表) 

170 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

   

 

 

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 

 

表4－35 中央制御室（炉心の著しい損傷が発生した場合）の運

転員に及ぼす実効線量の内訳（中央制御室内でマス

クの着用を考慮しない場合)（1/3）（両号機において

代替循環冷却系を用いて事象を収束する場合）＊ 

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 合計
原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.2×10

-1 0.1以下 0.1以下 1.5×10
-1

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 6.1×10
-1

3.5×10
-1

4.1×10
-1

1.4×10
0

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 2.5×10
2

4.6×10
0

6.7×10
0

2.7×10
2

5.3×10
-1

1.1×10
0

1.6×10
0

3.2×10
0

0.1以下 0.1以下 0.1以下 1.8×10
-1

2.5×102 3.4×100 5.1×100 2.6×102

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.2×10
0

1.2×10
0

8.9×10
-1

3.2×10
0

小計 2.6×10
2

6.1×10
0

8.0×10
0

2.7×10
2

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 8.8×10-1 2.3×100 3.6×100 6.8×100

大気中に放出された放射性物質による被ばく 7.8×10
-1

2.2×10
0

3.1×10
0

6.1×10
0

7.4×10-1 2.1×100 2.8×100 5.6×100

0.1以下 1.4×10
-1

2.5×10
-1

4.4×10
-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.3×100 1.0×101 1.1×101 2.6×101

小計 6.0×100 1.5×101 1.8×101 3.9×101

合計 2.6×102 2.1×101 2.6×101 3.1×102

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 0.1以下 0.1以下 0.1以下
放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.2×10

-1
3.4×10

-1
7.6×10

-1

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 7.8×100 8.1×100 1.6×101

1.7×10
0

1.8×10
0

3.5×10
0

0.1以下 0.1以下 0.1以下

6.0×10
0

6.3×10
0

1.2×10
1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 7.9×10-1 6.5×10-1 1.4×100

小計 9.0×100 9.1×100 1.8×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.1×100 5.1×100 9.2×100

大気中に放出された放射性物質による被ばく 3.3×100 3.0×100 6.2×100

3.0×100 2.7×100 5.7×100

2.8×10-1 2.9×10-1 5.7×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.1×101 1.2×101 2.3×101

小計 1.9×101 2.0×101 3.9×101

合計 2.8×10
1

2.9×10
1

5.7×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 0.1以下 0.1以下 0.1以下 0.1以下
放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.3×10-1 4.6×10-1 3.9×10-1 1.3×100

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 6.5×100 7.9×100 8.2×100 2.3×101

1.6×100 1.8×100 1.8×100 5.2×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 1.6×10
-1

4.9×100 6.1×100 6.3×100 1.7×101

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 9.7×10-1 8.5×10-1 7.1×10-1 2.5×100

小計 7.9×100 9.3×100 9.3×100 2.6×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 3.2×100 3.6×100 4.6×100 1.1×101

大気中に放出された放射性物質による被ばく 2.9×10
0

3.2×10
0

3.2×10
0

9.3×10
0

2.7×100 2.9×100 2.9×100 8.5×100

2.2×10-1 2.7×10-1 2.9×10-1 7.8×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.1×101 1.1×101 1.2×101 3.4×101

小計 1.7×101 1.8×101 1.9×101 5.5×101

合計 2.5×10
1

2.7×10
1

2.9×10
1

8.1×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 0.1以下 0.1以下 0.1以下 0.1以下
放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.4×10-1 4.0×10-1 2.7×10-1 1.1×100

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 8.7×100 8.9×100 7.4×100 2.5×101

1.9×100 1.9×100 1.6×100 5.5×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 1.3×10
-1

6.7×100 6.9×100 5.8×100 1.9×101

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 7.8×10-1 7.0×10-1 5.9×10-1 2.1×100

小計 1.0×101 1.0×101 8.3×100 2.8×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.1×100 4.6×100 2.6×100 1.1×101

大気中に放出された放射性物質による被ばく 3.3×10
0

3.1×10
0

1.4×10
0

7.8×10
0

3.0×100 2.8×100 1.2×100 7.0×100

2.9×10-1 2.9×10-1 1.4×10-1 7.2×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.2×101 1.2×101 6.0×100 2.9×101

小計 1.9×101 1.9×101 1.0×101 4.8×101

合計 2.9×101 2.9×101 1.8×101 7.7×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.1×10-1 0.1以下 0.1以下 1.3×10-1

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 3.4×10-1 3.7×10-1 3.4×10-1 1.0×100

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 1.3×101 5.1×100 8.6×100 2.7×101

6.7×10-1 1.3×100 1.8×100 3.8×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 1.6×10-1

1.3×101 3.8×100 6.7×100 2.3×101

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.1×10
0

1.1×10
0

6.7×10
-1

2.8×10
0

小計 1.5×10
1

6.6×10
0

9.6×10
0

3.1×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 2.3×100 3.2×100 7.7×100 1.3×101

大気中に放出された放射性物質による被ばく 1.8×100 2.6×100 2.9×100 7.3×100

1.7×10
0

2.5×10
0

2.6×10
0

6.7×10
0

1.1×10-1 1.9×10-1 2.9×10-1 5.8×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 9.3×10
0

1.1×10
1

1.8×10
1

3.8×10
1

小計 1.3×101 1.7×101 2.9×101 5.9×101

合計 2.8×10
1

2.3×10
1

3.8×10
1

9.0×10
1

D
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

E
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

B
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

C
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

被ばく経路
実効線量[mSv]

A
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

注記＊：有効数字 3桁目を四捨五入した値を記載 

表4－39 中央制御室（炉心の著しい損傷が発生した場合）の運

転員に及ぼす実効線量の内訳（中央制御室内でマス

クの着用を考慮しない場合)（1/3）（両号機において

代替循環冷却系を用いて事象を収束する場合）＊ 

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 合計
原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.2×10

-1 0.1以下 0.1以下 1.5×10
-1

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 6.1×10
-1

3.5×10
-1

4.1×10
-1

1.4×10
0

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 2.5×10
2

4.6×10
0

6.7×10
0

2.7×10
2

5.3×10
-1

1.1×10
0

1.6×10
0

3.2×10
0

0.1以下 0.1以下 0.1以下 1.8×10
-1

2.5×102 3.4×100 5.1×100 2.6×102

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.2×10
0

1.2×10
0

8.9×10
-1

3.2×10
0

小計 2.6×10
2

6.1×10
0

8.0×10
0

2.7×10
2

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 8.8×10-1 2.3×100 3.6×100 6.8×100

大気中に放出された放射性物質による被ばく 7.8×10
-1

2.2×10
0

3.1×10
0

6.1×10
0

7.4×10-1 2.1×100 2.8×100 5.6×100

0.1以下 1.4×10
-1

2.5×10
-1

4.4×10
-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.3×100 1.0×101 1.1×101 2.6×101

小計 6.0×100 1.5×101 1.8×101 3.9×101

合計 2.6×102 2.1×101 2.6×101 3.1×102

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 0.1以下 0.1以下 0.1以下
放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.2×10

-1
3.4×10

-1
7.6×10

-1

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 7.8×100 8.1×100 1.6×101

1.7×10
0

1.8×10
0

3.5×10
0

0.1以下 0.1以下 0.1以下

6.0×10
0

6.3×10
0

1.2×10
1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 7.9×10-1 6.5×10-1 1.4×100

小計 9.0×100 9.1×100 1.8×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.1×100 5.1×100 9.2×100

大気中に放出された放射性物質による被ばく 3.3×100 3.0×100 6.2×100

3.0×100 2.7×100 5.7×100

2.8×10-1 2.9×10-1 5.7×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.1×101 1.2×101 2.3×101

小計 1.9×101 2.0×101 3.9×101

合計 2.8×10
1

2.9×10
1

5.7×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 0.1以下 0.1以下 0.1以下 0.1以下
放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.3×10-1 4.6×10-1 3.9×10-1 1.3×100

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 6.5×100 7.9×100 8.2×100 2.3×101

1.6×100 1.8×100 1.8×100 5.2×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 1.6×10
-1

4.9×100 6.1×100 6.3×100 1.7×101

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 9.7×10-1 8.5×10-1 7.1×10-1 2.5×100

小計 7.9×100 9.3×100 9.3×100 2.6×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 3.2×100 3.6×100 4.6×100 1.1×101

大気中に放出された放射性物質による被ばく 2.9×10
0

3.2×10
0

3.2×10
0

9.3×10
0

2.7×100 2.9×100 2.9×100 8.5×100

2.2×10-1 2.7×10-1 2.9×10-1 7.8×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.1×101 1.1×101 1.2×101 3.4×101

小計 1.7×101 1.8×101 1.9×101 5.5×101

合計 2.5×10
1

2.7×10
1

2.9×10
1

8.1×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 0.1以下 0.1以下 0.1以下 0.1以下
放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.4×10-1 4.0×10-1 2.7×10-1 1.1×100

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 8.7×100 8.9×100 7.4×100 2.5×101

1.9×100 1.9×100 1.6×100 5.5×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 1.3×10
-1

6.7×100 6.9×100 5.8×100 1.9×101

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 7.8×10-1 7.0×10-1 5.9×10-1 2.1×100

小計 1.0×101 1.0×101 8.3×100 2.8×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.1×100 4.6×100 2.6×100 1.1×101

大気中に放出された放射性物質による被ばく 3.3×10
0

3.1×10
0

1.4×10
0

7.8×10
0

3.0×100 2.8×100 1.2×100 7.0×100

2.9×10-1 2.9×10-1 1.4×10-1 7.2×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.2×101 1.2×101 6.0×100 2.9×101

小計 1.9×101 1.9×101 1.0×101 4.8×101

合計 2.9×101 2.9×101 1.8×101 7.7×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.1×10-1 0.1以下 0.1以下 1.3×10-1

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 3.4×10-1 3.7×10-1 3.4×10-1 1.0×100

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 1.3×101 5.1×100 8.6×100 2.7×101

6.7×10-1 1.3×100 1.8×100 3.8×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 1.6×10-1

1.3×101 3.8×100 6.7×100 2.3×101

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.1×10
0

1.1×10
0

6.7×10
-1

2.8×10
0

小計 1.5×10
1

6.6×10
0

9.6×10
0

3.1×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 2.3×100 3.2×100 7.7×100 1.3×101

大気中に放出された放射性物質による被ばく 1.8×100 2.6×100 2.9×100 7.3×100

1.7×10
0

2.5×10
0

2.6×10
0

6.7×10
0

1.1×10-1 1.9×10-1 2.9×10-1 5.8×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 9.3×10
0

1.1×10
1

1.8×10
1

3.8×10
1

小計 1.3×101 1.7×101 2.9×101 5.9×101

合計 2.8×10
1

2.3×10
1

3.8×10
1

9.0×10
1

D
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

E
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

B
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

C
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

被ばく経路
実効線量[mSv]

A
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

注記＊：有効数字 3桁目を四捨五入した値を記載 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，代替循環系による事象

収束も想定する。） 
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赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 

 

 

 

 

 

表4－35 中央制御室（炉心の著しい損傷が発生した場合）の運

転員に及ぼす実効線量の内訳（中央制御室内でマス

クの着用を考慮しない場合)（2/3）（6号機：格納容器

ベント実施 7号機：代替循環冷却系を用いて事象収

束）＊ 

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 合計

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.1×10
-1 0.1以下 4.7×10

-1
6.0×10

-1

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 6.0×10-1 9.7×10-1 2.6×10-1 1.8×100

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 2.5×10
2

1.7×10
1

5.3×10
0

2.7×10
2

5.2×10
-1

4.7×10
0

1.6×10
0

6.8×10
0

0.1以下 1.6×10-1 0.1以下 2.7×10-1

2.5×102 1.2×101 3.7×100 2.6×102

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.2×100 2.0×100 8.5×10-1 4.1×100

小計 2.5×10
2

2.0×10
1

6.9×10
0

2.8×10
2

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 8.7×10-1 2.4×100 5.5×100 8.8×100

大気中に放出された放射性物質による被ばく 7.8×10-1 3.4×100 2.5×100 6.6×100

7.4×10-1 3.1×100 2.3×100 6.1×100

0.1以下 2.8×10
-1

1.9×10
-1

5.2×10
-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.3×10
0

1.5×10
1

1.3×10
1

3.2×10
1

小計 5.9×100 2.1×101 2.1×101 4.8×101

合計 2.6×10
2

4.1×10
1

2.8×10
1

3.3×10
2

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 7.5×10
-1

3.2×10
-1

2.5×10
-1

1.3×10
0

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 2.7×10-1 2.4×10-1 2.1×10-1 7.2×10-1

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 5.1×10
0

5.5×10
0

5.3×10
0

1.6×10
1

1.8×100 1.5×100 1.4×100 4.7×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 1.2×10-1

3.2×100 3.9×100 3.9×100 1.1×101

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.1×10
0

7.3×10
-1

6.4×10
-1

2.5×10
0

小計 7.2×100 6.8×100 6.4×100 2.0×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 5.9×100 5.5×100 5.6×100 1.7×101

大気中に放出された放射性物質による被ばく 2.5×10
0

2.4×10
0

2.2×10
0

7.1×10
0

2.4×100 2.2×100 2.0×100 6.5×100

1.6×10
-1

2.0×10
-1

1.9×10
-1

5.6×10
-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.4×101 1.2×101 1.2×101 3.8×101

小計 2.2×101 2.0×101 1.9×101 6.2×101

合計 2.9×101 2.7×101 2.6×101 8.2×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 8.3×10-1 5.1×10-1 2.1×10-1 1.5×100

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 2.9×10-1 2.9×10-1 1.7×10-1 7.5×10-1

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 1.6×101 5.5×100 4.8×100 2.6×101

1.2×101 1.7×100 1.2×100 1.5×101

0.1以下 0.1以下 0.1以下 1.3×10
-1

3.8×100 3.8×100 3.6×100 1.1×101

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.2×10
0

9.3×10
-1

5.8×10
-1

2.7×10
0

小計 1.8×101 7.3×100 5.8×100 3.1×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 6.8×10
0

5.5×10
0

3.5×10
0

1.6×10
1

大気中に放出された放射性物質による被ばく 2.5×100 2.5×100 1.0×100 6.0×100

2.4×100 2.3×100 9.0×10-1 5.6×100

1.5×10-1 1.8×10-1 0.1以下 4.2×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.5×10
1

1.3×10
1

5.7×10
0

3.4×10
1

小計 2.4×101 2.1×101 1.0×101 5.6×101

合計 4.2×101 2.8×101 1.6×101 8.6×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 3.5×10-1 2.7×10-1 2.3×10-1 8.6×10-1

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 2.8×10
-1

2.5×10
-1

2.1×10
-1

7.4×10
-1

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 5.9×100 5.9×100 5.6×100 1.7×101

1.7×100 1.6×100 1.4×100 4.6×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 0.1以下

4.2×100 4.3×100 4.2×100 1.3×101

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 8.0×10-1 7.0×10-1 6.5×10-1 2.1×100

小計 7.3×100 7.1×100 6.7×100 2.1×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 5.3×100 5.4×100 8.3×100 1.9×101

大気中に放出された放射性物質による被ばく 2.5×100 2.3×100 2.2×100 6.9×100

2.3×10
0

2.1×10
0

2.0×10
0

6.3×10
0

1.9×10
-1

2.0×10
-1

2.0×10
-1

5.9×10
-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.2×101 1.2×101 1.7×101 4.1×101

小計 2.0×10
1

2.0×10
1

2.8×10
1

6.7×10
1

合計 2.7×101 2.7×101 3.4×101 8.8×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.0×10-1 2.9×100 3.0×100

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 3.3×10
-1

3.2×10
0

3.6×10
0

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 1.3×10
1

1.0×10
1

2.3×10
1

6.6×10-1 3.1×100 3.7×100

0.1以下 2.3×100 2.4×100

1.3×101 4.8×100 1.7×101

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.1×100 1.9×100 3.0×100

小計 1.5×10
1

1.8×10
1

3.3×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 2.4×100 5.2×100 7.5×100

大気中に放出された放射性物質による被ばく 1.8×10
0

3.6×10
0

5.4×10
0

1.7×100 3.4×100 5.0×100

1.1×10-1 2.9×10-1 3.9×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 9.3×10
0

1.8×10
1

2.8×10
1

小計 1.3×10
1

2.7×10
1

4.1×10
1

合計 2.8×101 4.5×101 7.4×101

被ばく経路
実効線量[mSv]

A
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

C
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

B
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

E
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

D
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

 
注記＊：有効数字 3桁目を四捨五入した値を記載 

表4－39 中央制御室（炉心の著しい損傷が発生した場合）の運

転員に及ぼす実効線量の内訳（中央制御室内でマス

クの着用を考慮しない場合)（2/3）（6号機：格納容器

ベント実施 7号機：代替循環冷却系を用いて事象収

束）＊ 

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 合計

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.1×10
-1 0.1以下 4.7×10

-1
6.0×10

-1

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 6.0×10-1 9.7×10-1 2.6×10-1 1.8×100

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 2.5×10
2

1.7×10
1

5.3×10
0

2.7×10
2

5.2×10
-1

4.7×10
0

1.6×10
0

6.8×10
0

0.1以下 1.6×10-1 0.1以下 2.7×10-1

2.5×102 1.2×101 3.7×100 2.6×102

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.2×100 2.0×100 8.5×10-1 4.1×100

小計 2.5×10
2

2.0×10
1

6.9×10
0

2.8×10
2

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 8.7×10-1 2.4×100 5.5×100 8.8×100

大気中に放出された放射性物質による被ばく 7.8×10-1 3.4×100 2.5×100 6.6×100

7.4×10-1 3.1×100 2.3×100 6.1×100

0.1以下 2.8×10
-1

1.9×10
-1

5.2×10
-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.3×10
0

1.5×10
1

1.3×10
1

3.2×10
1

小計 5.9×100 2.1×101 2.1×101 4.8×101

合計 2.6×10
2

4.1×10
1

2.8×10
1

3.3×10
2

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 7.5×10
-1

3.2×10
-1

2.5×10
-1

1.3×10
0

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 2.7×10-1 2.4×10-1 2.1×10-1 7.2×10-1

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 5.1×10
0

5.5×10
0

5.3×10
0

1.6×10
1

1.8×100 1.5×100 1.4×100 4.7×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 1.2×10-1

3.2×100 3.9×100 3.9×100 1.1×101

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.1×10
0

7.3×10
-1

6.4×10
-1

2.5×10
0

小計 7.2×100 6.8×100 6.4×100 2.0×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 5.9×100 5.5×100 5.6×100 1.7×101

大気中に放出された放射性物質による被ばく 2.5×10
0

2.4×10
0

2.2×10
0

7.1×10
0

2.4×100 2.2×100 2.0×100 6.5×100

1.6×10
-1

2.0×10
-1

1.9×10
-1

5.6×10
-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.4×101 1.2×101 1.2×101 3.8×101

小計 2.2×101 2.0×101 1.9×101 6.2×101

合計 2.9×101 2.7×101 2.6×101 8.2×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 8.3×10-1 5.1×10-1 2.1×10-1 1.5×100

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 2.9×10-1 2.9×10-1 1.7×10-1 7.5×10-1

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 1.6×101 5.5×100 4.8×100 2.6×101

1.2×101 1.7×100 1.2×100 1.5×101

0.1以下 0.1以下 0.1以下 1.3×10
-1

3.8×100 3.8×100 3.6×100 1.1×101

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.2×10
0

9.3×10
-1

5.8×10
-1

2.7×10
0

小計 1.8×101 7.3×100 5.8×100 3.1×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 6.8×10
0

5.5×10
0

3.5×10
0

1.6×10
1

大気中に放出された放射性物質による被ばく 2.5×100 2.5×100 1.0×100 6.0×100

2.4×100 2.3×100 9.0×10-1 5.6×100

1.5×10-1 1.8×10-1 0.1以下 4.2×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.5×10
1

1.3×10
1

5.7×10
0

3.4×10
1

小計 2.4×101 2.1×101 1.0×101 5.6×101

合計 4.2×101 2.8×101 1.6×101 8.6×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 3.5×10-1 2.7×10-1 2.3×10-1 8.6×10-1

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 2.8×10
-1

2.5×10
-1

2.1×10
-1

7.4×10
-1

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 5.9×100 5.9×100 5.6×100 1.7×101

1.7×100 1.6×100 1.4×100 4.6×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 0.1以下

4.2×100 4.3×100 4.2×100 1.3×101

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 8.0×10-1 7.0×10-1 6.5×10-1 2.1×100

小計 7.3×100 7.1×100 6.7×100 2.1×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 5.3×100 5.4×100 8.3×100 1.9×101

大気中に放出された放射性物質による被ばく 2.5×100 2.3×100 2.2×100 6.9×100

2.3×10
0

2.1×10
0

2.0×10
0

6.3×10
0

1.9×10
-1

2.0×10
-1

2.0×10
-1

5.9×10
-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.2×101 1.2×101 1.7×101 4.1×101

小計 2.0×10
1

2.0×10
1

2.8×10
1

6.7×10
1

合計 2.7×101 2.7×101 3.4×101 8.8×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.0×10-1 2.9×100 3.0×100

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 3.3×10
-1

3.2×10
0

3.6×10
0

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 1.3×10
1

1.0×10
1

2.3×10
1

6.6×10-1 3.1×100 3.7×100

0.1以下 2.3×100 2.4×100

1.3×101 4.8×100 1.7×101

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.1×100 1.9×100 3.0×100

小計 1.5×10
1

1.8×10
1

3.3×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 2.4×100 5.2×100 7.5×100

大気中に放出された放射性物質による被ばく 1.8×10
0

3.6×10
0

5.4×10
0

1.7×100 3.4×100 5.0×100

1.1×10-1 2.9×10-1 3.9×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 9.3×10
0

1.8×10
1

2.8×10
1

小計 1.3×10
1

2.7×10
1

4.1×10
1

合計 2.8×101 4.5×101 7.4×101

被ばく経路
実効線量[mSv]

A
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

C
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

B
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

E
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

D
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

 
注記＊：有効数字 3桁目を四捨五入した値を記載 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

【島根との差異】 

評価結果の差異 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 表4－35 中央制御室（炉心の著しい損傷が発生した場合）の運

転員に及ぼす実効線量の内訳（中央制御室内でマス

クの着用を考慮しない場合)（3/3）（6号機：代替循環

冷却系を用いて事象収束 7号機：格納容器ベント実

施）＊ 

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 合計
原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.2×10

-1 0.1以下 2.9×10
-1

4.3×10
-1

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 5.9×10
-1

1.4×10
0

1.6×10
-1

2.1×10
0

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 2.4×10
2

2.7×10
1

3.7×10
0

2.7×10
2

5.1×10
-1

7.5×10
0

1.4×10
0

9.5×10
0

0.1以下 2.5×10
-1 0.1以下 3.5×10

-1

2.4×102 1.9×101 2.3×100 2.7×102

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.2×10
0

2.7×10
0

9.4×10
-1

4.8×10
0

小計 2.5×10
2

3.1×10
1

5.1×10
0

2.8×10
2

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 8.7×10-1 2.4×100 4.0×100 7.3×100

大気中に放出された放射性物質による被ばく 7.8×10-1 4.5×100 1.8×100 7.0×100

7.3×10-1 4.0×100 1.7×100 6.4×100

0.1以下 4.5×10
-1 0.1以下 5.9×10

-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.3×100 2.1×101 1.4×101 4.0×101

小計 5.9×100 2.8×101 2.0×101 5.4×101

合計 2.5×102 5.9×101 2.5×101 3.4×102

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.6×10-1 2.0×10-1 1.5×10-1 8.2×10-1

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.7×10
-1

1.4×10
-1

1.3×10
-1

4.4×10
-1

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 4.0×100 3.7×100 3.5×100 1.1×101

2.0×100 1.3×100 1.1×100 4.4×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 1.1×10-1

2.0×100 2.4×100 2.4×100 6.7×100

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.3×100 7.7×10-1 6.7×10-1 2.7×100

小計 5.9×100 4.8×100 4.5×100 1.5×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.9×100 3.7×100 3.4×100 1.2×101

大気中に放出された放射性物質による被ばく 2.0×100 1.6×100 1.4×100 5.0×100

1.9×100 1.5×100 1.3×100 4.7×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 2.7×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.7×101 1.3×101 1.2×101 4.2×101

小計 2.4×101 1.8×101 1.7×101 5.9×101

合計 3.0×10
1

2.3×10
1

2.1×10
1

7.4×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 5.1×10-1 3.2×10-1 1.3×10-1 9.6×10-1

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.9×10-1 1.8×10-1 1.0×10-1 4.7×10-1

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 2.2×101 4.0×100 3.1×100 2.9×101

1.9×101 1.6×100 9.3×10-1 2.1×101

0.1以下 0.1以下 0.1以下 1.2×10
-1

3.1×100 2.3×100 2.2×100 7.6×100

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.4×100 1.0×100 5.9×10-1 3.0×100

小計 2.4×101 5.5×100 4.0×100 3.3×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 6.4×100 4.5×100 2.3×100 1.3×101

大気中に放出された放射性物質による被ばく 2.1×10
0

1.8×10
0

6.1×10
-1

4.6×10
0

2.1×100 1.8×100 5.7×10-1 4.4×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 2.1×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 2.0×101 1.6×101 5.7×100 4.1×101

小計 2.8×101 2.2×101 8.6×100 5.9×101

合計 5.2×10
1

2.7×10
1

1.3×10
1

9.2×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 2.2×10-1 1.7×10-1 1.4×10-1 5.3×10-1

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.7×10-1 1.5×10-1 1.3×10-1 4.4×10-1

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 4.0×100 3.9×100 3.7×100 1.2×101

1.5×100 1.3×100 1.1×100 3.9×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 0.1以下

2.5×100 2.6×100 2.5×100 7.7×100

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 8.4×10-1 7.3×10-1 6.6×10-1 2.2×100

小計 5.3×100 5.0×100 4.6×100 1.5×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 3.8×100 3.5×100 4.9×100 1.2×101

大気中に放出された放射性物質による被ばく 1.7×10
0

1.5×10
0

1.4×10
0

4.6×10
0

1.6×100 1.4×100 1.3×100 4.3×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 2.9×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.4×101 1.2×101 1.7×101 4.3×101

小計 1.9×101 1.7×101 2.3×101 6.0×101

合計 2.4×10
1

2.2×10
1

2.8×10
1

7.5×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.1×10-1 1.8×100 1.9×100

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 3.3×10-1 5.2×100 5.5×100

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 1.3×101 1.4×101 2.7×101

6.6×10-1 4.4×100 5.0×100

0.1以下 3.9×100 3.9×100

1.2×101 5.8×100 1.8×101

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.1×100 2.5×100 3.6×100

小計 1.5×10
1

2.3×10
1

3.8×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 2.4×100 4.8×100 7.2×100

大気中に放出された放射性物質による被ばく 1.8×100 4.6×100 6.3×100

1.6×100 4.2×100 5.8×100

1.1×10-1 4.2×10-1 5.3×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 9.3×10
0

2.8×10
1

3.7×10
1

小計 1.3×101 3.7×101 5.0×101

合計 2.8×101 6.0×101 8.9×101

D
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

E
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

B
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

C
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

被ばく経路
実効線量[mSv]

A
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

注記＊：有効数字 3桁目を四捨五入した値を記載 

表4－39 中央制御室（炉心の著しい損傷が発生した場合）の運

転員に及ぼす実効線量の内訳（中央制御室内でマス

クの着用を考慮しない場合)（3/3）（6号機：代替循環

冷却系を用いて事象収束 7号機：格納容器ベント実

施）＊ 

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 合計
原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.2×10

-1 0.1以下 2.9×10
-1

4.3×10
-1

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 5.9×10
-1

1.4×10
0

1.6×10
-1

2.1×10
0

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 2.4×10
2

2.7×10
1

3.7×10
0

2.7×10
2

5.1×10
-1

7.5×10
0

1.4×10
0

9.5×10
0

0.1以下 2.5×10
-1 0.1以下 3.5×10

-1

2.4×102 1.9×101 2.3×100 2.7×102

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.2×10
0

2.7×10
0

9.4×10
-1

4.8×10
0

小計 2.5×10
2

3.1×10
1

5.1×10
0

2.8×10
2

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 8.7×10-1 2.4×100 4.0×100 7.3×100

大気中に放出された放射性物質による被ばく 7.8×10-1 4.5×100 1.8×100 7.0×100

7.3×10-1 4.0×100 1.7×100 6.4×100

0.1以下 4.5×10
-1 0.1以下 5.9×10

-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.3×100 2.1×101 1.4×101 4.0×101

小計 5.9×100 2.8×101 2.0×101 5.4×101

合計 2.5×102 5.9×101 2.5×101 3.4×102

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.6×10-1 2.0×10-1 1.5×10-1 8.2×10-1

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.7×10
-1

1.4×10
-1

1.3×10
-1

4.4×10
-1

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 4.0×100 3.7×100 3.5×100 1.1×101

2.0×100 1.3×100 1.1×100 4.4×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 1.1×10-1

2.0×100 2.4×100 2.4×100 6.7×100

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.3×100 7.7×10-1 6.7×10-1 2.7×100

小計 5.9×100 4.8×100 4.5×100 1.5×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 4.9×100 3.7×100 3.4×100 1.2×101

大気中に放出された放射性物質による被ばく 2.0×100 1.6×100 1.4×100 5.0×100

1.9×100 1.5×100 1.3×100 4.7×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 2.7×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.7×101 1.3×101 1.2×101 4.2×101

小計 2.4×101 1.8×101 1.7×101 5.9×101

合計 3.0×10
1

2.3×10
1

2.1×10
1

7.4×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 5.1×10-1 3.2×10-1 1.3×10-1 9.6×10-1

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.9×10-1 1.8×10-1 1.0×10-1 4.7×10-1

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 2.2×101 4.0×100 3.1×100 2.9×101

1.9×101 1.6×100 9.3×10-1 2.1×101

0.1以下 0.1以下 0.1以下 1.2×10
-1

3.1×100 2.3×100 2.2×100 7.6×100

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.4×100 1.0×100 5.9×10-1 3.0×100

小計 2.4×101 5.5×100 4.0×100 3.3×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 6.4×100 4.5×100 2.3×100 1.3×101

大気中に放出された放射性物質による被ばく 2.1×10
0

1.8×10
0

6.1×10
-1

4.6×10
0

2.1×100 1.8×100 5.7×10-1 4.4×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 2.1×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 2.0×101 1.6×101 5.7×100 4.1×101

小計 2.8×101 2.2×101 8.6×100 5.9×101

合計 5.2×10
1

2.7×10
1

1.3×10
1

9.2×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 2.2×10-1 1.7×10-1 1.4×10-1 5.3×10-1

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.7×10-1 1.5×10-1 1.3×10-1 4.4×10-1

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 4.0×100 3.9×100 3.7×100 1.2×101

1.5×100 1.3×100 1.1×100 3.9×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 0.1以下

2.5×100 2.6×100 2.5×100 7.7×100

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 8.4×10-1 7.3×10-1 6.6×10-1 2.2×100

小計 5.3×100 5.0×100 4.6×100 1.5×101

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 3.8×100 3.5×100 4.9×100 1.2×101

大気中に放出された放射性物質による被ばく 1.7×10
0

1.5×10
0

1.4×10
0

4.6×10
0

1.6×100 1.4×100 1.3×100 4.3×100

0.1以下 0.1以下 0.1以下 2.9×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.4×101 1.2×101 1.7×101 4.3×101

小計 1.9×101 1.7×101 2.3×101 6.0×101

合計 2.4×10
1

2.2×10
1

2.8×10
1

7.5×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.1×10-1 1.8×100 1.9×100

放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 3.3×10-1 5.2×100 5.5×100

室内に取り込まれた放射性物質による被ばく 1.3×101 1.4×101 2.7×101

6.6×10-1 4.4×100 5.0×100

0.1以下 3.9×100 3.9×100

1.2×101 5.8×100 1.8×101

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 1.1×100 2.5×100 3.6×100

小計 1.5×10
1

2.3×10
1

3.8×10
1

原子炉施設内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 2.4×100 4.8×100 7.2×100

大気中に放出された放射性物質による被ばく 1.8×100 4.6×100 6.3×100

1.6×100 4.2×100 5.8×100

1.1×10-1 4.2×10-1 5.3×10-1

地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく 9.3×10
0

2.8×10
1

3.7×10
1

小計 1.3×101 3.7×101 5.0×101

合計 2.8×101 6.0×101 8.9×101

D
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

E
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

B
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

C
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

被ばく経路
実効線量[mSv]

A
班

室
内
作
業
時

（内訳）外部被ばく（室内線源）
　　　　外部被ばく（隣接エリア内線源）
　　　　内部被ばく

入
退
域
時

（内訳）外部被ばく
　　　　内部被ばく

注記＊：有効数字 3桁目を四捨五入した値を記載 

表現上の差異（表番号の違い。） 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 〇両号機において代替循環冷却を用いて事象収束する場合 

 

 

（マスク着用あり） 

 

（マスク着用なし） 

 

 

 
実効線量(mSv) 

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 合計 

A班 約21 約18 約22     約61 

B班    約23  約24  約47 

C班   約21 約22 約24   約67 

D班     約23 約24 約14 約61 

E班 約16 約20     約33 約69 

 
実効線量(mSv) 

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 合計 

A班 約262 約21 約26     約309 

B班    約28  約29  約57 

C班   約25 約27 約29   約81 

D班     約29 約29 約18 約77 

E班 約28 約23     約38 約90 

表4－40 炉心の著しい損傷が発生した場合の居住性に係る被ば

く評価結果（1/3） 

（両号機において代替循環冷却を用いて事象収束する場合 マス

ク着用あり） 

 

（両号機において代替循環冷却を用いて事象収束する場合 マス

ク着用なし） 

 

 
実効線量(mSv) 

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 合計 

A班 約21 約18 約22     約61 

B班    約23  約24  約47 

C班   約21 約22 約24   約67 

D班     約23 約24 約14 約61 

E班 約16 約20     約33 約69 

 
実効線量(mSv) 

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 合計 

A班 約262 約21 約26     約309 

B班    約28  約29  約57 

C班   約25 約27 約29   約81 

D班     約29 約29 約18 約77 

E班 約28 約23     約38 約90 

記載の適正化（女川コメントの

反映に伴い，文中の図表にタイ

トル及び番号を付し，図表を後

段に配置した。） 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，代替循環系による事象

収束も想定する。） 

 

※柏崎刈羽 7号機の記載は，比

較のため再掲。 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

        

         

         

         

         

         

 
 

        

         

         

         

         

         

〇6 号機：格納容器ベント実施 7 号機：代替循環冷却系を用いて

事象収束（マスク着用あり） 

 

 

 

（マスク着用なし） 

 

 

 
実効線量(mSv) 

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 合計 

A班 約21 約31  約25    約77 

B班   約27  約24 約23  約73 

C班   約39 約25   約13 約77 

D班     約24 約23 約31 約78 

E班 約16 約41      約58 

 
実効線量(mSv) 

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 合計 

A班 約257 約41  約28    約325 

B班   約29  約27 約26  約82 

C班   約42 約28   約16 約86 

D班     約27 約27 約34 約88 

E班 約28 約45      約74 

表4－40 炉心の著しい損傷が発生した場合の居住性に係る被ば

く評価結果（2/3） 

（6 号機：格納容器ベント実施 7 号機：代替循環冷却系を用いて

事象収束 マスク着用あり） 

 

（6号機：格納容器ベント実施 7号機：代替循環冷却系を用いて事

象収束 マスク着用なし） 

 

 
実効線量(mSv) 

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 合計 

A班 約21 約31  約25    約77 

B班   約27  約24 約23  約73 

C班   約39 約25   約13 約77 

D班     約24 約23 約31 約78 

E班 約16 約41      約58 

 
実効線量(mSv) 

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 合計 

A班 約257 約41  約28    約325 

B班   約29  約27 約26  約82 

C班   約42 約28   約16 約86 

D班     約27 約27 約34 約88 

E班 約28 約45      約74 

記載の適正化（女川コメントの

反映に伴い，文中の図表にタイ

トル及び番号を付し，図表を後

段に配置した。） 

 

【島根との差異】 

評価結果の差異 

 

※柏崎刈羽 7号機及び島根 2号

機の記載は比較のため，再掲。 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 
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 〇6 号機：代替循環冷却系を用いて事象収束 7 号機：格納容器ベ

ント実施（マスク着用あり） 

 

 

 

（マスク着用なし） 

 

 

 
実効線量(mSv) 

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 合計 

A班 約21 約44  約24    約88 

B班   約28  約21 約19  約69 

C班   約50 約26   約11 約86 

D班     約22 約20 約26 約69 

E班 約16 約56      約72 

 
実効線量(mSv) 

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 合計 

A班 約252 約59  約25    約337 

B班   約30  約23 約21  約74 

C班   約52 約27   約13 約92 

D班     約24 約22 約28 約75 

E班 約28 約60      約89 

表4－40 炉心の著しい損傷が発生した場合の居住性に係る被ば

く評価結果（3/3） 

（6 号機：代替循環冷却系を用いて事象収束 7 号機：格納容器ベ

ント実施 マスク着用あり） 

 

（6号機：代替循環冷却系を用いて事象収束 7号機：格納容器ベン

ト実施 マスク着用なし） 

 

 
実効線量(mSv) 

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 合計 

A班 約21 約44  約24    約88 

B班   約28  約21 約19  約69 

C班   約50 約26   約11 約86 

D班     約22 約20 約26 約69 

E班 約16 約56      約72 

 
実効線量(mSv) 

1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日 合計 

A班 約252 約59  約25    約337 

B班   約30  約23 約21  約74 

C班   約52 約27   約13 約92 

D班     約24 約22 約28 約75 

E班 約28 約60      約89 

記載の適正化（女川コメントの

反映に伴い，文中の図表にタイ

トル及び番号を付し，図表を後

段に配置した。） 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 

 

※柏崎刈羽 7号機の記載は，比

較のため再掲。 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 
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表 4－36 酸素及び二酸化炭素濃度許容濃度 

 

 

 

項目 許容濃度 備考 

酸素濃度 18vol%以上 

「労働安全衛生法（酸素欠乏症等防

止規則）」を準拠 

（事務作業に従事する労働者が主

として使用する室内は当該濃度以

上とする換気設備の性能を要求。） 

二酸化炭素濃度 0.5vol%以下 

「労働安全衛生法（事務所衛生基準

規則）」を準拠 

（事務作業に従事する労働者が主

として使用する室内は当該濃度以

下とする換気設備の性能を要求。） 

表 4－41 酸素及び二酸化炭素許容濃度 

 

 

 

項目 許容濃度 備考 

酸素濃度 18vol%以上 

「労働安全衛生法（酸素欠乏症等防

止規則）」を準拠 

（酸素欠乏危険作業に従事する労

働者が作業を行う場所を当該濃度

以上とする換気の要求。） 

二酸化炭素濃度 0.5vol%以下 

「労働安全衛生法（事務所衛生基準

規則）」を準拠 

（事務作業に従事する労働者が主

として使用する室内は当該濃度以

下とする換気設備の性能を要求。） 

記載の適正化（女川コメントの

反映に伴い，記載を適正化。） 

 

表現上の差異（酸素濃度の備考

を適正化。） 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

適用規格基準類の差異（島根 2

号機では，中央制御室待避室の

酸素濃度及び二酸化炭素濃度

評価の許容基準に「鉱山保安法

施行規則」を適用している。） 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 

 

 

 

表 4－37 中央制御室内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度 

計算条件 

 

表 4－42 中央制御室内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度 

計算条件 

 

表現上の差異（表番号の違

い。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，「初期二酸化炭素濃度」

を設置変更許可申請に倣い，保

守的に 0.039Vol%としている。） 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 
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表 4－38 中央制御室待避室内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度

計算条件 

 

 

表 4－43 中央制御室待避室内の酸素濃度及び二酸化炭素濃度

計算条件 

 

 

表現上の差異（表番号の違

い。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，「初期二酸化炭素濃度」

を設置変更許可申請に倣い，保

守的に 0.039Vol%としている。） 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 
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表 5－1 中央制御室遮蔽のクラウドシャインガンマ線による

温度上昇（設計基準事故時） 

想定事故シナリ

オ 

起因号

機 

入射線量

(Gy) 

ガンマ線発

熱量

(kJ/cm3) 

温度上昇

(℃) 

冷却材喪失 

6 号機 約 2.3×10-2 約 5.0×10-8 約 2.2×10-5 

7 号機 約 3.8×10-2 約 8.2×10-8 約 3.6×10-5 

主蒸気管破断 

6 号機 約 8.6×10-5 
約 1.8×10-

10 
約 8.2×10-8 

7 号機 約 1.3×10-4 
約 2.8×10-

10 
約 1.2×10-7 

 

表 5－1 中央制御室遮蔽のクラウドシャインガンマ線による

温度上昇（設計基準事故時） 

想定事故シナリ

オ 

起因号

機 

入射線量

(Gy) 

ガンマ線発

熱量

(kJ/cm3) 

温度上昇

(℃) 

冷却材喪失 

6 号機 約 2.3×10-2 約 5.0×10-8 約 2.2×10-5 

7 号機 約 3.8×10-2 約 8.2×10-8 約 3.6×10-5 

主蒸気管破断 

6 号機 約 8.6×10-5 
約 1.8×10-

10 
約 8.2×10-8 

7 号機 約 1.3×10-4 
約 2.8×10-

10 
約 1.2×10-7 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 

 

【島根との差異】 

評価結果の差異 

 

 

 

 

 

 

 

 表 5－2 中央制御室遮蔽のガンマ線による温度上昇（炉心の 

         著しい損傷が発生した場合）（両号機において代替 

循環冷却系を用いて事象収束する場合） 

 

ガンマ線入射経

路 

起因号

機 

入射線量

(Gy) 

ガンマ線発

熱量

(kJ/cm3) 

温度上昇

(℃) 

①クラウドシャ

インガンマ線 

6 号機 約 2.9×10-1 約 6.2×10-7 約 2.7×10-4 

7 号機 約 4.8×10-1 約 1.0×10-6 約 4.6×10-4 

②グランドシャ

インガンマ

線 

6 号機 約 3.7×100 約 7.9×10-6 約 3.5×10-3 

7 号機 約 6.0×100 約 1.3×10-5 約 5.7×10-3 

合計（①＋②） 約 1.0×10-2 
 

表 5－2 中央制御室遮蔽のガンマ線による温度上昇（炉心の 

     著しい損傷が発生した場合）（両号機において代替 

循環冷却系を用いて事象収束する場合） 

 

ガンマ線入射経

路 

起因号

機 

入射線量

(Gy) 

ガンマ線発

熱量

(kJ/cm3) 

温度上昇

(℃) 

①クラウドシャ

インガンマ線 

6 号機 約 2.9×10-1 約 6.2×10-7 約 2.7×10-4 

7 号機 約 4.8×10-1 約 1.0×10-6 約 4.6×10-4 

②グランドシャ

インガンマ

線 

6 号機 約 3.7×100 約 7.9×10-6 約 3.5×10-3 

7 号機 約 6.0×100 約 1.3×10-5 約 5.7×10-3 

合計（①＋②） 約 1.0×10-2 
 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，代替循環系による事象

収束も想定する。） 
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青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 表 5－3 中央制御室遮蔽のガンマ線による温度上昇（炉心の 

         著しい損傷が発生した場合）（6号機：代替循環冷却 

      系を用いて事象収束，7号機：格納容器ベント） 

ガンマ線入射経

路 

起因号

機 

入射線量

(Gy) 

ガンマ線発

熱量

(kJ/cm3) 

温度上昇

(℃) 

①クラウドシャ

インガンマ

線 

6 号機 約 2.9×10-1 約 6.2×10-7 約 2.7×10-4 

7 号機 約 6.9×100 約 1.5×10-5 約 6.6×10-3 

②グランドシャ

インガンマ

線 

6 号機 約 3.7×100 約 7.9×10-6 約 3.5×10-3 

7 号機 約 9.2×100 約 2.0×10-5 約 8.8×10-3 

合計（①＋②） 約 1.9×10-2 
 

表 5－3 中央制御室遮蔽のガンマ線による温度上昇（炉心の 

         著しい損傷が発生した場合）（6号機：代替循環冷却 

      系を用いて事象収束，7号機：格納容器ベント） 

ガンマ線入射経

路 

起因号

機 

入射線量

(Gy) 

ガンマ線発

熱量

(kJ/cm3) 

温度上昇

(℃) 

①クラウドシャ

インガンマ

線 

6 号機 約 2.9×10-1 約 6.2×10-7 約 2.7×10-4 

7 号機 約 6.9×100 約 1.5×10-5 約 6.6×10-3 

②グランドシャ

インガンマ

線 

6 号機 約 3.7×100 約 7.9×10-6 約 3.5×10-3 

7 号機 約 9.2×100 約 2.0×10-5 約 8.8×10-3 

合計（①＋②） 約 1.9×10-2 
 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

 

 
   

 
   

  

 

表 5－4 中央制御室遮蔽のガンマ線による温度上昇（炉心の 

     著しい損傷が発生した場合）（6号機：格納容器ベン 

   ト，7号機：代替循環冷却系を用いて事象収束） 

 

ガンマ線入射経

路 

起因号

機 

入射線量

(Gy) 

ガンマ線発

熱量

(kJ/cm3) 

温度上昇

(℃) 

①クラウドシャ

インガンマ

線 

6 号機 約 4.1×100 約 8.8×10-6 約 3.9×10-3 

7 号機 約 4.8×10-1 約 1.0×10-6 約 4.6×10-4 

②グランドシャ

インガンマ

線 

6 号機 約 5.3×100 約 1.1×10-5 約 5.0×10-3 

7 号機 約 6.0×100 約 1.3×10-5 約 5.7×10-3 

合計（①＋②） 約 1.5×10-2 
 

表 5－4 中央制御室遮蔽のガンマ線による温度上昇（炉心の 

      著しい損傷が発生した場合）（6号機：格納容器ベン 

   ト，7号機：代替循環冷却系を用いて事象収束） 

 

ガンマ線入射経

路 

起因号

機 

入射線量

(Gy) 

ガンマ線発

熱量

(kJ/cm3) 

温度上昇

(℃) 

①クラウドシャ

インガンマ

線 

6 号機 約 4.1×100 約 8.8×10-6 約 3.9×10-3 

7 号機 約 4.8×10-1 約 1.0×10-6 約 4.6×10-4 

②グランドシャ

インガンマ

線 

6 号機 約 5.3×100 約 1.1×10-5 約 5.0×10-3 

7 号機 約 6.0×100 約 1.3×10-5 約 5.7×10-3 

合計（①＋②） 約 1.5×10-2 
 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 

 

【島根との差異】 

評価結果の差異 
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図 4－1 遮蔽構造図（1/2） 

 

 

 

図 4－1 遮蔽構造図（1/2） 

【島根との差異】 

設備構成の差異（島根 2 号機で

は，制御室建物の壁を補助遮蔽

として考慮している。） 
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図 4－1 遮蔽構造図（2/2） 

 

図 4－1 遮蔽構造図（2/2） 

【島根との差異】 

設備構成の差異（島根 2 号機で

は，制御室建物の壁を補助遮蔽

として考慮している。） 
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  【島根との差異】 

設備構成の差異（島根 2 号機で

は，可搬型の中央制御室待避室

遮蔽はない。）  
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  【島根との差異】 

設備構成の差異（島根 2 号機で

は，制御室建物の壁を補助遮蔽

として考慮している。） 
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図4－2 中央制御室換気系系統図 

 

 

図4－2 中央制御室換気系系統図 

 

設工認申請号機の違いによる

差異（6号機の系統図を添付。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

図4－3 換気設備の系統図（1/2） 

（中央制御室待避室陽圧化装置） 

 

図4－3 換気設備の系統図（1/2） 

（中央制御室待避室陽圧化装置） 

 

記載の適正化（設備名称の後に

共用の記載を追記。） 

 

※比較のため，島根 2号機の記

載は配置移動を行った。 
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図4－3 換気設備の系統図（2/2） 

（中央制御室可搬型陽圧化空調機） 

 

 

 

図4－3 換気設備の系統図（2/2） 

（中央制御室可搬型陽圧化空調機） 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，可搬型空調機により中

央制御室内を陽圧化する設計

としている。） 

 

※比較のため，島根 2号機の記

載は配置移動を行った。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

図 4－4 居住性に係る被ばく評価の手順 

 

 

図 4－4 居住性に係る被ばく評価の手順 

 

 

記載の適正化（図 4-2から図 4-

5へ図番号の修正を行った。） 
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図4－5 中央制御室の運転員の被ばく経路 

 

 

 

 

図4－5 中央制御室の運転員の被ばく経路 

 

差異なし 
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図4－6 中央制御室の居住性に係る被ばく経路イメージ

（1/3）（原子炉冷却材喪失） 

 

 
 

 

 

 

 

図4－6 中央制御室の居住性に係る被ばく経路イメージ

（1/3）（原子炉冷却材喪失） 

 

差異なし 
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図4－6 中央制御室の居住性に係る被ばく経路イメージ

（2/3）（主蒸気管破断） 

 

 

 

 

 

 

図4－6 中央制御室の居住性に係る被ばく経路イメージ

（2/3）（主蒸気管破断） 

 

差異なし 
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図4－6 中央制御室の居住性に係る被ばく経路イメージ 

   （3/3）（炉心の著しい損傷が発生した場合） 

 

 

 

 

図4－6 中央制御室の居住性に係る被ばく経路イメージ 

   （3/3）（炉心の著しい損傷が発生した場合） 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，SA 時の格納容器ベン

ト後，格納容器圧力逃がし装置

内に残存する放射性物質から

の影響についても考慮してい

る。） 
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（原子炉冷却材喪失時の放出源と評価点） 

 

 

 

（主蒸気管破断時の放出源と評価点） 

 

 

図4－7 放射性物質の放出源と評価点の位置関係 

  （設計基準事故時）（1/2）（6号機） 

 

 

 

（原子炉冷却材喪失時の放出源と評価点） 

 

 

 

（主蒸気管破断時の放出源と評価点） 

 

 

図4－7 放射性物質の放出源と評価点の位置関係 

  （設計基準事故時）（1/2）（6号機） 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（建屋の配置が

異なることによる放出源及び

評価点の違い。） 
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（原子炉冷却材喪失時の放出源と評価点） 

 

（主蒸気管破断時の放出源と評価点） 

 

図4－7 放射性物質の放出源と評価点の位置関係 

（設計基準事故時）（2/2）（7号機） 

 

 

 

（原子炉冷却材喪失時の放出源と評価点） 

 

（主蒸気管破断時の放出源と評価点） 

 

図4－7 放射性物質の放出源と評価点の位置関係 

（設計基準事故時）（2/2）（7号機） 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 
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（原子炉建屋からの放出における放出源と評価点） 

 

 

 

 

（主排気筒からの放出における放出源と評価点） 

 

図4－8 放射性物質の放出源と評価点の位置関係 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（1/4）（6号機） 

 

 

（原子炉建屋からの放出における放出源と評価点） 

 

 

 

（主排気筒からの放出における放出源と評価点） 

 

図4－8 放射性物質の放出源と評価点の位置関係 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（1/4）（6号機） 

【島根との差異】 

表現上の差異（柏崎刈羽 6号機

では，放出源ごとに位置関係を

示している。） 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（建屋の配置が

異なることによる放出源及び

評価点の違い。） 
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（格納容器圧力逃がし装置からの放出における放出源と評価

点） 

 

図4－8 放射性物質の放出源と評価点の位置関係（炉心の著し

い損傷が発生した場合）（2/4）（6号機） 

 

 

（格納容器圧力逃がし装置からの放出における放出源と評価

点） 

 

図4－8 放射性物質の放出源と評価点の位置関係 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（2/4）（6号機） 

【島根との差異】 

表現上の差異（柏崎刈羽 6号機

では，放出源ごとに位置関係を

示している。） 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（建屋の配置が

異なることによる放出源及び

評価点の違い。） 
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（原子炉建屋からの放出における放出源と評価点） 

 

 

（主排気筒からの放出における放出源と評価点） 

 

図4－8 放射性物質の放出源と評価点の位置関係 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（3/4）（7号機） 

 

 

（原子炉建屋からの放出における放出源と評価点） 

 

（主排気筒からの放出における放出源と評価点） 

 

図4－8 放射性物質の放出源と評価点の位置関係 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（3/4）（7号機） 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 
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（格納容器圧力逃がし装置からの放出における放出源と評価点） 

 

図4－8 放射性物質の放出源と評価点の位置関係 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（4/4）（7号機） 

（格納容器圧力逃がし装置からの放出における放出源と評価点） 

 

図4－8 放射性物質の放出源と評価点の位置関係 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（4/4）（7号機） 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 
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図4－9 建屋影響を考慮する条件（水平断面での位置関係） 

 

 

図4－9 建屋影響を考慮する条件（水平断面での位置関係） 

差異なし 
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図4－10 原子炉冷却材喪失時の室内作業時の評価風向 

（中央制御室中心）（設計基準事故時）（1/2）（6号機） 

 

 

図4－10 原子炉冷却材喪失時の室内作業時の評価風向 

（中央制御室中心）（設計基準事故時）（2/2）（7号機） 

 

図4－10 原子炉冷却材喪失時の室内作業時の評価風向 

（中央制御室中心）（設計基準事故時）（1/2）（6号機） 

 

 

図4－10 原子炉冷却材喪失時の室内作業時の評価風向 

（中央制御室中心）（設計基準事故時）（2/2）（7号機） 

【島根との差異】 

評価条件の差異（建屋の配置が

異なることによる評価対象風

向の違い。なお，島根 2号機で

は，室内作業時の相対線量と相

対濃度の評価点が異なる。） 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 
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図4－10 原子炉冷却材喪失時の入退域時の評価風向 

（サービス建屋入口）（設計基準事故時）（1/2）（6号機） 

 

 

図4－10 原子炉冷却材喪失時の入退域時の評価風向 

（サービス建屋入口）（設計基準事故時）（2/2）（7号機） 

 

図4－10 原子炉冷却材喪失時の入退域時の評価風向 

（サービス建屋入口）（設計基準事故時）（1/2）（6号機） 

 

 

図4－10 原子炉冷却材喪失時の入退域時の評価風向 

（サービス建屋入口）（設計基準事故時）（2/2）（7号機） 

【島根との差異】 

評価条件の差異（建屋の配置が

異なることによる評価対象風

向の違い。） 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 
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図 4－11 主蒸気管破断時の室内作業時の評価風向 

（中央制御室中心）（設計基準事故時）（1/2）（6号機） 

 

 

 

 

 

図 4－11 主蒸気管破断時の室内作業時の評価風向 

（中央制御室中心）（設計基準事故時）（2/2）（7号機） 

 

 

 

 

図 4－11 主蒸気管破断時の室内作業時の評価風向 

（中央制御室中心）（設計基準事故時）（1/2）（6号機） 

 

 

 

 

 

図 4－11 主蒸気管破断時の室内作業時の評価風向 

（中央制御室中心）（設計基準事故時）（2/2）（7号機） 

【島根との差異】 

評価条件の差異（建屋の配置が

異なることによる評価対象風

向の違い。なお，島根 2号機で

は，室内作業時の相対線量と相

対濃度の評価点が異なる。） 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 
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図 4－11 主蒸気管破断時の入退域時の評価風向 

（サービス建屋入口）（設計基準事故時）（1/2）（6号機） 

 

図 4－11 主蒸気管破断時の入退域時の評価風向 

（サービス建屋入口）（設計基準事故時）（2/2）（7号機） 

 

 

 

 

 

図4－11 主蒸気管破断時の入退域時の評価風向 

（サービス建屋入口）（設計基準事故時）（1/2）（6号機） 

 

 

図4－11 主蒸気管破断時の入退域時の評価風向 

（サービス建屋入口）（設計基準事故時）（2/2）（7号機） 

【島根との差異】 

評価条件の差異（建屋の配置が

異なることによる評価対象風

向の違い。） 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 
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図4－12 主排気筒放出時の評価風向 

（評価点：中央制御室中心） 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（1/2）（6号機） 

 

 

図4－12 主排気筒放出時の評価風向 

（評価点：中央制御室中心） 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（2/2）（7号機） 

 

図4－12 主排気筒放出時の評価風向 

（評価点：中央制御室中心） 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（1/2）（6号機） 

 

 

図4－12 主排気筒放出時の評価風向 

（評価点：中央制御室中心） 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（2/2）（7号機） 

【島根との差異】 

評価条件の差異（建屋の配置が

異なることによる評価対象風

向の違い。なお，島根 2号機で

は，室内作業時の相対線量と相

対濃度の評価点が異なる。） 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 
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図4－13 格納容器圧力逃がし装置からの放出時の評価風向

（評価点：中央制御室中心） 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（1/2）（6号機） 

 

 

図4－13 格納容器圧力逃がし装置からの放出時の評価風向

（評価点：中央制御室中心） 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（2/2）（7号機） 

 

図4－13 格納容器圧力逃がし装置からの放出時の評価風向

（評価点：中央制御室中心） 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（1/2）（6号機） 

 

 

図4－13 格納容器圧力逃がし装置からの放出時の評価風向

（評価点：中央制御室中心） 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（2/2）（7号機） 

【島根との差異】 

評価条件の差異（建屋の配置が

異なることによる評価対象風

向の違い。なお，島根 2号機で

は，室内作業時の相対線量と相

対濃度の評価点が異なる。） 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 
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図4－14 原子炉建屋漏えい時の評価風向 

（評価点：中央制御室中心） 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（1/2）（6号機） 

 

 

図4－14 原子炉建屋漏えい時の評価風向 

（評価点：中央制御室中心） 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（2/2）（7号機） 

 

図4－14 原子炉建屋漏えい時の評価風向 

（評価点：中央制御室中心） 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（1/2）（6号機） 

 

 

図4－14 原子炉建屋漏えい時の評価風向 

（評価点：中央制御室中心） 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（2/2）（7号機） 

【島根との差異】 

評価条件の差異（建屋の配置が

異なることによる評価対象風

向の違い。なお，島根 2号機で

は，室内作業時の相対線量と相

対濃度の評価点が異なる。） 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 
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図4－15 主排気筒からの放出時の評価風向 

（評価点：コントロール建屋入口） 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（1/2）（6号機） 

 

 

 

図4－15 主排気筒からの放出時の評価風向 

（評価点：コントロール建屋入口） 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（2/2）（7号機） 

 

図4－15 主排気筒からの放出時の評価風向 

（評価点：コントロール建屋入口） 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（1/2）（6号機） 

 

 

 

図4－15 主排気筒からの放出時の評価風向 

（評価点：コントロール建屋入口） 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（2/2）（7号機） 

【島根との差異】 

評価条件の差異（建屋の配置が

異なることによる評価対象風

向の違い。） 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 
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図4－16 格納容器圧力逃がし装置からの放出時の評価風向

（評価点：コントロール建屋入口） 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（1/2）（6号機） 

 

 

図4－16 格納容器圧力逃がし装置からの放出時の評価風向

（評価点：コントロール建屋入口） 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（2/2）（7号機） 

 

 

 

 

 

 

 

図4－16 格納容器圧力逃がし装置からの放出時の評価風向

（評価点：コントロール建屋入口） 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（1/2）（6号機） 

 

 

図4－16 格納容器圧力逃がし装置からの放出時の評価風向

（評価点：コントロール建屋入口） 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（2/2）（7号機） 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（建屋の配置が

異なることによる評価対象風

向の違い。） 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 
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図4－17 原子炉建屋漏えい時の評価風向 

（評価点：コントロール建屋入口） 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（1/2）（6号機） 

 

 

図4－17 原子炉建屋漏えい時の評価風向 

（評価点：コントロール建屋入口） 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（2/2）（7号機） 

 

図4－17 原子炉建屋漏えい時の評価風向 

（評価点：コントロール建屋入口） 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（1/2）（6号機） 

 

 

図4－17 原子炉建屋漏えい時の評価風向 

（評価点：コントロール建屋入口） 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（2/2）（7号機） 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（建屋の配置が

異なることによる評価対象風

向の違い。） 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 
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図4－18 原子炉建屋断面積（投影面積） 

 

 

図4－18 原子炉建屋断面積（投影面積） 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（島根 2 号機で

は，建屋配置の違いにより，巻

き込みを生じる代表建屋とし

てタービン建物を考慮してい

る。） 
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図4－19 建屋内の放射性物質からのガンマ線による 

             被ばく評価モデル（1/5）（原子炉冷却材喪失時 

の評価モデル）（6号機） 

 

 

図4－19 建屋内の放射性物質からのガンマ線による 

        被ばく評価モデル（1/5）（原子炉冷却材喪失時 

の評価モデル）（6号機） 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（建屋の配置が

異なることによる評価点の違

い。） 
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図4－19 建屋内の放射性物質からのガンマ線による 

             被ばく評価モデル（2/5）（原子炉冷却材喪失時 

の評価モデル）（7号機） 

 

 

図4－19 建屋内の放射性物質からのガンマ線による 

             被ばく評価モデル（2/5）（原子炉冷却材喪失時 

の評価モデル）（7号機） 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 
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図4－19 建屋内の放射性物質からのガンマ線による 

被ばく評価モデル（3/5）（原子炉冷却材喪失時 

   の直接ガンマ線評価モデル）（6号機） 

 

 
図4－19 建屋内の放射性物質からのガンマ線による 

             被ばく評価モデル（4/5）（原子炉冷却材喪失時 

     の直接ガンマ線評価モデル）（7号機） 

 

図4－19 建屋内の放射性物質からのガンマ線による 

             被ばく評価モデル（3/5）（原子炉冷却材喪失時 

     の直接ガンマ線評価モデル）（6号機） 

 

 

図4－19 建屋内の放射性物質からのガンマ線による 

             被ばく評価モデル（4/5）（原子炉冷却材喪失時 

     の直接ガンマ線評価モデル）（7号機） 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2023年 12月 13日 

資料番号  ：KK6添-1-051 改 0 (比較表) 

212 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

   

 

 

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－19 建屋内の放射性物質からのガンマ線による 

             被ばく評価モデル（5/5）（原子炉冷却材喪失時 

       のスカイシャインガンマ線評価モデル） 

 

 

 

 

図4－19 建屋内の放射性物質からのガンマ線による 

             被ばく評価モデル（5/5）（原子炉冷却材喪失時 

       のスカイシャインガンマ線評価モデル） 

【島根との差異】 

評価条件の差異（建屋の配置が

異なることによる計算モデル

の違い。） 
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図4－20 建屋内の放射性物質からのガンマ線による 

             被ばく評価モデル（1/5）（炉心の著しい損傷が 

発生した場合） 

 

 

 

図4－20 建屋内の放射性物質からのガンマ線による 

             被ばく評価モデル（1/5）（炉心の著しい損傷が 

発生した場合） 

 

【島根との差異】 

評価モデルの差異（島根 2号機

では，中央制御室滞在時の建屋

内放射性物質からの被ばく評

価モデルは，原子炉冷却材喪失

時と同じ。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2023年 12月 13日 

資料番号  ：KK6添-1-051 改 0 (比較表) 

214 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

   

 

 

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 

 

図4－20 建屋内の放射性物質からのガンマ線による 

             被ばく評価モデル（2/5）（炉心の著しい損傷が 

        発生した場合）（直接ガンマ線）（6号機） 

 

図4－20 建屋内の放射性物質からのガンマ線による 

             被ばく評価モデル（2/5）（炉心の著しい損傷が 

        発生した場合）（直接ガンマ線）（6号機） 

【島根との差異】 

評価モデルの差異（島根 2号機

では，中央制御室滞在時の建屋

内放射性物質からの被ばく評

価モデルは，原子炉冷却材喪失

時と同じ。） 
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図4－20 建屋内の放射性物質からのガンマ線による 

             被ばく評価モデル（3/5）（炉心の著しい損傷が 

        発生した場合）（直接ガンマ線）（7号機） 

 

図4－20 建屋内の放射性物質からのガンマ線による 

             被ばく評価モデル（3/5）（炉心の著しい損傷が 

        発生した場合）（直接ガンマ線）（7号機） 

【島根との差異】 

評価モデルの差異（島根 2号機

では，中央制御室滞在時の建屋

内放射性物質からの被ばく評

価モデルは，原子炉冷却材喪失

時と同じ。） 
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図4－20 建屋内の放射性物質からのガンマ線による 

             被ばく評価モデル（4/5）（炉心の著しい損傷が 

             発生した場合）（直接ガンマ線）（コントロール 

建屋遮蔽モデル） 

 

図4－20 建屋内の放射性物質からのガンマ線による 

             被ばく評価モデル（4/5）（炉心の著しい損傷が 

             発生した場合）（直接ガンマ線）（コントロール 

建屋遮蔽モデル） 

【島根との差異】 

評価モデルの差異（島根 2号機

では，中央制御室滞在時の建屋

内放射性物質からの被ばく評

価モデルは，原子炉冷却材喪失
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図4－20 建屋内の放射性物質からのガンマ線による 

             被ばく評価モデル（5/5）（炉心の著しい損傷が 

          発生した場合）（スカイシャインガンマ線） 

 

 

図4－20 建屋内の放射性物質からのガンマ線による 

             被ばく評価モデル（5/5）（炉心の著しい損傷が 

          発生した場合）（スカイシャインガンマ線） 

 

【島根との差異】 

評価モデルの差異（島根 2号機

では，中央制御室滞在時の建屋

内放射性物質からの被ばく評

価モデルは，原子炉冷却材喪失

時と同じ。） 
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図4－21 主蒸気管破断時の評価モデル（1/5）（6号機） 

 

 

図4－21 主蒸気管破断時の評価モデル（1/5）（6号機） 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（建屋の配置が

異なることによる評価点の違

い。） 
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図4－21 主蒸気管破断時の評価モデル（2/5）（7号機） 

 

 

図4－21 主蒸気管破断時の評価モデル（2/5）（7号機） 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 
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図4－21 主蒸気管破断時の評価モデル（3/5） 

（直接ガンマ線）（6号機） 

 

 

図 4－21 主蒸気管破断時の評価モデル（4/5） 

（直接ガンマ線）（7号機） 

 

 

図4－21 主蒸気管破断時の評価モデル（3/5） 

（直接ガンマ線）（6号機） 

 

 

図4－21 主蒸気管破断時の評価モデル（4/5） 

（直接ガンマ線）（7号機） 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，6,7 号機の同時発災で

評価している。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2023年 12月 13日 

資料番号  ：KK6添-1-051 改 0 (比較表) 

221 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 

   

 

 

    

 

青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 

赤字：島根原子力発電所第 2 号機と柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機との差異 

島根原子力発電所第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機 備考 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－21 主蒸気管破断時の評価モデル（5/5） 

（スカイシャインガンマ線） 

 

 

図4－21 主蒸気管破断時の評価モデル（5/5） 

（スカイシャインガンマ線） 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（建屋の配置が

異なることによる計算モデル

の違い。） 
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図4－22 中央制御室及び中央制御室待避室バウンダリ体積 

 

 

 

図4－22 中央制御室及び中央制御室待避室バウンダリ体積 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（バウンダリ体

積が異なる。） 
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図 4－23 室内に取り込まれた放射性物質による外部被ばくの

評価モデル図 

 

図 4－23 室内に取り込まれた放射性物質による外部被ばくの

評価モデル図 

差異なし 
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図4－24 原子炉冷却材喪失時の希ガスの大気放出過程 

（設計基準事故時） 

 

図4－24 原子炉冷却材喪失時の希ガスの大気放出過程 

（設計基準事故時） 

【島根との差異】 

評価条件の差異（個別の差異に

ついては，前述の文中に示すと

おり。） 
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図4－25 原子炉冷却材喪失時のよう素の大気放出過程 

（設計基準事故時） 

 

図4－25 原子炉冷却材喪失時のよう素の大気放出過程 

（設計基準事故時） 

【島根との差異】 

評価条件の差異（個別の差異に

ついては，前述の文中に示すと

おり。） 
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図4－26 主蒸気管破断時の希ガスの大気放出過程 

（設計基準事故時） 

 

図4－26 主蒸気管破断時の希ガスの大気放出過程 

（設計基準事故時） 

【島根との差異】 

評価条件の差異（個別の差異に

ついては，前述の文中に示すと

おり。） 
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図4－27 主蒸気管破断時のハロゲン等の大気放出過程 

（設計基準事故時） 

 

 

図4－27 主蒸気管破断時のハロゲン等の大気放出過程 

（設計基準事故時） 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（個別の差異に

ついては，前述の文中に示すと

おり。） 
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図 4－28 6号機及び 7号機中央制御室換気空調系の 

運転モード 

 

図 4－28 6号機及び 7号機中央制御室換気空調系の 

運転モード 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，中央制御室換気空調系

は，7 号機との共用設備である

ため，登録号機が 7号機である

設備についても記載してい

る。） 
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図4－29 希ガスの大気放出過程 

（炉心の著しい損傷が発生した場合） 

 

図4－29 希ガスの大気放出過程 

（炉心の著しい損傷が発生した場合） 

【島根との差異】 

評価条件の差異（個別の差異に

ついては，前述の文中に示すと

おり。） 
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図 4－30 よう素の大気放出過程 

（炉心の著しい損傷が発生した場合） 

 

図 4－30 よう素の大気放出過程 

（炉心の著しい損傷が発生した場合） 

【島根との差異】 

評価条件の差異（個別の差異に

ついては，前述の文中に示すと

おり。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注記＊：非常用ガス処理系の定格風量 2000m3/hによる換気率（約 0.56(回/日)）により屋外に放出（ただし，原子

炉建屋原子炉区域（二次格納施設）内の放射性物質濃度変化は保守的に換気率 0.5(回/日)を用いて評価） 

長時間運転した場合のよう素の停止時炉内内蔵量 

原子炉格納容器内への放出割合：ＭＡＡＰ解析に基づく 

原子炉建屋への漏えい割合 

【粒子状よう素，有機よう素】 

：ＭＡＡＰ解析に基づく 

【無機よう素】 

：事故発生から 

  0～1.5時間後：0.4%/日（一定） 

 1.5～168時間後：1.3%/日（一定） 
ベントラインへの流入割合 

：ＭＡＡＰ解析に基づく 

格納容器圧力逃がし装置

除去係数 

粒子状よう素：1000 

 無機よう素：1000 

 有機よう素：1 

 

5% 91% 4% 

よう素フィルタ除去係数 

  粒子状よう素：1  

   無機よう素：1  

   有機よう素：50 

原子炉建屋から漏えい又は 

非常用ガス処理系により主排気筒から放出 格納容器圧力逃がし装置から放出 

サプレッションプールでの 

スクラビングによる除去係数 

粒子状よう素：ＭＡＡＰ解析に基づく 

 無機よう素：10 

有機よう素：1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注記＊：非常用ガス処理系の定格風量 2000m3/hによる換気率（約 0.56(回/日 ）により屋外に放出（ただし，原子

炉建屋原子炉区域（二次格納施設）内の放射性物質濃度変化は保守的に換気率 0.5(回/日)を用いて評価） 

長時間運転した場合のよう素の停止時炉内内蔵量 

原子炉格納容器内への放出割合：ＭＡＡＰ解析に基づく 

原子炉建屋への漏えい割合 

【粒子状よう素，有機よう素】 

：ＭＡＡＰ解析に基づく 

【無機よう素】 

：事故発生から 

  0～1.5時間後：0.4%/日（一定） 

 1.5～168時間後：1.3%/日（一定） 
ベントラインへの流入割合 

：ＭＡＡＰ解析に基づく 

格納容器圧力逃がし装置

除去係数 

粒子状よう素：1000 

 無機よう素：1000 

 有機よう素：1 

 

5% 91% 4% 

よう素フィルタ除去係数 

  粒子状よう素：1  

   無機よう素：1  

   有機よう素：50 

原子炉建屋から漏えい又は 

非常用ガス処理系により主排気筒から放出 格納容器圧力逃がし装置から放出 

サプレッションプールでの 

スクラビングによる除去係数 

粒子状よう素：ＭＡＡＰ解析に基づく 

 無機よう素：10 

有機よう素：1 
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図 4－31 セシウムの大気放出過程 

（炉心の著しい損傷が発生した場合） 

 

図 4－31 セシウムの大気放出過程 

（炉心の著しい損傷が発生した場合） 

【島根との差異】 

評価条件の差異（個別の差異に

ついては，前述の文中に示すと

おり。） 
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図 4－32 その他核種の大気放出過程 

（炉心の著しい損傷が発生した場合） 

 

図 4－32 その他核種の大気放出過程 

（炉心の著しい損傷が発生した場合） 

【島根との差異】 

評価条件の差異（個別の差異に

ついては，前述の文中に示すと

おり。） 
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図 4－33 被ばく評価で想定する空調運用等タイムチャート 

 
図 4－33 被ばく評価で想定する空調運用等タイムチャート 

【島根との差異】 

運用の差異 
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図4－34 格納容器内圧力の変化 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（1/2） 

（格納容器ベントを実施する場合） 

 

 

 

図4－34 格納容器内圧力の変化 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（2/2） 

（代替循環冷却系を用いて事象収束する場合） 

 

 

 

図4－34 格納容器内圧力の変化 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（1/2） 

（格納容器ベントを実施する場合） 

 

 

 

図4－34 格納容器内圧力の変化 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（2/2） 

（代替循環冷却系を用いて事象収束する場合） 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，代替循環系による事象

収束も想定する。） 
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図4－35 格納容器内温度の変化 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（1/2） 

（格納容器ベントを実施する場合） 

 

 

図4－35 格納容器内温度の変化 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（2/2） 

（代替循環冷却系を用いて事象収束する場合） 

 

 

図4－35 格納容器内温度の変化 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（1/2） 

（格納容器ベントを実施する場合） 

 

 

図4－35 格納容器内温度の変化 

（炉心の著しい損傷が発生した場合）（2/2） 

（代替循環冷却系を用いて事象収束する場合） 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，代替循環系による事象

収束も想定する。） 
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図 4－36 体積線源モデル図（よう素フィルタ） 図 4－36 体積線源モデル図（よう素フィルタ） 

【島根との差異】 

評価構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，格納容器圧力逃がし装

置が地上に位置しているため，

格納容器ベント後の装置内に

残存する放射性物質からの影響

についても評価している。） 
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図 4－37 よう素フィルタからのスカイシャインガンマ線の 

評価モデル 

 

図 4－37 よう素フィルタからのスカイシャインガンマ線の 

評価モデル 

【島根との差異】 

評価構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，格納容器圧力逃がし装

置が地上に位置しているため，

格納容器ベント後の装置内に

残存する放射性物質からの影響

についても評価している。） 
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図 4－38 よう素フィルタからのスカイシャインガンマ線の 

評価モデル 

（よう素フィルタとフィルタベント遮蔽壁の位置関係） 

 

 

図 4－38 よう素フィルタからのスカイシャインガンマ線の 

評価モデル 

（よう素フィルタとフィルタベント遮蔽壁の位置関係） 

 

【島根との差異】 

評価構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，格納容器圧力逃がし装

置が地上に位置しているため，

格納容器ベント後の装置内に

残存する放射性物質からの影響

についても評価している。） 
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図 4－39 アクセスルート並びに線源及び評価点の位置 

（中央制御室滞在時及び入退域時） 

（距離は，フィルタベント建屋中心から評価点までの距離を示

す） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4－39 アクセスルート並びに線源及び評価点の位置 

（中央制御室滞在時及び入退域時） 

（距離は，フィルタベント建屋中心から評価点までの距離を示

す） 

 

【島根との差異】 

評価構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，格納容器圧力逃がし装

置が地上に位置しているため，

格納容器ベント後の装置内に

残存する放射性物質からの影響

についても評価している。） 
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図 4－40 クラウドシャインガンマ線に対する遮蔽モデル 

 

 

 

図 4－40 クラウドシャインガンマ線に対する遮蔽モデル 

【島根との差異】 

表現上の差異（柏崎刈羽 6号機

では，クラウドシャインガンマ

線の遮蔽モデルについて記載

している。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－41 中央制御室内被ばく評価時のグランドシャイン 

評価モデル(1／2) 

（コントロール建屋周辺地形（赤線内は線源とした領域：半径

500m）） 

 

 

図4－41 中央制御室内被ばく評価時のグランドシャイン 

評価モデル(1／2) 

（コントロール建屋周辺地形（赤線内は線源とした領域：半径

500m）） 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（線源範囲が異

なる。） 
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図4－41 中央制御室内被ばく評価時のグランドシャイン評価

モデル(2／2) 

 

 

図4－41 中央制御室内被ばく評価時のグランドシャイン評価

モデル(2／2) 

 

【島根との差異】 

評価モデルの差異（線源の沈着

箇所が異なる。） 
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  【島根との差異】 

表現上の差異（柏崎刈羽 6号機

では，評価点が前述のコントロ

ール建屋入口と同じであるた

め，記載を省略している。） 
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図 4－42 評価モデル 

（隣接エリア内の放射性物質からのガンマ線）（1/3） 

 

図 4－42 評価モデル 

（隣接エリア内の放射性物質からのガンマ線）（1/3） 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，中央制御室待避室の被

ばく評価において，外気相当と

なる区域内及び中央制御室内

に浮遊する線源を隣接エリア

からの影響として考慮してい

る。） 
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図 4－42 評価モデル 

（隣接エリア内の放射性物質からのガンマ線）（2/3） 

 

図 4－42 評価モデル 

（隣接エリア内の放射性物質からのガンマ線）（2/3） 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，中央制御室待避室の被

ばく評価において，外気相当と

なる区域内及び中央制御室内

に浮遊する線源を隣接エリア

からの影響として考慮してい

る。） 
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図 4－42 評価モデル 

（隣接エリア内の放射性物質からのガンマ線）（3/3） 

 

図 4－42 評価モデル 

（隣接エリア内の放射性物質からのガンマ線）（3/3） 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，中央制御室待避室の被

ばく評価において，外気相当と

なる区域内及び中央制御室内

に浮遊する線源を隣接エリア

からの影響として考慮してい

る。） 
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図4－43 評価モデルの設定の考え方 

（隣接エリア内の放射性物質からのガンマ線） 

 

 

図4－43 評価モデルの設定の考え方 

（隣接エリア内の放射性物質からのガンマ線） 

 

【島根との差異】 

評価方針の差異（柏崎刈羽 6号

機では，中央制御室待避室の被

ばく評価において，外気相当と

なる区域内及び中央制御室内

に浮遊する線源を隣接エリア

からの影響として考慮してい

る。） 
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  別添 1 空気流入率測定試験について 別添 1 空気流入率測定試験について  

 

 

被ばく評価手法（内規）の別添資料「原子力発電所の中央制

御室の空気流入率測定試験手法」に基づき，柏崎刈羽原子力発

電所第 6 号機及び第 7 号機中央制御室に対して空気流入率測定

試験を実施した結果，空気流入率は最大で 0.18回/hであった。

試験結果の詳細は第 1.1表に示す。 

 

被ばく評価手法（内規）の別添資料「原子力発電所の中央制

御室の空気流入率測定試験手法」に基づき，柏崎刈羽原子力発

電所第 6 号機及び第 7 号機中央制御室に対して空気流入率測定

試験を実施した結果，空気流入率は最大で 0.18 回/hであった。

試験結果の詳細は第 1.1表に示す。 

 

 

 

 

【島根との差異】 

試験結果の差異 

 

 

 

 

 

第 1.1表 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機及び第 7号機中央制

御室空気流入率測定試験結果 

 

 

第 1.1表 柏崎刈羽原子力発電所第 6号機及び第 7号機中央制

御室空気流入率測定試験結果 

 

 

【島根との差異】 

試験結果の差異 
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別添 2 中央制御室可搬型陽圧化空調機のフィルタ除去性能の 

維持について 

別添 2 中央制御室可搬型陽圧化空調機のフィルタ除去性能の 

維持について 

 

 

 

 

中央制御室可搬型陽圧化空調機の高性能フィルタ及び活性炭

フィルタは，十分な保持容量及び吸着容量を有する設計とする。

以下に放射性微粒子保持容量及びよう素吸着容量を示す。 

 

中央制御室可搬型陽圧化空調機の高性能フィルタ及び活性炭

フィルタは，十分な保持容量及び吸着容量を有する設計とする。

以下に放射性微粒子保持容量及びよう素吸着容量を示す。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

1. 高性能フィルタの放射性微粒子保持容量 

中央制御室可搬型陽圧化空調機の高性能フィルタの放射性微

粒子保持容量は，1式で 1400gとなる。 

 

1. 高性能フィルタの放射性微粒子保持容量 

中央制御室可搬型陽圧化空調機の高性能フィルタの放射性微

粒子保持容量は，1式で 1400gとなる。 

 

【島根との差異】 

設備設計の差異（放射性微粒子

保持容量が異なる。） 

 

 

  

 

 

 

2. 活性炭フィルタのよう素吸着容量 

中央制御室可搬型陽圧化空調機の活性炭フィルタの活性炭充

てん量は，2層で 2.5kgであり，吸着容量は 129gとなる。 

中央制御室可搬型陽圧化空調機の高性能フィルタ及び活性炭

フィルタの保持容量及び吸着容量を第 2.1表に示す。 

 

2. 活性炭フィルタのよう素吸着容量 

中央制御室可搬型陽圧化空調機の活性炭フィルタの活性炭充

てん量は，2層で 2.5kgであり，吸着容量は 129gとなる。 

中央制御室可搬型陽圧化空調機の高性能フィルタ及び活性炭

フィルタの保持容量及び吸着容量を第 2.1表に示す。 

 

【島根との差異】 

設備設計の差異（よう素吸着容

量が異なる。） 

 

 

 

 

 

 

  

  

  
 

第 2.1表 中央制御室可搬型陽圧化空調機のフィルタ保持容量

及び吸着容量 

 保持容量／吸着容量 

高性能フィルタ 1400 g 

活性炭フィルタ 129 g 
 

第 2.1表 中央制御室可搬型陽圧化空調機のフィルタ保持容量

及び吸着容量 

 保持容量／吸着容量 

高性能フィルタ 1400 g 

活性炭フィルタ 129 g 
 

【島根との差異】 

設備設計の差異（放射性微粒子

保持容量及びよう素吸着容量

が異なる。） 
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  別添3 運転員の交替要員体制について 別添3 運転員の交替要員体制について  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 設計基準事故時 

(1) 中央制御室滞在時の考慮 

運転員の交替を考慮した中央制御室の居住性（設計基準）を

評価するに当たり，平常時の直交替である5直2交替を考慮した。

直交替サイクルを第3.1.1表に，評価期間30日間の直交替スケジ

ュールを第3.1.2表に示す。なお，第3.1.2表においては，A班が

1直に入った際に事故が発生すると仮定している。 

 

1. 設計基準事故時 

(1) 中央制御室滞在時の考慮 

運転員の交替を考慮した中央制御室の居住性（設計基準）を

評価するに当たり，平常時の直交替である5直2交替を考慮した。

直交替サイクルを第3.1.1表に，評価期間30日間の直交替スケジ

ュールを第3.1.2表に示す。なお，第3.1.2表においては，A班が

1直に入った際に事故が発生すると仮定している。 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，入退域時の評価を平常

時の 5 直 2 交替にて行ってい

る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

計算結果の差異（直交替体制が

異なることによる中央制御室

滞在時間及び入退域所要時間

の違い。） 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

計算結果の差異（直交替体制が

異なることによる中央制御室

滞在時間割合及び入退域所要

時間割合の違い。） 
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 第3.1.1表 運転員の勤務形態 

 

第3.1.1表 運転員の勤務形態 

 

【島根との差異】 

表現上の差異（柏崎刈羽 6号機

では，DBA 時の勤務形態につい

ても記載している。） 

 

 第3.1.2表 直交替スケジュール（①：1直，②：2直） 

 

第3.1.2表 直交替スケジュール（①：1直，②：2直） 

 

【島根との差異】 

表現上の差異（柏崎刈羽 6号機

では，DBA 時の直交替スケジュ

ールについても記載してい

る。） 

 

 

 

 

 30日間の中央制御室滞在時間及び入退域時間の最大値を評価

すると，A班の 

 中央制御室滞在時間：198時間40分（1直8回＋2直8回） 

が最大となる。中央制御室の滞在時間割合は以下のように求め

る。 

 中央制御室の滞在時間割合＝ 198h40m／(24h×30日)≒

0.275926 

 

30日間の中央制御室滞在時間及び入退域時間の最大値を評価

すると，A班の 

 中央制御室滞在時間：198時間40分（1直8回＋2直8回） 

が最大となる。中央制御室の滞在時間割合は以下のように求め

る。 

 中央制御室の滞在時間割合＝ 198h40m／ (24h×30日)≒

0.275926 

 

 

【島根との差異】 

計算結果の差異（直交替体制が

異なることによる中央制御室

滞在時間及びその割合の違

い。） 

 

 (2) 入退域時（交替時）の考慮 

直交替を考慮した場合の入退域時の実効線量は，建屋出入口

に連続滞在した場合の線量を求め，その値に入退域の時間割合

を乗じて評価を行う。直交替を行う場合の入退域の時間割合は，

入退域（片道）に必要な時間を15分とし以下のように求める。 

 入退域の時間割合＝8h／(24h×30日)≒0.01111 

(2) 入退域時（交替時）の考慮 

直交替を考慮した場合の入退域時の実効線量は，建屋出入口

に連続滞在した場合の線量を求め，その値に入退域の時間割合

を乗じて評価を行う。直交替を行う場合の入退域の時間割合は，

入退域（片道）に必要な時間を15分とし以下のように求める。 

 入退域の時間割合＝8h／(24h×30日)≒0.01111 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

計算結果の差異（直交替体制が

異なることによる入退域所要

時間及びその割合の違い。） 
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2. 炉心の著しい損傷が発生した場合 

重大事故時の中央制御室居住性評価における直交替の考慮

は，実態の勤務形態（5直2交替）に基づき設定した。 

 

2. 炉心の著しい損傷が発生した場合 

重大事故時の中央制御室居住性評価における直交替の考慮

は，実態の勤務形態（5直2交替）に基づき設定した。 

 

 

 

【島根との差異】 

評価条件の差異（柏崎刈羽 6号

機では，平常時の直交替体制に

て評価を行った。） 

 

 

 

 

 

被ばく評価の勤務形態については，事故発生時に1直の中央制

御室滞在が開始するものと想定する。 

想定する勤務体系は第3.2.1表に示すとおりである。この通常

の直交替スケジュールで特定の班が過大な被ばくを受ける場合

は，被ばく線量の平準化のため，訓練直が代わりに勤務するこ

とを想定する等，評価上で班交替を工夫する。なお，入退域時

の被ばく評価については，入退域（片道）に必要な時間を15分

とし評価を行った。 

炉心の著しい損傷が発生した場合の被ばく線量は，班ごとに

評価する。班ごとの評価期間中の積算線量は，被ばく経路ごと

に，評価期間中の中央制御室滞在及び入退域ごとの被ばく線量

を評価し，合算することで算出する。 

 

被ばく評価の勤務形態については，事故発生時に1直の中央制

御室滞在が開始するものと想定する。 

想定する勤務体系は第3.2.1表に示すとおりである。この通常

の直交替スケジュールで特定の班が過大な被ばくを受ける場合

は，被ばく線量の平準化のため，訓練直が代わりに勤務するこ

とを想定する等，評価上で班交替を工夫する。なお，入退域時

の被ばく評価については，入退域（片道）に必要な時間を15分

とし評価を行った。 

炉心の著しい損傷が発生した場合の被ばく線量は，班ごとに

評価する。班ごとの評価期間中の積算線量は，被ばく経路ごと

に，評価期間中の中央制御室滞在及び入退域ごとの被ばく線量

を評価し，合算することで算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

 

        
 

 

         

         

         

         

 

第3.2.1表 想定する勤務体系 

 中央制御室の滞在時間 

1直 8：30～21：25 

2直 21：00～8：55 

 

 

 1日目 2日目 3日目 4日目 5日目 6日目 7日目 

Ａ班 1直 1直 2直 2直 明 休 休 

Ｂ班 訓 訓 訓 訓 訓 訓 訓 

Ｃ班 休 休 1直 1直 2直 2直 明 

Ｄ班 明 休 休 休 1直 1直 2直 

Ｅ班 2直 2直 明 休 休 休 1直 
 

第3.2.1表 想定する勤務体系 

 中央制御室の滞在時間 

1直 8：30～21：25 

2直 21：00～8：55 

 

 

 1日目 2日目 3日目 4日目 5日目 6日目 7日目 

Ａ班 1直 1直 2直 2直 明 休 休 

Ｂ班 訓 訓 訓 訓 訓 訓 訓 

Ｃ班 休 休 1直 1直 2直 2直 明 

Ｄ班 明 休 休 休 1直 1直 2直 

Ｅ班 2直 2直 明 休 休 休 1直 
 

【島根との差異】 

評価条件の差異（勤務体系が異

なる。） 
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別添 4 中央制御室の居住性評価に係る各被ばく評価における

ブローアウトパネルの取扱いについて 

別添 4 中央制御室の居住性評価に係る各被ばく評価における

ブローアウトパネルの取扱いについて 

 

 

 

 

燃料取替床ブローアウトパネル（以下「オペフロBOP」という。）

及び主蒸気系トンネル室ブローアウトパネル（以下「MSトンネ

ル室BOP」という。）は，主蒸気管破断のようにプラント運転中

に原子炉格納容器外で配管が破断した場合等に，高圧の蒸気が

原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）内に漏えい，拡散する

ことにより生じる建屋内の圧力上昇によって建屋内の天井・外

壁等が破損することを防止するため，建屋内の圧力を開放する

目的で設置している。 

燃料取替床ブローアウトパネル（以下「オペフロBOP」という。）

及び主蒸気系トンネル室ブローアウトパネル（以下「MSトンネ

ル室BOP」という。）は，主蒸気管破断のようにプラント運転中

に原子炉格納容器外で配管が破断した場合等に，高圧の蒸気が

原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）内に漏えい，拡散する

ことにより生じる建屋内の圧力上昇によって建屋内の天井・外

壁等が破損することを防止するため，建屋内の圧力を開放する

目的で設置している。 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

オペフロBOP及びMSトンネル室BOPの開放により開口部が生じ

た場合，非常用ガス処理系起動時に原子炉建屋原子炉区域（二

次格納施設）内を負圧に維持することが困難となり，放射性物

質の放出経路としては主排気筒ではなく地上放出相当となる。 

オペフロBOP及びMSトンネル室BOPの開放により開口部が生じ

た場合，非常用ガス処理系起動時に原子炉建屋原子炉区域（二

次格納施設）内を負圧に維持することが困難となり，放射性物

質の放出経路としては主排気筒ではなく地上放出相当となる。 

 

 

 

 

 

 

 

中央制御室の居住性評価に係る各被ばく評価における，オペ

フロBOP及びMSトンネル室BOPの状態と評価条件（放出位置）と

の関係を以下に示す。 

 

中央制御室の居住性評価に係る各被ばく評価における，オペ

フロBOP及びMSトンネル室BOPの状態と評価条件（放出位置）と

の関係を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 



東京電力ホールディングス株式会社 

資料提出日：2023年 12月 13日 

資料番号  ：KK6添-1-051 改 0 (比較表) 

253 本資料のうち枠囲みの内容は，当社の機密事項を含むため，又は他社の機密事項を含む可能性があるため公開できません。 
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1. 中央制御室の居住性評価（設計基準事故）に係る被ばく評

価 

(1) 原子炉冷却材喪失 

a. 評価条件（放出位置） 

主排気筒 

被ばく評価手法（内規）では排気筒と原子炉建屋とされて

いる。（第4.1表参照） 

1. 中央制御室の居住性評価（設計基準事故）に係る被ばく評

価 

(1) 原子炉冷却材喪失 

a. 評価条件（放出位置） 

主排気筒 

被ばく評価手法（内規）では排気筒と原子炉建屋とされて

いる。（第4.1表参照） 

 

 

 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

b. オペフロBOP及びMSトンネル室BOPの状態 

 

原子炉冷却材喪失時には原子炉建屋原子炉区域（二次格納施

設）内でオペフロBOP及びMSトンネル室BOPが開放するほどの圧

力上昇は生じないことから，オペフロBOP及びMSトンネル室BOP

は開放しない。また，破断口からの冷却材流出によって原子炉

水位が低下し，原子炉水位低（レベル3）信号設定点に到達する

ことで，非常用ガス処理系が自動起動することから，放出経路

は主排気筒となる。 

 

 

b. オペフロBOP及びMSトンネル室BOPの状態 

 

原子炉冷却材喪失時には原子炉建屋原子炉区域（二次格納施

設）内でオペフロBOP及びMSトンネル室BOPが開放するほどの圧

力上昇は生じないことから，オペフロBOP及びMSトンネル室BOP

は開放しない。また，破断口からの冷却材流出によって原子炉

水位が低下し，原子炉水位低（レベル3）信号設定点に到達する

ことで，非常用ガス処理系が自動起動することから，放出経路

は主排気筒となる。 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

c. 結論 

オペフロBOP及びMSトンネル室BOPの状態を考慮しても，放射

性物質の放出位置として主排気筒とすることは妥当である。 

 

c. 結論 

オペフロBOP及びMSトンネル室BOPの状態を考慮しても，放射

性物質の放出位置として主排気筒とすることは妥当である。 

差異なし 

 

 

 

 

 

  

  

 

  

 

(2) 主蒸気管破断 

a. 評価条件（放出位置） 

地上放出（評価点に最も近接するオペフロBOP） 

被ばく評価手法（内規）ではブローアウトパネルと原子炉

建屋又はタービン建屋とされている。（第4.1表参照） 

 

 

 

 

(2) 主蒸気管破断 

a. 評価条件（放出位置） 

地上放出（評価点に最も近接するオペフロBOP） 

被ばく評価手法（内規）ではブローアウトパネルと原子炉

建屋又はタービン建屋とされている。（第4.1表参照） 

 

差異なし 
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b. オペフロBOP及びMSトンネル室BOPの状態 

 

建屋内の圧力上昇によりオペフロBOP及びMSトンネル室BOPが

開放する。開放するのはオペフロBOPを想定する。そのため，非

常用ガス処理系起動時に原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）

内を負圧に維持することが困難となり，放射性物質の放出経路

は主排気筒ではなく地上放出として評価点（中央制御室）に最も

近接するオペフロBOPを放出位置として設定する。 

なお，「原子炉設置許可申請書 添付書類十 4.2 仮想事故 

4.2.2 主蒸気管破断」の周辺公衆の線量評価においては，ター

ビン建屋から地上放出するとしており，オペフロBOP及びMSトン

ネル室BOPの状態に関係はなく，原子炉設置許可申請書の線量評

価結果に影響はない。 

b. オペフロBOP及びMSトンネル室BOPの状態 

 

建屋内の圧力上昇によりオペフロBOP及びMSトンネル室BOPが

開放する。開放するのはオペフロBOPを想定する。そのため，非

常用ガス処理系起動時に原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）

内を負圧に維持することが困難となり，放射性物質の放出経路

は主排気筒ではなく地上放出として評価点（中央制御室）に最も

近接するオペフロBOPを放出位置として設定する。 

なお，「原子炉設置許可申請書 添付書類十 4.2 仮想事故 

4.2.2 主蒸気管破断」の周辺公衆の線量評価においては，ター

ビン建屋から地上放出するとしており，オペフロBOP及びMSトン

ネル室BOPの状態に関係はなく，原子炉設置許可申請書の線量評

価結果に影響はない。 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

c. 結論 

オペフロBOP及びMSトンネル室BOPの状態を考慮しても，放射

性物質の放出経路として地上放出を設定することは妥当であ

る。 

c. 結論 

オペフロBOP及びMSトンネル室BOPの状態を考慮しても，放射

性物質の放出経路として地上放出を設定することは妥当であ

る。 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

2. 中央制御室の居住性評価（炉心の著しい損傷）に係る被ばく

評価 

a. 評価条件（放出位置） 

原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）が負圧ではない期間

＊：地上放出（原子炉建屋中心） 

原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）が負圧となる期間：

主排気筒 

格納容器ベント実施時：格納容器圧力逃がし装置配管 

審査ガイドでは「選定した事故シーケンスの事故進展解

析結果を基に設定」とされている。 

注記＊：「非常用ガス処理系が停止している期間」及び「非常用

ガス処理系起動から原子炉建屋原子炉区域（二次格納

施設）の負圧達成までの期間」を指す。 

2. 中央制御室の居住性評価（炉心の著しい損傷）に係る被ばく

評価 

a. 評価条件（放出位置） 

原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）が負圧ではない期間

＊：地上放出（原子炉建屋中心） 

原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）が負圧となる期間：

主排気筒 

格納容器ベント実施時：格納容器圧力逃がし装置配管 

審査ガイドでは「選定した事故シーケンスの事故進展解

析結果を基に設定」とされている。 

注記＊：「非常用ガス処理系が停止している期間」及び「非常用

ガス処理系起動から原子炉建屋原子炉区域（二次格納

施設）の負圧達成までの期間」を指す。 

 

 

差異なし 
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b. オペフロBOP及びMSトンネル室BOPの状態 

 

居住性評価にあたって選定した事象である原子炉冷却材喪失

時にはオペフロBOP及びMSトンネル室BOPが開放するほどの原子

炉建屋原子炉区域（二次格納施設）内の圧力上昇は生じないこ

とから，オペフロBOP及びMSトンネル室BOPは開放しない。 

 

 

オペフロBOP及びMSトンネル室BOPが開放しないものの，原子

炉建屋原子炉区域（二次格納施設）が負圧ではない期間におい

ては，地上放出を想定し，放出点としては原子炉建屋中心を設定

する。 

 

非常用ガス処理系によって原子炉建屋原子炉区域（二次格納

施設）内の負圧を維持している期間については，放出経路は主排

気筒としている。 

なお，格納容器ベント実施時には格納容器圧力逃がし装置配

管からの放出を想定する。 

b. オペフロBOP及びMSトンネル室BOPの状態 

 

居住性評価にあたって選定した事象である原子炉冷却材喪失

時にはオペフロBOP及びMSトンネル室BOPが開放するほどの原子

炉建屋原子炉区域（二次格納施設）内の圧力上昇は生じないこ

とから，オペフロBOP及びMSトンネル室BOPは開放しない。 

 

 

オペフロBOP及びMSトンネル室BOPが開放しないものの，原子

炉建屋原子炉区域（二次格納施設）が負圧ではない期間におい

ては，地上放出を想定し，放出点としては原子炉建屋中心を設定

する。 

 

非常用ガス処理系によって原子炉建屋原子炉区域（二次格納

施設）内の負圧を維持している期間については，放出経路は主排

気筒としている。 

なお，格納容器ベント実施時には格納容器圧力逃がし装置配

管からの放出を想定する。 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

c. 結論 

オペフロBOP及びMSトンネル室BOPの状態を考慮しても，放射

性物質の放出経路として地上放出，主排気筒及び格納容器圧力

逃がし装置配管を設定しており妥当である。 

 

c. 結論 

オペフロBOP及びMSトンネル室BOPの状態を考慮しても，放射

性物質の放出経路として地上放出，主排気筒及び格納容器圧力

逃がし装置配管を設定しており妥当である。 

差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 
 

第4.1表 放出点の代表例 

(被ばく評価手法（内規）解説表5.8.1抜粋) 

 

第4.1表 放出点の代表例 

(被ばく評価手法（内規）解説表5.8.1抜粋) 

 

差異なし 
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別添 5 中央制御室待避室遮蔽に係るストリーミングの考慮に

ついて 

中央制御室待避室に設置する出入口開口部又は配管その他の

貫通部から，中央制御室待避室遮蔽を透過せず，散乱等によるス

トリーミングが加圧エリアに影響を与えないよう，放射線の漏

えい防止措置を講ずる。 

 

1. 出入口開口部に対する考慮 

中央制御室待避室の出入口開口からのストリーミングが加

圧エリアに影響を与えないよう以下の放射線の漏えい防止措

置を講ずる。 

(1) 出入口開口部は，遮蔽扉とする。また，可搬遮蔽を設置

することが可能な設計とする。 

 

2. 配管その他の貫通部に対する考慮 

中央制御室待避室の配管その他の貫通部からのストリーミ

ングが加圧エリアに影響を与えないよう，必要に応じて以下

の放射線の漏えい防止措置を講ずる。 

(1) 貫通部の大きさを可能な限り小さくする。 

(2) 貫通部の高さを線源が直接見通せないような位置にす

る。 

 

別添 5 中央制御室待避室遮蔽に係るストリーミングの 

考慮について 

中央制御室待避室に設置する出入口開口部又は配管その他の

貫通部から，中央制御室待避室遮蔽を透過せず，散乱等によるス

トリーミングが加圧エリアに影響を与えないよう，放射線の漏

えい防止措置を講ずる。 

 

1. 出入口開口部に対する考慮 

中央制御室待避室の出入口開口からのストリーミングが加

圧エリアに影響を与えないよう以下の放射線の漏えい防止措

置を講ずる。 

(1) 出入口開口部は，遮蔽扉とする。また，可搬遮蔽を設置

することが可能な設計とする。 

 

2. 配管その他の貫通部に対する考慮 

中央制御室待避室の配管その他の貫通部からのストリーミ

ングが加圧エリアに影響を与えないよう，必要に応じて以下

の放射線の漏えい防止措置を講ずる。 

(1) 貫通部の大きさを可能な限り小さくする。 

(2) 貫通部の高さを線源が直接見通せないような位置にす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【島根との差異】 

設備構成の差異（柏崎刈羽 6号

機では，中央制御室待避室の入

口に可搬型遮蔽を設置するこ

とで居住性を確保する設計と

している。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


